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要  旨  

 

個人事業者が支出した同族会社の関連経費について、所得税法（以下

「法」という。）上の必要経費に該当するか否かが争われる場合、基本的

に法 3 7 条 1 項と法 1 5 7 条 1 項のいずれかで判断されることになる。法

3 7 条 1 項は、事業所得等の金額の計算上必要経費に算入すべき金額を定

めた通則規定であり、その趣旨は投下資本の回収部分に課税が及ぶこと

を避けることにある。一方の法 1 5 7 条 1 項は、同族会社の行為又は計算

で、これを容認するとその株主等の所得税の負担を不当に減少させる結

果となると認められる場合、課税庁がその職権で正常な行為や計算に引

き直して否認することができる特殊な規定であり、課税の公平の見地か

ら、同族会社と株主等の特殊関係性ゆえに行われる租税回避を防止する

ことが趣旨となっている。このように、立法趣旨や課税要件が異なる両

規定であるが、必要経費該当性が問題となった場合、どちらの規定を根

拠とすべきかについて、過去の裁判例でも判断基準が統一されていない

ように見える。  

例えば、広島地判平成 1 3 年 1 0 月 1 1 日税資 2 5 1 順号 9 0 0 0 では、「同

族会社に対する過大な経費の支払を否認する場面においては、むしろ所

得税法 1 5 7 条が同法 3 7 条 1 項に優先して適用すべきと解する余地があ

りこそすれ、反対に所得税法 3 7 条が必要経費に関する一般的規定だと

いう理由のみで同条の適用を優先させ、同法 1 5 7 条の適用を全く認めな

いという解釈は説得力に欠けるものといわなければならない。」と判示し、

法 1 5 7 条 1 項が優先されると読める判断を示している。他方、大阪地判

平成 3 0 年 4 月 1 9 日税資 2 6 8 順号 1 3 1 4 4 では、法 3 7 条 1 項を根拠とし

て「必要経費に該当しない以上、本件取引が所得税法 1 5 7 条 1 項の規定
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による同族会社の行為計算否認の対象となるかについては、判断する必

要がない。」と判示し、課税処分理由が法 1 5 7 条 1 項であったにも関わ

らず、裁判所は同規定の検討すら行わなかった。  

このように、納税者は、同族会社が関連する経費の支出について、法

3 7 条 1 項と法 1 5 7 条 1 項のどちらに照らして判断されるのかさえ判然

としないのが現在の状況である。それに加え、法 1 5 7 条 1 項が課税庁側

にのみ適用が許されるという特殊な規定であることに鑑みると、課税庁

による同規定の適用には恣意性が介入しているのではないかという疑義

が生ずることになり、納税者の予測可能性と法的安定性の確保の点で問

題がある。  

そこで本論文では、このような同族会社の関連経費をめぐる問題につ

いて、課税庁の恣意性介入を極力排除するために、どのような場面であ

れば、課税庁による法 1 5 7 条 1 項の適用が許容され得るのかを明らかに

することを目的とし、検討を行った。その結果、筆者が導き出した課税

庁のあるべき判定フローは下図のようになる。  
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（筆者作成）  
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課税庁のあるべき判定フローを簡潔にまとめると、以下のようになる。 

 

①  テスト 1（仮装行為の判定）  

脱税である仮装行為の認定は、あくまで事実認定の下に厳格に行

われるべきものであり、特段の根拠規定を必要としない。  

②  テスト 2（私法上の法形式の範囲内で法 3 7 条 1 項の必要経費該当

性を判定）  

必要経費該当性の判定は、“必要性要件 ”のみで十分である（一要

件説）。  

金額の適正性が問題となる場合は、原則的には納税者の内部資料

をもとに算出し、予備的手法として納税者と同じ法形式の取引を行

う同業者比準により算出される。  

③  テスト 3（通常用いられる法形式への引き直しにより法 1 5 7 条 1 項

で不当性要件を判定）  

不当性要件の判定は、まずは “税負担差額の大きさ ”で判定し、次

いで、差額が大きい場合に “合理的理由の有無 ”をいうフィルターを

通じて行う。  

金額の適正性が問題となる場合は、引直し同業者比準により算出

することが可能となる。  

 

同規定の適用にあたっては、恣意性が介入しない適切な課税の実現と、

納税者の予測可能性と法的安定性の確保を両立させるべく、課税庁には、

筆者が提言するあるべき判定フローに沿って客観的で統一的な判断を行

うことが望まれることを指摘し、本論文の結論とした。  
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は じ め に  

 

個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に つ い て 、 所 得 税 法 （ 以 下

「 法 」と い う 。）上 の 必 要 経 費 に 該 当 す る か 否 か が 争 わ れ る 場 合 、基 本 的

に 法 3 7 条 1 項 と 法 1 5 7 条 1 項 の い ず れ か で 判 断 さ れ る こ と に な る 。 法

3 7 条 1 項 は 、事 業 所 得 等 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 を 定

め た 通 則 規 定 で あ り 、 そ の 趣 旨 は 投 下 資 本 の 回 収 部 分 に 課 税 が 及 ぶ こ と

を 避 け る こ と に あ る 。 ⼀ ⽅ の 法 1 5 7 条 1 項 は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算

で 、 こ れ を 容 認 す る と そ の 株 主 等 の 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結

果 と な る と 認 め ら れ る 場 合 、 課 税 庁 が そ の 職 権 で 正 常 な ⾏ 為 や 計 算 に 引

き 直 し て 否 認 す る こ と が で き る 特 殊 な 規 定 で あ り 、 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か

ら 、 同 族 会 社 と 株 主 等 の 特 殊 関 係 性 ゆ え に ⾏ わ れ る 租 税 回 避 を 防 ⽌ す る

こ と が 趣 旨 と な っ て い る 。 こ の よ う に 、 ⽴ 法 趣 旨 や 課 税 要 件 が 異 な る 両

規 定 で あ る が 、 必 要 経 費 該 当 性 が 問 題 と な っ た 場 合 、 ど ち ら の 規 定 を 根

拠 と す べ き か に つ い て 、 過 去 の 裁 判 例 で も 判 断 基 準 が 統 ⼀ さ れ て い な い

よ う に ⾒ え る 。  

例 え ば 、 広 島 地 判 平 成 1 3 年 1 0 ⽉ 1 1 ⽇ 税 資 2 5 1 順 号 9 0 0 0 で は 、「 同

族 会 社 に 対 す る 過 ⼤ な 経 費 の ⽀ 払 を 否 認 す る 場 ⾯ に お い て は 、 む し ろ 所

得 税 法 1 5 7 条 が 同 法 3 7 条 1 項 に 優 先 し て 適 ⽤ す べ き と 解 す る 余 地 が あ

り こ そ す れ 、 反 対 に 所 得 税 法 3 7 条 が 必 要 経 費 に 関 す る ⼀ 般 的 規 定 だ と

い う 理 由 の み で 同 条 の 適 ⽤ を 優 先 さ せ 、 同 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ を 全 く 認 め な

い と い う 解 釈 は 説 得 ⼒ に ⽋ け る も の と い わ な け れ ば な ら な い 。」と 判 ⽰ し 、

法 1 5 7 条 1 項 が 優 先 さ れ る と 読 め る 判 断 を ⽰ し て い る 。 他 ⽅ 、 ⼤ 阪 地 判

平 成 3 0 年 4 ⽉ 1 9 ⽇ 税 資 2 6 8 順 号 1 3 1 4 4 で は 、 法 3 7 条 1 項 を 根 拠 と し

て 「 必 要 経 費 に 該 当 し な い 以 上 、 本 件 取 引 が 所 得 税 法 1 5 7 条 1 項 の 規 定
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に よ る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 の 対 象 と な る か に つ い て は 、 判 断 す る 必

要 が な い 。」 と 判 ⽰ し 、 課 税 処 分 理 由 が 法 1 5 7 条 1 項 で あ っ た に も 関 わ

ら ず 、 裁 判 所 は 同 規 定 の 検 討 す ら ⾏ わ な か っ た 。  

こ の よ う に 、 納 税 者 は 、 同 族 会 社 が 関 連 す る 経 費 の ⽀ 出 に つ い て 、 法

3 7 条 1 項 と 法 1 5 7 条 1 項 の ど ち ら に 照 ら し て 判 断 さ れ る の か さ え 判 然

と し な い の が 現 在 の 状 況 で あ る 。 そ れ に 加 え 、 法 1 5 7 条 1 項 が 課 税 庁 側

に の み 適 ⽤ が 許 さ れ る と い う 特 殊 な 規 定 で あ る こ と に 鑑 み る と 、 課 税 庁

に よ る 同 規 定 の 適 ⽤ に は 恣 意 性 が 介 ⼊ し て い る の で は な い か と い う 疑 義

が ⽣ ず る こ と に な り 、 納 税 者 の 予 測 可 能 性 と 法 的 安 定 性 の 確 保 の 点 で 問

題 が あ る 。  

そ こ で 本 論 ⽂ で は 、 こ の よ う な 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を め ぐ る 問 題 に つ

い て 、 課 税 庁 の 恣 意 性 介 ⼊ を 極 ⼒ 排 除 す る た め に 、 ど の よ う な 場 ⾯ で あ

れ ば 、課 税 庁 に よ る 法 1 5 7 条 1 項 の 適 ⽤ が 許 容 さ れ 得 る の か を 明 ら か に

す る こ と を ⽬ 的 と し 、 検 討 を ⾏ う こ と と す る 1 。  

ま ず 、 第 1 章 で は 、 租 税 回 避 と 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の 意 義 を

確 認 し た 上 で 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 法 1 5 7 条 1 項 と 法 3 7 条 1

項 の 適 ⽤ を め ぐ る 問 題 の 所 在 を 明 ら か に す る 。 次 に 、 第 2 章 で は 両 規 定

の 沿 ⾰ を 、 続 く 第 3 章 で は 両 規 定 の 法 的 効 果 の 違 い を 検 討 す る こ と で 、

同 じ 経 費 の 否 認 で あ っ て も 、 根 拠 規 定 の 違 い は 納 税 者 に と っ て そ の 意 味

合 い が 全 く 異 な る こ と を 確 認 す る 。 そ し て 、 第 4 章 で は 、 両 規 定 を 様 々

な ⾓ 度 か ら ⽐ 較 し た 上 で 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認 す る 場 合

 
1  同 族 会 社 が 関 連 す る 取 引 に 対 し て 法 1 5 7 条 1 項 が 適 ⽤ さ れ る 事 案 と し て は 、 主
と し て 、 ① 個 ⼈ 事 業 者 で あ る 納 税 者 が 収 ⼊ を 受 け 、 こ れ に 関 連 す る 経 費 を 同 族 会
社 等 に ⽀ 出 す る ケ ー ス と 、 ② 同 族 会 社 が 収 ⼊ （ 益 ⾦ ） を 受 け 、 そ こ か ら 同 族 会 社
に 所 属 す る 納 税 者 に 役 員 報 酬 等 を ⽀ 給 す る ケ ー ス 、 の 2 類 型 が 挙 げ ら れ る 。 本 論
⽂ で は 、 こ の う ち ① の ケ ー ス を 対 象 と し て 検 討 を ⾏ う も の で あ る 。  
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の あ る べ き 判 定 フ ロ ー を 筆 者 の 仮 説 と し て 提 ⽰ す る 。 最 後 に 、 第 5 章 で

は 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 否 認 さ れ た 裁 判 例 ・ 裁 決 例 を あ る べ き 判 定 フ

ロ ー に 当 て は め 、 筆 者 仮 説 の 妥 当 性 を 検 証 す る 。  

以 上 の 検 討 を 通 じ 、 課 税 庁 に よ る 恣 意 性 介 ⼊ を 極 ⼒ 排 除 す る た め の 、

で き る 限 り 客 観 的 で 統 ⼀ 的 な 判 断 基 準 を 導 き 出 す こ と で 、 ど の よ う な 場

⾯ で 課 税 庁 に よ る 法 1 5 7 条 1 項 の 適 ⽤ が 許 さ れ る の か 、筆 者 な り の 結 論

を ⽰ し た い 。  
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第 1 章  租 税 回 避 ⾏ 為 と 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定  

 

“ 伝 家 の 宝 ⼑ ” と も 呼 ば れ る 2 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定（ 所 税 1 5 7 条

1 号 、法 税 1 3 2 条 1 号 、相 税 6 4 条 1 項 ）は 、租 税 回 避 に 対 す る 否 認 規 定

と し て 位 置 づ け ら れ て い る 3 。例 え ば 法 1 5 7 条 1 項 で は 、同 族 会 社 の ⾏ っ

た ⾏ 為 計 算 に よ り 、 そ の 株 主 等 の 所 得 税 の 負 担 が 不 当 に
． ． ．

減 少 し た と 認 め

ら れ る 場 合 に 、 課 税 庁 の 職 務 上 の 権 限 に よ っ て 課 税 処 分 を ⾏ う こ と が で

き る と い う 特 殊 な 規 定 で あ る 。 こ の 際 の 課 税 処 分 は 、 実 際 に ⾏ わ れ た ⾏

為 計 算 の 事 実 に は 縛 ら れ ず 「 税 務 署 ⻑ の 認 め る と こ ろ に よ り 」 正 常 と 判

断 し た ⾏ 為 計 算 に 引 き 直 す も の で あ る た め 、 納 税 者 側 か ら す れ ば 、 ど の

よ う な 場 合 に 不 当 と み な さ れ 、 何 が 正 常 と し て 引 き 直 さ れ る の か が 不 明

確 で 、 そ の 適 ⽤ を め ぐ っ て 両 者 間 で し ば し ば 対 ⽴ を ⽣ ん で き た 。  

本 章 で は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 が 規 制 す る 租 税 回 避 及 び 同 規

定 の 意 義 を 確 認 し た 上 で 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に

対 す る 法 1 5 7 条 1 項 の 適 ⽤ を め ぐ る 問 題 に つ い て 整 理 す る 。  

 

第 1 節  租 税 回 避 の 意 義  

 

租 税 回 避 と は 何 か 。 わ が 国 の 租 税 法 に は 、 そ れ に 関 す る 明 ⽂ の 規 定 は

存 在 し な い た め 、 学 説 で は 様 々 な 表 現 で 定 義 さ れ て い る 。 ⾦ ⼦ 宏 教 授 の

 
2  例 え ば 、 税 務 弘 報 6 7 巻 1 3 号 （ 2 0 1 9 ） で は 、「『 伝 家 の 宝 ⼑ 』 を 斬 る ／ ⾏ 為 計
算 否 認 規 定 の 現 在 地 」 と い う テ ー マ で 特 集 が 組 ま れ て い る 。 ま た 、 ⽇ 本 経 済 新 聞
で も 、「 税 逃 れ  揺 れ る 『 伝 家 の 宝 ⼑ 』」 と い う ⾒ 出 し の 記 事 で 、 法 ⼈ 税 法 「 1 3 2
条 の 規 定 は 国 税 当 局 で は 『 伝 家 の 宝 ⼑ 』 と 呼 ば れ る 」 と 紹 介 さ れ て い る （ ⽇ 本 経
済 新 聞 2 0 1 9 年 9 ⽉ 2 3 ⽇ 朝 刊 9 ⾯ ）。  
3  増 ⽥ 英 敏 『 リ ー ガ ル マ イ ン ド 租 税 法 』（ 成 ⽂ 堂 、 第 5 版 、 2 0 1 9 ） 1 7 6 ⾴ 、 ⽔ 野
忠 恒 『 ⼤ 系 租 税 法 』（ 中 央 経 済 社 、 第 3 版 、 2 0 2 1 ） 6 9 8 ⾴ 参 照 。  
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定 義 に よ る と 、租 税 回 避 と は 、「 私 法 上 の 形 成 可 能 性 を 異 常 ま た は 変 則 的

な 態 様 で 利 ⽤ す る こ と （ 濫 ⽤ ） に よ っ て 、 税 負 担 の 軽 減 ま た は 排 除 を 図

る ⾏ 為 の こ と 」 4 で あ り 、そ の 類 型 と し て 、① 合 理 的 ⼜ は 正 当 な 理 由 が な

い の に 、 通 常 ⽤ い ら れ な い 法 形 式 を 選 択 す る こ と に よ っ て 、 通 常 ⽤ い ら

れ る 法 形 式 に 対 応 す る 税 負 担 の 軽 減 ⼜ は 排 除 を 図 る ⾏ 為 と 、 ② 租 税 減 免

規 定 の 趣 旨 ・ ⽬ 的 に 反 す る に も 関 わ ら ず 、 私 法 上 の 形 成 可 能 性 を 利 ⽤ し

て 、 ⾃ ⼰ の 取 引 を そ れ を 充 ⾜ す る よ う に 仕 組 み 、 も っ て 税 負 担 の 軽 減 ⼜

は 排 除 を 図 る ⾏ 為 、 の 2 つ を 挙 げ て い る 5 。 ま た 、 ⽥ 中 治 教 授 は 、 租 税 回

避 の 概 念 を 、「 ① 納 税 者 が 取 引 上 の 理 由 に 基 づ く こ と な く 、異 常 な 取 引 形

式 （ 法 形 式 ） を 採 ⽤ す る 、 ② そ の 場 合 、 通 常 の 取 引 形 式 （ 法 形 式 ） を 採

⽤ し た 場 合 と 基 本 的 に 同 ⼀ の 経 済 効 果 が ⽣ じ る 、③ そ れ に も か か わ ら ず 、

通 常 の 取 引 に 結 び つ け ら れ て い る 租 税 負 担 を 軽 減 ま た は 排 除 す る 」  6 、

と い う 3 つ の 要 素 で 説 明 す る の が 適 切 で あ る と 述 べ て い る 。  

こ こ で 、 税 負 担 の 軽 減 ・ 排 除 が 図 ら れ る と い う 点 で 類 似 す る 、 節 税 ・

脱 税 と の 違 い に つ い て 確 認 し て お こ う 。 節 税 と は 、 租 税 法 規 が 予 定 し た

法 形 式 を 選 択 す る こ と に よ り 税 負 担 を 軽 減 す る ⾏ 為 で あ り 7 、 脱 税 と は 、

課 税 要 件 の 充 ⾜ の 事 実 を 全 部 ⼜ は ⼀ 部 秘 匿 す る ⾏ 為 、 す な わ ち 、 本 来 課

税 所 得 等 の 課 税 対 象 と な る べ き 事 実 を 「 偽 り そ の 他 不 正 の ⾏ 為 」 を ⽤ い

て 、 所 得 の ⼀ 部 ⼜ は 全 部 を 仮 装 ・ 隠 蔽 す る ⾏ 為 を い う 8 。 し た が っ て 、 こ

れ ら と ⽐ 較 す る と 、「 租 税 回 避 は 、租 税 法 規 が 予 定 し て い な い 異 常 な い し

 
4  ⾦ ⼦ 宏 『 租 税 法 』（ 弘 ⽂ 堂 、 第 2 4 版 、 2 0 2 1 ） 1 3 3 - 1 3 4 ⾴ 。  
5  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 1 3 4 ⾴ 参 照 。  
6  ⽥ 中 治 「 租 税 回 避 否 認 の 論 理 と 機 能 」 税 法 学 5 8 6 号 （ 2 0 2 1 ） 3 3 5 ⾴ 。  
7  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 1 0 7 ⾴ 参 照 。  
8  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 1 0 9 ⾴ 参 照 。  
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変 則 的 な 法 形 式 を ⽤ い て 税 負 担 の 減 少 を 図 る ⾏ 為 で あ る 」9 が 、こ れ は 脱

税 と 違 っ て 適 法 で あ る と 評 価 さ れ て い る 1 0 。  

 

第 2 節  租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認 と 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の 意 義  

 

租 税 回 避 が 適 法 で あ る と す る と 、 そ れ を 規 制 す る 理 由 は ど こ に あ る の

で あ ろ う か 。 税 収 の 確 保 や 課 税 の 公 平 の 実 現 と い う よ う な 、 租 税 ⽴ 法 者

が ⼀ 般 に 配 慮 す べ き ⾒ 地 か ら す れ ば 、 租 税 回 避 が 好 ま し く な い こ と は 確

か で あ る 1 1 。お そ ら く 、規 制 の 対 象 と な る ⾏ 為 は 違 法 と は い え ず 、法 律 上

は そ れ な り の 要 件 を 満 た し 効 果 の あ る も の で あ る が 、 看 過 し が た い 「 ⾏

き 過 ぎ 」 や 「 や り 過 ぎ 」 の ⾯ が あ る と 考 え る の で あ ろ う 1 2 。  

租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認 と は 、 租 税 回 避 が あ っ た 場 合 に 、 当 事 者 が ⽤ い た

法 形 式 を 租 税 法 上 は 無 視 し 、 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 に 対 応 す る 課 税 要 件

が 充 ⾜ さ れ た も の と し て 取 り 扱 う こ と を い う 1 3 。 こ こ で 、 租 税 回 避 ⾏ 為

の 否 認 が 、 そ の た め の 明 ⽂ の 規 定 が な い 場 合 に も 、 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か

ら 許 容 さ れ る の か が 問 題 と な る 。こ れ は 、換 ⾔ す る と 、租 税 法 規 の 解 釈 ・

適 ⽤ の 過 程 に お い て 、 租 税 法 律 主 義 と 租 税 公 平 主 義 の 関 係 を ど の よ う に

考 え る か の 問 題 で も あ る 。 現 在 で は 、 租 税 法 律 主 義 の 要 請 す る 予 測 可 能

性 と 法 的 安 定 性 の 確 保 は 、 個 別 の 場 ⾯ に お け る 税 負 担 の 実 質 的 な 公 平 に

優 先 す る と い う 考 え ⽅ が 通 説 で あ り 1 4 、 租 税 法 律 主 義 の 下 で 、 法 律 の 根

 
9  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 1 3 5 ⾴ 。  
1 0  ⾕ ⼝ 勢 津 夫 『 税 法 基 本 講 義 』（ 弘 ⽂ 堂 、 第 7 版 、 2 0 2 1 ） 7 7 ⾴ 参 照 。  
1 1  ⾕ ⼝ ・ 前 掲 注 1 0 ） 7 7 ⾴ 参 照 。  
1 2  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 6 ） 3 4 0 ⾴ 参 照 。  
1 3  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 1 3 5 ⾴ 参 照 。  
1 4  佐 藤 英 明 「 租 税 法 律 主 義 と 租 税 公 平 主 義 」 ⾦ ⼦ 宏 編 『 租 税 法 の 基 本 問 題 』（ 有
斐 閣 、 2 0 0 7 ） 5 9 ⾴ 参 照 。 同 様 に 、 増 ⽥ 英 敏 教 授 も 、「 租 税 法 解 釈 ・ 適 ⽤ の 場 ⾯ で
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拠 な し に 当 事 者 の 選 択 し た 法 形 式 を 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 に 引 き 直 し 、

そ れ に 対 応 す る 課 税 要 件 が 充 ⾜ さ れ た も の と し て 取 り 扱 う 権 限 を 課 税 庁

に 認 め る こ と は 困 難 で あ る と さ れ て い る 1 5 。  

わ が 国 に は 、 す べ て の 分 野 を 包 括 す る ⼀ 般 的 否 認 規 定 は 存 在 し な い が 、

個 別 分 野 の ⼀ 般 的 否 認 規 定 と し て 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 が 定 め ら

れ て い る 。 例 え ば 法 1 5 7 条 1 項 で は 、「 税 務 署 ⻑ は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 ⼜

は 計 算 で 、 こ れ を 容 認 し た 場 合 に は そ の 株 主 等 で あ る 居 住 者 の 所 得 税 の

負 担 を 不 当 に 減 少
． ． ． ． ．

さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の が あ る と き は 、 そ

の 居 住 者 の 所 得 税 に 係 る 更 正 ⼜ は 決 定 に 際 し 、 そ の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 に か か

わ ら ず 、税 務 署 ⻑ の 認 め る と こ ろ に よ り 、そ の 居 住 者 の 各 年 分 の（ ･ ･ ･ 中

略 ･ ･ ･ ） ⾦ 額 を 計 算 す る こ と が で き る 」（ 下 線 及 び 傍 点 筆 者 ） と 規 定 し て

い る 。 こ の 規 定 は 、 同 族 会 社 が 少 数 の 株 主 な い し 社 員 に よ っ て ⽀ 配 さ れ

て い る た め 、 当 該 会 社 ⼜ は そ の 関 係 者 の 税 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る よ う

な ⾏ 為 や 計 算 が ⾏ わ れ や す い こ と に 鑑 み 、 課 税 の 公 平 を 維 持 す る た め 、

そ の よ う な ⾏ 為 や 計 算 が ⾏ わ れ た 場 合 に 、 そ れ を 正 常 な ⾏ 為 や 計 算 に 引

き 直 し て 更 正 ⼜ は 決 定 を ⾏ う 権 限 を 課 税 庁 に 認 め る も の で あ る 1 6 。 先 ほ

ど 、 明 ⽂ 規 定 が な い 場 合 の 租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認 は 租 税 法 律 主 義 の ⾒ 地 か

ら 問 題 が あ る こ と を 述 べ た が 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の 存 在 は 、

そ れ が 明 ⽂ 規 定 と し て 存 在 す る こ と を 根 拠 に 問 題 と な っ た 租 税 回 避 ⾏ 為

を 否 認 で き る と い う 点 で 意 義 が あ る と い え よ う 。  

 
は 租 税 公 平 主 義 よ り も 租 税 法 律 主 義 の 要 請 が 優 先 さ れ る べ き で あ る 。 な ぜ な ら
ば 、 租 税 公 平 主 義 は ⽴ 法 原 理 で あ り 、 租 税 法 の 解 釈 ・ 適 ⽤ と い う 執 ⾏ の 段 階 で
は 、 予 測 可 能 性 の 確 保 の 要 請 が 強 く 働 き 、 執 ⾏ 原 理 で あ る 租 税 法 律 主 義 が 重 視 さ
れ る べ き で あ る か ら で あ る 。」 と 述 べ て い る （ 増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 5 8 ⾴ ）。  
1 5  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 1 3 9 ⾴ 参 照 。  
1 6  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 5 4 1 ⾴ 参 照 。  
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第 3 節  不 当 性 要 件 か ら み た 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の 問 題 点  

 

前 節 に お い て 、 租 税 回 避 ⾏ 為 を 否 認 す る た め に は 明 ⽂ の 規 定 が 必 要 で

あ る こ と を 租 税 法 律 主 義 が 要 請 し て お り 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定

は そ の 要 請 に 応 え る こ と に 意 義 が あ る こ と を 確 認 し た 。 そ れ で は 、 同 規

定 を 根 拠 と し て ⾏ う 租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認 は 、 租 税 法 律 主 義 と 租 税 公 平 主

義 に 無 条 件 に 合 致 す る も の と い え る の で あ ろ う か 。 こ の 問 題 を 考 え る に

あ た っ て は 、 同 規 定 で 使 ⽤ さ れ て い る 、 税 負 担 を 「 不 当 に 減 少 さ せ る 」

（ 以 下「 不 当 性 要 件 」と い う 。）と い う 、い わ ゆ る 不 確 定 概 念 に つ い て 考

え て み た い 。  

租 税 法 律 主 義 を 構 成 す る 課 税 要 件 明 確 主 義 で は 、 課 税 要 件 は な る べ く

⼀ 義 的 で 明 確 で な け れ ば な ら な い 。 そ の 理 由 は 、 み だ り に 不 明 確 な 定 め

を す る と 、 結 局 は 課 税 庁 に ⼀ 般 的 ・ ⽩ 紙 的 委 任 を す る の と 同 じ 結 果 に な

り か ね ず 、 納 税 者 の 予 測 可 能 性 と 法 的 安 定 性 を 害 す る こ と に な り か ね な

い か ら で あ る 。 ⼀ ⽅ で 、 法 の 執 ⾏ に 際 し て 具 体 的 事 情 を 考 慮 し 、 課 税 の

公 平 を 図 る た め に は 、 不 確 定 概 念 を ⽤ い る こ と は あ る 程 度 は 不 可 避 で あ

り 、ま た 必 要 で も あ る と さ れ て い る 1 7 。⾦ ⼦ 宏 教 授 は 、同 族 会 社 の ⾏ 為 計

算 否 認 規 定 の 不 当 性 要 件 に つ い て 、「 税 負 担 の 公 平 を 維 持 す る た め 、同 族

会 社 の 経 済 的 合 理 性 を ⽋ い た ⾏ 為 ま た は 計 算 に つ い て 、 な ん ら か の 不 確

定 概 念 の も と に そ の 否 認 を 認 め る こ と は 、 不 合 理 で あ る と は い い き れ な

い 」1 8 と 述 べ て い る 。し か し な が ら 、同 規 定 の 主 語 が「 税 務 署 ⻑ 」で あ る

こ と か ら 、「 不 当 に 減 少 」に 該 当 す る か 否 か を 判 断 す る の は 課 税 庁 と な る

 
1 7  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 8 4 ⾴ 参 照 。  
1 8  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 8 4 ⾴ 。  
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た め 、 課 税 庁 に よ る 恣 意 的 な 判 断 を 完 全 に 排 除 で き る か に つ い て は 疑 義

が あ り 1 9 、 納 税 者 と の 間 で し ば し ば 対 ⽴ を ⽣ ん で い る 。 こ れ に つ い て ⽥

中 治 教 授 は 、「 法 令 中 に 明 確 で 具 体 的 な 適 ⽤ 要 件 が 明 ⽰ さ れ な い ま ま で 、

課 税 庁 に そ の 発 動 を 委 ね る と い う ⽴ 法 の ⼿ 法 は 、 少 な く と も 、 租 税 法 律

主 義 の 予 定 し て い る と こ ろ と は い え な い で あ ろ う 」  2 0 と 指 摘 し て い る 。 

そ も そ も 、租 税 法 律 主 義 と は 、「 代 表 な け れ ば 課 税 な し 」の 思 想 の 下 、

課 税 権 は 、 国 ⺠ の 同 意 、 す な わ ち 国 ⺠ 代 表 議 会 の 制 定 す る 法 律 の 根 拠 に

基 づ く こ と な し に は ⾏ 使 で き な い と い う 憲 法 原 理 で あ り 、 歴 史 的 に は 、

⾏ 政 権 の 担 い ⼿ た る 国 王 に よ る 恣 意 的 課 税 か ら 国 ⺠ を 保 護 す る こ と を ⽬

的 と す る も の で あ る 2 1 。 つ ま り 、「 納 税 者 は 、 国 ⺠ の 代 表 者 の ⼿ に よ る 法

律 に の み 拘 束 さ れ る 」 2 2 た め 、 代 表 者 で は な い 課 税 庁 に よ る 恣 意 的 課 税

は 極 ⼒ 排 除 さ れ な け れ ば な ら な い 。 こ の 租 税 ⾏ 政 に お け る 原 理 原 則 は 、

た と え “ 伝 家 の 宝 ⼑ ” と 呼 ば れ る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 を 課 税 庁 が

適 ⽤ す る 場 ⾯ で あ っ て も 、 尊 重 さ れ る べ き も の で あ る 。  

し た が っ て 、 い か に 明 ⽂ の 規 定 が あ る と い え ど も 、 納 税 者 の 予 測 可 能

性 と 法 的 安 定 性 を 確 保 す る た め 、 課 税 庁 に よ る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認

規 定 の 恣 意 的 な 運 ⽤ は 制 限 さ れ る べ き で あ る 。 そ う す る と 、 課 税 処 分 時

の 根 拠 規 定 と し て 、 同 規 定 以 外 に 他 の 課 税 要 件 規 定 が 候 補 と し て 挙 げ ら

れ る 場 合 、 よ り 規 定 内 容 が 具 体 的 な 後 者 を 適 ⽤ し て 否 認 す る ⽅ が 望 ま し

い の で は な い か 、 と い う 考 え が ⽣ ず る こ と に な る 。 こ の よ う な 根 拠 規 定

の 競 合 に 関 す る 議 論 は 、 か ね て よ り 法 ⼈ 税 法 に お い て 活 発 に な さ れ て き

た た め 、 次 節 で は こ れ に つ い て 確 認 す る 。  

 
1 9  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 2 9 ⾴ 参 照 。  
2 0  ⽥ 中 治 「 租 税 法 律 主 義 の 現 代 的 意 義 」 税 法 学 5 6 6 号 （ 2 0 1 1 ） 2 4 8 ⾴ 。  
2 1  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 7 8 - 7 9 ⾴ 参 照 。  
2 2  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 2 0 ） 2 4 4 ⾴ 。  
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第 4 節  法 ⼈ 税 法 に お け る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 と 他 の 課 税 要

件 規 定 と の 関 係 性  

 

課 税 処 分 時 に 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 （ 法 税 1 3 2 条 1 項 ） と 他

の 課 税 要 件 規 定（ 法 税 2 2 条 2 項 2 3 ）と の 適 ⽤ に 競 合 が あ っ た 場 合 に 、両

規 定 の 優 先 順 位 に つ い て 実 定 法 上 の 合 理 的 根 拠 と な る 明 ⽂ 規 定 は 存 在 し

な い 2 4 た め 、 学 説 で は 以 下 の よ う な 議 論 が さ れ て き た 。  

松 沢 智 教 授 は 、法 ⼈ 税 法 1 3 2 条 1 項 は 租 税 回 避 に 対 処 す る た め の 補 完

的 規 定 で あ る 2 5 と し て 、「 今 ⽇ は 同 族 会 社 が 租 税 回 避 の た め に 迂 回 ⾏ 為 や

多 段 階 ⾏ 為 に 及 ぶ 等 私 法 上 許 さ れ た 形 式 を 濫 ⽤ し 異 常
． ．

な 取 引 形 式 を 選 択

し た 場 合 に の み 法 1 3 2 条 が 問 題 と な り う る と お も わ れ 、 そ の よ う な 予 想

し え な い 租 税 回 避 ⾏ 為 の 発 ⽣ に 対 処 す る た め の 補 完 的 作 ⽤ を も つ こ と に

同 条 の 現 代 的 意 義 が あ ろ う 。し か も 2 2 条 は 、所 得 計 算 の 基 本 に 関 す る も

の で あ っ て 、同 族 会 社 た る と ⾮ 同 族 会 社 た る と を 問 わ ず 適 ⽤ が あ る の で 、

結 局 、 法 1 3 2 条 と 2 2 条 2 項 と の 関 係 は 、 2 2 条 が 所 得 ⾦ 額 の 計 算 の ⼀ 般

原 則 を 規 定 し た も の で あ る か ら 、 ま ず 2 2 条 に よ り そ の ⾏ 為 計 算 が 収 益

概 念 に 包 摂 さ れ る か 否 か を 検 討 し た 後 に 、 そ の ⾏ 為 計 算 を 前 提 と す る 限

り 収 益 と は な り え な い が 、 当 該 同 族 会 社 に お い て 、 そ れ が 異 常 不 合 理 な

経 済 取 引 が ⾏ わ れ 租 税 回 避 が な さ れ た と 認 め ら れ る 場 合 に の み 、 公 平 負

 
2 3  法 ⼈ 税 法 2 2 条 2 項 は 有 償 ⼜ は 無 償 に よ る 資 産 の 譲 渡 や 役 務 提 供 等 に 関 し て 益
⾦ の 額 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 に つ い て 定 め た 規 定 で あ る 。  
2 4  ⽵ 内 綱 敏 「 法 ⼈ 税 に お け る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の 今 ⽇ 的 意 義 − 法 ⼈
税 法 1 3 2 条 と 通 常 の 課 税 要 件 規 定 と の 競 合 と 選 択 − 」 税 法 学 5 7 1 号 （ 2 0 1 4 ） 6 6
⾴ 参 照 。  
2 5  松 沢 智 『 新 版 租 税 実 体 法 − 法 ⼈ 税 法 解 釈 の 基 本 原 理 − 』（ 中 央 出 版 社 、 補 正 第
2 版 、 2 0 0 3 ） 4 4 ⾴ 参 照 。  
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担 の ⾒ 地 か ら そ の ⾏ 為 計 算 の 否 認 を 検 討 す る 規 定 が 法 1 3 2 条 で あ る と 解

す べ き で あ ろ う 。」 2 6 と 述 べ て い る 。  

ま た 、清 永 敬 次 教 授 も 、松 沢 教 授 と 同 様 に 、「 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 の 否

認 規 定 を 租 税 回 避 の 否 認 規 定 と と ら え る な ら ば 、そ の こ と か ら 必 然 的 に 、

他 の 課 税 要 件 規 定 が ま ず 適 ⽤ さ れ る 、 と い う こ と に な る 。 ま た 、 そ う 解

す る こ と に よ っ て 、 こ こ で も 、 ⾏ 為 計 算 の 否 認 規 定 は 同 族 会 社 に の み 適

⽤ が あ る と 考 え る と き は 、 同 族 会 社 で あ る か 否 か に よ っ て 適 ⽤ 規 定 が 違

っ て く る と い う あ ま り 好 ま し く な い 問 題 が ⽣ ず る こ と を 避 け る こ と が で

き る 。 さ し あ た り 念 頭 に 置 い て い る 他 の 課 税 要 件 規 定 は 法 ⼈ ⼀ 般 に 適 ⽤

さ れ る 規 定 で あ る か ら で あ る 。 更 に つ け 加 え る な ら ば 、 右 の 結 論 は 、 ⼀

般 的 な 内 容 の 同 族 会 社 の 否 認 規 定 よ り は よ り 具 体 的 で 明 確 な も の と 考 え

ら れ る 課 税 要 件 規 定 の 適 ⽤ に 導 く も の で あ っ て 、 課 税 関 係 の 明 確 化 と い

う 望 ま し い 結 果 を も た ら す こ と に な ろ う 。」 2 7 と 述 べ 、 法 ⼈ 税 法 2 2 条 2

項 と の 関 係 に つ い て は 、「 常 に ま ず 法 ⼈ 税 法 2 2 条 2 項 の 規 定 が 適 ⽤ さ れ 、

そ れ で も な お 不 当 な 税 負 担 の 減 少 が ⽣ ず る と き は 、 そ の 時 に は じ め て か

つ そ の 範 囲 で 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 の 否 認 規 定 の 適 ⽤ が 問 題 に な る こ と に

な る 。」 2 8 と の 考 え を ⽰ し て い る 。  

⼀ ⽅ 、⾦ ⼦ 宏 教 授 は 、法 ⼈ 税 法 1 3 2 条 1 項 と 同 法 2 2 条 2 項 に つ い て 、

「 ど ち ら を 適 ⽤ し て も 税 額 の 点 で 相 違 を ⽣ じ な い 場 合 は 、 基 本 規 定 で あ

る 2 2 条 2 項 が 適 ⽤ さ れ る べ き で あ ろ う 。 し か し 、（ … 中 略 … ） ど ち ら の

規 定 を 適 ⽤ す る か に よ っ て 税 額 が 異 な る よ う な 場 合 に は 、 ど ち ら を 適 ⽤

す る か は 税 務 ⾏ 政 庁 の 選 択 に 委 ね ら れ て い る と 解 す べ き で あ ろ う 。」2 9 と

 
2 6  松 沢 ・ 前 掲 注 2 5 ） 4 1 - 4 2 ⾴ 。  
2 7  清 永 敬 次 『 租 税 回 避 の 研 究 』（ ミ ネ ル ヴ ァ 書 房 、 2 0 1 5 ［ 初 出 1 9 8 2 ］） 4 1 8 ⾴ 。  
2 8  清 永 ・ 前 掲 注 2 7 ） 4 1 9 ⾴ 。  
2 9  ⾦ ⼦ 宏 「 無 償 取 引 と 法 ⼈ 税 − 法 ⼈ 税 法 2 2 条 2 項 を 中 ⼼ と し て − 」 法 学 協 会
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述 べ 、 並 列 説 の ⽴ 場 を 取 っ て い る が 、 実 際 の 課 税 実 務 に お い て は 、「 1 3 2

条 を 適 ⽤ す る 場 合 に は 、 税 務 ⾏ 政 庁 は 税 負 担 の 不 当 な 減 少 を ⽴ 証 し な け

れ ば な ら な い が 、 2 2 条 2 項 を 適 ⽤ す る 場 合 に は 、（ … 中 略 … ） 回 避 の 否

認 は こ の 規 定 の 適 ⽤ の 結 果 ⾃ 動 的 に ⽣ ず る の で あ っ て 、 そ も そ も 、 回 避

⾏ 為 に 当 た る か ど う か 、 税 負 担 の 不 当 な 減 少 が あ る か ど う か 、 等 を 問 題

と す る 必 要 が な い か ら 、 実 際 問 題 と し て は 2 2 条 2 項 が 適 ⽤ さ れ る こ と

が 多 い の で は な い か と 推 測 さ れ る 。」 3 0 と し て 、不 当 性 要 件 の ⽴ 証 の 難 し

さ に 着 ⽬ し た ⾒ 解 を ⽰ し て い る 。  

⽵ 内 綱 敏 税 理 ⼠ は 、上 記 に 代 表 さ れ る 学 説 を 整 理 し た 上 で 、「 否 認 す べ

き 税 額 に つ い て 、 通 常 の 課 税 要 件 規 定 ［ 筆 者 注 ： 他 の 課 税 要 件 規 定 の こ

と ］ と ［ 筆 者 注 ： 法 ⼈ 税 ］ 法 1 3 2 条 の 適 ⽤ 結 果 が 異 な る 場 合 は 、 合 法 性

の 原 則 か ら も 、本 来 否 認 す べ き 額（ ＝ あ る べ き 正 し い 税 額 と の 増 差 税 額 ）

に 合 致 す る よ う に 、 ど ち ら を 適 ⽤ す る か は 税 務 署 ⻑ の 選 択 （ ⼿ 続 的 選 択

権 ） に 委 ね ら れ て い る と の 解 釈 （ 選 択 適 ⽤ 可 能 説 ） は 、 そ の よ う な 仮 定

を 前 提 と す れ ば 、 租 税 法 律 主 義 の 下 に お い て も 、 可 能 な 解 釈 で は な い か

と 考 え ら れ る 。」 と ま と め て い る 3 1 。  

こ の よ う に 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 と 他 の 課 税 要 件 規 定 と の 関

係 性 に つ い て は 、 法 ⼈ 税 法 に お け る 同 法 1 3 2 条 1 項 と 同 法 2 2 条 2 項 の

関 係 を 中 ⼼ に 議 論 さ れ て き た と こ ろ で あ る 。 両 規 定 の 優 先 劣 後 の 関 係 性

に つ い て は 、 本 論 ⽂ の 対 象 と す る と こ ろ で は な い た め 紹 介 に 留 め て お く

が 、⽵ 内 税 理 ⼠ の 論 ⽂ で は 、こ の 競 合 問 題 に 関 し 、「 所 得 税 の 分 野 で の 議

論 に は み ら れ な い も の で あ り 、（ … 中 略 … ）法 ⼈ 税 法 固 有 の 議 論 で あ ろ う 。」

 
編 ・ 法 学 協 会 百 周 年 記 念 論 ⽂ 集 第 ⼆ 巻 （ 1 9 8 3 ） 1 7 2 - 1 7 3 ⾴ 。  
3 0  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 2 9 ） 1 7 3 ⾴ 。  
3 1  ⽵ 内 ・ 前 掲 注 2 4 ） 7 2 ⾴ 。  
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3 2 と 締 め ら れ て い る 。し か し な が ら 、近 時 の 裁 判 例 を ⾒ る と 、こ の よ う な

競 合 問 題 は 法 ⼈ 税 法 に お い て だ け で は な く 所 得 税 法 に お い て も ⽣ じ て お

り 、 こ の 点 こ そ が 本 論 ⽂ で 最 も 関 ⼼ を 寄 せ る 事 項 で あ る 。 そ こ で 次 節 で

は 、 所 得 税 法 に お け る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 （ 法 1 5 7 条 1 項 ） と

他 の 課 税 要 件 規 定 （ 法 3 7 条 1 項 ） の 競 合 問 題 に つ い て 確 認 す る 。  

 

第 5 節  所 得 税 法 に お け る 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を め ぐ る 問 題  

 

所 得 税 法 で は 、 事 業 所 得 等 の ⾦ 額 を 、 総 収 ⼊ ⾦ 額 か ら 必 要 経 費 を 控 除

し た ⾦ 額 と 定 義 し（ 法 2 7 条 等 ）、必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 に つ い て は 、

別 段 の 定 め 3 3 が あ る も の を 除 き 法 3 7 条 1 項 で 規 定 さ れ て い る 。  

個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 所 得 税 法 上 の 必 要 経 費

に 該 当 す る か が 争 わ れ る 場 合 、 基 本 的 に 、 法 3 7 条 1 項 と 法 1 5 7 条 1 項

の い ず れ か で 判 断 さ れ る こ と に な る 。 法 3 7 条 1 項 は 、 投 下 資 本 の 回 収

部 分 に 課 税 が 及 ぶ こ と を 避 け る こ と が 趣 旨 と さ れ る 3 4 必 要 経 費 の 通 則 規

定 で あ る の に 対 し 、 法 1 5 7 条 1 項 は 、 同 族 会 社 と 株 主 等 の 特 殊 関 係 性 ゆ

え に ⾏ わ れ る 租 税 回 避 を 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か ら 防 ⽌ す る こ と が 趣 旨 と な

っ て い る 。 こ の よ う に 、 両 規 定 は ⽴ 法 趣 旨 や 課 税 要 件 が 異 な る に も 関 わ

 
3 2  ⽵ 内 ・ 前 掲 注 2 4 ） 7 2 ⾴ 。  
3 3  別 段 の 定 め の 主 な も の と し て 、「 家 事 関 連 費 等 の 必 要 経 費 不 算 ⼊ 等 」（ 法 4 5
条 ）、「 資 産 損 失 の 必 要 経 費 算 ⼊ 」（ 法 5 1 条 ）、「 事 業 か ら 対 価 を 受 け る 親 族 が あ る
場 合 の 必 要 経 費 の 特 例 」（ 法 5 6 条 ）、「 事 業 に 専 従 す る 親 族 が あ る 場 合 の 必 要 経 費
の 特 例 等 」（ 法 5 7 条 ） 等 が 定 め ら れ て い る 。 な お 、 法 1 5 7 条 1 項 が 別 段 の 定 め
に 該 当 す る か に つ い て 、 酒 井 克 彦 教 授 は こ れ に 否 定 的 な ⾒ 解 を ⽰ し て い る （ 酒 井
「 所 得 税 法 1 5 7 条 は 同 法 3 7 条 1 項 の 『 別 段 の 定 め 』 か − ⼤ 阪 地 裁 平 成 3 0 年 4
⽉ 1 9 ⽇ 判 決 を 素 材 と し て − 」 税 務 事 例 5 2 巻 4 号 （ 2 0 2 0 ） 1 ⾴ 以 下 参 照 ）。 こ れ
に つ い て は 第 4 章 第 1 節 第 2 款 及 び 第 4 款 に て 詳 細 に 取 り 上 げ る ）。  
3 4  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 3 2 0 ⾴ 参 照 。  
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ら ず 、 必 要 経 費 該 当 性 が 問 題 に な っ た 場 合 、 裁 判 所 に よ る 根 拠 規 定 の 選

定 理 由 が 統 ⼀ さ れ て い な い よ う に ⾒ え る 。  

例 え ば 、 広 島 地 判 平 成 1 3 年 1 0 ⽉ 1 1 ⽇ 税 資 2 5 1 号 順 号 9 0 0 0 3 5 に お い

て 、 裁 判 所 は 、「 所 得 税 法 1 5 7 条 は 、（ … 中 略 … ） 同 族 会 社 と 関 係 者 と の

間 に お い て な さ れ た 取 引 等 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 が 、 関 係 者 の 所 得 税 の 負 担 を

不 当 に 減 少 さ せ る も の と 認 め ら れ る 場 合 、 当 該 取 引 等 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 を

正 常 な そ れ に 置 き 換 え て 、 所 得 税 額 を 算 定 し 、 租 税 負 担 の 公 平 を 図 る 規

定 で あ っ て 、単 な る 必 要 経 費 計 算 の 通 則 的 規 定 に す ぎ な い 所 得 税 法 3 7 条

1 項 と は 、 そ の 趣 旨 や 適 ⽤ 要 件 を 異 に す る も の で あ る か ら 、 必 要 経 費 が

過 ⼤ で あ る と し て 否 認 す る 場 合 に お い て も 、 そ れ が 所 得 税 法 1 5 7 条 所 定

の 要 件 を 充 ⾜ す る 場 合 に は 、 そ の 適 ⽤ を 否 定 す べ き 理 由 は 何 ら 存 在 し な

い 。す な わ ち 、（ … 中 略 … ）本 件 の よ う な 関 係 者 が 同 族 会 社 に 対 し て 経 費

を 過 ⼤ に ⽀ 払 う ⾏ 為 は 、 ま さ に 所 得 税 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ の 対 象 の 典 型 例 な

の で あ っ て 、 同 条 は か よ う な 同 族 会 社 と 関 係 者 の 不 合 理 ・ 不 ⾃ 然 な ⾏ 為

を 否 認 す る こ と を 想 定 し て 規 定 さ れ た も の と い う こ と が で き る 。 か か る

所 得 税 法 1 5 7 条 の 趣 旨 か ら す れ ば 、 関 係 者 の 同 族 会 社 に 対 す る 過 ⼤ な 経

費 の ⽀ 払 を 否 認 す る 場 ⾯ に お い て は 、 む し ろ 所 得 税 法 1 5 7 条 が 同 法 3 7

条 1 項 に 優 先 し て 適 ⽤ す べ き と 解 す る 余 地 が あ り こ そ す れ 、 反 対 に 所 得

税 法 3 7 条 が 必 要 経 費 に 関 す る ⼀ 般 的 規 定 だ と い う 理 由 の み で 同 条 の 適

⽤ を 優 先 さ せ 、 同 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ を 全 く 認 め な い と い う 解 釈 は 説 得 ⼒ に

⽋ け る も の と い わ な け れ ば な ら な い 。」（ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 節 に お い て

同 じ 。）と 判 ⽰ し 、法 1 5 7 条 1 項 が 法 3 7 条 1 項 に 優 先 さ れ る と 読 め る 判

断 を ⽰ し て い る 。  

 
3 5  こ の 事 案 に つ い て は 、 第 5 章 第 2 節 第 3 款 に て 詳 細 に 取 り 上 げ る 。  
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他 ⽅ 、 ⼤ 阪 地 判 平 成 3 0 年 4 ⽉ 1 9 ⽇ 税 資 2 6 8 号 順 号 1 3 1 4 4 3 6 で は 、 法

3 7 条 1 項 を 根 拠 と し て「 必 要 経 費 に 該 当 し な い 以 上 、本 件 取 引 が 所 得 税

法 1 5 7 条 1 項 の 規 定 に よ る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 の 対 象 と な る か に つ

い て は 、判 断 す る 必 要 が な い 。」と 判 ⽰ し 、課 税 庁 に よ る 課 税 処 分 理 由 が

法 1 5 7 条 1 項 で あ っ た に も 関 わ ら ず 、裁 判 所 は 同 規 定 の 検 討 す ら ⾏ わ な

か っ た 。  

こ の よ う に 、 納 税 者 は 、 同 族 会 社 が 関 連 す る 経 費 の ⽀ 出 に つ い て 、 法

3 7 条 1 項 と 法 1 5 7 条 1 項 の ど ち ら に 照 ら し て 判 断 さ れ る の か さ え 判 然

と し な い の が 現 在 の 状 況 で あ る 。 本 章 第 3 節 で 述 べ た と お り 、 課 税 庁 に

そ の 発 動 を 委 ね る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 ⾃ 体 が 租 税 法 律 主 義 の ⾒

地 か ら 議 論 を 呼 ん で い る こ と に 鑑 み る と 、 本 節 で 取 り 上 げ た 法 3 7 条 1

項 と 法 1 5 7 条 1 項 を 取 り 巻 く 状 況 は 、納 税 者 の 予 測 可 能 性 と 法 的 安 定 性

の 確 保 の 点 で 問 題 が あ る と い え よ う 。  

本 論 ⽂ は 、 こ の よ う な 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を め ぐ る 問 題 に つ い て 、 ど

の よ う な 場 ⾯ で あ れ ば 課 税 庁 に よ る 法 1 5 7 条 1 項 の 適 ⽤ が 許 容 さ れ 得 る

の か を 明 ら か に す る こ と を ⽬ 的 と す る も の で あ り 、 課 税 庁 の 恣 意 性 介 ⼊

を 極 ⼒ 排 除 す る た め に 、 で き る 限 り 客 観 的 で 統 ⼀ 的 な 判 断 基 準 を ⾒ 出 す

べ く 、 次 章 以 降 検 討 を 進 め て い く 。  

  

 
3 6  こ の 事 案 に つ い て は 、 第 5 章 第 3 節 第 1 款 に て 詳 細 に 取 り 上 げ る 。  
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第 2 章  同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 （ 法 1 5 7 条 1 項 ） と 必 要 経 費 の 通

則 規 定 （ 法 3 7 条 1 項 ） の 沿 ⾰  

 

課 税 要 件 が ⼀ 義 的 で は な い 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の 解 釈 論 を

展 開 す る に あ た っ て は 、 同 規 定 の 創 設 背 景 や 改 正 経 緯 を 確 認 す る こ と が

重 要 と な る 。 そ こ で 本 章 で は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 （ 法 1 5 7 条

1 項 ） と 、 本 論 ⽂ に お い て 同 規 定 と ⽐ 較 検 討 し て い く 必 要 経 費 の 通 則 規

定 （ 法 3 7 条 1 項 ） の 両 規 定 に つ い て 、 そ の 沿 ⾰ を み て い こ う 。  

 

第 １ 節  同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 （ 法 1 5 7 条 1 項 ） の 沿 ⾰  

 

（ 1 ） 創 設 時 （ ⼤ 正 1 2 年 改 正 、 ⼤ 正 1 5 年 改 正 ）  

 

同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 は 、⼤ 正 1 2 年 の 所 得 税 法 改 正（ 法 律 第 8

号 ） に よ っ て 創 設 さ れ た 3 7 。  

創 設 の 背 景 は 、⼤ 正 9 年 改 正（ 法 律 第 1 1 号 ）で 、そ れ ま で は ⾮ 課 税 で

あ っ た 個 ⼈ の 配 当 所 得 が 総 合 課 税 の 対 象 と な っ た こ と を 契 機 に 、 家 族 的

な 法 ⼈ を 設 ⽴ し て 配 当 期 の み 同 法 ⼈ へ 株 式 を 移 し 、 も っ て 個 ⼈ の ⾼ い 累

進 税 率 に よ る 配 当 課 税 を 免 れ る ⾏ 為 が 多 く ⾒ ら れ た た め 、 こ れ を 防 ⽌ す

る た め に 新 し い 規 定 を 制 定 す る 必 要 が あ っ た と さ れ て い る 3 8 。 創 設 さ れ

た 法 7 3 条 の 3 は 以 下 の と お り で あ る （ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 節 に お い て

同 じ 。）。  

 
3 7  昭 和 1 5 年 改 正 （ 法 律 第 2 4 号 ） で 法 ⼈ 税 法 が 制 定 さ れ る ま で は 、 法 ⼈ の 所 得
も 所 得 税 法 で 定 め ら れ て い た 。  
3 8  清 永 ・ 前 掲 注 2 7 ） 3 1 0 - 3 1 1 , 4 0 9 ⾴ 参 照 。  
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な お 、「 前 条 ノ 法 ⼈ 」 に つ い て は 、 法 7 3 条 の 2 に お い て 、 株 主 ⼜ は 社

員 の ⼀ ⼈ 及 び そ の 親 族 、 使 ⽤ ⼈ そ の 他 特 殊 関 係 あ り と 認 め る 者 の 出 資 額

が 、 会 社 資 本 の 2 分 の 1 以 上 を 占 め る 法 ⼈ と 規 定 し て お り 、 こ れ ら の 法

⼈ の こ と を ⼤ 正 1 5 年 改 正 （ 法 律 第 8 号 ） で 「 同 族 会 社 」 と 定 義 し た 3 9 。

さ ら に 同 改 正 で は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 を 法 7 3 条 の 3 か ら 法

7 3 条 の 2 へ 移 し 、「 ⾏ 為 」 だ け で は な く 「 計 算 」 も 否 認 の 対 象 と し た 。

た だ し 、「 ⾏ 為 」と「 計 算 」が ど の よ う に 区 別 さ れ る の か は 今 ⽇ に お い て

も 必 ず し も 明 確 に さ れ て お ら ず 4 0 、重 要 な の は「 ⾏ 為 」を 否 認 す る こ と で

は な く 、 納 税 者 が 「 計 算 」 し た 所 得 ⾦ 額 等 を 否 認 す る こ と で あ る た め 、

両 者 を 区 別 す る 実 際 上 の 意 味 は な い と 考 え ら れ て い る 4 1 。  

こ こ で 、 創 設 時 の 規 定 で 重 要 な 点 を 2 点 挙 げ て お く 。  

1 点 ⽬ は 、「 所 得 税 逋 脱 ノ ⽬ 的 ア リ ト 認 ム ル 場 合 」 と い う 表 現 で あ る 。

⽂ 理 か ら は 、 納 税 者 が 逋 脱 の 「 意 思 」 を 有 す る 場 合 に 限 ら れ る よ う に 読

め る が 、 課 税 実 務 ・ ⾏ 政 裁 判 所 の ⾒ 解 は い ず れ も 否 定 的 で あ っ た 。 租 税

法 が 税 収 の 確 保 と 課 税 の 公 平 を 重 視 す る な ら ば 、 納 税 者 の 意 思 は ど う で

あ れ 、 結 果 と し て ⽣ ず る 税 負 担 の 減 少 は 防 ⽌ し な け れ ば な ら な か っ た た

 
3 9  そ の 後 同 族 会 社 の 範 囲 に つ い て は 、 何 度 か の 改 正 を 経 て 、 昭 和 4 5 年 改 正 （ 法
律 第 3 6 号 ） で 今 ⽇ の よ う に 株 主 等 3 ⼈ 以 下 及 び そ の 特 殊 関 係 者 で 出 資 が 5 0 % 以
上 （ 平 成 1 5 年 度 改 正 （ 法 律 第 8 号 ） で 5 0 % 超 ） と な る 法 ⼈ ま で 広 げ ら れ た 。  
4 0  清 永 ・ 前 掲 注 2 7 ） 3 4 2 ⾴ 参 照 。  
4 1  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 6 ） 3 3 8 ⾴ 参 照 。  

 

 

法 73 条の 3 
前条ノ法⼈ト其ノ株主⼜ハ社員及其ノ親族、使⽤⼈其ノ他特殊ノ関係アリト認ムル

者トノ間ニ於ケル⾏為ニ付所得税逋脱ノ⽬的アリト認ムル場合ニ於テハ政府ハ其ノ⾏
為ニ拘ラス其ノ認ムル所ニ依リ所得⾦額ヲ計算スルコトヲ得 
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め で あ る 4 2 。  

2 点 ⽬ は 、「 政 府 ハ （ … 中 略 … ） 其 ノ 認 ム ル 所 ニ 依 リ 」 と い う 表 現 で あ

る 。こ れ に つ い て 清 永 敬 次 教 授 は 、「 政 府 が そ の 認 定 権 の ⾏ 使 を 恣 意 的 と

は い わ な い ま で も か な り ⾃ 由 に や っ て い た の で は な い か と の 疑 い を 起 こ

さ せ る も の で あ る 。 恐 ら く ど の よ う な 認 定 も 許 さ れ て い る と は 考 え て い

な か っ た で あ ろ う 。 し か し そ の 認 定 の 幅 は か な り ⾃ 由 で あ っ た と 考 え て

い た の で は あ る ま い か 。 と く に 当 時 の ⾏ 政 裁 判 所 の 性 格 、 あ る い は そ の

判 例 の 傾 向 か ら み て 、 ⾏ 政 庁 の ⾃ 由 を 有 効 に 抑 制 す る も の は な か っ た と

い っ て い い で あ ろ う 。」 4 3 と 指 摘 し て い る 。 こ の よ う に 、 同 族 会 社 の ⾏ 為

計 算 否 認 規 定 は 、 そ の 創 設 時 か ら 課 税 庁 の 恣 意 的 課 税 が 懸 念 さ れ る 規 定

ぶ り で あ っ た こ と が 窺 わ れ る 。  

 

（ 2 ） 昭 和 2 2 年 改 正 、 昭 和 2 5 年 改 正  

 

昭 和 2 2 年 改 正 （ 法 律 第 2 7 号 ） で は 、 法 6 7 条 に お い て 「 所 得 税 逋 脱

ノ ⽬ 的 ア リ ト 認 ム ル 場 合 」 と い う 表 現 が 「 所 得 税 を 免 れ る ⽬ 的 が あ る と

認 め ら れ る 場 合 」 に 改 め ら れ た が 、 そ れ 以 外 の 内 容 は 以 前 と 変 わ ら な い

も の で あ っ た 。  

そ し て 、 シ ャ ウ プ 勧 告 を 受 け た 昭 和 2 5 年 改 正 （ 法 律 第 7 1 号 ） で 、 同

族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 は 次 の よ う に 今 ⽇ と ほ ぼ 同 様 の 規 定 に 改 め ら

れ た 。  

 
4 2  清 永 ・ 前 掲 注 2 7 ） 3 3 7 - 3 3 8 ⾴ 参 照 。  
4 3  清 永 ・ 前 掲 注 2 7 ） 3 4 6 ⾴ 。  
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こ の 改 正 で 注 ⽬ す べ き 点 は 、 改 正 前 の 「 所 得 税 を 免 れ る ⽬ 的 が あ る と

認 め ら れ る 場 合 」 の ⽂ ⾔ が な く な り 、 代 わ り に 「 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に

減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の が あ る と き 」 と い う 表 現 に 変 わ

っ た 点 で あ る 。 こ の 改 正 に よ り 、 所 得 税 の 不 当 な 減 少 を 計 画 的 に 意 図 し

た も の か ど う か と い う 内 ⼼ 的 効 果 意 思 の 有 無 に 関 係 な く 同 族 会 社 の ⾏ 為

計 算 否 認 規 定 を 適 ⽤ で き る よ う に な っ た と 解 さ れ て い る が 4 4 、 こ こ で 代

わ り に 登 場 し た 「 不 当 に 減 少 」 の 判 断 基 準 に つ い て は 、 現 在 に ⾄ る ま で

未 だ 統 ⼀ 的 な ⾒ 解 が 得 ら れ て い な い 4 5 。  

 

（ 3 ） 昭 和 2 8 年 改 正  

 

昭 和 2 8 年 改 正 （ 法 律 第 1 7 3 号 ） で は 、 同 族 会 社 の 他 に 、 特 殊 な 企 業

組 合 等 の 法 ⼈ に つ い て も 適 ⽤ 対 象 と す る 規 定 が 創 設 さ れ た （ 現 ⾏ の 法

1 5 7 条 1 項 2 号 に 相 当 ）。 こ の よ う な 法 ⼈ の 中 に は 、 法 ⼈ と は 名 ば か り

で 、 主 宰 者 が ⾃ ⼰ の 危 険 と 計 算 に お い て 事 業 を ⾏ っ て お り 税 負 担 の 軽 減

を 図 る お そ れ が あ っ た た め 、 同 族 会 社 に 準 じ た 取 扱 い に し た と さ れ て い

 
4 4  武 ⽥ 昌 輔 監 修 『 D H C コ ン メ ン タ ー ル 国 税 通 則 法 』（ 第 ⼀ 法 規 、 1 9 8 2 、 加 除
式 ） 7 0 8 9 ⾴ 参 照 。  
4 5  不 当 性 要 件 に つ い て は 、 第 4 章 第 2 節 第 1 款 に て 改 め て 検 討 す る 。  

 

 

法 67 条 
政府は、同族会社の⾏為⼜は計算で、これを容認した場合においてその株主若しく

は社員⼜はその親族、使⽤⼈等その株主若しくは社員と特殊の関係がある者の所得税
の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、（…中略…）
その⾏為⼜は計算にかかわらず、その認めるところにより、（…中略…）規定する額
を計算することができる。 
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る 4 6 。  

 

（ 4 ） 昭 和 3 6 年 7 ⽉ 国 税 通 則 法 の 制 定 に 関 す る 第 ⼆ 次 答 申 及 び そ の 後

の 改 正  

 

わ が 国 の 税 制 を 体 系 的 に 整 備 す る た め の ⽅ 策 に つ い て 諮 問 を 受 け た

税 制 調 査 会 は 、3 年 間 の ⻑ 期 に わ た る 審 議 を 経 て 、昭 和 3 6 年 7 ⽉ に「 国

税 通 則 法 の 制 定 に 関 す る 答 申 （ 税 制 調 査 会 第 ⼆ 次 答 申 ）」（ 以 下 「 昭 和 3 6

年 7 ⽉ 答 申 」 と い う 。） を 提 出 し た 。  

昭 和 3 6 年 7 ⽉ 答 申 で は 、 課 税 の 公 平 に 重 き を 置 い て 、 同 族 会 社 の ⾏

為 計 算 否 認 規 定 の 適 ⽤ 対 象 を ⾮ 同 族 会 社 に ま で ⼤ き く 広 げ る こ と や 、 租

税 回 避 ⾏ 為 に 対 処 す る 包 括 的 な 否 認 規 定 を 国 税 通 則 法 に 定 め る こ と 等 が

提 ⾔ さ れ た 4 7 。し か し 、抽 象 的 な 表 現 が 規 定 の 解 釈 問 題 を ⽣ じ 、課 税 庁 に

よ る 拡 ⼤ 的 ・ 恣 意 的 解 釈 に 委 ね る こ と に な っ て は 、 納 税 者 の 権 利 利 益 を

擁 護 す る 上 で ⼤ き な 不 安 が ⽣ ず る 懸 念 が あ る た め 、 必 要 に 応 じ て 個 々 の

具 体 的 ケ ー ス に 即 し た 個 別 的 規 定 を 設 け る こ と が 妥 当 な ⽴ 法 態 度 で あ る

と の 考 え か ら 、 最 終 的 に こ れ ら の ⽴ 法 化 は ⾒ 送 ら れ た 4 8 。  

さ ら に 昭 和 3 6 年 7 ⽉ 答 申 の 別 冊 で は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定

の 「 不 当 に 」 の 表 現 を も っ と 具 体 化 す べ き で は な い か と い う 意 ⾒ に 対 し

検 討 が な さ れ た が 、「 に わ か に 適 当 な 表 現 を ⾒ 出 し 得 な い し 、画 ⼀ 的 な 線

を 引 く こ と も 適 当 で な い か ら 、 や は り 具 体 的 事 案 ご と に 判 断 す べ き も の

 
4 6  武 ⽥ ・ 前 掲 注 4 4 ） 7 0 9 0 ⾴ 参 照 。  
4 7  税 制 調 査 会 「 国 税 通 則 法 の 制 定 に 関 す る 答 申 （ 税 制 調 査 会 第 ⼆ 次 答 申 ）」（ 昭
和 3 6 年 7 ⽉ ） 4 - 5 ⾴ 参 照 。  
4 8  志 場 喜 徳 郎 ＝ 荒 井 勇 ＝ ⼭ 下 元 利 ＝ 芝 串 俊 共 編 『 国 税 通 則 法 精 解 〔 令 和 4 年 改
訂 〕』（ ⼤ 蔵 財 務 協 会 、 2 0 2 2 ） 2 6 ⾴ 参 照 。  
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で あ つ て 、 そ れ に つ い て 異 議 が あ れ ば 最 終 的 に は 裁 判 所 に お い て 審 判 さ

れ る と こ ろ に ゆ だ ね る と い う 性 質 の も の で あ る 」 4 9 と 結 論 付 け て い る 。  

昭 和 4 0 年 の 所 得 税 法 全 部 改 正 （ 法 律 第 3 3 号 ） で 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算

否 認 規 定 は 現 ⾏ の 法 1 5 7 条 1 項 に 移 っ た が 、 上 記 の 経 緯 か ら 、 そ の 規 定

内 容 に ⼤ き な 変 化 は ⾒ ら れ な か っ た 。そ の 後 、平 成 1 8 年 度 改 正（ 法 律 第

1 0 号 ）で 適 ⽤ 対 象 法 ⼈ に 外 国 法 ⼈ で あ る 同 族 会 社 も 加 え ら れ 、現 在 に ⾄

っ て い る 。 現 ⾏ の 法 1 5 7 条 1 項 は 以 下 の と お り で あ る 。  

（ 5 ） ⼩ 括  

 

同 族 会 社 を 迂 回 し て 個 ⼈ の 税 負 担 の 軽 減 を 図 る ⾏ 為 に ⻭ ⽌ め を か け

る た め 、 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か ら ⼤ 正 1 2 年 に 創 設 さ れ た 同 族 会 社 の ⾏ 為

計 算 否 認 規 定 は 、「 所 得 税 逋 脱 ノ ⽬ 的 ア リ ト 認 ム ル 場 合 」に「 政 府 」が「 其

ノ 認 ム ル 所 ニ 依 リ 所 得 ⾦ 額 ヲ 計 算 ス ル コ ト 」が で き る 条 ⽂ と な っ て お り 、

創 設 当 初 か ら 課 税 庁 の 恣 意 的 課 税 が 懸 念 さ れ る 規 定 ぶ り で あ っ た こ と を

 
4 9  税 制 調 査 会 「 国 税 通 則 法 の 制 定 に 関 す る 答 申 の 説 明 （ 答 申 別 冊 ）」（ 昭 和 3 6 年
7 ⽉ ） 1 8 ⾴ 。  

 

 

法 157 条 1 項 
税務署⻑は、次に掲げる法⼈の⾏為⼜は計算で、これを容認した場合にはその株主

等である居住者⼜はこれと政令で定める特殊の関係のある居住者（その法⼈の株主等
である⾮居住者と当該特殊の関係のある居住者を含む。第 4 項において同じ。）の所
得税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、その居住
者の所得税に係る更正⼜は決定に際し、その⾏為⼜は計算にかかわらず、税務署⻑の
認めるところにより、その居住者の各年分の（…中略…）⾦額を計算することができ
る。 

⼀ 法⼈税法第 2 条第 10 号（定義）に規定する同族会社 
⼆ （省略） 
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確 認 し た 。  

そ の 後 、昭 和 2 5 年 改 正 で 、納 税 者 が 税 負 担 軽 減 の 意 図 を 有 し て い た か

否 か は 問 わ な い こ と と な り 、 代 わ り に 「 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ

る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の が あ る と き 」 と い う 不 確 定 概 念 が ⽤ い ら

れ る こ と に な っ た 。 こ の 不 当 性 要 件 を よ り 具 体 的 に す べ く 税 制 調 査 会 に

お い て も 検 討 が な さ れ た が 、昭 和 3 6 年 ７ ⽉ 答 申 で は 、画 ⼀ 的 な 線 を 引 く

こ と も 適 当 で は な く 、 具 体 的 事 案 ご と に 判 断 す べ き と 結 論 付 け 、 現 在 に

⾄ る ま で こ の 要 件 は 変 わ ら ず 残 っ た ま ま で あ る 。  

ま た 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の 適 ⽤ 対 象 は 同 族 会 社 の み か ら 始

ま っ た が 、 以 降 の 改 正 で 特 殊 な 企 業 組 合 等 の 法 ⼈ や 外 国 法 ⼈ へ も 広 げ ら

れ て き て い る 。 ⼀ ⽅ で 、 そ の 対 象 を ⾮ 同 族 会 社 に ま で ⼤ き く 広 げ る こ と

に つ い て は 、 課 税 庁 の 恣 意 的 課 税 の 問 題 か ら ⽴ 法 化 が ⾒ 送 ら れ た 。  

以 上 の 沿 ⾰ を み る と 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 は 、 課 税 の 公 平 の

実 現 の た め 創 設 ・ 改 正 さ れ て き た も の で あ る が 、 そ の ⽬ 的 達 成 の た め に

懸 念 さ れ る 課 税 庁 の 恣 意 的 課 税 を い か に 制 限 す る か と い う ⽴ 場 と の 間 で 、

⽴ 法 府 が 両 者 の バ ラ ン ス を 取 ろ う と し て き た こ と が 窺 え る 。 こ の バ ラ ン

ス は 、 租 税 法 規 の 解 釈 適 ⽤ の 場 ⾯ に お い て も 重 要 と な る も の で 、 課 税 の

公 平 を 重 視 し て 課 税 処 分 を 下 そ う と す る 課 税 庁 と 、 不 当 性 要 件 の 判 断 や

課 税 庁 に よ る 引 直 し 課 税 が 予 測 可 能 性 と 法 的 安 定 性 の 確 保 の 上 で 問 題 が

あ る と 主 張 す る 納 税 者 と の 間 で 対 ⽴ す る の は 、 あ る 種 必 然 の こ と と い え

よ う 。 こ の よ う に 、 同 規 定 の 適 ⽤ を め ぐ っ て は 、 租 税 公 平 主 義 と 租 税 法

律 主 義 が し ば し ば ぶ つ か り 合 う が 、 本 来 、 両 原 則 は 本 質 的 に ⽭ 盾 対 ⽴ す

る も の で は な い 。 松 沢 智 教 授 は 、 両 原 則 は 租 税 正 義 実 現 の ⼿ 段 ・ ⽅ 法 で

あ り 、 い ず れ か に 偏 る の で は な く 妥 当 な 調 和 を 図 っ て 何 が 租 税 正 義 で あ
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る か を 発 ⾒ す る こ と が 必 要 で あ る と 述 べ て い る 5 0 。 問 題 は そ の 調 和 を ど

う 図 る か で あ り 、 そ の 基 準 が 明 確 で な け れ ば 、 結 局 の と こ ろ 場 当 た り 的

な 判 断 で 終 わ る こ と に な っ て し ま う 5 1 。そ れ ゆ え に 、課 税 庁 に は 、同 規 定

の 適 ⽤ に あ た っ て 、 恣 意 性 介 ⼊ の 疑 義 を 持 た れ る こ と の な い よ う 、 で き

る 限 り 客 観 的 で 統 ⼀ 的 な 判 断 が 求 め ら れ る と 考 え ら れ る 。  

 

第 2 節  必 要 経 費 の 通 則 規 定 （ 法 3 7 条 1 項 ） の 沿 ⾰  

 

（ 1 ） 創 設 時 （ 明 治 2 0 年 ）  

 

明 治 2 0 年 に 創 設 さ れ た 所 得 税 法（ 勅 令 第 5 号 ）で は 、利 ⼦ 、配 当 ⾦ 、

給 与 等 以 外 の 資 産 ⼜ は 営 業 そ の 他 よ り ⽣ ず る 所 得 に つ き 、 同 法 2 条 1 項

に お い て 収 ⼊ ⾦ 額 か ら ⼀ 定 の ⽀ 出 を 控 除 し て 所 得 と す る 旨 を 規 定 し 、 同

条 2 項 で は 、 そ の 控 除 費 ⽬ と し て 、 国 税 、 地 ⽅ 税 、 区 町 村 費 、 備 荒 儲 畜

⾦ 、 製 造 品 の 原 質 物 代 価 、 販 売 品 の 原 価 、 種 代 、 肥 料 、 営 利 事 業 に 属 す

る 場 所 物 件 の 借 ⼊ 料 、 修 繕 料 、 雇 ⼈ 給 料 、 公 債 の 利 ⼦ 及 び 雑 費 を 列 挙 し

て い た 5 2 。こ の 規 定 は 、今 ⽇ で い う「 必 要 経 費 」を 例 ⽰ 列 挙 し つ つ も 、実

際 に は 包 括 的 に 必 要 経 費 を 定 め て い る 点 に 特 ⾊ が あ っ た 5 3 。  

 

（ 2 ） 明 治 3 2 年 改 正  

 

明 治 3 2 年 全 部 改 正 （ 法 律 第 1 7 号 ） で は 、 従 来 、 個 ⼈ に の み 課 さ れ て

 
5 0  松 沢 ・ 前 掲 注 2 5 ） 1 0 , 1 8 ⾴ 参 照 。  
5 1  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 3 6 ⾴ 参 照 。  
5 2  植 松 守 雄 『 注 解  所 得 税 法 ［ 六 訂 版 ］』（ ⼤ 蔵 財 務 協 会 、 2 0 1 9 ） 1 0 8 5 ⾴ 参 照 。  
5 3  碓 井 光 明 「 必 要 経 費 の 意 義 と 範 囲 」 ⽇ 税 研 論 集 3 1 号 （ 1 9 9 5 ） 3 - 4 ⾴ 参 照 。  
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い た 所 得 税 が 法 ⼈ に 対 し て も 課 さ れ る こ と と な り 、 利 ⼦ 、 配 当 、 給 与 以

外 の 個 ⼈ 所 得 に つ い て は 、「 総 収 ⼊ ⾦ 額 ヨ リ 必 要 ノ 経 費 ヲ 控 除 シ タ ル 予 算

年 額 ニ 依 ル 」 5 4（ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 節 に お い て 同 じ 。） と さ れ 、 初 め て

「 必 要 経 費 」の 概 念 が 取 り ⼊ れ ら れ た 5 5 。そ し て 、そ の 内 容 に つ い て は 、

⼤ 蔵 省 令 で 「 総 収 ⼊ ⾦ 額 ヨ リ 控 除 ス ヘ キ モ ノ ハ 種 苗 蚕 種 肥 料 ノ 購 買 費 、

家 畜 其 ノ 他 飼 養 料 ・ 仕 ⼊ 品 ノ 原 価 ・ 原 料 品 ノ 代 価 ・ 場 所 物 件 ノ 修 繕 費 、

其 ノ 借 ⼊ 料 、 場 所 物 件 ⼜ ハ 業 務 ニ 係 ル 公 課 ・ 雇 ⼈ ノ 給 料 其 ノ 他 収 ⼊ ヲ 得

ル ニ 必 要 ナ ル 経 費 ニ 限 ル 」（ 所 得 税 法 施 ⾏ 規 則 （ 勅 令 第 7 8 号 ） 1 条 ） と

規 定 し 、 収 ⼊ と の 因 果 関 係 を 問 う よ う な 規 定 ぶ り で あ っ た 。 ま た 、 同 条

は 続 け て 「 但 シ 家 事 上 ノ 費 ⽤ 及 之 ト 関 連 ス ル モ ノ ハ 之 ヲ 控 除 セ ス 」 と 定

め 、家 事 費 及 び 家 事 関 連 費 の 排 除 が 明 確 に さ れ て い る 。こ の 明 治 3 2 年 改

正 に よ る 必 要 経 費 に 関 す る 規 定 の ⾻ ⼦ は 、 昭 和 4 0 年 に 所 得 税 法 が 全 部

改 正 さ れ る ま で 、 ⼤ 蔵 省 令 ⼜ は 本 法 で 引 続 き 維 持 さ れ た 5 6 。  

 

（ 3 ） 明 治 時 代 〜 昭 和 前 期 （ 戦 前 ）  

 

明 治 ・ ⼤ 正 時 代 に は 必 要 経 費 に 関 す る 規 定 の 改 正 は な さ れ ず 、昭 和 1 5

年 全 部 改 正（ 法 律 第 2 4 号 ）で も 、法 ⼈ 税 法 が 分 離 さ れ 、収 ⼊ を 得 る に 必

要 な 負 債 利 ⼦ が 必 要 経 費 に 含 ま れ る よ う 明 ⽰ さ れ た 他 は 、 ⽬ ⽴ っ た 改 正

は な か っ た 。  

 

 
5 4  明 治 3 2 年 改 正 で は 「 予 算 年 額 ニ 依 ル 」 と あ る た め 、 実 績 で は な く ⾒ 積 り 額 が
控 除 さ れ て い た 。 こ れ が 前 年 実 績 に 基 づ い て 課 税 さ れ る こ と に な っ た の は ⼤ 正
1 5 年 改 正 （ 法 律 第 8 号 ） 以 降 で あ る （ 碓 井 ・ 前 掲 注 5 3 ） 5 , 8 ⾴ 参 照 ）。  
5 5  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 0 8 6 ⾴ 参 照 。  
5 6  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 0 8 6 ⾴ 参 照 。  
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（ 4 ） 昭 和 中 期 （ 戦 後 ）  

 

戦 後 最 初 の ⼤ 改 正 と し て 、 昭 和 2 2 年 に 申 告 納 税 制 度 の 採 ⽤ な ど 所 得

税 法 の 全 部 改 正（ 法 律 第 2 7 号 ）が ⾏ わ れ た が 、必 要 経 費 に つ い て は 、従

来 は ⼤ 蔵 省 令 に 規 定 さ れ て い た も の が 本 法 に 移 さ れ た だ け で 、 そ の 内 容

に は 変 化 は な か っ た 5 7 。  

昭 和 2 5 年 に は シ ャ ウ プ 勧 告 に 基 づ い た 所 得 税 法 の ⼤ 改 正 （ 法 律 第 7 1

号 ） が ⾏ わ れ 、 必 要 経 費 に 関 す る 規 定 も 、 減 価 償 却 費 の 償 却 ⽅ 法 や 棚 卸

資 産 の 評 価 に 関 す る 制 度 な ど 種 々 の 整 備 が ⾏ わ れ た 。 ま た 同 年 の 改 正 で

は 、 家 事 関 連 費 の う ち 、 主 た る 部 分 が 収 ⼊ を 得 る た め に 必 要 で あ り 、 そ

の 部 分 を 明 ら か に 区 分 で き る 場 合 に 、 そ の 部 分 を 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ

と と し 、 併 せ て 、 ⻘ ⾊ 申 告 者 に つ い て は 、 収 ⼊ を 得 る た め に 必 要 な 部 分

を 明 ら か に 区 分 で き る 場 合 に は 、 そ の 部 分 が 主 た る 部 分 で な く て も 、 そ

の 部 分 を 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ と と し た 。 現 ⾏ の 家 事 関 連 費 規 定 5 8 と 同

様 の 内 容 と な っ た こ の 改 正 は 、 従 来 、 家 事 関 連 費 は 家 事 費 と 同 様 に 控 除

し な い と さ れ て い た の に 対 し て 、 控 除 を 認 め る 場 合 を 拡 ⼤ し よ う と す る

試 み で あ り 、 ⻘ ⾊ 申 告 者 に つ い て は 特 に 必 要 経 費 の 部 分 を 分 別 さ せ 、 控

除 範 囲 を 拡 ⼤ し よ う と し た 意 図 が 窺 え る 5 9 。  

そ の 後 、 昭 和 2 6 年 か ら 昭 和 3 7 年 に ⾄ る ま で 、 必 要 経 費 の 範 囲 の 拡 ⼤

の 動 き は 続 い て い く 。 特 に 昭 和 3 7 年 改 正 （ 法 律 第 4 4 号 ） で は 、 事 業 ⽤

固 定 資 産 の 損 失 や 利 ⼦ 税 の 必 要 経 費 算 ⼊ 規 定 が 追 加 さ れ た 。 前 者 に つ い

て は 、 損 失 が 法 ⼈ 税 法 に お け る 損 ⾦ に 含 ま れ る の に 対 し 、 所 得 税 法 で は

 
5 7  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 0 8 9 ⾴ 参 照 。  
5 8  現 ⾏ の 家 事 関 連 費 規 定 に つ い て は 、 第 4 章 第 2 節 第 2 款 ( 1 ) に て 詳 細 に 確 認 す
る 。  
5 9  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 0 8 9 - 1 0 9 0 ⾴ 参 照 。  
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事 業 ⽤ 資 産 の 損 失 が 必 要 経 費 に 含 ま れ な い と い っ た 、 法 ⼈ と 個 ⼈ の 所 得

概 念 の ア ン バ ラ ン ス に 対 応 す る も の で 、 後 者 に つ い て は 、 法 ⼈ 税 の 延 納

利 ⼦ 税 の 損 ⾦ 算 ⼊ と 平 仄 を 合 わ せ た も の で 、 個 ⼈ の 必 要 経 費 と 法 ⼈ の 損

⾦ の 概 念 を で き る だ け 近 づ け よ う と す る キ メ の 細 か な 改 正 の ⼀ つ と 評 価

さ れ て い る 6 0 。  

 

（ 5 ） 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ 所 得 税 法 及 び 法 ⼈ 税 法 の 整 備 に 関 す る 答 申  

 

昭 和 4 0 年 の 所 得 税 法 全 部 改 正 （ 法 律 第 3 3 号 ） の 基 礎 を な す も の と し

て 、 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ の 税 制 調 査 会 に よ る 「 所 得 税 法 及 び 法 ⼈ 税 法 の 整 備

に 関 す る 答 申 」（ 以 下 「 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ 整 備 答 申 」 と い う 。） が あ る 。 こ

の 答 申 で は 、「 現 ⾏ の 所 得 税 法 に お け る 課 税 所 得 の 計 算 は 、い わ ゆ る 費 ⽤

収 益 対 応 の 考 え ⽅ に よ る こ と を 原 則 と し 、（ … 中 略 … ）費 ⽤ 収 益 対 応 の 考

え ⽅ の も と に 経 費 を 控 除 す る に 当 た つ て 、 所 得 の 起 因 と な る 事 業 等 に 関

係 は あ る が 所 得 の 形 成 に 直 接 寄 与 し て い な い 経 費 ⼜ は 損 失 の 取 扱 い を い

か に す べ き か と い う 問 題 に つ い て は 、純 資 産 増 加 説 的 な 考 え ⽅ に ⽴ つ て 、

で き る だ け 広 く こ の 種 の 経 費 ⼜ は 損 失 を 所 得 計 算 上 考 慮 す べ し と す る 考

え ⽅ と 、 家 事 費 を 除 外 す る 所 得 計 算 の 建 前 か ら 所 得 計 算 の 純 化 を 図 る た

め に は 家 事 費 と の 区 分 の 困 難 な 経 費 等 は で き る だ け こ れ を 排 除 す べ し と

す る 考 え ⽅ と の 広 狭 ⼆ 様 の 考 え ⽅ が あ る 。 所 得 税 の 建 前 と し て は 、 事 業

上 の 経 費 と 家 事 費 と を 峻 別 す る 後 者 の 考 え ⽅ も 当 然 無 視 す る こ と が で き

な い が 、 事 業 経 費 ⼜ は 事 業 損 失 の 計 算 に つ い て は 、 で き る 限 り 前 者 の 考

え ⽅ を 採 り ⼊ れ る ⽅ 向 で 整 備 を 図 る こ と が 望 ま し い と 考 え る 。」6 1 と ⽰ さ

 
6 0  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 0 9 2 - 1 0 9 3 ⾴ 参 照 。  
6 1  税 制 調 査 会 「 所 得 税 法 及 び 法 ⼈ 税 法 の 整 備 に 関 す る 答 申 」（ 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ ）
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れ て い る 。  

こ こ で 、純 資 産 増 加 説 と は 、包 括 的 所 得 概 念 と も 呼 ば れ る も の で 、「 ⼈

が 収 ⼊ 等 の 形 で 新 た に 得 た 経 済 的 利 得 を す べ て 所 得 と 考 え る 考 え ⽅ 」 6 2

の こ と で あ る 。 こ れ に 対 し 「 所 得 源 泉 説 」（ ⼜ は 制 限 的 所 得 概 念 ） と は 、

所 得 の 範 囲 を 何 ら か の 基 準 に よ っ て 限 定 し よ う と す る ⽴ 場 で あ り 、 こ の

⽴ 場 に ⽴ つ と 、 ⼀ 時 的 、 偶 発 的 、 恩 恵 的 な 利 得 は 所 得 の 範 囲 か ら 除 か れ

る 6 3 。わ が 国 の 税 法 は 、古 く か ら 法 ⼈ 税 の 所 得 は「 純 資 産 増 加 説 」に ⽴ 脚

し 、 所 得 税 の 所 得 は 当 初 「 所 得 源 泉 説 」 に 依 拠 し て い た が 、 順 次 「 純 資

産 増 加 説 」 的 な 概 念 に 移 ⾏ し て き た 6 4 。 所 得 概 念 が ⼤ 転 換 を 遂 げ た の は

戦 後 の こ と で あ り 、 昭 和 2 2 年 改 正 で ⼀ 時 所 得 と い う 新 た な 所 得 類 型 を

設 け 、 懸 賞 ⾦ に よ る 利 得 、 ギ ャ ン ブ ル の 利 得 な ど の ⼀ 時 的 な 利 得 も 課 税

対 象 に 取 り 込 み 、 こ こ に あ ら ゆ る 源 泉 の 所 得 を 課 税 所 得 と み る 純 資 産 増

加 説 的 な 所 得 概 念 へ の 移 ⾏ が 完 了 し た と さ れ て い る 6 5 。 こ の よ う に 所 得

の 概 念 が 広 が っ て き た 背 景 や 、本 節（ 4 ）で 確 認 し た 、戦 後 の 必 要 経 費 の

範 囲 の 拡 ⼤ の 流 れ を 受 け 、 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ 整 備 答 申 の 内 容 は 昭 和 4 0 年

の 所 得 税 法 全 部 改 正 に 反 映 さ れ る こ と に な る 。  

 

（ 6 ） 昭 和 4 0 年 改 正 及 び 現 ⾏ 法  

 

 
4 2 - 4 3 ⾴ 。 費 ⽤ 収 益 対 応 の 原 則 と は 、「 継 続 的 事 業 の 所 得 を 正 確 に 算 出 す る た め
に は 、 必 要 経 費 は 、 そ れ が ⽣ み 出 す こ と に 役 ⽴ っ た 収 ⼊ と 対 応 さ せ 、 そ の 収 ⼊ か
ら 控 除 し な け れ ば な ら な い 」（ ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 3 2 3 ⾴ ） と い う 原 則 で あ る 。  
6 2  佐 藤 英 明 『 ス タ ン ダ ー ド 所 得 税 法 ［ 第 3 版 ］』（ 弘 ⽂ 堂 、 2 0 2 2 ） 4 ⾴ 。  
6 3  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 2 2 8 - 2 2 9 ⾴ 参 照 。  
6 4  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 2 2 6 ⾴ 参 照 。  
6 5  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 2 3 1 ⾴ 参 照 。  
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 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ 整 備 答 申 を 受 け 、昭 和 4 0 年 の 所 得 税 法 全 部 改 正 で は 、

そ れ ま で の 例 ⽰ ⽅ 式 を 廃 ⽌ し て ⼀ 般 的 に 定 め る 包 括 ⽅ 式 に 改 め ら れ 、 事

業 所 得 や 不 動 産 所 得 に 係 る 必 要 経 費 は 法 3 7 条 1 項 で 現 ⾏ 法 の よ う に 規

定 さ れ た 6 6 。 現 ⾏ の 法 3 7 条 1 項 は 以 下 の と お り で あ る （ 丸 数 字 筆 者 ）。  

こ の 条 ⽂ の 構 成 を 分 析 す る と 、 事 業 所 得 等 の ⾦ 額 の 計 算 上 、 必 要 経 費

に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 は 、  

 

 

 

 
6 6  武 ⽥ ・ 前 掲 注 4 4 ） 3 2 8 4 参 照 。  

 

 

法 37 条 1 項 
その年分の不動産所得の⾦額、事業所得の⾦額⼜は雑所得の⾦額（事業所得の⾦額

及び雑所得の⾦額のうち⼭林の伐採⼜は譲渡に係るもの並びに雑所得の⾦額のうち第
35 条第 3 項（公的年⾦等の定義）に規定する公的年⾦等に係るものを除く。）の計算
上必要経費に算⼊すべき⾦額は、別段の定めがあるものを除き、〔①〕これらの所得
の総収⼊⾦額に係る売上原価その他当該総収⼊⾦額を得るため直接に要した費⽤の額
及び〔②〕その年における販売費、⼀般管理費その他これらの所得を⽣ずべき業務に
ついて⽣じた費⽤（償却費以外の費⽤でその年において債務の確定しないものを除
く。）の額とする。 
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の ⼆ つ に 区 分 さ れ る 。  

前 段 ① は 、 所 得 稼 得 の た め の 直 接 的 必 要 性 を 要 件 と し て 、 収 ⼊ ⾦ 額 と

個 別 的 に 対 応 す る 必 要 経 費 を 定 め 、 後 段 ② は 、 所 得 稼 得 業 務 関 連 性 を 要

件 と し て 、 収 ⼊ ⾦ 額 と ⼀ 般 的 に 対 応 す る 必 要 経 費 を 定 め て い る 。 前 段 ①

は 「 個 別 対 応 の 必 要 経 費 」、 後 段 ② は 「 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 」 と 呼 ば れ 、

こ れ は 費 ⽤ 収 益 対 応 の 原 則 に お け る 費 ⽤ と 収 益 と の 対 応 の さ せ ⽅ に 基 づ

い た 区 分 で あ る 6 7 。 な お 、 後 段 ② の 括 弧 内 で は 、「 そ の 年 に お い て 債 務 の

確 定 し な い も の を 除 く 」 と 規 定 し て い る が 、 こ れ は 、 後 段 ② の 費 ⽤ が 収

益 獲 得 と の 因 果 関 係 が 明 確 で な く 特 定 で き な い の で 、 そ の 範 囲 画 定 及 び

年 度 帰 属 の 判 定 の 明 確 さ を ⾼ め る た め に 債 務 確 定 主 義 を 定 め た も の で あ

る 6 8（ こ の 意 味 で 、 後 段 ② の 「 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 」 は 、「 期 間 対 応 の 必

要 経 費 」 と も 呼 ば れ て い る が 、 本 論 ⽂ で は 「 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 」 に 統

⼀ す る 。）。  

こ の よ う に 、 必 要 経 費 の 通 則 規 定 で あ る 法 3 7 条 1 項 は 、 純 資 産 増 加

説 的 な 考 え ⽅ に 基 づ き 例 ⽰ ⽅ 式 を 包 括 ⽅ 式 に 改 め る と と も に 、 費 ⽤ 収 益

対 応 の 原 則 に 沿 っ た 条 ⽂ 構 成 を 採 ⽤ し 、ま さ に 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ 整 備 答 申

の 提 ⾔ を 反 映 し た も の と な っ て い る 。 さ ら に 、 同 規 定 の 条 ⽂ 構 成 は 、 法

 
6 7  ⾕ ⼝ ・ 前 掲 注 1 0 ） 3 3 9 ⾴ 参 照 。  
6 8  ⾕ ⼝ ・ 前 掲 注 1 0 ） 3 4 0 ⾴ 参 照 。  

 

 

① これらの所得の総収⼊⾦額に係る売上原価その他当該総収⼊⾦額を得るため直接
に要した費⽤の額 
及び 

② その年における販売費、⼀般管理費その他これらの所得を⽣ずべき業務について
⽣じた費⽤（償却費以外の費⽤でその年において債務の確定しないものを除く。）
の額 
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⼈ 税 法 2 2 条 3 項 1 号 及 び 2 号 に 対 応 し て お り 、 そ の 考 え ⽅ も 、 ほ ぼ 法

⼈ 税 法 に ⼀ 致 し て い る と ⾒ る こ と が で き る 6 9 。  

 

（ 7 ） ⼩ 括  

 

以 上 、 必 要 経 費 の 通 則 規 定 の 沿 ⾰ か ら 、 従 来 は 「 収 ⼊ を 得 る に 必 要 な

経 費 」 と し て 限 定 的 に 解 釈 さ れ て い た 所 得 税 の 必 要 経 費 概 念 が 、 漸 次 拡

⼤ 過 程 を た ど り 、 で き る だ け 法 ⼈ 税 の 損 ⾦ 概 念 に 近 づ け る 努 ⼒ が な さ れ

て き た こ と が 確 認 で き た 。 そ し て 、 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ 整 備 答 申 で は 、 純 資

産 増 加 説 的 な 考 え ⽅ に ⽴ っ て 、 で き る だ け 広 く 必 要 経 費 を 認 め る こ と が

提 ⾔ さ れ 、こ れ を 受 け た 昭 和 4 0 年 全 部 改 正 で 、所 得 税 法 の 必 要 経 費 と 法

⼈ 税 法 の 損 ⾦ に 関 す る 通 則 的 規 定 が 統 ⼀ 的 に 定 め ら れ た 7 0 。  

現 在 で は 、 個 ⼈ 事 業 の 所 得 に 関 す る 必 要 経 費 は 、 法 ⼈ 税 法 に お け る 損

⾦ 、 つ ま り 、 企 業 会 計 上 の 費 ⽤ （ 損 費 ） に 準 ず る も の と 考 え ら れ て い る

7 1 。た だ し 、営 利 を 追 求 す る の が 原 則 で あ る 法 ⼈ と 違 っ て 、個 ⼈ に は 所 得

稼 得 活 動 の ほ か に 消 費 活 動 が あ り 、 し か も 、 そ の ⾏ 動 に は 経 済 合 理 性 の

他 に 、 ⼈ 間 的 付 合 い や 義 理 ⼈ 情 、 趣 味 ・ 嗜 好 ・ 娯 楽 な ど の 要 素 が 混 ⼊ す

る た め 、そ の ⽀ 出 内 容 は 複 雑 な も の と な る 7 2 。そ も そ も 、必 要 経 費 控 除 の

趣 旨 は 、 原 資 を 維 持 し つ つ 拡 ⼤ 再 ⽣ 産 を 図 る と い う 資 本 主 義 経 済 の 要 請

か ら 、 投 下 資 本 の 回 収 部 分 に 課 税 が 及 ぶ こ と を 避 け る 点 に あ る と さ れ て

お り 7 3 、 た と え 純 資 産 増 加 説 的 な 考 え た ⽅ に よ っ て 必 要 経 費 が 広 く 認 め

 
6 9  碓 井 ・ 前 掲 注 5 3 ） 1 7 ⾴ 参 照 。  
7 0  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 0 9 4 ⾴ 参 照 。  
7 1  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 0 9 9 ⾴ 参 照 。  
7 2  植 松 ・ 前 掲 注 5 2 ） 1 1 0 0 - 1 1 0 1 ⾴ 参 照 。  
7 3  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 3 2 0 - 3 2 1 ⾴ 参 照 。  
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ら れ る よ う に な っ た と は い え 、 投 下 資 本 に あ た ら な い 個 ⼈ 的 な 消 費 ⽀ 出

が 必 要 経 費 か ら 除 外 さ れ る の は 当 然 の こ と で あ ろ う 。 し た が っ て 、 個 ⼈

の ⽀ 出 が 必 要 経 費 に 当 た る か ど う か に つ い て は 、 そ の 中 に 個 ⼈ 的 な 消 費

⽀ 出 が 含 ま れ て い な い か と い う 法 ⼈ の 損 ⾦ と は 異 な る 視 点 も 含 め 、法 3 7

条 1 項 に 照 ら し て 厳 格 に 判 断 す る こ と が 求 め ら れ て い る 。  

 

第 3 節  ⼩ 括  

 

以 上 、 本 章 で は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 と 必 要 経 費 の 通 則 規 定

の 沿 ⾰ に つ い て 確 認 し た 。 こ れ を ふ ま え て 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族

会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認 す る 際 の 論 理 構 成 に つ い て 考 え て み た い 。 

考 え ら れ る 論 理 構 成 は 次 の ⼆ つ で あ る 。 ⼀ つ は 、 両 者 間 の 特 殊 関 係 性

ゆ え に な さ れ た 所 得 税 の 不 当 な 減 少 が 、 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か ら 許 容 で き

な い と し て 法 1 5 7 条 1 項 で 否 認 す る も の で 、 も う ⼀ つ は 、 当 該 ⽀ 出 を 投

下 資 本 に あ た ら な い 個 ⼈ 的 な 消 費 活 動 に よ る も の と 認 定 し 、 法 3 7 条 1

項 に 規 定 す る 必 要 経 費 に 該 当 し な い と し て 否 認 す る も の で あ る 。 こ れ ら

⼆ つ の 論 理 構 成 は 、 そ の 意 味 が 全 く 異 な る も の と い う べ き で あ る が 、 納

税 者 に と っ て 、 は た し て そ の 法 的 効 果 に 違 い は あ る の で あ ろ う か 。 極 論

を ⾔ え ば 、 結 果 と し て 下 さ れ る 処 分 内 容 に 差 が な け れ ば 、 根 拠 規 定 が ど

ち ら か と い う 議 論 は あ ま り 意 味 を な さ な く な る 。 そ こ で 次 章 で は 、 根 拠

規 定 の 選 定 が 納 税 者 に ど の よ う な 影 響 を 及 ぼ す の か 、 そ の 法 的 効 果 の 違

い に つ い て 検 討 す る 。  
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第 3 章  同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 （ 法 1 5 7 条 1 項 ） と 必 要 経 費 の 通

則 規 定 （ 法 3 7 条 1 項 ） の 適 ⽤ に よ る 法 的 効 果 の 違 い に つ い て  

 

個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認 す る 際 、 根

拠 規 定 が 法 1 5 7 条 1 項 と 法 3 7 条 1 項 の ど ち ら に 依 る べ き か と い う 議 論

は 、 そ れ に よ る 処 分 内 容 に 差 が な け れ ば あ ま り 意 味 を な さ な い も の と な

る 。 そ こ で 本 章 で は 、 課 税 庁 の 選 定 し た 根 拠 規 定 が 納 税 者 へ ど の よ う な

影 響 を 及 ぼ す の か 、 そ の 法 的 効 果 の 違 い に つ い て 検 討 す る 。  

 

第 １ 節  経 費 の ⽀ 払 い 先 法 ⼈ の 制 約 − ⾮ 同 族 会 社 へ の 適 ⽤ の 可 否 −  

 

本 節 で は 、 経 費 の ⽀ 払 い 先 法 ⼈ が ⾮ 同 族 会 社 で あ っ た 場 合 の 、 法 1 5 7

条 1 項 と 法 3 7 条 1 項 の 適 ⽤ 可 否 に つ い て 考 え る 。  

同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 は 、「 同 族 会 社 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 で 、こ れ を

容 認 し た 場 合 に は 」 と い う ⽂ ⾔ か ら 同 族 会 社 の み が 対 象 と な る 創 設 的 規

定 で あ る と い う 考 え ⽅ に 対 し 、 同 規 定 は 税 法 上 当 然 の 原 理 原 則 を 定 め た

に 過 ぎ ず 、 ⾮ 同 族 会 社 に つ い て も 対 象 と な り う る 確 認 的 規 定 で あ る と い

う 考 え ⽅ と の 間 で 、 か ね て よ り 学 説 ・ 判 例 で 対 ⽴ が み ら れ て い た 。  

⼭ ⽥ ⼆ 郎 ⽒ は 、「 租 税 法 律 主 義 か ら い つ て 、適 ⽤ 対 象 者 の 範 囲 を 法 ⽂ 上

に 規 定 さ れ て い る 同 族 会 社 の ほ か 、 法 ⽂ 上 に 規 定 さ れ て い な い ⾮ 同 族 会

社 ま で 拡 張 し て 解 釈 す る こ と は で き な い と い わ ね ば な ら な い 。」7 4 と 述 べ 、

⾮ 同 族 会 社 へ の 適 ⽤ に は 否 定 的 で あ る 。 ま た 、 清 永 敬 次 教 授 も 、 従 来 の

規 定 で は 対 処 し え な い よ う な 納 税 者 の 不 当 な ⾏ 為 を 新 し い 否 認 規 定 で 処

 
7 4  ⼭ ⽥ ⼆ 郎 「 ⾏ 為 計 算 の 否 認 規 定 の 適 ⽤ を め ぐ る 諸 問 題 」 杉 村 章 三 郎 先 ⽣ 古 稀
祝 賀 税 法 学 論 ⽂ 集 （ 1 9 7 0 ） 3 6 3 ⾴ 。  
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理 す る こ と が で き る よ う に し た と い う ⼤ 正 1 2 年 創 設 時 の ⽴ 法 趣 旨 か ら 、

同 規 定 は 同 族 会 社 に し か 適 ⽤ さ れ な い 創 設 的 規 定 で あ る と の ⾒ 解 を ⽰ し

て い る 7 5 。 こ れ に 対 し 松 沢 智 教 授 は 、 著 書 『 租 税 実 体 法 』 に お い て 、「 同

族 会 社 の ⾏ 為 計 算 の み が 否 認 の 対 象 と さ れ る と す れ ば 、 は た し て 同 族 会

社 と ⾮ 同 族 会 社 を 明 確 に 区 別 す る こ と が 否 認 規 定 の 適 ⽤ 上 不 公 平 を ⽣ じ

な い か ど う か 。 し か も ⾮ 同 族 会 社 に お い て も 租 税 回 避 ⾏ 為 の ⾏ わ れ る 蓋

然 性 も 少 な く な く 、［ 筆 者 注 ： 法 ⼈ 税 ］ 法 3 4 条 の 過 ⼤ 役 員 報 酬 の 損 ⾦ 不

算 ⼊ 規 定 の よ う に 、 同 族 ⾮ 同 族 を 問 わ ず ⽴ 法 さ れ て い る 規 定 の 存 す る こ

と か ら す れ ば 、 両 者 を 特 に 区 別 す る 合 理 的 根 拠 に 乏 し い と も い え よ う 。

（ … 中 略 … ） 異 常 不 合 理 な 取 引 ⾏ 為 は 必 ず し も 同 族 会 社 の み に 限 ら ぬ と

こ ろ か ら ⾮ 同 族 会 社 に も 準 ⽤ で き る こ と と な り 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）公 平 課 税

の 原 則 か ら 当 然 に 課 税 庁 に 認 め ら れ る 否 認 権 を 特 に 同 族 会 社 に つ き 例 ⽰

し た 確 認 規 定 と 解 す る こ と も で き る 。」 7 6 と 述 べ 、⾮ 同 族 会 社 に も 適 ⽤ で

き る 確 認 的 規 定 の ⽴ 場 を と っ て い る 。 松 沢 教 授 が 確 認 的 規 定 説 を 唱 え た

の は 、『 租 税 実 体 法 』 の 初 版 が 発 ⾏ さ れ た 昭 和 5 1 年 当 時 、 租 税 法 学 が 租

税 公 平 主 義 を 重 視 し て い た 時 代 で あ り 7 7 、 ま た 、 確 認 的 規 定 説 に 沿 っ た

 
7 5  清 永 ・ 前 掲 注 2 7 ） 4 1 5 ⾴ 参 照 。  
7 6  松 沢 ・ 前 掲 注 2 5 ） 3 3 - 3 4 ⾴ 。  
7 7  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 4 2 ⾴ 参 照 。  
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判 決 が ⾒ ら れ た 7 8 こ と な ど が 背 景 に あ っ た の で は な い か と 考 え ら れ る 7 9 。 

こ の よ う な 議 論 に 対 し 、 そ の 後 の ⽴ 法 を め ぐ る 動 き は 、 同 族 会 社 の ⾏

為 計 算 否 認 規 定 が 創 設 的 規 定 で あ る と す る 考 え ⽅ を 補 強 す る 形 と な っ て

い る 8 0 。平 成 1 3 年 度 改 正 で は 、企 業 の 組 織 再 編 成 を 利 ⽤ し た 租 税 回 避 ⾏

為 を 防 ⽌ す る た め の 規 定 が 法 1 5 7 条 4 項 に 設 け ら れ 、 平 成 1 8 年 度 改 正

で は 適 ⽤ 対 象 が 外 国 法 ⼈ に も 広 げ ら れ て い る 。 こ れ ら の 動 き は 、 同 族 会

社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 を 同 族 会 社 に し か 適 ⽤ さ れ な い 創 設 的 規 定 と み な

す が 故 に 、 ⽴ 法 ⾯ で 対 処 し よ う と し て き た も の と 解 す る こ と が で き る で

あ ろ う 。 そ の た め 、 近 年 で は 、 ⾮ 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 に 対 し て 同 規 定 が

適 ⽤ さ れ る 事 例 は ⾒ ら れ な く な っ て お り 8 1 、学 説 も 、「 ⾮ 同 族 会 社 に つ い

て は 、 そ の ⾏ 為 ・ 計 算 の 否 認 を 認 め る 規 定 が な い か ら 、 そ の ⾏ 為 ・ 計 算

が 経 済 的 合 理 性 を ⽋ い て い る 場 合 で あ っ て も 、 そ れ を 否 認 す る こ と は 認

 
7 8  例 え ば 、 東 京 地 判 昭 和 4 6 年 3 ⽉ 3 0 ⽇ 税 資 6 2 号 4 2 7 ⾴ で は 、 裁 判 所 は 「 原 告
は 、 税 務 署 ⻑ が 法 ⼈ の ⾏ 為 計 算 を 否 認 し 得 る の は 、 法 律 に 明 ⽂ の 規 定 が あ る 場 合
に 限 ら れ る と 主 張 し 、 そ の こ と を 前 提 と し て 、 原 告 会 社 が （ … 中 略 … ） 同 族 会 社
に 該 当 し な い か ら 、 被 告 税 務 署 ⻑ の し た ⾏ 為 計 算 の 否 認 は 違 法 で あ る と い う 。 し
か し 、（ … 中 略 … ） 法 ⼈ 税 法 は 、 法 ⼈ が 純 経 済 ⼈ と し て 経 済 的 合 理 的 に ⾏ 為 計 算
を ⾏ う こ と を 予 定 し て 、 か よ う な 合 理 的 ⾏ 為 計 算 に 基 づ い て ⽣ ず る 所 得 に 課 税
し 、 租 税 収 ⼊ を 確 保 し よ う と す る も の で あ る か ら 、 法 ⼈ が 租 税 の 回 避 若 し く は 軽
減 の ⽬ 的 で 、 こ と さ ら に 不 ⾃ 然 、 不 合 理 な ⾏ 為 計 算 を す る こ と に よ り 、 不 当 に 法
⼈ 税 の 負 担 を 免 か れ る 結 果 を 招 来 し た 場 合 に は 、 税 務 署 ⻑ は 、 か よ う な ⾏ 為 計 算
を 否 認 し 、 経 済 的 合 理 的 に ⾏ 動 し た と す れ ば 通 常 と つ た で あ ろ う と 認 め ら れ る ⾏
為 計 算 に 従 つ て 課 税 し 得 る も の と 解 す る の が 相 当 で あ 」 る 、 と し て 納 税 者 の 請 求
を 棄 却 し て い る 。  
7 9  た だ し 、 松 沢 教 授 は 、「 こ れ に 反 対 の ⾒ 解 も 少 な く な い 。 同 条 を 特 に 同 族 会 社
に つ き 課 税 庁 の 否 認 権 を 附 与 し た 創 設 的 規 定 と 解 す る ⾒ 解 も 有 ⼒ で あ る 。 そ れ に
よ れ ば ⾮ 同 族 会 社 に は 本 条 が 準 ⽤ し え な い こ と に な ろ う 。」 と も 述 べ て お り 、 創
設 的 規 定 説 を 完 全 に 排 除 し た わ け で は な い （ 松 沢 ・ 前 掲 注 2 5 ） 3 4 ⾴ ）。  
8 0  品 川 芳 宣 「 租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認 と 仮 装 ⾏ 為 の 否 認 − 両 者 の 関 係 と 私 法 上 の 契
約 を 否 認 で き る 限 界 − 」 税 理 4 9 巻 1 5 号 （ 2 0 0 6 ） 9 ⾴ 参 照 。  
8 1  品 川 ・ 前 掲 注 8 0 ） 9 ⾴ 参 照 。  
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め ら れ な い と 解 す べ き 」8 2 と す る ⾦ ⼦ 宏 教 授 の ⾒ 解 が 通 説 と な っ て い る 。 

し た が っ て 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 は 創 設 的 規 定 と み る こ と が

で き る か ら 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に つ い て 同 規 定

が 適 ⽤ さ れ る の は 、 ⽀ 払 い 先 法 ⼈ が 同 族 会 社 の 場 合 に 限 ら れ る 。 こ れ に

対 し 、 必 要 経 費 の 通 則 規 定 は ⽀ 払 い 先 法 ⼈ が 同 族 会 社 か ⾮ 同 族 会 社 か を

問 わ ず ⼀ 般 的 に 適 ⽤ さ れ る 規 定 で あ る か ら 、 ⽀ 払 い 先 法 ⼈ が ⾮ 同 族 会 社

で あ っ て も 適 ⽤ さ れ る 。 こ の よ う に 、 両 規 定 は 、 ⾮ 同 族 会 社 と の 取 引 に

対 す る 適 ⽤ 可 否 が 異 な る と い う こ と が で き る で あ ろ う 。  

 

第 2 節  経 費 の ⽀ 払 い 先 法 ⼈ に お け る 法 ⼈ 税 の 斟 酌 − 法 ⼈ 税 の 対 応 的

調 整 の 可 否 −  

 

本 節 で は 、平 成 1 8 年 度 税 制 改 正 で 新 た に 創 設 さ れ た 、い わ ゆ る 対 応 的

調 整 規 定 （ 所 税 1 5 7 条 3 項 、 法 税 1 3 2 条 3 項 、 相 税 6 4 条 2 項 ） の 影 響

に つ い て 考 え る 。  

ま ず 、 簡 単 な 事 案 （ 図 表 3 - 1 参 照 ） を み て い こ う 。 例 え ば 、 第 三 者 か

ら 6 , 0 0 0 の 賃 貸 収 ⼊ を 得 て い る 個 ⼈ が 、 同 族 会 社 に 所 有 不 動 産 物 件 の 管

理 を 委 託 す る 対 価 と し て 賃 貸 収 ⼊ の 5 0 % に 相 当 す る 3 , 0 0 0 の 管 理 委 託 料

を ⽀ 払 う ケ ー ス で あ る 。 こ れ に 対 し 課 税 庁 は 、 こ の 管 理 委 託 料 3 , 0 0 0 が

過 ⼤ で 個 ⼈ の 所 得 税 を 不 当 に 減 少 さ せ て い る と し て 法 1 5 7 条 1 項 を 適 ⽤

し 、 適 正 な 管 理 委 託 料 と し て 算 出 し た 1 , 0 0 0 に 引 き 直 す 所 得 税 増 額 更 正

を ⾏ っ た と す る 。 こ こ で 、 こ の 引 直 し は あ く ま で 税 法 上 ⾏ わ れ る も の で

あ り 、 3 , 0 0 0 を ⽀ 払 っ た と い う 事 実 ま で 否 定 さ れ る も の で は な い 。 そ の

 
8 2  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 5 4 5 ⾴ 。  
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た め 、 法 ⼈ が 個 ⼈ か ら 得 た 管 理 委 託 収 ⼊ （ 益 ⾦ ） は 3 , 0 0 0 の ま ま と な る

と 、 所 得 税 と 法 ⼈ 税 で ⼆ 重 課 税 の 状 態 に な っ て い る の で は な い か と い う

疑 問 が 惹 起 さ れ る 。 こ の 場 合 に 、 法 ⼈ が 得 た 管 理 委 託 収 ⼊ を 3 , 0 0 0 で は

な く 1 , 0 0 0 と す る 法 ⼈ 税 の 減 額 更 正（ こ の よ う な 対 応 の こ と を ⼀ 般 に「 対

応 的 調 整 」 と 呼 ん で い る 。） が 可 能 な の か が 議 論 と な っ て い た 。  

 

【 図 表 3 - 1 ： 同 族 会 社 へ の 過 ⼤ 経 費 が 法 1 5 7 条 1 項 で 否 認 さ れ る 事 案 の

イ メ ー ジ 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

従 来 の 裁 判 例 を み る と 、 裁 判 所 は 対 応 的 調 整 を ⾏ う こ と に つ い て 否 定

的 で あ っ た 。 東 京 地 判 平 成 1 3 年 1 ⽉ 3 0 ⽇ 税 資 2 5 0 号 順 号 8 8 2 8 8 3 は 、

「 所 得 税 法 1 5 7 条 の 規 定 は 、 租 税 負 担 の 公 平 を 図 る た め 、 同 族 会 社 を 利

⽤ し て 個 ⼈ の 税 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る ⾏ 為 や 計 算 を 否 認 し て 、 税 務 署

⻑ の 認 め る と こ ろ に よ っ て 所 得 の ⾦ 額 を 計 算 で き る と す る も の に す ぎ ず 、

そ の 場 合 の 同 族 会 社 の 法 ⼈ 税 の 額 の 計 算 に つ い て は 何 ら の 調 整 の た め の

規 定 は お か れ て い な い 。（ … 中 略 … ）そ も そ も 同 族 会 社 と そ の 取 引 の 相 ⼿

 
8 3  こ の 裁 判 で 問 題 と な っ た 事 案 は 、 本 節 冒 頭 で 例 に 挙 げ た 管 理 委 託 ⽅ 式 で は な
く 転 貸 ⽅ 式 と 呼 ば れ る も の で あ る が 、 対 応 的 調 整 に 関 す る 納 税 者 の 主 張 と 裁 判 所
の 判 断 は 管 理 委 託 ⽅ 式 と 転 貸 ⽅ 式 で 異 な る も の で は な い た め 、 こ こ で 取 り 上 げ
た 。  

 
 
 
 
 
 
 
 

第三者 同族会社 

個⼈ 賃貸収⼊
6,000 

管理委託料
3,000 1,000 

収⼊ 6,000 
経費 3,000 1,000 
所得 3,000 5,000 

益⾦ 3,000
損⾦(省略) 
所得 3,000 

法 157 条 1 項で管理委
託料が 1,000 に引き直
された場合，法⼈側の
益⾦ 3,000 は 3,000 の
ま ま か ？ そ れ と も
1,000 になるのか？ 
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⽅ で あ る 個 ⼈ は 別 個 の 法 ⼈ 格 を 有 す る も の で あ り 、 右 の 個 ⼈ に つ い て の

所 得 税 の 計 算 を ⾏ う に つ い て は 、 こ れ に 先 ⽴ ち ⼜ は こ れ と 同 時 に 同 族 会

社 の 法 ⼈ 税 に つ い て 減 額 更 正 等 の 処 分 を し て 、 相 互 の 課 税 額 の 調 整 を ⾏

わ な け れ ば な ら な い 理 由 は な い と い う べ き で あ る 」（ 下 線 筆 者 。以 下 、本

節 に お い て 同 じ 。）と 判 ⽰ し 、法 ⼈ 税 の 減 額 更 正 を す る た め の 根 拠 規 定 が

な い こ と に 重 き を 置 い て 、 納 税 者 の 請 求 を 棄 却 し て い る 。  

こ の 判 決 を 妥 当 と 評 価 す る 8 4 酒 井 克 彦 教 授 は 、 法 の 授 権 を も っ て し て

で な い と 税 の 減 免 等 を ⾏ い 得 な い と す る 合 法 性 の 原 則 を ふ ま え 8 5 、「 対 応

的 調 整 規 定 が 制 定 さ れ て い な い と こ ろ で 減 額 更 正 を す る 根 拠 規 定 が な か

っ た の で あ る か ら 、 か よ う な 権 限 が 税 務 署 ⻑ に 付 与 さ れ て い た と 解 す る

こ と に は 無 理 が あ っ た の で は な か ろ う か 。」 8 6 と 解 釈 し 、「 対 応 的 調 整 の

解 決 は 、 専 ら ⽴ 法 論 上 の 問 題 に 委 ね ら れ て い た と 解 す る の が 相 当 で あ っ

た と い え よ う 。」 8 7 と 述 べ て い る 。  

こ の よ う な 議 論 が あ る 中 、 こ れ ま で の 判 例 学 説 を ⼗ 分 に 検 討 す る こ と

な く 、平 成 1 8 年 度 改 正 で 唐 突 に 対 応 的 調 整 規 定 が 創 設 さ れ た 8 8 。例 え ば

法 ⼈ 税 法 で は 、同 法 1 3 2 条 3 項 で 以 下 の よ う に 規 定 し 、法 1 5 7 条 1 項 の

適 ⽤ が あ っ た と き に 、 法 ⼈ 税 法 1 3 2 条 1 項 を 準 ⽤
． ．

す る と 定 め て い る 。  

 
8 4  酒 井 克 彦 「 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 の 否 認 規 定 の 適 ⽤ と 裁 量 権 」 税 理 5 3 巻 2 号
（ 2 0 1 0 ） 7 9 ⾴ 参 照 。  
8 5  酒 井 克 彦 「 租 税 法 律 関 係 に お け る 対 応 的 調 整 と そ の 諸 相 − 各 税 間 調 整 を め ぐ
る 諸 問 題 」 税 理 5 0 巻 8 号 （ 2 0 0 7 ） 1 3 4 ⾴ 参 照 。  
8 6  酒 井 ・ 前 掲 注 8 4 ） 7 8 ⾴ 。  
8 7  酒 井 ・ 前 掲 注 8 4 ） 8 1 ⾴ 。  
8 8  ⽥ 中 治 「 税 法 の 解 釈 に お け る 規 定 の 趣 旨 ⽬ 的 の 意 義 」 税 法 学 5 6 3 号 （ 2 0 1 0 ）
2 3 1 ⾴ 参 照 。  
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こ の 規 定 の 趣 旨 に つ い て 、 ⽴ 案 者 の 解 説 で は 、「 所 得 税 法 第 1 5 7 条 や

相 続 税 法 第 6 4 条 の 規 定 の 適 ⽤ に よ る 所 得 税 、 相 続 税 ⼜ は 贈 与 税 の 増 額

計 算 が ⾏ わ れ た 際 に 、 反 射 的 に 法 ⼈ 税 の 課 税 所 得 等 を 減 少 さ せ る 計 算 を
． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．

⾏ う 権 限
． ． ． ．

が 税 務 署 ⻑ に 法 律 上 授 権 さ れ て い る か は 必 ず し も 明 ら か で は あ

り ま せ ん 。（ … 中 略 … ） そ こ で 、（ … 中 略 … ） 所 得 税 法 及 び 相 続 税 法 の 適

⽤ 関 係 に 係 る 明 確 化 措 置 と し て 、 所 得 税 法 第 1 5 7 条 や 相 続 税 法 第 6 4 条

の 規 定 の 適 ⽤ に よ る 所 得 税 、 相 続 税 ⼜ は 贈 与 税 の 増 額 計 算 が ⾏ わ れ る 場

合 に 、 税 務 署 ⻑ に
． ． ． ． ．

法 ⼈ 税 に お け る 反 射 的 な 計 算 処 理 を ⾏ う
． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．

権 限 が あ る こ
． ． ． ． ． ．

と を 明 定
． ． ． ．

す る こ と と さ れ ま し た 。」 8 9（ 傍 点 筆 者 ） と の 説 明 が な さ れ て い

る 。 こ の 解 説 か ら は 、 法 ⼈ 税 法 1 3 2 条 3 項 の ⽴ 法 趣 旨 が 、 課 税 庁 に 対 応

的 調 整 （ 法 ⼈ 税 の 減 額 更 正 ） を ⾏ う 権 限 を 認 め る と い う こ と に な り そ う

だ が 、 条 ⽂ の 規 定 そ れ ⾃ 体 か ら そ の よ う な 趣 旨 を 読 み 取 る の は 容 易 で は

な い 9 0 。  

⽥ 中 治 教 授 は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 が も と も と 増 額 更 正 を 予

定 し て い る の で 、 当 該 規 定 を 準 ⽤ す る と 増 額 更 正 処 分 に し か な ら ず 、 減

額 更 正 処 分 を し た い の で あ れ ば 全 く 別 の 条 ⽂ に お い て 明 確 に 定 め な け れ

 
8 9  財 務 省 広 報 『 フ ァ イ ナ ン ス 別 冊  平 成 1 8 年 度 税 制 改 正 の 解 説 』（ ⼤ 蔵 財 務 協
会 、 2 0 0 6 ） 3 7 4 ⾴ 。  
9 0  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 8 8 ） 2 2 9 ⾴ 参 照 。  

 

 

法⼈税法 132 条 3 項 
第 1 項の規定は、同項に規定する更正⼜は決定をする場合において、同項各号に掲

げる法⼈の⾏為⼜は計算につき、所得税法第 157 条第 1 項（同族会社等の⾏為⼜は
計算の否認等）若しくは相続税法第 64 条第 1 項（同族会社等の⾏為⼜は計算の否認
等）⼜は地価税法（平成 3 年法律第 69 号）第 32 条第 1 項（同族会社等の⾏為⼜は
計算の否認等）の規定の適⽤があつたときについて準⽤する。 
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ば な ら な い と 否 定 的 で あ る 9 1 。 ⼀ ⽅ 、 酒 井 教 授 は 、「 平 成 1 8 年 度 改 正 に

よ っ て 対 応 的 調 整 を ⾏ い 得 る 権 限 を 税 務 署 ⻑ に 創 設 的 に 付 与 さ れ た と 解

す る べ き で あ り 、そ の 意 義 は ⼤ き い 」9 2 と 肯 定 的 で あ る 。⾦ ⼦ 宏 教 授 も 、

「 こ の 規 定 は 、 対 応 的 調 整 と し て の 減 額 更 正 を も 認 め る 趣 旨 で あ る と 解

す べ き で あ る 。 そ の よ う に 解 す る の は 、 ⽂ 理 解 釈 と し て は か な り 無 理 が

あ る が 、 こ の 規 定 が 設 け ら れ た 趣 旨 に か ん が み る と そ の よ う に 解 す る の

が 妥 当 で あ り 、 ま た そ れ が こ の 規 定 の 存 在 意 義 を 認 め る ゆ え ん で あ る と

考 え る（ た だ し 、も っ と 明 確 な 規 定 を 設 け る べ き で あ る ）。」9 3 と 述 べ 、条

⽂ の ⽂ 理 に は 疑 問 を 呈 し つ つ も 減 額 更 正 が で き う る と 評 価 し 、 こ れ が 現

在 の 通 説 と な っ て い る 。  

こ れ に 対 し 、 法 3 7 条 1 項 の 必 要 経 費 の 通 則 規 定 を 根 拠 と す る 経 費 の

否 認 と は 、課 税 処 分 の 対 象 と な っ た ⽀ 出 は 存 在 し な い（ 事 実 認 定 ）、⽀ 出

は あ る が 経 費 に は 当 た ら な い （ 法 的 評 価 ） な ど を 意 味 す る 事 実 認 定 あ る

い は 法 の 解 釈 の 問 題 で あ り 9 4 、 あ く ま で ⽀ 出 し た 個 ⼈ の 側 で 必 要 経 費 該

当 性 を 判 定 し て 終 わ る も の で あ る か ら 、 相 ⼿ ⽅ の 法 ⼈ 税 ま で 斟 酌 す る 必

要 は な い 。  

し た が っ て 、 法 1 5 7 条 1 項 と 法 3 7 条 1 項 の ど ち ら を 根 拠 と し て 否 認

さ れ た か と い う 点 は 、 経 費 の ⽀ 払 い 先 法 ⼈ に お け る 法 ⼈ 税 の 減 額 更 正 の

可 否 が 異 な る こ と に な る た め 、 個 ⼈ と 同 族 会 社 全 体 で み る と 税 負 担 が 変

わ る と い う 結 果 に な る と い え る で あ ろ う 。  

 
9 1  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 8 8 ） 2 2 9 ⾴ 参 照 。 な お 、 ⽥ 中 ⽒ は 、 法 ⼈ 税 法 1 3 2 条 3 項 等 を 対
応 的 調 整 規 定 と 呼 ぶ の は 必 ず し も 適 切 と は 考 え な い の で 、「 準 ⽤ 規 定 」 と 呼 ん で
検 討 さ れ て い る （ 同 2 2 8 ⾴ 参 照 ）。  
9 2  酒 井 ・ 前 掲 注 8 4 ） 8 2 ⾴ 。  
9 3  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 5 4 6 ⾴ 。  
9 4  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 6 ） 3 5 7 ⾴ 参 照 。  
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第 3 節  ⼩ 括  

 

以 上 、 課 税 庁 の 選 定 し た 根 拠 規 定 が 納 税 者 へ ど の よ う な 影 響 を 及 ぼ す

の か 、 そ の 法 的 効 果 の 違 い に つ い て 検 討 し た 結 果 を ま と め る と 、 以 下 の

図 表 3 - 2 の と お り で あ る 。  

 

【 図 表 3 - 2 ： 課 税 庁 の 選 定 し た 根 拠 規 定 が 納 税 者 へ 与 え る 法 的 効 果 の 違

い 】（ 筆 者 作 成 ）  

法157条1項
同族会社の⾏為計算

否認規定

法37条1項
必要経費の通則規定

適⽤可否 ○ ○

対応的調整
（法⼈税の減額更正）

の可否
○ ×

適⽤可否 × ○

対応的調整
（法⼈税の減額更正）

の可否
×

根拠規定

経費の⽀払
い先法⼈が
同族会社
の場合

経費の⽀払
い先法⼈が
⾮同族会社

の場合

① ②

③

 
 

こ の 図 表 か ら ⾒ て 分 か る よ う に 、 同 族 会 社 と の 取 引 に つ い て 法 1 5 7 条

1 項 で 否 認 さ れ た 納 税 者 （ ① ） は 、 法 3 7 条 1 項 で 否 認 さ れ る 場 合 （ ② ）

と ⽐ べ る と 、 対 応 的 調 整 で 法 ⼈ 税 の 減 額 更 正 を さ れ う る か が 異 な っ て く

る 。 ま た 、 ① と ③ の ⽐ 較 か ら 、 納 税 者 が あ る 経 費 の ⽀ 出 を し た 場 合 、 そ

の 相 ⼿ が 同 族 会 社 で あ れ ば 法 1 5 7 条 1 項 で 否 認 さ れ る 可 能 性 が あ る が
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（ ① ）、 相 ⼿ が ⾮ 同 族 会 社 で あ れ ば 同 規 定 で は 否 認 さ れ な い こ と に な る

（ ③ ）。  

こ の よ う に 、 納 税 者 が 同 じ よ う な 取 引 を ⾏ っ た と し て も 、 課 税 庁 が ど

ち ら の 規 定 を 選 定 し て 判 断 す る か に よ っ て 、 課 税 処 分 の 内 容 や 、 同 族 会

社 も 含 め た 全 体 の 税 負 担 が 変 わ る こ と に な る 。 そ の た め 、 根 拠 規 定 の 選

定 理 由 が 明 確 に ⽰ さ れ な け れ ば 、 課 税 処 分 に 対 す る 納 税 者 の 理 解 は 得 ら

れ に く く な る で あ ろ う 。前 章 第 1 節（ 5 ）で は 、租 税 法 律 主 義 と 租 税 公 平

主 義 の 調 和 を 図 る た め に 、 課 税 庁 に は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の

適 ⽤ に あ た っ て で き る 限 り 客 観 的 で 統 ⼀ 的 な 判 断 が 求 め ら れ る と 述 べ た

が 、 こ の 要 請 は 、 本 章 で 確 認 し た 法 的 効 果 の 違 い か ら も い え る こ と で あ

る 。 そ こ で 次 章 で は 、 様 々 な ⾓ 度 か ら 法 1 5 7 条 1 項 と 法 3 7 条 1 項 を ⽐

較 し た 上 で 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認

す る 場 合 の あ る べ き 判 定 フ ロ ー に つ い て 、 筆 者 の 仮 説 を 提 ⽰ し た い 。  
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第 4 章  同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 （ 法 1 5 7 条 1 項 ） と 必 要 経 費 の 通

則 規 定 （ 法 3 7 条 1 項 ） の ⽐ 較  

 

前 章 ま で で 、課 税 庁 が 課 税 処 分 を ⾏ う 際 の 根 拠 規 定 が 法 1 5 7 条 1 項 と

法 3 7 条 1 項 の ど ち ら で あ っ た か と い う 点 は 、 そ の 適 ⽤ の 際 の 論 理 構 成

が 異 な る だ け で な く（ 第 2 章 参 照 ）、納 税 者 に 与 え る 法 的 効 果 も 異 な る こ

と （ 前 章 参 照 ） を 確 認 し た 。  

そ こ で 本 章 で は 、両 規 定 の 優 先 劣 後 に 関 す る 学 説 を 確 認 し た 上 で 、(1 )

両 規 定 の 課 税 要 件 、 (2 )⾦ 額 の 適 正 性 、 (3 )課 税 庁 の 判 断 順 序 、 (4 ) 納 税 者

が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 、 の 4 項 ⽬ の 観 点 か ら 両 規 定 を ⽐ 較 し 、 個 ⼈

事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認 す る 場 合 の あ る べ

き 判 定 フ ロ ー に つ い て 、 筆 者 の 仮 説 を 提 ⽰ す る 。 な お 、 本 章 以 降 は 、 原

則 と し て 、 法 1 5 7 条 1 項 の こ と を 「 法 1 5 7 条 」 と 、 法 3 7 条 1 項 の こ と

を 「 法 3 7 条 」 と 呼 称 す る こ と と す る 。  

 

第 １ 節  優 先 劣 後 関 係 に 関 す る 学 説  

 

個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認 す る 場 合 、

法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の 優 先 劣 後 関 係 は ⼀ 義 的 に 決 ま る も の で あ ろ う か 。

本 節 で は 、こ れ ま で 議 論 さ れ て き た 、① 法 3 7 条 優 先 適 ⽤ 説 、② 法 1 5 7 条

優 先 適 ⽤ 説 及 び ③ 並 列 説 に つ い て の 学 説 を 概 観 す る 。  

 

第 1 款  法 3 7 条 1 項 優 先 適 ⽤ 説   

 

清 永 敬 次 教 授 は 、 同 族 会 社 へ の 不 動 産 管 理 料 が 過 ⼤ で あ る と し て 法
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1 5 7 条 で 否 認 し た 東 京 地 判 平 成 元 年 4 ⽉ 1 7 ⽇ 税 資 1 7 0 号 2 6 ⾴ に つ い

て 、「 本 件 の 場 合 、果 た し て 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 の 否 認 規 定 を 適 ⽤ す べ き

場 合 で あ っ た の か ど う か が 、 問 題 と な り え よ う 。 必 要 経 費 に 関 す る ⼀ 般

規 定 で あ る 所 得 税 法 3 7 条 に よ り 、 過 ⼤ 管 理 料 分 は 必 要 経 費 と し て 控 除

で き な い と 考 え る 余 地 が あ る と 思 わ れ る か ら で あ る 。 同 条 に よ り 、 管 理

業 務 の 内 容 に 相 応 す る ⾦ 額 の 範 囲 内 で の み 管 理 料 の ⽀ 払 い が あ っ た と さ

れ 、 そ の 限 り で 必 要 経 費 の 控 除 が 許 さ れ る 。 も し そ う で あ れ ば 、 通 常 の

課 税 規 定 で は 租 税 負 担 の 不 当 な 軽 減 ・ 排 除 に 対 処 で き な い と き に そ の 適

⽤ が あ る と 考 え ら れ る 租 税 回 避 の 否 認 規 定 と し て の 性 格 か ら し て 、 所 得

税 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ の 余 地 は 本 件 で は な か っ た と 考 え ら れ る 。」9 5（ 下 線 筆

者 。 以 下 、 本 節 に お い て 同 じ 。） と 述 べ 、 ま ず は 法 3 7 条 で 判 断 し 、 そ の

上 で 税 負 担 の 不 当 な 軽 減 ・ 排 除 に 対 処 で き な い 場 合 に 法 1 5 7 条 が 適 ⽤ さ

れ る と の ⾒ 解 を ⽰ し て い る 。  

 

第 2 款  法 1 5 7 条 1 項 優 先 適 ⽤ 説  

 

法 1 5 7 条 優 先 適 ⽤ 説 を 主 張 し て い る 学 説 は ⾒ 当 た ら な い た め 、 代 わ り

に 同 説 を 採 ⽤ し て い る と し て 紹 介 さ れ る 9 6 裁 判 例 を 紹 介 し よ う 。  

司 法 書 ⼠ が 同 族 会 社 に ⽀ 払 っ た ⽀ 払 ⼿ 数 料 が 過 ⼤ で あ る と し て 法 1 5 7

条 で 否 認 し た 広 島 地 判 平 成 1 3 年 1 0 ⽉ 1 1 ⽇ 税 資 2 5 1 順 号 9 0 0 0 9 7 に お い

 
9 5  清 永 敬 次 「 判 批 」 別 冊 ジ ュ リ ス ト 1 2 0 号 （ 租 税 判 例 百 選 、 第 3 版 ）（ 1 9 9 2 ） 2 9
⾴ 。  
9 6  例 え ば 、 ⼭ ⽥ ⿇ 未 「 同 族 会 社 に ⽀ 払 っ た 外 注 費 が 所 得 税 法 3 7 条 1 項 の 必 要 性
要 件 を 満 た さ な い と さ れ た 事 例 」 税 法 学 5 8 2 号 （ 2 0 1 9 ） 2 0 0 ⾴ 、 ⽯ ⼭ 皇 太 「 同 族
会 社 に 対 し て ⽀ 払 わ れ た 業 務 委 託 費 の 必 要 経 費 該 当 性 」 名 城 法 学 論 集 ⼤ 学 院 研 究
年 報 4 8 号 （ 2 0 2 1 ） 3 3 ⾴ 参 照 。  
9 7  こ の 事 案 に つ い て は 、 次 章 第 2 節 第 3 款 に て 詳 細 に 取 り 上 げ る 。  
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て 、裁 判 所 は「 所 得 税 法 1 5 7 条 は 、（ … 中 略 … ）同 族 会 社 と 関 係 者 と の 間

に お い て な さ れ た 取 引 等 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 が 、 関 係 者 の 所 得 税 の 負 担 を 不

当 に 減 少 さ せ る も の と 認 め ら れ る 場 合 、 当 該 取 引 等 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 を 正

常 な そ れ に 置 き 換 え て 、 所 得 税 額 を 算 定 し 、 租 税 負 担 の 公 平 を 図 る 規 定

で あ っ て 、単 な る 必 要 経 費 計 算 の 通 則 的 規 定 に す ぎ な い 所 得 税 法 3 7 条 1

項 と は 、 そ の 趣 旨 や 適 ⽤ 要 件 を 異 に す る も の で あ る か ら 、 必 要 経 費 が 過

⼤ で あ る と し て 否 認 す る 場 合 に お い て も 、 そ れ が 所 得 税 法 1 5 7 条 所 定 の

要 件 を 充 ⾜ す る 場 合 に は 、そ の 適 ⽤ を 否 定 す べ き 理 由 は 何 ら 存 在 し な い 。

す わ な ち 、（ … 中 略 … ）本 件 の よ う な 関 係 者 が 同 族 会 社 に 対 し て 経 費 を 過

⼤ に ⽀ 払 う ⾏ 為 は 、 ま さ に 所 得 税 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ の 対 象 の 典 型 例 な の で

あ っ て 、 同 条 は か よ う な 同 族 会 社 と 関 係 者 の 不 合 理 ・ 不 ⾃ 然 な ⾏ 為 を 否

認 す る こ と を 想 定 し て 規 定 さ れ た も の と い う こ と が で き る 。 か か る 所 得

税 法 1 5 7 条 の 趣 旨 か ら す れ ば 、 関 係 者 の 同 族 会 社 に 対 す る 過 ⼤ な 経 費 の

⽀ 払 を 否 認 す る 場 ⾯ に お い て は 、 む し ろ 所 得 税 法 1 5 7 条 が 同 法 3 7 条 1

項 に 優 先 し て 適 ⽤ す べ き と 解 す る 余 地 が あ り こ そ す れ 、 反 対 に 所 得 税 法

3 7 条 が 必 要 経 費 に 関 す る ⼀ 般 的 規 定 だ と い う 理 由 の み で 同 条 の 適 ⽤ を

優 先 さ せ 、 同 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ を 全 く 認 め な い と い う 解 釈 は 説 得 ⼒ に ⽋ け

る も の と い わ な け れ ば な ら な い 。」 と 判 ⽰ し 、 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し た 課 税

庁 の 判 断 を ⽀ 持 し て い る 9 8 。  

 

第 3 款  並 列 説  

 
9 8  判 旨 下 線 部 か ら は 、 法 1 5 7 条 の 優 先 適 ⽤ 場 ⾯ を 限 定 し て い る よ う に 捉 え る こ
と も で き る が （ ⽯ ⼭ ・ 前 掲 注 9 6 ） 4 1 ⾴ 参 照 ）、 具 体 的 に ど の よ う な 場 ⾯ に 限 定
さ れ る か は ⽰ さ れ て い な い 。 本 論 ⽂ で は 、 納 税 者 が 主 張 し た 法 3 7 条 で の 判 断 を
⾏ わ ず 、 法 1 5 7 条 で 判 断 さ れ た 事 案 で あ る こ と か ら 、 法 1 5 7 条 優 先 適 ⽤ 説 を ⽀
持 し た 裁 判 例 と し て 取 り 扱 っ て い る 。  
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増 井 良 啓 教 授 は 、本 節 第 1 款 で 取 り 上 げ た 事 案 の 評 釈 で 、「 本 件 事 案 の

解 決 に あ た っ て 、 な ぜ 所 得 税 法 3 7 条 で な く 1 5 7 条 が ⽤ い ら れ た か 。（ …

中 略 … ） 証 拠 法 の 観 点 か ら み た 1 5 7 条 の ひ と つ の 機 能 が 、 同 業 者 ⽐ 準 に

も と づ く 更 正 ・ 決 定 を 承 認 し 、 ⽴ 証 を 緩 和 す る こ と に あ る か ら で あ る 。」

9 9 と 述 べ 、 両 規 定 は 課 税 庁 の ⽴ 証 の 容 易 さ に 違 い が あ る も の の 、 ど ち ら

も 適 ⽤ し う る と す る ⾒ 解 を ⽰ し て い る 。 ま た 、 佐 藤 英 明 教 授 も こ の ⾒ 解

を ⽀ 持 し 、「 実 体 的 に は 、 管 理 委 託 報 酬 等 と し て X〔 筆 者 注 ： 納 税 者 〕 が

⽀ 払 っ た ⾦ 額 の う ち 客 観 的 に 必 要 で あ っ た 部 分 の み が 法 3 7 条 に よ り 必

要 経 費 と さ れ る と こ ろ 、 そ の 部 分 の 認 定 を 容 易 に す る た め の ⼿ 続 規 定 が

法 1 5 7 条 だ と 解 す る 」 1 0 0 と 述 べ て い る 。  

 

第 4 款  ⼩ 括  

 

以 上 、 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の 優 先 劣 後 関 係 の 学 説 に つ い て 概 観 し た 。  

本 節 第 2 款 で 紹 介 し た 裁 判 例 で は 、裁 判 所 が 法 1 5 7 条 優 先 適 ⽤ 説 を ⽀

持 す る か の よ う な 判 断 を ⽰ し た が 、 酒 井 克 彦 教 授 は こ れ に 否 定 的 な ⾒ 解

を ⽰ し て い る 。 す な わ ち 、 酒 井 教 授 は 法 1 5 7 条 が 法 3 7 条 の 「 別 段 の 定

め 」 に 該 当 す る の か と い う 観 点 か ら 考 察 し 、「 所 得 税 法 1 5 7 条 1 項 は 、

第 2 編 第 8 章 ｟ 更 正 及 び 決 定 ｠ 内 に お け る 規 定 で あ り 、 同 法 3 7 条 が 規

定 さ れ て い る 同 編 第 2 章 の 『 課 税 標 準 及 び そ の 計 算 並 び に 所 得 控 除 』 に

関 す る 規 定 で は な い 。 そ う で あ る と す れ ば 、 所 得 税 法 の 構 造 的 視 ⾓ か ら

 
9 9  増 井 良 啓 「 判 批 」 ジ ュ リ ス ト 9 6 5 号 （ 1 9 9 0 ） 1 0 2 ⾴ 。  
1 0 0  佐 藤 英 明 「 所 得 税 法 1 5 7 条 （ 同 族 会 社 の ⾏ 為 ・ 計 算 否 認 規 定 ） の 適 ⽤ に つ い
て 」 税 務 事 例 研 究 2 1 号 （ 1 9 9 4 ） 6 1 ⾴ 。  
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す る と 、 同 法 3 7 条 と 1 5 7 条 1 項 を 、 同 じ 課 税 標 準 等 の 計 算 規 定 で あ る

と 位 置 付 け る こ と に は 躊 躇 を 覚 え る 。つ ま り 、所 得 税 法 1 5 7 条 は 、（ … 中

略 … ） 更 正 及 び 決 定 に つ い て の 包 括 的 規 定 で あ る と み る べ き で は な か ろ

う か 。 特 徴 的 な の は 、 か か る 包 括 的 規 定 で あ る と し て も 、 そ こ に ⼿ 続 的

規 定 と し て の 性 質 を 併 有 し て い る と い う 点 で あ る 。そ の よ う に 考 え る と 、

課 税 標 準 の 計 算 の 通 則 的 規 定 と し て 、 収 ⼊ ⾦ 額 や 必 要 経 費 、 取 得 費 の 規

定 が あ っ た と し て も 、 こ れ に 対 す る 『 別 段 の 定 め 』 と 捉 え る べ き で は な

い の で は な か ろ う か 。」1 0 1 と 述 べ 、所 得 税 法 全 体 の 条 ⽂ 構 造 か ら「 別 段 の

定 め 」 に あ た ら な い と の ⽴ 場 を ⽰ し て い る 。  

さ ら に 酒 井 教 授 は 、「 同 族 会 社 等 の ⾏ 為 計 算 の 否 認 規 定 は 、適 正 課 税 を

担 保 す る も の で あ る と み る こ と が で き る こ と か ら す れ ば 、所 得 税 法 3 7 条

が 要 請 す る 必 要 性 要 件 や 業 務 関 連 性 要 件 を 充 ⾜ し て い な が ら も 、 そ れ で

も 、『 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の が あ

る と き 』 は 、 所 得 税 法 1 5 7 条 1 項 の 規 定 の 適 ⽤ が 認 め ら れ る と 解 す る の

が 相 当 で あ ろ う 。（ … 中 略 … ）私 ⾒ と し て は（ … 中 略 … ）選 択 適 ⽤ を ⾏ い

得 る と 解 す る ⽅ が 体 系 的 な 整 合 性 を 保 て る の で は な い か と 考 え る 。」 1 0 2

と し て 、「 別 段 の 定 め 」 で な く と も 、 法 3 7 条 で は な く 法 1 5 7 条 が 適 ⽤ さ

れ る 場 ⾯ が あ る と の 考 え を ⽰ し て い る 。  

こ の 考 え ⽅ は 本 節 第 1 款 で 取 り 上 げ た 清 永 教 授 の 考 え ⽅ に 通 ず る も の

で 、 両 教 授 は 法 3 7 条 で 先 に 検 討 さ れ る べ き と い う 考 え が 基 本 に な っ て

い る よ う に 受 け 取 れ る 。 し か し 、 実 際 の 裁 判 例 の 多 く は 法 1 5 7 条 で 課 税

庁 が 否 認 し て お り 、 こ の 事 実 を ど の よ う に 評 価 す べ き で あ ろ う か 。 本 節

第 3 款 で 取 り 上 げ た 増 井 教 授 や 佐 藤 教 授 の 指 摘 の と お り 、 課 税 庁 の ⽴ 証

 
1 0 1  酒 井 ・ 前 掲 注 3 3 ） 4 ⾴ 。  
1 0 2  酒 井 ・ 前 掲 注 3 3 ） 5 ⾴ 。  
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を 容 易 に す る と い う 側 ⾯ の 表 れ と 評 価 す る な ら ば 、 こ れ は 課 税 庁 の 恣 意

性 が 介 ⼊ し て い る と い う べ き で あ る 。 本 節 第 １ 款 の 清 永 教 授 の よ う に 、

法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し た 事 案 に 対 し て 、 な ぜ 法 3 7 条 を 適 ⽤ し な か っ た か 疑

義 を 唱 え る 論 者 が 多 い が 1 0 3 、 本 論 ⽂ で は も う ⼀ 歩 踏 み 込 ん で 両 規 定 の 明

確 な 適 ⽤ 境 界 を 明 ら か に す る こ と を ⽬ 的 に 、次 節 以 降 検 討 を ⾏ っ て い く 。 

 

第 2 節  両 規 定 の 課 税 要 件  

 

本 節 で は 、法 1 5 7 条 の「 不 当 性 要 件 」と 、法 3 7 条 の「 必 要 経 費 該 当 性

要 件 」 に つ い て 検 討 す る 。  

 

第 1 款  不 当 性 要 件  

 

第 1 章 第 3 節 で も ⾒ た と お り 、「 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 」

（ 所 税 1 5 7 条 1 項 ） と い う 不 当 性 要 件 は 、 課 税 の 公 平 を 図 る た め に 必 要

な 不 確 定 概 念 で あ る と 解 さ れ て い る も の の 、 そ の 判 断 を ⾏ う の が 「 税 務

署 ⻑ 」 で あ る こ と か ら 、 課 税 庁 に よ る 恣 意 性 介 ⼊ が 懸 念 さ れ て い る と こ

ろ で あ る 。 本 款 で は 、 (1 ) 条 ⽂ の 求 め る 「 不 当 性 」、 (2 ) ⽴ 証 責 任 の 問 題 、

の 2 点 か ら 不 当 性 要 件 を 考 察 す る 。  

 

( 1 )  条 ⽂ の 求 め る 「 不 当 性 」  

 

 
1 0 3  例 え ば 、 村 井 泰 ⼈ 「 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 に 関 す る 研 究 − 所 得 税 の 負
担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る ⾏ 為 ⼜ は 計 算 に つ い て − 」 税 ⼤ 論 叢 5 5 号
（ 2 0 0 7 ） 6 6 8 ⾴ 、 ⽥ 中 ・ 前 掲 注 6 ） 3 4 2 ⾴ な ど 。  



48 
 

税 負 担 の 不 当 な 減 少 を 結 果 す る と 認 め ら れ る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 と

は 何 か に つ い て 、 か つ て は 、 ⾮ 同 族 会 社 で は 通 常 な し え な い よ う な ⾏ 為

計 算 を い う と す る 考 え ⽅ （ ⾮ 同 族 会 社 ⽐ 準 説 ） と 、 純 経 済 ⼈ の ⾏ 為 と し

て 不 合 理・不 ⾃ 然 な ⾏ 為 計 算 を い う と す る 考 え ⽅（ 経 済 的 合 理 性 基 準 説 ）

で 対 ⽴ が あ っ た が 、 何 が 同 族 会 社 で あ る が ゆ え に 容 易 に な し う る ⾏ 為 計

算 に あ た る か を 判 断 す る こ と は 困 難 で あ る た め 、 現 在 で は 、 後 者 の 経 済

的 合 理 性 基 準 説 が 通 説 と さ れ て い る 1 0 4 。 そ し て 、 経 済 的 合 理 性 を ⽋ く ⾏

為 計 算 と は 、 ① 当 該 の 具 体 的 な ⾏ 為 計 算 が 異 常 な い し 変 則 的 で あ る と い

え る か 否 か 、 及 び ② そ の ⾏ 為 計 算 を ⾏ っ た こ と に つ き 租 税 回 避 以 外 に 正

当 で 合 理 的 な 理 由 な い し 事 業 ⽬ 的 が あ っ た と 認 め ら れ る か 否 か 、 が 判 断

基 準 と 考 え ら れ て い る 1 0 5 。 こ こ で 、 条 ⽂ の 求 め る 「 不 当 性 」 に 税 負 担 の

差 額 の ⼤ き さ が 含 ま れ る の か に つ い て 、 以 下 の と お り 、 学 説 で も ⾒ 解 が

分 か れ て い る 。  

⽥ 中 治 教 授 は 、「『 不 当 に 』 と い う ⽂ ⾔ の 意 味 や 位 置 か ら ⾒ て 、 法 は 、

同 族 会 社 の ⾏ 為 や 計 算 の 不 当 性 を 問 題 と し て い る と 読 む べ き で （ … 中 略

… ）、仮 に 、納 税 者 が 逃 れ た 税 額 の ⼤ き さ に 不 当 性 を ⾒ る と す れ ば 、⾏ 為

計 算 の 否 認 規 定 の 発 動 の 可 否 を 分 け る 合 理 的 な 基 準 を 設 定 す る こ と は 相

当 に 困 難 で 、 か つ 主 観 的 な も の と な る 。 そ の 結 果 、 制 約 の な い 否 認 権 限

の 発 動 の 恐 れ が な い と は ⾔ え な い 。」1 0 6 と 述 べ 、不 当 性 は 、税 負 担 を 逃 れ

る た め の ⾏ 為 計 算 の 異 常 性 ・ 不 合 理 性 の こ と を い う と す る ⾒ 解 を ⽰ し て

 
1 0 4  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 5 4 2 ⾴ 、 ⽥ 中 治 「 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 の あ り ⽅ 」
税 研 3 2 巻 6 号 （ 2 0 1 7 ） 5 0 ⾴ 参 照 。  
1 0 5  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 5 4 2 - 5 4 3 ⾴ 参 照 。  
1 0 6  ⽥ 中 治 「 租 税 回 避 否 認 の 意 義 と 要 件 」 岡 村 忠 ⽣ 編 著 『 租 税 回 避 研 究 の 展 開 と
課 題 』（ ミ ネ ル ヴ ァ 書 房 、 2 0 1 5 ） 5 9 - 6 0 ⾴ 。  
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い る 1 0 7 。⼀ ⽅ で 、酒 井 克 彦 ⽒ は 、「 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な

る と 認 め ら れ る も の が あ る と き 」と い う 条 ⽂ の ⽂ ⾔ か ら 、「 不 当 性 は ど こ

に 掛 か っ て い る か と い う と 、『 負 担 を 減 少 さ せ る 』と い う 結 果 の ⽅ 」1 0 8 で

あ り 、 条 ⽂ が 税 額 の 不 当 減 少 を 要 件 と し て い る の に も 関 わ ら ず 、 多 く の

学 説 が ⽂ 理 に 反 し て 同 族 会 社 の ⾏ 為 の 不 当 性 を 重 視 し て い る と 指 摘 し て

い る 1 0 9 。  

こ の 問 題 に つ い て は 、 い わ ゆ る パ チ ン コ 平 和 事 件 の 地 裁 判 決 で あ る 東

京 地 判 平 成 9 年 4 ⽉ 2 5 ⽇ 税 資 2 2 3 号 5 0 0 ⾴ が 後 者 の 解 釈 を 明 確 に 採 ⽤

し て い る 。裁 判 所 は 、法 1 5 7 条 が 適 ⽤ さ れ る の は 、「 ① 同 族 会 社 の ⾏ 為 ⼜

は 計 算 で あ る こ と 、 ② こ れ を 容 認 し た 場 合 に は そ の 株 主 等 の 所 得 税 の 負

担 を 減 少 さ せ る 結 果 と な る こ と 、 ③ 右 所 得 税 の 減 少 は 不 当 と 評 価 さ れ る

も の で あ る こ と 」 と い う 三 要 件 を 充 ⾜ す る と き で あ る と い う 判 断 枠 組 み

を ⽰ し 、そ の 上 で 、「 経 済 活 動 と し て 不 合 理 、不 ⾃ 然 で あ り 、独 ⽴ か つ 対

等 で 相 互 に 特 殊 な 関 係 に な い 当 事 者 間 で 通 常 ⾏ わ れ る で あ ろ う 取 引 と 乖

離 し た 同 族 会 社 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 に よ り 、 株 主 等 の 所 得 税 が 減 少 す る と き

は 、 不 当 と 評 価 さ れ る こ と に な る が 、 所 得 税 の 減 少 の 程 度 が 軽 微 で あ っ

た り 、 株 主 等 の 経 済 的 利 益 の 不 発 ⽣ ⼜ は 減 少 に よ り 同 族 会 社 の 経 済 的 利

益 を 増 加 さ せ る こ と が 、 社 会 通 念 上 相 当 と 解 さ れ る 場 合 に お い て は 、 不

当 と 評 価 す る ま で も な い と 解 す べ き で あ る 。」（ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 節 に

お い て 同 じ 。）と 判 ⽰ し 、税 負 担 の 差 額 が 軽 微 で あ れ ば 不 当 性 要 件 を 満 た

さ な い と す る 判 断 基 準 を ⽰ し た 。 ま た 、 個 ⼈ 開 業 医 が 病 院 の 管 理 業 務 を

同 族 会 社 に 委 託 し て 委 託 料 を ⽀ 払 っ た 福 岡 地 判 平 成 4 年 2 ⽉ 2 0 ⽇ 税 資

 
1 0 7  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 1 0 4 ） 5 0 ⾴ 参 照 。  
1 0 8  酒 井 克 彦 「 課 税 逃 れ に 対 す る ア プ ロ ー チ  試 論 」 税 ⼤ ジ ャ ー ナ ル 2 8 号
（ 2 0 1 7 ） 1 1 ⾴ 。  
1 0 9  酒 井 ・ 前 掲 注 1 0 8 ） 1 2 ⾴ 参 照 。  
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1 8 8 号 3 3 4 ⾴ で は 、 裁 判 所 は 、 適 正 委 託 料 に 引 き 直 し て 算 定 さ れ た 納 付

す べ き 税 額 と の 差 額 が 1 , 0 0 0 万 円 前 後 と ⼤ き い こ と か ら 、「 本 件 委 託 料

を ⽀ 払 う こ と に よ り 、 そ の 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 （ そ の

減 少 額 の 適 正 委 託 料 に よ り 本 来 納 付 す べ き で あ っ た 税 額 に 対 す る ⽐ 率 は 、

3 5 な い し 1 4 6 パ ー セ ン ト に も 達 し て い る 。） と な っ て お り 、（ … 中 略 … ）

所 得 税 法 1 5 7 条 の 規 定 を 適 ⽤ し た こ と が 違 法 で あ る と は 到 底 解 さ れ な

い 。」 と 結 論 付 け た 。  

こ れ ら の 事 案 か ら 分 か る よ う に 、 裁 判 所 は 、 法 1 5 7 条 の 不 当 性 要 件 を

判 定 す る 上 で 、 税 負 担 の 差 額 の ⼤ き さ を 重 要 な 要 素 と し て 捉 え て い る こ

と が 読 み 取 れ る 。 こ の こ と は 、 同 族 会 社 を 迂 回 し て 個 ⼈ の 税 負 担 の 軽 減

を 図 る ⾏ 為 に ⻭ ⽌ め を か け る た め に 、 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か ら 創 設 さ れ た

同 規 定 の ⽴ 法 経 緯 （ 第 2 章 第 1 節 参 照 ） に 鑑 み る と 、 当 然 の こ と で あ る

と い え よ う 。 た と え 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 が 異 常 で 合 理 的 理 由 が な か っ た

と し て も 、 そ れ に よ る 税 負 担 の 差 額 が 軽 微 で あ れ ば 、 課 税 の 公 平 の 点 で

問 題 は ⾒ 当 た ら な い 。 そ れ で は 、 税 負 担 の 差 額 が ⼤ き い 場 合 、 そ の 事 実

だ け で 同 規 定 を 適 ⽤ で き る の か と い え ば 、 そ れ も い さ さ か 安 直 で あ る 。

⼀ ⾒ 異 常 に ⾒ え る ⾏ 為 計 算 に よ っ て 所 得 税 の ⼤ き な 減 少 を も た ら し た と

し て も 、そ れ に 合 理 的 な 理 由 が あ る の で あ れ ば 、そ れ は “ 異 常 な ⾏ 為 計 算 ”

に は あ た ら ず 、 不 当 と 評 価 す る べ き で は な い 1 1 0 。 つ ま り 、 税 負 担 差 額 の

⼤ き さ は 不 当 性 要 件 を 判 断 す る 上 で 必 要 条 件 で は あ る が 、 ⼗ 分 条 件 で は

な く 、 こ れ と 併 せ て 合 理 的 理 由 が 存 在 し な い 場 合 に 限 り 、 ⼗ 分 条 件 と な

 
1 1 0  清 永 敬 次 教 授 も 、『 税 法 ［ 新 装 版 ］』（ ミ ネ ル ヴ ァ 書 房 、 第 4 版 、 2 0 1 4 ） 4 7 ⾴
に お い て 、「 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 の 否 認 規 定 は 、 所 得 税 や 法 ⼈ 税 等 の 『 負 担 を 不
当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の 』 を 否 認 の 対 象 と す る が 、 当 該 ⾏ 為
計 算 を な す だ け の 合 理 的 事 情 が あ る と き は 、 規 定 に い う 『 不 当 に 』 減 少 さ せ る も
の に 当 た ら な い 、 と 解 す る の で あ る 。」 と 述 べ て い る 。  
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る の で は な い だ ろ う か 。  

し た が っ て 、課 税 庁 に よ る 不 当 性 要 件 の 判 定 フ ロ ー と し て は 、ま ず は 、

必 要 条 件 で あ る “ 税 負 担 差 額 の ⼤ き さ ” で 判 定 し 、 次 い で 、 差 額 が ⼤ き い

場 合 に “ 合 理 的 理 由 の 有 無 ” と い う フ ィ ル タ ー を 通 し て 判 定 す べ き で あ る

と 考 え ら れ る （ 図 表 4 - 1 参 照 ）。  

 

【 図 表 4 - 1 ： 課 税 庁 に よ る 不 当 性 要 件 の 判 定 フ ロ ー 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

( 2 )  ⽴ 証 責 任 の 問 題  

 

本 款 ( 1 ) に お い て 、 課 税 庁 に よ る 不 当 性 要 件 の 判 断 は 、 “ 税 負 担 差 額 の

⼤ き さ ” と “ 合 理 的 理 由 の 有 無 ” の 2 点 か ら な さ れ る べ き で あ る 、と い う 筆

者 の 考 え を ⽰ し た 。 し か し 、 実 際 の 課 税 実 務 に お い て 、 課 税 庁 や 裁 判 所
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に よ る 不 当 性 の 判 断 は 、 当 該 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 を 、 ⾮ 同 族 会 社 に 限 定

し た 類 似 同 業 者 に お け る 同 種 の 経 費 に ⽐ 準 し （ こ れ を 「 ⾮ 同 族 同 業 種 ⽐

準 」 と い う 。）、 税 負 担 差 額 が ⼤ き い 場 合 、 こ れ を 経 済 的 合 理 性 に ⽋ く ⾏

為 計 算 と み な し 、 不 当 性 要 件 を 満 た す と す る 傾 向 が み ら れ る 。 つ ま り 、

合 理 的 理 由 の 有 無 に つ い て は 個 別 具 体 的 に 検 証 せ ず 、“ ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準

で 税 負 担 が ⼤ き く 減 少 し て い る ＝ 経 済 的 合 理 性 が な い ＝ 不 当 ” と 判 断 し

て 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し て い る の で あ る 。 は た し て 、 こ の よ う な 判 断 ⼿ 法 は

適 切 と い え る の で あ ろ う か 。 仮 に こ の ⼿ 法 が 認 め ら れ る の で あ れ ば 、 課

税 庁 は 、 業 務 内 容 ・ 事 業 規 模 等 が 類 似 す る ⾮ 同 族 同 業 者 の 選 定 に よ っ て

不 当 性 要 件 を ⽴ 証 す る こ と が 可 能 と な り 、 同 規 定 の 適 ⽤ ハ ー ド ル は 低 く

な る で あ ろ う 。 こ の 点 に つ き 、 増 井 良 啓 教 授 は 「 証 拠 法 の 観 点 か ら み た

1 5 7 条 の ひ と つ の 機 能 が 、 同 業 者 ⽐ 準 に も と づ く 更 正 ・ 決 定 を 承 認 し 、

⽴ 証 を 緩 和 す る こ と に あ る 」 1 1 1 と 述 べ 、 ⽴ 証 責 任 緩 和 説 に 肯 定 的 で あ る

（ 前 節 第 3 款 参 照 ）。 ⼀ ⽅ で 、 酒 井 克 彦 教 授 は 、「 所 得 税 法 1 5 7 条 1 項 が

必 要 性 の 認 定 を 容 易 に す る と い う ⾯ が 指 摘 さ れ て い る と こ ろ で は あ る が 、

同 法 3 7 条 1 項 に は 不 当 性 要 件 と い う 課 税 要 件 は な い の で あ っ て 、 そ の

よ う な 意 味 で は 1 5 7 条 1 項 の 適 ⽤ 要 件 の ⽅ が 厳 し い と も い え よ う 。」 1 1 2

と 指 摘 し 、 増 井 教 授 が 述 べ る ⽴ 証 責 任 緩 和 説 に 否 定 的 で あ る 。 筆 者 と し

て も 、 不 当 性 の 判 断 は “ 税 負 担 差 額 の ⼤ き さ ” と “ 合 理 的 理 由 の 有 無 ” で 判

断 す べ き と 考 え て い る た め 、 税 負 担 差 額 の ⼤ き さ の み で 不 当 と 評 価 す る

判 断 ⼿ 法 や 、こ れ に 肯 定 的 な ⽴ 証 責 任 緩 和 説 に は 賛 同 で き な い 。む し ろ 、

“ 合 理 的 理 由 の 有 無 ” の 判 断 が 加 わ る こ と で 、 課 税 庁 に と っ て そ の ⽴ 証 は

難 し い も の に な る と 考 え ら れ る 。  

 
1 1 1  増 井 ・ 前 掲 注 9 9 ） 1 0 2 ⾴ 。  
1 1 2  酒 井 ・ 前 掲 注 3 3 ） 4 ⾴ 。  
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法 1 5 7 条 が 課 税 庁 の ⽴ 証 を 緩 和 す る と い う ⾒ 解 は 、 法 3 7 条 に ⽐ べ て

だ け で は な く 、 仮 装 ⾏ 為 の 認 定 と の ⽐ 較 に お い て も 議 論 さ れ て い る 。 ⽔

野 忠 恒 教 授 は 、 ① 租 税 回 避 が 不 当 な 税 負 担 の 減 少 を ⽬ 的 と し た 私 法 形 式

の 濫 ⽤ で あ る の に 対 し て 、 ② 仮 装 ⾏ 為 は そ も そ も 私 法 上 も 虚 偽 表 ⽰ に 当

た る よ う な 事 実 認 定 に よ り 否 認 し う る 取 引 で あ る と し 、 両 者 は 概 念 で は

区 別 さ れ て い て も 、 個 別 事 案 で 仮 装 ⾏ 為 の 証 拠 を 挙 げ て 真 実 性 を 否 定 す

る の は 容 易 で は な い と こ ろ 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 に は 、 仮 装 ⾏

為 の 認 定 を 容 易 に し 、 課 税 庁 の ⽴ 証 の 困 難 さ を 救 う 意 義 が 認 め ら れ る と

の ⾒ 解 を ⽰ し て い る 1 1 3 。 し か し 、 仮 装 ⾏ 為 の 認 定 は 、 あ く ま で 私 法 上 の

真 実 の 法 律 関 係 ⼜ は 事 実 関 係 に 即 し た 課 税 で あ っ て 1 1 4 、 正 確 な 事 実 認 定

の 下 に 厳 格 に ⾏ わ れ る べ き も の で あ る 1 1 5 。 こ れ に 対 し 、 法 1 5 7 条 は 、 当

事 者 が ⽤ い た 法 形 式 を 租 税 法 上 無 視 し て 課 税 す る こ と が で き る た め 、 そ

の 否 認 の 意 味 は 全 く 異 な る も の と な る 。 仮 装 ⾏ 為 の ⽴ 証 が 困 難 だ か ら と

い っ て 、 課 税 処 分 の 根 拠 に 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ す る 判 断 ⼿ 法 も 、 や は り 適 切

な も の と は い え な い で あ ろ う 。  

 

( 3 )  ⼩ 括  

 

以 上 、 法 1 5 7 条 の 「 不 当 性 要 件 」 に つ い て 、 条 ⽂ の 求 め る 「 不 当 性 」

と ⽴ 証 責 任 の 問 題 の 2 点 か ら 考 察 し た 。  

課 税 庁 や 裁 判 所 は 、 ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 で 税 負 担 差 額 が ⼤ き い 場 合 に 不

当 と 判 断 し て 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ す る 傾 向 が あ り 、 こ の 点 か ら 、 同 規 定 は 課

 
1 1 3  ⽔ 野 ・ 前 掲 注 3 ） 6 9 9 ⾴ 参 照 。  
1 1 4  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 1 4 2 ⾴ 参 照 。  
1 1 5  品 川 ・ 前 掲 注 8 0 ） 1 5 ⾴ 参 照 。  
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税 庁 に よ る ⽴ 証 を 容 易 に す る と い う ⾒ 解 が み ら れ る 。 し か し 、 不 当 性 要

件 は 税 負 担 差 額 の ⼤ き さ だ け で 判 定 さ れ る も の で は な い 。 条 ⽂ か ら み た

不 当 性 要 件 の 判 定 フ ロ ー と し て は 、 ま ず は “ 税 負 担 差 額 の ⼤ き さ ” で 判 定

し 、 次 い で 、 差 額 が ⼤ き い 場 合 に “ 合 理 的 理 由 の 有 無 ” と い う フ ィ ル タ ー

を 通 し て 判 定 す べ き と 考 え る た め 、 法 3 7 条 に よ る 経 費 の 否 認 と ⽐ べ て

⽴ 証 が 容 易 と す る ⾒ 解 に は 賛 同 で き な い 。  

法 1 5 7 条 の 適 ⽤ が そ の ⽴ 証 を 容 易 に す る と い う ⾒ 解 は 、 仮 装 ⾏ 為 の 認

定 と の ⽐ 較 に お い て も み ら れ る が 、 脱 税 で あ る 仮 装 ⾏ 為 の 認 定 は あ く ま

で 事 実 認 定 の 下 に 厳 格 に ⾏ わ れ る べ き も の で あ り 、 租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認

規 定 で あ る 法 1 5 7 条 に 依 拠 し た 否 認 と は 区 別 さ れ な け れ ば な ら な い 。 仮

装 ⾏ 為 の 認 定 で は 特 段 の 根 拠 規 定 は 必 要 で な い と さ れ て い る た め 1 1 6 、納

税 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー は 図 表

4 - 2 の よ う に な る と 考 え ら れ る 。  

 

 

 

 

 
1 1 6  ⾦ ⼦ 宏 教 授 は 、「 課 税 要 件 事 実 の 認 定 に あ た っ て 、 し ば し ば 問 題 と な る の
は 、 仮 装 ⾏ 為 で あ る 。 仮 装 ⾏ 為 と い う の は 、 意 図 的 に 真 の 事 実 や 法 律 関 係 を 隠 蔽
な い し 秘 匿 し て 、 み せ か け の 真 実 や 法 律 関 係 を 仮 装 す る こ と で あ っ て 、 通 謀 虚 偽
表 ⽰ （ ⺠ 9 4 条 ） が そ の 典 型 的 な 例 で あ る 。 仮 装 ⾏ 為 が 存 在 す る 場 合 に は 、 仮 装
さ れ た 事 実 や 法 律 関 係 で な く 、 隠 蔽 な い し 秘 匿 さ れ た 事 実 や 法 律 関 係 に 従 っ て 課
税 が ⾏ わ れ な け れ ば な ら な い 。 こ れ は 、 特 段 の 規 定 を ま つ ま で も な く 、 課 税 要 件
事 実 は 外 観 や 形 式 に 従 っ て で は な く 、 実 体 や 実 質 に 従 っ て 認 定 さ れ な け れ ば な ら
な い こ と の 、 当 然 の 論 理 的 帰 結 で あ る 。」（ 下 線 筆 者 ） と 述 べ て い る （ ⾦ ⼦ ・ 前 掲
注 4 ） 1 5 0 ⾴ ）。 ま た 、 品 川 芳 宣 教 授 も 、「 仮 装 ⾏ 為 に 基 づ く 課 税 処 分 に お い て
は 、 課 税 当 局 が 私 法 上 の 法 形 式 を 『 仮 装 』 で あ る と 認 定 す る と （ 時 に は ⼀ ⽅ 的
に ）、 特 段 の 否 認 規 定 も 必 要 と し な い の で 、 と か く 課 税 当 局 の 課 税 権 の 乱 ⽤ を 招
き や す い 。」（ 下 線 筆 者 ） と 述 べ て い る （ 品 川 ・ 前 掲 注 8 0 ） 1 1 ⾴ ）。  
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【 図 表 4 - 2： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー 】（ 筆 者 作

成 ）  

 

以 上 、 法 1 5 7 条 に は 、 こ の 規 定 特 有 の 「 不 当 性 要 件 」 の ⽴ 証 の 難 し さ

が あ る こ と を 確 認 し た 。 こ れ は 、 裏 を 返 せ ば 、 不 当 性 要 件 の 判 断 が 適 切

に な さ れ る 場 合 、 課 税 庁 の 恣 意 性 介 ⼊ は 制 限 さ れ る も の と 考 え ら れ る 。

こ れ に 対 し 、法 3 7 条 に は 不 当 性 を 求 め る 要 件 は な い た め 、同 族 会 社 の 関
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連 経 費 を 否 認 す る 際 、同 規 定 を 根 拠 と し て 否 認 し て も よ さ そ う で あ る が 、

実 際 は 法 1 5 7 条 で 否 認 さ れ る 例 が 多 い 。そ こ で 次 款 で は 、法 3 7 条 の「 必

要 経 費 該 当 性 要 件 」 に つ い て 確 認 し た 上 で 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 同 規

定 で 否 認 す る こ と が で き な い の か 、 と い う 点 に つ い て 検 討 す る こ と と す

る 。  

 

第 2 款  必 要 経 費 該 当 性 要 件  

 

第 2 章 第 2 節 (6 ) で も ⾒ た と お り 、 法 3 7 条 は 費 ⽤ 収 益 対 応 の 原 則 に 基

づ く 規 定 と な っ て い る た め 、 事 業 所 得 等 の 収 ⼊ ⾦ 額 と の 個 別 対 応 関 係 が

認 め ら れ る 売 上 原 価 等 の ⽀ 出 で あ れ ば 必 要 経 費 に 該 当 す る こ と は 論 を ま

た ず 、 必 要 経 費 該 当 性 が 問 題 と な る の は 、 同 条 後 段 部 分 の 「 そ の 年 に お

け る 販 売 費 、 ⼀ 般 管 理 費 そ の 他 こ れ ら の 所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 に つ い て ⽣

じ た 費 ⽤ 」（ ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 ）に つ い て で あ る 1 1 7 。必 要 経 費 該 当 性 要

件 に つ い て 、 ⾦ ⼦ 宏 教 授 は 「 あ る ⽀ 出 が 必 要 経 費 と し て 控 除 さ れ う る た

め に は 、 そ れ が 事 業 活 動 と 直 接 の 関 連 を 持 ち 、 事 業 の 遂 ⾏ 上 必 要 な 費 ⽤

で な け れ ば な ら な い 」1 1 8 と 述 べ て お り 、こ の “ 直 接 関 連 性 要 件 ” と “ 必 要 性

要 件 ” の ⼆ 要 件 が 必 要 と い う 考 え ⽅（ ⼆ 要 件 説 ）が 通 説 と な っ て い た 。し

か し 、 ⾦ ⼦ 教 授 は 、 “ 直 接 関 連 性 要 件 ” が 必 要 な こ と に つ い て 何 ら 論 拠 を

⽰ し て お ら ず 、 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 に 関 し て は 、 “ 必 要 性 要 件 ” を 満 た せ

ば 必 要 経 費 に 該 当 す る と い う 考 え ⽅ （ ⼀ 要 件 説 ） と の 間 で 、 現 在 も 対 ⽴

が 続 い て い る 。 以 下 、 必 要 経 費 概 念 に つ い て 本 格 的 に 議 論 さ れ る 契 機 と

 
1 1 7  占 部 裕 典 「 所 得 税 法 に お け る 必 要 経 費 の 概 念 と 判 断 基 準 − 直 接 関 連 性 要 件 と
必 要 性 要 件 は ど の よ う に ⽤ い ら れ て い る か − 」 同 志 社 法 学 7 1 巻 1 号 （ 2 0 1 9 ）
1 2 3 - 1 2 4 ⾴ 参 照 。  
1 1 8  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 3 2 1 ⾴ 。  
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な っ た 1 1 9 弁 護 ⼠ 会 役 員 懇 親 会 費 等 事 件 （ 東 京 地 判 平 成 2 3 年 8 ⽉ 9 ⽇ 税

資 2 6 1 号 順 号 1 1 7 3 0 、 東 京 ⾼ 判 平 成 2 4 年 9 ⽉ 1 9 ⽇ 税 資 2 6 2 号 順 号

1 2 0 4 0 、 最 決 平 成 2 6 年 1 ⽉ 1 7 ⽇ 税 資 2 6 4 号 順 号 1 2 3 8 7 ） 1 2 0 に つ い て 概

観 し た 上 で 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 同 規 定 を 根 拠 に 否 認 す る こ と が 可 能

か 否 か に つ い て 検 討 す る 。  

 

(1 ) 必 要 経 費 に 関 す る 関 連 条 ⽂ の 確 認  

 

弁 護 ⼠ 会 役 員 懇 親 会 費 等 事 件 の 内 容 に ⼊ る 前 に 、 ま ず は 、 必 要 経 費 に

関 す る 3 つ の 関 連 条 ⽂ に つ い て 確 認 し て お こ う 。  

所 得 税 法 で は 、法 3 7 条 に お い て 、必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 を 以 下 の

よ う に 規 定 し て い る （ 丸 数 字 筆 者 。 な お 、 本 論 ⽂ で は 、 前 段 ① を 「 個 別

対 応 の 必 要 経 費 」、 後 段 ② を 「 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 」 と 呼 ん で い る （ 第 2

章 第 2 節 ( 6 )参 照 ）。）。  

こ の 条 ⽂ で は 「 別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 」 と 規 定 さ れ て い る が 、

 
1 1 9  三 ⽊ 義 ⼀ 「 必 要 経 費 概 念 に お け る 『 事 業 直 接 関 連 性 』 − 東 京 ⾼ 裁 平 成 2 4 年 9
⽉ 1 9 ⽇ 判 決 の 意 義 − 」 ⻘ ⼭ 法 学 論 集 5 4 巻 4 号 （ 2 0 1 3 ） 2 0 ⾴ 参 照 。  
1 2 0  な お 、 本 件 は 、 問 題 と な っ た 納 税 者 の ⽀ 出 が 消 費 税 法 上 の 課 税 仕 ⼊ れ に 該 当
す る か に つ い て も 争 わ れ て い る が 、 こ の 論 点 に つ い て は 検 討 の 対 象 外 と す る 。  

 

 

法 37 条 1 項 
その年分の不動産所得の⾦額、事業所得の⾦額⼜は雑所得の⾦額（括弧内省略）の

計算上必要経費に算⼊すべき⾦額は、別段の定めがあるものを除き、［①］これらの
所得の総収⼊⾦額に係る売上原価その他当該総収⼊⾦額を得るため直接に要した費⽤
の額及び［②］その年における販売費、⼀般管理費その他これらの所得を⽣ずべき業
務について⽣じた費⽤（償却費以外の費⽤でその年において債務の確定しないものを
除く。）の額とする。 
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所 得 税 法 で は 、「 別 段 の 定 め 」が ど の 規 定 を 指 す の か に つ い て 明 確 に 表 明

さ れ て い な い た め 、専 ら 解 釈 に 委 ね ら れ て い る 1 2 1 。「 別 段 の 定 め 」の ⼀ 規

定 と し て 解 釈 さ れ て い る 法 4 5 条 1 2 2 は 、 家 事 関 連 費 等 の 必 要 経 費 不 算 ⼊

等 に つ い て 定 め た 規 定 で あ り 、 同 条 1 項 1 号 に お い て 、 以 下 の と お り 、

家 事 上 の 経 費 （ 以 下 「 家 事 費 」 と い う 。） 及 び こ れ に 関 連 す る 経 費 （ 以 下

「 家 事 関 連 費 」と い う 。）で 政 令 で 定 め る も の を 必 要 経 費 か ら 除 外 し て い

る （ 傍 点 筆 者 。 以 下 、 本 節 に お い て 同 じ 。）。  

そ し て 、 こ れ を 受 け た 所 得 税 法 施 ⾏ 令 9 6 条 1 号 で は 、 以 下 の よ う に

必 要 経 費 か ら 除 外 す る 家 事 関 連 費 を 規 定 し て い る 。  

所 得 税 法 で は 、「 家 事 費 」及 び「 家 事 関 連 費 」に つ い て の 定 義 規 定 は 存

在 し な い 。 家 事 費 に つ い て は 、 ⾦ ⼦ 宏 教 授 が 「 ⾐ 服 費 ・ ⾷ 費 ・ 住 居 費 ・

 
1 2 1  酒 井 ・ 前 掲 注 3 3 ） 1 ⾴ 参 照 。  
1 2 2  法 4 5 条 が 法 3 7 条 の 別 段 の 定 め で あ る と 紹 介 し て い る 例 と し て 、 ⾕ ⼝ ・ 前 掲
注 1 0 ） 3 4 2 - 3 4 4 ⾴ 参 照 。  

 

 

法第 45 条 
 居住者が⽀出し⼜は納付する次に掲げるものの額は、その者の不動産所得の⾦額、事
業所得の⾦額、⼭林所得の⾦額⼜は雑所得の⾦額の計算上、必要経費に算⼊しない。 

⼀ 家事上の経費及びこれに関連する経費で政令で定めるもの
．．．．．．．．

 

 

 

所得税法施⾏令第 96 条 
 法第 45 条第 1 項第 1 号（必要経費とされない家事関連費）に規定する政令で定める

経費は、次に掲げる経費以外
．．

の経費とする。 
⼀ 家事上の経費に関連する経費の主たる部分が不動産所得、事業所得、⼭林所得⼜は
雑所得を⽣ずべき業務の遂⾏上必要であり、かつ、その必要である部分を明らかに区分
することができる場合における当該部分に相当する経費 
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娯 楽 費 ・ 教 養 費 等 の よ う に 、 個 ⼈ の 消 費 ⽣ 活 上 の 費 ⽤ の こ と 」 1 2 3 と 説 明

す る よ う に 、 あ く ま で こ れ は 「 消 費 の た め の ⽀ 出 で あ り 、 所 得 稼 得 の た

め の ⽀ 出 で あ る 必 要 経 費 と は 、概 念 上 峻 別 さ れ る べ き も の で あ 」1 2 4 っ て 、

投 下 資 本 に 当 た ら な い こ と は 明 ら か で あ る 。し た が っ て 、法 4 5 条 1 項 1

号 の う ち 、 家 事 費 の 必 要 経 費 不 算 ⼊ の 部 分 に つ い て は 確 認 的 規 定 と 理 解

さ れ て い る 1 2 5 。  

こ れ に 対 し 、 家 事 関 連 費 は 「 必 要 経 費 と 家 事 費 の 性 質 を 併 有 し て い る

費 ⽤ 」 1 2 6 で あ り 、 こ の う ち 必 要 経 費 に 算 ⼊ で き る も の が 所 得 税 法 施 ⾏ 令

9 6 条 1 号 で 規 定 さ れ て い る 。  

し た が っ て 、 こ れ ら 3 つ の 条 ⽂ を 図 で 整 理 す る と 、 図 表 4 - 3 の よ う に

な る 。  

【 図 表 4 - 3 ： 必 要 経 費 に 関 す る 関 連 条 ⽂ の 整 理 】（ 筆 者 作 成 ）  

 
1 2 3  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 3 2 4 ⾴ 。  
1 2 4  ⾕ ⼝ ・ 前 掲 注 1 0 ） 3 4 3 ⾴ 参 照 。  
1 2 5  ⾕ ⼝ ・ 前 掲 注 1 0 ） 3 4 3 ⾴ 、 佐 藤 ・ 前 掲 注 6 2 ） 2 8 2 - 2 8 3 ⾴ 参 照 。  
1 2 6  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 3 2 4 ⾴ 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要経費 家事費 

必要経費と家事費の性質を併有している費⽤ 
このうち必要経費に算⼊できるものについて、経費の主たる部分が「事業所得･･･を

⽣ずべき業務
．．

の
．

遂⾏上
．．．

必要
．．

」であることを要すると規定（所得税法施⾏令 96 条 1 号） 

①個別対応の必要経費 
②⼀般対応の必要経費 

家 

事 

関 

連 

費 



60 
 

こ こ で 注 ⽬ す べ き 点 を 2 点 挙 げ て お く 。  

1 点 ⽬ は 、 法 3 7 条 に お い て 、 “ 直 接 ” の ⽂ ⾔ が あ る の は 「 ① 個 別 対 応 の

必 要 経 費 」の ⽅ で あ っ て 、「 ② ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 」に は な い 、と い う 点

で あ る 。 そ し て 、 2 点 ⽬ は 、 所 得 税 法 施 ⾏ 令 第 9 6 条 に お い て 、 家 事 関 連

費 の う ち 業 務 遂 ⾏ 上 必 要
． ． ． ． ． ． ．

で あ れ ば 必 要 経 費 と し て 認 め ら れ て お り 、 こ れ

と 併 せ て 事 業 と の 直 接 関 連 性 を 問 う よ う な 条 ⽂ 構 造 に は な っ て い な い 、

と い う 点 で あ る 。 こ れ ら を ふ ま え て 、 事 件 の 概 要 を 確 認 し て い こ う 。  

 

(2 ) 弁 護 ⼠ 会 役 員 懇 親 会 費 等 事 件 の 概 要  

 

弁 護 ⼠ 業 を 営 む X （ 原 告 ・ 控 訴 ⼈ ） は 、 仙 台 弁 護 ⼠ 会 会 ⻑ や ⽇ 本 弁 護

⼠ 連 合 会 （ 以 下 「 ⽇ 弁 連 」 と い う 。） 副 会 ⻑ 等 の 役 員 を 務 め て お り 、 こ れ

ら の 役 員 と し て の 活 動 に 伴 い ⽀ 出 し た 懇 親 会 費 等 （ 以 下 「 本 件 各 ⽀ 出 」

と い う 。）を 事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 に 算 ⼊ し 所 得 税 の 確 定 申 告

を ⾏ っ た と こ ろ 、所 轄 税 務 署 ⻑ は 、法 3 7 条 に 規 定 す る 必 要 経 費 に 算 ⼊ す

る こ と は で き な い と し て 所 得 税 更 正 処 分 及 び 過 少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処

分 を ⾏ っ た た め 、 こ れ を 不 服 と し て X が 出 訴 し た 。  

本 件 の 争 点 は 、X が ⽀ 出 し た 本 件 各 ⽀ 出 が 、法 3 7 条 に 規 定 す る 必 要 経

費 の う ち 、 後 段 ② の 「 そ の 年 に お け る 販 売 費 、 ⼀ 般 管 理 費 そ の 他 こ れ ら

の 所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 に つ い て ⽣ じ た 費 ⽤ 」 に 該 当 す る も の と し て 必 要

経 費 に 算 ⼊ で き る か 否 か で あ る 。  

第 ⼀ 審 判 決（ 東 京 地 判 平 成 2 3 年 8 ⽉ 9 ⽇ 税 資 2 6 1 号 順 号 1 1 7 3 0 ）は 、

投 下 資 本 の 回 収 部 分 に 課 税 が 及 ぶ こ と を 避 け る と い う 法 3 7 条 の ⽴ 法 趣

旨 や 、 同 条 、 法 4 5 条 1 項 及 び 所 得 税 法 施 ⾏ 令 9 6 条 1 号 の 規 定 の ⽂ ⾔ に

照 ら す と 、「 あ る ⽀ 出 が 事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 と し て 控 除 さ れ
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る た め に は 、 当 該 ⽀ 出 が 所 得 を ⽣ ず べ き 事 業 と 直 接 関 係 し 、 か つ 当 該 業

務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る こ と を 要 す る と 解 す る の が 相 当 で あ る 。」 と し て 、

⼆ 要 件 説 に 基 づ い て 判 断 す る こ と を ⽰ し た 。 そ し て 、 X が 弁 護 ⼠ 会 等 の

役 員 と し て ⾏ う 活 動 は 、「 Ｘ が 弁 護 ⼠ と し て 対 価 で あ る 報 酬 を 得 て 法 律 事

務 を ⾏ う 経 済 活 動 に 該 当 す る も の で は な く 、 社 会 通 念 上 、 弁 護 ⼠ の 所 得

税 法 上 の『 事 業 』に 該 当 す る も の で は な い 」た め 、「 Ｘ の 事 業 所 得 を ⽣ ず

べ き 業 務 に 直 接 関 係 し て ⽀ 出 さ れ た 必 要 経 費 で あ る と い う こ と は で き な

い 。」と し 、ま た 、こ の 活 動 を 通 じ て 弁 護 ⼠ と し て の 法 律 事 務 を 依 頼 さ れ

た と し て も 、 そ れ は 間 接 的 効 果 に す ぎ な い た め 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る

と は い え な い 、 と 判 ⽰ し 、 Ｘ の 請 求 を 棄 却 し た 。  

こ れ に 対 し 、控 訴 審 判 決（ 東 京 ⾼ 判 平 成 2 4 年 9 ⽉ 1 9 ⽇ 税 資 2 6 2 号 順

号 1 2 0 4 0 ） で は 、 原 審 が 「 あ る ⽀ 出 が 事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費

と し て 控 除 さ れ る た め に は 、 当 該 ⽀ 出 が 所 得 を ⽣ ず べ き 事 業 と 直 接 関 係

し 、 か つ 当 該 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る こ と を 要 す る 」 と し て い た 点 に つ

き 、「 あ る ⽀ 出 が 事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 と し て 控 除 さ れ る た め

に は 、 当 該 ⽀ 出 が 事 業 所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る こ と を 要

す る 」 に 改 め ら れ た 。 そ の 理 由 と し て 、 裁 判 所 は 、「 Ｙ ［ 筆 者 注 ： 国 − 被

告 ・ 被 控 訴 ⼈ ］ は 、 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 の 該 当 性 は 、 当 該 事 業 の 業 務 と

直 接 関 係 を 持 ち 、 か つ 、 専 ら 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 と い え る か に よ っ て 判 断

す べ き で あ る と 主 張 す る 。 し か し 、 所 得 税 法 施 ⾏ 令 9 6 条 1 号 が 、 家 事

関 連 費 の う ち 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ と が で き る も の に つ い て 、 経 費 の 主

た る 部 分 が 『 事 業 所 得 を … ⽣ ず べ き 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 』 で あ る こ と を 要

す る と 規 定 し て い る 上 、 あ る ⽀ 出 が 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 な も の で あ れ ば 、

そ の 業 務 と 関 連 す る も の で も あ る と い う べ き で あ る 。 そ れ に も か か わ ら

ず 、 こ れ に 加 え て 、 事 業 の 業 務 と 直 接 関 係 を 持 つ こ と を 求 め る と 解 釈 す
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る 根 拠 は ⾒ 当 た ら ず 、『 直 接 』と い う ⽂ ⾔ の 意 味 も 必 ず し も 明 ら か で は な

い こ と か ら す れ ば 、Ｙ の 上 記 主 張 は 採 ⽤ す る こ と が で き な い 。」と 判 ⽰ し 、

⼀ 要 件 説 に 基 づ い て 判 断 す る こ と を ⽰ し た 。そ し て 、「 弁 護 ⼠ 会 等 の 役 員

等 の 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 な ⽀ 出 で あ っ た と い う こ と が で き る の で あ れ ば 、

そ の 弁 護 ⼠ と し て の 事 業 所 得 の ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 に 該 当 す る と 解 す る

の が 相 当 で あ る 。」と し た 上 で 、本 件 各 ⽀ 出 を 内 容 に 応 じ て 個 別 に 検 討 し

た 結 果 、 懇 親 会 等 の ⼆ 次 会 や ⽇ 弁 連 事 務 次 ⻑ の 亡 ⽗ の ⾹ 典 等 は 業 務 遂 ⾏

上 必 要 な ⽀ 出 と は 認 め な か っ た の に 対 し 、 特 定 の 集 団 の 円 滑 な 運 営 に 資

す る も の と し て 社 会 ⼀ 般 で も ⾏ わ れ て い る ⾏ 事 に 相 当 す る 懇 親 会 等 で 、

そ の 費 ⽤ の 額 も 過 ⼤ で あ る と は い え な い と き は 、 社 会 通 念 上 、 そ の 役 員

等 の 業 務 遂 ⾏ 上 必 要 な ⽀ 出 で あ っ た と 解 す る の が 相 当 と し 、 Ｘ の 請 求 を

⼀ 部 認 容 し た 。  

Ｙ は 上 告 受 理 申 ⽴ て を ⾏ っ た が 、 最 ⾼ 裁 は 上 告 不 受 理 を 決 定 し た （ 最

決 平 成 2 6 年 1 ⽉ 1 7 ⽇ 税 資 2 6 4 号 順 号 1 2 3 8 7 ）。  

 

(3 ) 弁 護 ⼠ 会 役 員 懇 親 会 費 等 事 件 の 検 討  

 

本 件 は 、 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 の 判 断 基 準 が 第 ⼀ 審 判 決 （ ⼆ 要 件 説 ） と

控 訴 審 判 決（ ⼀ 要 件 説 ）で 分 か れ た 事 案 で あ る 。法 4 5 条 1 項 は 、家 事 費

及 び 家 事 関 連 費 で 政 令 で 定 め る も の は 必 要 経 費 に 算 ⼊ し な い と 規 定 し 、

こ れ を 受 け た 所 得 税 法 施 ⾏ 令 9 6 条 1 号 に お い て 、 経 費 の 主 た る 部 分 が

「 事 業 所 得 （ … 中 略 … ） を ⽣ ず べ き 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 」 で あ れ ば 、 家 事

関 連 費 で あ っ て も 必 要 経 費 に 算 ⼊ で き る と 定 め て い る 。第 ⼀ 審 判 決 で は 、

こ れ ら の 条 ⽂ を 論 拠 に 、 必 要 経 費 該 当 性 要 件 と し て 「 所 得 を ⽣ ず べ き 事

業 と 直 接 関 係 し 、 か つ 当 該 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る こ と を 要 す る 」 と 導
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き 出 し て い る が 、 な ぜ 「 “ 直 接 ” 関 係 し 」 と い う 結 論 が 出 る の か 不 明 で あ

る 。“ 直 接 ” と い う ⽂ ⾔ が 使 わ れ て い る の は 、法 3 7 条 前 段 ① の「 こ れ ら の

所 得 の 総 収 ⼊ ⾦ 額 に 係 る 売 上 原 価 そ の 他 当 該 総 収 ⼊ ⾦ 額 を 得 る た め “ 直

接 ” に 要 し た 費 ⽤ の 額 」（ 個 別 対 応 の 必 要 経 費 ） の 部 分 で あ る が 、 こ れ は

あ く ま で 、 売 上 原 価 等 収 ⼊ に 直 結 し た 費 ⽤ に つ い て 定 め た も の で あ る 。

本 件 各 ⽀ 出 は 、 同 条 後 段 ② の 「 そ の 年 に お け る 販 売 費 、 ⼀ 般 管 理 費 そ の

他 こ れ ら の 所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 に つ い て ⽣ じ た 費 ⽤ の 額 」（ ⼀ 般 対 応 の 必

要 経 費 ） の 部 分 か ら 判 断 さ れ る べ き も の で あ り 、 こ こ に “ 直 接 ” の ⽂ ⾔ が

な い こ と か ら 、 “ 直 接 関 連 性 要 件 ” が 必 須 で は な い こ と は 明 ら か で あ る 。

本 件 控 訴 審 判 決 に つ い て 、三 ⽊ 義 ⼀ 教 授 は 、「 こ れ ま で 漫 然 と 決 ま り ⽂ 句

の よ う に 述 べ ら れ て き た 『 業 務 と の 直 接 関 係 』 と い う 要 件 を 明 確 に 否 定

し た と こ ろ に 画 期 的 な 意 義 が あ り 、 所 得 税 法 の 実 務 を 租 税 法 律 主 義 に 基

づ い た も の に 切 り 替 え る ⼤ き な 転 機 と な る も の で あ る 。」 1 2 7 と 評 価 し て

お り 、 増 ⽥ 英 敏 教 授 も 、「 法 3 7 条 の 費 ⽤ の う ち で 『 直 接 』 関 係 性 が 要 求

さ れ る の は 、 売 上 原 価 と そ れ に 類 す る 費 ⽤ の み で あ る こ と は 条 ⽂ の 通 り

で あ る 。 租 税 法 律 主 義 の 下 に あ る 租 税 法 の 解 釈 は 、 ⽂ 理 解 釈 が 求 め ら れ

て お り 、⽂ ⾔ に 忠 実 に な さ れ る べ き で あ る 。」1 2 8 と し て 控 訴 審 判 決 に 賛 成

の ⾒ 解 を ⽰ し て い る 。こ れ に 対 し 岡 村 忠 ⽣ 教 授 は 、法 3 7 条 前 段 ① の 個 別

対 応 の 必 要 経 費 と 後 段 ② の ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 の 区 別 は 控 除 が 認 め ら れ

る タ イ ミ ン グ に 関 す る も の で あ っ て 、 収 益 獲 得 活 動 と の 関 係 （ 関 連 ） の

度 合 い ・ 密 接 さ の 違 い は な く 、 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 に つ い て も 総 収 ⼊ ⾦

額 と の 間 に 「 直 接 の 関 連 」 を 求 め て い る と の ⾒ 解 を ⽰ し て い る 1 2 9 。 し か

 
1 2 7  三 ⽊ ・ 前 掲 注 1 1 9 ） 1 4 - 1 5 ⾴ 。  
1 2 8  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 4 2 7 - 4 2 8 ⾴ 。  
1 2 9  岡 村 忠 ⽣ 「 判 批 」 税 研 3 0 巻 2 号 （ 2 0 1 4 ） 7 4 - 7 5 ⾴ 参 照 。 岡 村 教 授 は 、 法 3 7
条 1 項 の 条 ⽂ 中 の 「 そ の 他 」 が 並 列 関 係 を 意 味 す る こ と に 注 ⽬ し 、 必 要 経 費 を  
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し 、同 規 定 が 、「 費 ⽤ 収 益 対 応 の 考 え ⽅ の も と に 経 費 を 控 除 す る に 当 た つ

て 、 所 得 の 起 因 と な る 事 業 等 に 関 係 は あ る が 所 得 の 形 成 に 直 接 寄 与 し て

い な い 経 費 ⼜ は 損 失 の 取 扱 い を い か に す べ き か と い う 問 題 に つ い て は 、

純 資 産 増 加 説 的 な 考 え ⽅ に ⽴ つ て 、 で き る だ け 広 く こ の 種 の 経 費 ⼜ は 損

失 を 所 得 計 算 上 考 慮 す べ し 」と す る 昭 和 3 8 年 1 2 ⽉ 整 備 答 申 の 提 ⾔ を 受

け て 現 ⾏ 規 定 に 改 正 さ れ た 沿 ⾰（ 第 2 章 第 2 節 (5 )参 照 ）に 鑑 み れ ば 、⼀

般 対 応 の 必 要 経 費 に も 「 直 接 性 」 を 要 求 す る と 必 要 経 費 を 狭 く 解 釈 す る

こ と に な っ て し ま う た め 、 ⽴ 法 趣 旨 に 反 し 適 切 な 解 釈 と は い え な い で あ

ろ う 。 筆 者 と し て は 、 控 訴 審 の 判 ⽰ の と お り 、 ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 に つ

い て は 、 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る か ど う か と い う “ 必 要 性 要 件 ” の み （ ⼀

要 件 説 ） で 判 断 す る の で ⼗ 分 と 考 え る 。 し た が っ て 、 同 族 会 社 の 関 連 経

費 に つ い て も 、 基 本 的 に は 当 該 経 費 が 法 3 7 条 後 段 ② の ⼀ 般 対 応 の 必 要

経 費 に 該 当 す る こ と か ら 、 ⼀ 要 件 説 に 従 っ て 必 要 経 費 に あ た ら な い と 判

断 さ れ た ⾦ 額 を 否 認 す る こ と が 可 能 と 解 釈 し て よ い で あ ろ う 。  

 

第 3 款  ⼩ 括  

 

以 上 、 法 1 5 7 条 の 不 当 性 要 件 と 、 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 に つ

い て 検 討 し た 結 果 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー は

 
( 1 ) ( a ) 各 種 所 得 の 総 収 ⼊ ⾦ 額 に 係 る 売 上 原 価  
  ( b ) そ の 他 当 該 総 収 ⼊ ⾦ 額 を 得 る た め 直 接 に 要 し た 費 ⽤  及 び  
( 2 ) ( c ) 販 売 費 、 ⼀ 般 管 理 費  
  ( d ) そ の 他 こ れ ら の 所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 に つ い て ⽣ じ た 費 ⽤  
の 4 つ の 類 型 に 分 け 、 ( d ) は 「 業 務 」 に 関 す る 必 要 経 費 で あ る か ら 「 事 業 」 で あ
る 事 業 所 得 の 必 要 経 費 は こ れ に 当 た ら ず 、 事 業 所 得 の ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 で 販 売
費 、 ⼀ 般 管 理 費 に 該 当 し な い も の は ( b ) に 該 当 す る 、 と の 考 え を ⽰ し て い る （ 同
7 5 - 7 6 ⾴ 参 照 ）。  
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図 表 4 - 4 の よ う に 整 理 す る こ と が で き る 。  

 

【 図 表 4 - 4： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー 】（ 筆 者 作

成 ）  

 

ま ず 、 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の 適 否 以 前 に 、 仮 装 ⾏ 為 と し て 認 定 さ れ る

場 合 は 、 特 段 の 根 拠 規 定 を 必 要 と せ ず に 脱 税 と し て 必 要 経 費 を 否 認 さ れ



66 
 

る 。  

次 に 、 仮 装 ⾏ 為 に は 該 当 し な い と い う 前 提 の も と 、 そ の 経 費 の ⽀ 出 を

否 認 す る 際 の 根 拠 規 定 と し て 、 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の い ず れ か を 選 定 す

る こ と に な る 。 法 1 5 7 条 で は 、 納 税 者 の 逃 れ た 税 負 担 差 額 が ⼤ き く 、 か

つ 、 そ れ に 合 理 的 な 理 由 が な い 場 合 に 不 当 性 要 件 を 満 た し 、 必 要 経 費 を

否 認 さ れ る 。⼀ ⽅ 、法 3 7 条 で は 、所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ

る か 否 か と い う 、 “ 必 要 性 要 件 ” の み で 必 要 経 費 該 当 性 要 件 を 判 断 す る こ

と に な る （ ⼀ 要 件 説 ）。  

と こ ろ で 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 否 認 さ れ る 事 案 で は 、 ⽀ 出 し た 経 費

の ⾦ 額 が 過 ⼤
． ．

と し て 否 認 さ れ る ケ ー ス が ⾒ 受 け ら れ る 。 こ の よ う な 事 案

で 課 税 庁 や 裁 判 所 が 必 要 経 費 と 認 め る “ 適 正 額 ” の 算 出 ⽅ 法 と し て は 、 本

節 第 1 款 (2 ) で 述 べ た と お り 、 法 1 5 7 条 を 根 拠 に ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 で 求

め る ⼿ 法 が 多 く 採 ⽤ さ れ て い る 。⼀ ⽅ の 法 3 7 条 に 関 し て は 、同 規 定 を 根

拠 に ⾦ 額 の 適 正 性 を 判 断 し た 事 案 は ほ と ん ど ⾒ ら れ な い も の の 、 本 件 控

訴 審 は 、「 そ の 費 ⽤ の 額 も 過 ⼤ で あ る と は い え な い と き は 、（ … 中 略 … ）

業 務 遂 ⾏ 上 必 要 な ⽀ 出 で あ っ た と 解 す る の が 相 当 」と 判 ⽰ し て お り 、“ 必

要 性 要 件 ” の 判 断 は ⾦ 額 の 適 正 性 の 判 断 も 含 意 す る こ と を ⽰ 唆 し て い る 。

そ こ で 次 節 で は 、 両 規 定 を 根 拠 に し た 必 要 経 費 の ⾦ 額 の 適 正 性 判 断 の 違

い に つ い て 検 討 す る 。  

 

第 3 節  ⾦ 額 の 適 正 性  

 

前 節 第 3 款 で 述 べ た と お り 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 過 ⼤ と し て 否 認 す

る 場 合 、 課 税 庁 や 裁 判 所 は 、 ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 法 1 5 7 条 を 根 拠 に

⾦ 額 の 適 正 性 を 判 断 す る こ と が 多 い 。こ れ に 対 し 、法 3 7 条 を 根 拠 に 必 要
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経 費 の 適 正 額 を 算 出 す る こ と が で き る の か と い う 問 題 は 、 学 説 で も 様 々

な 議 論 が さ れ て い る 。⽔ 野 忠 恒 教 授 は 、「 所 得 税 法 上 、⾦ 額 の 合 理 性［ 筆

者 注：本 論 ⽂ で い う ⾦ 額 の 適 正 性 の こ と ］の 根 拠 と な る 規 定 が な い た め 、

必 要 経 費 と し て 相 当 な ⾦ 額 を 超 過 す る よ う な ⽀ 出 に つ い て は 、 使 ⽤ ⼈ に

対 す る 給 与 あ る い は 贈 与 の 性 格 を も つ と し て 、所 得 の 性 質 の 認 定 に よ り 、

適 正 な 価 額 の ⽀ 出 を 求 め る こ と は あ り う る が 、 そ の よ う な 認 定 に は 、 事

実 と し て の 証 拠 が 必 要 で あ る の で 、 ⾏ 政 上 は 困 難 な 作 業 と な る と 思 わ れ

る 。 必 要 経 費 に ⾦ 額 の 合 理 性 を 基 準 と し て 採 ⽤ す る か ど う か は 今 後 の 課

題 で あ る 。」1 3 0 と 述 べ て お り 、⾦ 額 の 適 正 性 判 断 は 困 難 な 作 業 に な る と し

な が ら も 、そ れ が 可 能 か 否 か の ⽴ 場 を 明 確 に は 述 べ て い な い 。本 節 で は 、

課 税 庁 及 び 裁 判 所 が 法 3 7 条 に よ り 必 要 経 費 の ⾦ 額 の 適 正 性 を 判 断 し た

事 案 と し て し ば し ば 紹 介 さ れ る ⾮ 常 勤 医 師 報 酬 適 正 額 事 件 （ ⼭ ⼝ 地 判 平

成 7 年 6 ⽉ 2 7 ⽇ 税 資 2 0 9 号 1 1 6 7 ⾴ 、 広 島 ⾼ 判 平 成 9 年 7 ⽉ 1 8 ⽇ 税 資

2 2 8 号 1 4 9 ⾴ 、最 判 平 成 1 0 年 2 ⽉ 2 6 ⽇ 税 資 2 3 0 号 8 1 4 ⾴ ）を 概 観 し た

上 で 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 過 ⼤ と し て 否 認 す る 場 合 の 、 両 規 定 を 根 拠

と し た ⾦ 額 の 適 正 性 判 断 の 違 い に つ い て 検 討 す る 。  

 

第 1 款  ⾮ 常 勤 医 師 報 酬 適 正 額 事 件 の 概 要  

 

精 神 ・ 神 経 科 病 院（ 以 下「 甲 病 院 」と い う 。）を 営 む X（ 原 告 ・ 控 訴 ⼈ ・

上 告 ⼈ ）は 、昭 和 6 0 年 か ら 平 成 元 年 ま で の 所 得 税 の 確 定 申 告 に お い て 、

X の 従 兄 弟 で あ る ⾮ 常 勤 医 師 M に ⽀ 払 っ た 年 間 7 9 6 万 円 か ら 8 2 0 万 円

（ 勤 務 ⽇ 数 は 年 間 9 ⽇ か ら 1 2 ⽇ ）の 報 酬 ⾦ 額 を 、X の 事 業 所 得 の 必 要 経

 
1 3 0  ⽔ 野 ・ 前 掲 注 3 ） 3 1 7 ⾴ 。  
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費 に 算 ⼊ し た 。こ れ に 対 し 、所 轄 税 務 署 ⻑（ 被 告 ・ 被 控 訴 ⼈ ・ 被 上 告 ⼈ ）

は 、 X が M に ⾼ 額 な 報 酬 を ⽀ 払 っ た の は M が X の 従 兄 弟 で あ る と い う

情 実 に よ る も の で あ り 、他 の ⾮ 常 勤 医 師 に 対 す る 報 酬 額 に M の 勤 務 ⽇ 数

を 乗 じ て 計 算 し た ⾦ 額 を 超 え る 部 分 は 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 な も の と い う こ

と は で き な い と し て 、 所 得 税 更 正 処 分 及 び 過 少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処 分

を ⾏ っ た 。 X は こ れ を 不 服 と し て 出 訴 し た 。  

本 件 の 争 点 は 、M に 対 す る 報 酬 の 全 額 が X の 事 業 所 得 に お け る 必 要 経

費 に 該 当 す る か 否 か で あ る 1 3 1 。  

第 ⼀ 審 判 決 （ ⼭ ⼝ 地 判 平 成 7 年 6 ⽉ 2 7 ⽇ 税 資 2 0 9 号 1 1 6 7 ⾴ ） は 、

「 所 得 税 法 3 7 条 1 項 に 規 定 す る 事 業 所 得 に お け る 必 要 経 費 に 該 当 す る

た め に は 、 当 該 事 業 に つ い て ⽣ じ た 費 ⽤ で あ る こ と 、 す な わ ち 業 務 と の

関 連 性 が な け れ ば な ら な い と と も に 、 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る こ と を 要

し 、 更 に そ の 必 要 性 の 判 断 に お い て も 、 単 に 事 業 主 の 主 観 的 判 断 の み に

よ る の で は な く 、 客 観 的 に 必 要 経 費 と し て 認 識 で き る も の で な け れ ば な

ら な い と 解 す べ き で あ る 。」（ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 節 に お い て 同 じ 。） と 、

直 接 性 の 有 無 に ⾔ 及 し な い “ 関 連 性 要 件 ” と “ 必 要 性 要 件 ” に 基 づ い て 判 断

す る こ と を ⽰ し た （ 以 下 、 本 論 ⽂ に お い て 、 こ の よ う な 直 接 性 の 有 無 に

⾔ 及 し な い ⼆ 要 件 説 の こ と を 「 緩 や か な ⼆ 要 件 説 」 と い う 。）。 そ し て 、

① M が 甲 病 院 で ⾏ っ て い た 診 療 業 務 の 内 容 は 他 の ⾮ 常 勤 医 師 に ⽐ し て 特

に 異 な っ た も の で は な か っ た こ と 、 ② M の 勤 務 ⽇ 数 と 報 酬 額 に よ る と 、

⼀ ⽇ 当 た り の 勤 務 対 価 が 6 6 万 円 か ら 9 1 万 円 余 り と な り 、 こ の ⾦ 額 は 、

他 の ⾮ 常 勤 医 師 に 対 す る 報 酬 額（ ⼀ ⽇ 当 た り 4 6 , 0 0 0 円 ）と ⽐ 較 し て 著 し

 
1 3 1  な お 、 本 件 は 、 甲 病 院 の 事 務 ⻑ の ⺟ の 親 族 に あ た る W に ⽀ 給 し た 給 与 等 が X
の 事 業 所 得 に お け る 必 要 経 費 に 該 当 す る か 否 か も 争 わ れ て い る が 、 こ れ に つ い て
は 検 討 の 対 象 外 と す る 。  
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く ⾼ 額 で あ る こ と 、 等 を 事 実 認 定 し 、 こ の よ う な ⾼ 額 な 報 酬 を ⽀ 給 し た

の は 、M が X の 従 兄 弟 で あ る と い う 情 実 に よ る も の で あ る と 認 め ら れ る

と 判 ⽰ し た 。 さ ら に 、「 他 の ⾮ 常 勤 医 師 に 対 す る 報 酬 は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･）

近 隣 の 病 院 に お け る ⾮ 常 勤 医 師 に 対 す る 報 酬 と ⽐ 較 し て も 若 ⼲ ⾼ 額 で あ

る こ と （ 括 弧 内 省 略 ） を 考 え る と 、 M に 対 し て 報 酬 と し て ⽀ 払 っ た ⾦ 額

の 内 、 業 務 の 遂 ⾏ 上 客 観 的 に 必 要 な 報 酬 と し て 必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦

額 は 、 他 の ⾮ 常 勤 医 師 に 対 す る 報 酬 額 （ ⼀ ⽇ 当 た り 4 6 , 0 0 0 円 ） に M が

勤 務 し た ⽇ 数 を 乗 じ て 計 算 し た ⾦ 額 で あ り 、 こ れ を 超 え る ⾦ 額 （ ･ ･ ･ 中

略 ･ ･ ･ ）の ⽀ 払 い は 、業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 な も の で は な い か ら 、必 要 経 費 に

当 た ら な い と 認 め る の が 相 当 で あ る 。」 と し て X の 請 求 を 棄 却 し た 。 続

く 控 訴 審 判 決 （ 広 島 ⾼ 判 平 成 9 年 7 ⽉ 1 8 ⽇ 税 資 2 2 8 号 1 4 9 ⾴ ） 及 び 上

告 審 判 決（ 最 判 平 成 1 0 年 2 ⽉ 2 6 ⽇ 税 資 2 3 0 号 8 1 4 ⾴ ）は 、い ず れ も 原

判 決 を ⽀ 持 し て 棄 却 し 、 本 件 は 確 定 し た 1 3 2 。  

 

第 2 款  ⾮ 常 勤 医 師 報 酬 適 正 額 事 件 の 検 討  

 

本 件 事 案 に お い て 、裁 判 所 は 、法 3 7 条 の 必 要 経 費 の 判 断 を 、直 接 性 の

有 無 に ⾔ 及 し な い “ 関 連 性 要 件 ” と “ 必 要 性 要 件 ” に 基 づ い た 緩 や か な ⼆ 要

件 説 に よ っ て ⾏ う こ と を ⽰ し た 。 こ の 事 案 の よ う に 、 緩 や か な ⼆ 要 件 説

を 判 断 基 準 と す る 裁 判 例 は 他 に も み ら れ る が 1 3 3 、 最 終 的 に は 、 も う ⼀ ⽅

 
1 3 2  た だ し 、 控 訴 審 ・ 上 告 審 の 主 な 争 点 は 信 義 則 で あ っ た た め 、 必 要 経 費 の 適 正
額 に つ い て の 判 断 は 、 実 質 は 第 ⼀ 審 で 決 着 し た 形 と な っ た 。  
1 3 3  例 え ば 、 第 5 章 第 2 節 第 1 款 の 事 案 ② 出 向 職 員 給 与 負 担 ⾦ 事 件 （ 岡 ⼭ 地 判 平
成 1 8 年 1 ⽉ 1 1 ⽇ 税 資 2 5 6 号 順 号 1 0 2 6 1 ）、 第 5 章 第 2 節 第 2 款 の 事 案 ③ 税 理 ⼠
事 務 所 賃 料 等 無 償 提 供 事 件 （ ⼤ 阪 地 判 平 成 2 7 年 1 ⽉ 2 3 ⽇ 税 資 2 6 5 号 順 号
1 2 5 9 2 ）、 第 5 章 第 3 節 第 1 款 事 案 ⑤ 燃 料 ⼩ 売 業 業 務 委 託 費 事 件 （ ⼤ 阪 地 判 平 成
3 0 年 4 ⽉ 1 9 ⽇ 税 資 2 6 8 号 順 号 1 3 1 4 4 ） で も 、 “ 関 連 性 要 件 ” に 直 接 性 が 必 要 か 否
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の “ 必 要 性 要 件 ” で 必 要 経 費 の 判 断 が ⾏ わ れ て お り 、 直 接 性 の 有 無 に ⾔ 及

し な い “ 関 連 性 要 件 ” が ど の よ う に 結 論 に 影 響 す る か は 明 確 に ⽰ さ れ て い

な い 。 筆 者 の 解 釈 と し て は 、 業 務 の 遂 ⾏ に 必 要 な 経 費 で あ れ ば 、 通 常 は

業 務 と 何 ら か の 関 連 性 が あ る と 考 え ら れ る た め 1 3 4（ 図 表 4 - 5 (b ) で Ｂ は Ａ ʼ

に 含 ま れ る ）、 緩 や か な ⼆ 要 件 説 を 判 断 基 準 に “ 必 要 性 要 件 ” で 判 断 す る

（ 図 表 4 - 5 (b ) 参 照 ） と い う こ と は 、 結 局 は 、 ⼀ 要 件 説 の “ 必 要 性 要 件 ” で

判 断 す る （ 図 表 4 - 5 (c )参 照 ） こ と と 同 じ こ と で あ る と ⾔ え る だ ろ う 。  

 

【 図 表 4 - 5：⼆ 要 件 説 と 緩 や か な ⼆ 要 件 説 と ⼀ 要 件 説 の 違 い 】（ 筆 者 作 成 ） 

 

本 件 は 、 緩 や か な ⼆ 要 件 の う ち の ⼀ つ で あ る “ 必 要 性 要 件 ” に つ い て 、

課 税 庁 及 び 裁 判 所 が 業 務 遂 ⾏ 上 必 要 と 認 定 し た ⾦ 額 を 超 え る 部 分 は 、 こ

の 要 件 を 満 た さ な い と し て 必 要 経 費 を 否 認 し た 。 そ し て 、 業 務 遂 ⾏ 上 必

 
か に ⾔ 及 し て い な い 。  
1 3 4  前 節 第 2 款 ( 2 ) の 弁 護 ⼠ 会 役 員 懇 親 会 費 等 事 件 の 控 訴 審 判 決 も 同 様 の ⾒ 解 を ⽰
し て い る 。  

                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

関連性要件(Aʼ) 

必要性要件(B) 

Aʼかつ B が必要経費 

(c)⼀要件説 (b)緩やかな⼆要件説 

B が必要経費 

必要性要件(B) 
必要性要件(B) 

A かつ B が必要経費 

(a)⼆要件説 

直接 
関連性要件(A) 
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要 と 認 定 し た ⾦ 額 、 す な わ ち 、 適 正 額 を 算 出 す る に あ た り 、 他 の ⾮ 常 勤

医 師 の ⼀ ⽇ 当 た り の 報 酬 額 に M の 勤 務 ⽇ 数 を 乗 じ て 求 め る ⼿ 法 を 採 ⽤

し た 。碓 井 光 明 教 授 は 、こ の 判 決 を「 要 す る に 、⾦ 額 の 相 当 性〔 筆 者 注 ：

本 論 ⽂ で い う ⾦ 額 の 適 正 性 の こ と 〕 は 、 必 要 性 の 判 断 に お い て 問 題 と な

る と い う ⾒ ⽅ で あ る 。」1 3 5 と 評 価 し 、最 ⾼ 裁 で も 覆 る こ と が な か っ た た め 、

「 こ の 最 ⾼ 裁 の 判 断 を ど れ だ け 意 味 の あ る も の と 解 す る か は 問 題 で あ る

が 、 必 要 性 の 観 点 か ら 、 著 し く ⾼ 額 な 報 酬 額 を 通 常 の 報 酬 額 に 引 き 直 す

こ と が 是 認 さ れ た こ と は 疑 い な い 。」1 3 6 と 述 べ て い る 。こ れ に 対 し 、⻫ ⽊

秀 憲 教 授 は 、「 本 件 は 、同 規 模 同 業 種 等 に よ る 適 正 額 の 算 出 を す る ま で も

な く 、 適 正 な 対 価 額 を 認 定 で き る 材 料 、 客 観 性 を 確 保 で き る 事 実 等 が 確

認 で き た 事 案 で あ り 、（ … 中 略 … ）個 別 規 定 に つ い て の 課 税 要 件 事 実 の 認

定 が ⼗ 分 で き た 事 案 で あ る と 考 え る 。 も し も 、 X 内 に 本 件 の よ う な 他 の

⾮ 常 勤 医 師 の 報 酬 が 存 在 し な か っ た な ら ば 、 ⾦ 額 の 認 定 ま で は 困 難 で あ

っ た も の と 思 わ れ る 。」 1 3 7 と 述 べ 、 法 3 7 条 に よ っ て 適 正 額 を 算 出 す る に

は ⽴ 証 責 任 の 問 題 か ら 限 界 が あ る こ と を ⽰ 唆 し て い る 。 確 か に 、 課 税 庁

が 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し て ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 否 認 す る 事 案 の 取 引 は 、

同 族 会 社 と そ の 株 主 等 の 間 の 内 部 取 引 的 な 性 格 が 強 い た め 、 利 害 が 対 ⽴

す る 独 ⽴ し た 第 三 者 間 の 取 引 に ⽐ べ る と 課 税 要 件 事 実 の 認 定 に 必 要 な 客

観 性 を 確 保 で き る ⽴ 証 資 料 等 の 収 集 が 困 難 な 場 合 が 多 い 1 3 8 。 し か し 、 本

件 の よ う な 事 案 に お い て 、 著 し く ⾼ 額 な 報 酬 を ⾮ 常 勤 医 師 に ⽀ 払 っ た 場

 
1 3 5  碓 井 光 明 「 所 得 税 に お け る 必 要 経 費 を め ぐ る 若 ⼲ の 問 題 − ⽴ 法 お よ び 裁 判
例 ・ 裁 決 例 の 動 向 に 着 ⽬ し て − 」 ⾦ ⼦ 宏 編 『 租 税 法 の 基 本 問 題 』（ 有 斐 閣 、
2 0 0 7 ） 3 3 7 ⾴ 。  
1 3 6  碓 井 ・ 前 掲 注 1 3 5 ） 3 3 8 ⾴ 。  
1 3 7  ⻫ ⽊ 秀 憲 「 同 族 会 社 等 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 に つ い て の ⼀ 考 察 − 適 ⽤ の 在 り ⽅
と ⾦ 額 の 適 正 性 − 」 税 ⼤ ジ ャ ー ナ ル 2 5 号 （ 2 0 1 5 ） 6 6 ⾴ 。  
1 3 8  ⻫ ⽊ ・ 前 掲 注 1 3 7 ） 5 8 ⾴ 参 照 。  
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合 に 、 他 の ⾮ 常 勤 医 師 の 報 酬 の 存 在 の 有 無 に よ っ て ⼀ ⽅ は 是 認 さ れ 、 ⼀

⽅ は 否 認 さ れ る と な る と 、課 税 の 公 平 の 観 点 で 問 題 が 残 る 。法 3 7 条 を 根

拠 と し た 必 要 経 費 の ⾦ 額 の 適 正 性 判 断 に お い て 、 ⽐ 較 で き る 内 部 資 料 が

⼗ 分 に な い 場 合 で あ っ て も 、 適 正 額 を 算 出 す る こ と が で き る 何 ら か の 予

備 的 な ⼿ 法 を 認 め て も よ い の で は な い だ ろ う か 。  

こ こ で 、本 件 の 裁 判 所 の 判 断 を 改 め て 検 討 し よ う 。裁 判 所 は 、「 他 の ⾮

常 勤 医 師 に 対 す る 報 酬 は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･･ ）近 隣 の 病 院 に お け る ⾮ 常 勤 医 師

に 対 す る 報 酬 と ⽐ 較 し て も 若 ⼲ ⾼ 額 で あ る こ と （ 括 弧 内 省 略 ） を 考 え る

と 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）他 の ⾮ 常 勤 医 師 に 対 す る 報 酬 額（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）を 超 え

る ⾦ 額 （ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･） は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ） 必 要 経 費 に 当 た ら な い 」 と 判 ⽰

し 、 “ (1 ) M に ⽀ 払 っ た 報 酬 額 ≫ (2 ) 他 の ⾮ 常 勤 医 師 の 報 酬 額 ＞ (3 ) 近 隣 病

院 の ⾮ 常 勤 医 師 の 報 酬 額 ” と い う 関 係 か ら 、 最 終 的 に (2 ) を 適 正 額 と 認 定

し た 。 仮 に (2 ) が 存 在 し な い 場 合 、 適 正 額 を 算 出 で き な い か ら (1 ) を 否 認

で き な い と い う の で は 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か ら 妥 当 と は い え な い 。 筆 者 と

し て は 、 ( 2 ) が 存 在 し な い 場 合 の 適 正 額 算 出 の 予 備 的 ⼿ 法 と し て 、 (3 ) を

適 正 額 と 認 定 す る こ と も 認 め て よ い の で は な い か と 考 え る 。 つ ま り 、 同

族 会 社 の 関 連 経 費 を 過 ⼤ と し て 否 認 す る 場 合 の 、 法 3 7 条 1 項 を 根 拠 と

し た ⾦ 額 の 適 正 性 判 断 は 、 原 則 と し て は 、 納 税 者 の 内 部 資 料 を も と に 適

正 額 を 算 出 す べ き と 考 え ら れ る が 、 ⽐ 較 で き る 内 部 資 料 が 存 在 し な い 場

合 は 、 予 備 的 ⼿ 法 と し て 、 類 似 同 業 者 に お け る 同 種 の 経 費 に ⽐ 準 し て 適

正 額 を 算 出 す る ⼿ 法 を 認 め る べ き で あ る 。  

そ れ で は 、 課 税 庁 が 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し て 適 正 額 を 算 出 す る 際 の 同 業 者

⽐ 準 の ⼿ 法 と 、 筆 者 が 提 ⾔ す る 法 3 7 条 を 適 ⽤ し て 適 正 額 を 算 出 す る 際

の 同 業 者 ⽐ 準 の ⼿ 法 で は 、ど こ に 違 い が あ る の だ ろ う か 。両 者 の 違 い は 、

法 1 5 7 条 の ⽐ 準 に お け る 同 業 者 が ⾮ 同 族 会 社 に 限 定 さ れ る の に 対 し 、 法
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3 7 条 の ⽐ 準 に お け る 同 業 者 は ⾮ 同 族 会 社 か 同 族 会 社 か に 縛 ら れ ず 全 て

の 法 ⼈ が 対 象 と な る 点 で あ る 。 納 税 者 は あ く ま で 同 族 会 社 に 関 連 し た 経

費 を ⽀ 出 し て い る と こ ろ 、 あ え て ⾮ 同 族 会 社 の 絞 り を か け る の は 、 納 税

者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 を 超 え た 引 直 し 課 税 と な る た め 、 法

1 5 7 条 の ⽐ 準 で し か ⾏ え な い ⽐ 較 で あ る 。⼀ ⽅ 、法 3 7 条 で の ⽐ 準 は 、類

似 事 業 ・ 同 程 度 の 売 上 規 模 等 の 絞 り を か け て 同 業 者 を 選 定 す る ⼿ 法 で あ

り 、 こ れ は 納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で ⾏ う こ と が で き

る 単 純 な ⽐ 較 で あ る 。 同 族 会 社 の 関 連 経 費 の 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 の 違 い を

整 理 す る と 図 表 4 - 6 の よ う に な る 。  

 

【 図 表 4 - 6：同 族 会 社 の 関 連 経 費 の 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 の 違 い 】（ 筆 者 作 成 ） 

 

こ こ で 、 課 税 庁 が 多 く 採 ⽤ す る 法 1 5 7 条 に よ る ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 の 算

出 ⽅ 法 （ 図 表 4 - 6 ③ ） と 、 筆 者 が 提 ⾔ す る 法 3 7 条 に よ る 同 業 者 ⽐ 準 の 算

出 ⽅ 法 （ 図 表 4 - 6 ② ） の 優 劣 に つ い て 私 ⾒ を 述 べ て お き た い 。 国 税 庁 が

公 表 し て い る 令 和 2 年 度 分 会 社 標 本 調 査 に よ る と 、 わ が 国 に あ る

2 , 7 8 8 , 7 3 7 社 の 法 ⼈ の う ち 、 実 に 9 6 . 4 7 % が 同 族 会 社 で あ る の に 対 し 、 ⾮

法 37 条 
（筆者提⾔） 

法 157 条 
（課税庁が多く採⽤） 

① 原則： 
納税者の内部資料をもとに適正額
を算出 ③ ⾮同族同業者⽐準 

⾮同族会社に限定した同業者に
⽐準して適正額を算出 

② 予備的⼿法：同業者⽐準 
⾮同族会社か同族会社かに縛られ
ず、全ての法⼈を対象とした同業
者に⽐準して適正額を算出 
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同 族 会 社 は 3 . 5 3 % に と ど ま っ て い る 1 3 9 。法 1 5 7 条 を 根 拠 と し た ⽐ 準 で ⾮

同 族 会 社 の 絞 り を か け る と い う こ と は 、 こ の 9 6 . 4 7 % を 適 正 額 の 算 出 対

象 か ら 排 除 し 、 3 . 5 3 % の 法 ⼈ し か 正 常 と ⾒ て い な い こ と に な る 。 こ れ は

は た し て 適 切 と ⾔ え る だ ろ う か 。 資 本 ⾦ 階 級 別 の 構 成 ⽐ で ⾒ る と 、 資 本

⾦ 1 億 円 以 下 の 法 ⼈ で は 同 族 会 社 ： ⾮ 同 族 会 社 ＝ 9 6 . 5 9 %： 3 . 4 1 % と 圧 倒

的 に 同 族 会 社 が 占 め て い る が 、 資 本 ⾦ が ⼤ き く な る に つ れ そ の 差 は 縮 ま

っ て い き 、 つ い に 資 本 ⾦ 1 0 0 億 円 超 の 法 ⼈ で 同 族 会 社 ： ⾮ 同 族 会 社 ＝

4 9 . 9 0 %：5 0 . 1 0 % と 逆 転 し て い る 1 4 0 。こ の こ と か ら 、資 本 ⾦ の 規 模 が ⼤ き

く な る ほ ど ⾮ 同 族 会 社 の 占 め る 割 合 が ⼤ き く な っ て い る こ と が 分 か る 。

⼀ ⽅ 、 税 収 ⾯ で ⾒ る と 、 資 本 ⾦ 1 億 円 以 下 の 法 ⼈ の 納 付 税 額 は 全 法 ⼈ の

納 付 税 額 の 3 5 . 0 7 % で あ る の に 対 し 、 資 本 ⾦ 1 億 円 超 の 法 ⼈ の 納 付 税 額

は 4 4 . 5 1 % と な っ て お り 1 4 1 、 資 本 ⾦ の 規 模 が ⼤ き い 法 ⼈ ほ ど 多 く の 税 ⾦

を 納 め て い る こ と が 確 認 で き る 。 し た が っ て 、 こ れ ら の 会 社 標 本 調 査 結

果 の 分 析 か ら 、⾮ 同 族 会 社 は 、同 族 会 社 と ⽐ べ て 資 本 ⾦ の 規 模 が ⼤ き く 、

か つ 、 多 く の 税 ⾦ を 納 め て い る と い う 傾 向 が 合 理 的 に 推 定 さ れ る 。 こ の

よ う に 、 同 族 会 社 と ⾮ 同 族 会 社 は 全 く そ の 性 質 が 異 な る も の で あ る に も

関 わ ら ず 、 同 族 会 社
． ． ． ．

の 関 連 経 費 が 過 ⼤ と し て 否 認 す る 際 、 ⾮ 同 族 会 社
． ． ． ． ．

に

⽐ 準 し て 否 認 す る と い う 法 1 5 7 条 を 根 拠 と し た 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 は 、 い

さ さ か 強 引 で は な い だ ろ う か 。 筆 者 と し て は 、 む し ろ 、 9 6 . 4 7 % を 占 め る

 
1 3 9  国 税 庁 ⻑ 官 官 房 企 画 課 「 令 和 2 年 度 分 会 社 標 本 調 査 − 調 査 結 果 報 告 − 税 務 統
計 か ら ⾒ た 法 ⼈ 企 業 の 実 態 」（ 令 和 4 年 5 ⽉ ） 1 6 8 ⾴ 第 1 1 表 法 ⼈ 数 の 内 訳 （ そ の
1 ） 単 体 法 ⼈ 参 照 。
h t t p s : / / w w w . n t a . g o . j p / p u b l i c a t i o n / s t a t i s t i c s / k o k u z e i c h o / k a i s h a h y o h o n 2 0 2 0 / p d f
/ R 0 2 . p d f  
1 4 0  国 税 庁 ⻑ 官 官 房 企 画 課 ・ 前 掲 注 1 3 9 ） 1 6 8 ⾴ 第 1 1 表 法 ⼈ 数 の 内 訳 （ そ の 1 ）
単 体 法 ⼈ 参 照 。  
1 4 1  国 税 庁 ⻑ 官 官 房 企 画 課 ・ 前 掲 注 1 3 9 ） 2 8 ⾴ 第 1 表 総 括 表 （ そ の 1 ） 参 照 。 残
り の 2 0 . 4 2 % は 連 結 法 ⼈ が 納 め て い る 。  
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同 族 会 社 の デ ー タ も 含 め た 1 0 0 % の 法 ⼈ を ⺟ 集 団 と し て 、法 3 7 条 を 根 拠

に ⽐ 準 す る 算 出 ⽅ 法 の ⽅ が 、 ⾦ 額 の 適 正 性 の 確 度 と し て は 優 れ て い る と

考 え る 。  

 

第 3 款  ⼩ 活  

 

以 上 、 本 節 で は 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 過 ⼤ と し て 否 認 さ れ る 際 、 根

拠 規 定 が 法 1 5 7 条 か 法 3 7 条 か に よ っ て 、 必 要 経 費 と し て 認 定 さ れ る ⾦

額 の 適 正 性 判 断 が ど の よ う に 異 な る の か を 検 討 し た 。 そ の 結 果 、 法 1 5 7

条 が 根 拠 規 定 で あ れ ば 、 課 税 庁 は ⾮ 同 族 会 社 に 限 定 し た ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐

準 に よ り 適 正 額 を 算 出 し て い る の に 対 し 、法 3 7 条 が 根 拠 規 定 で あ れ ば 、

原 則 的 に は 、 納 税 者 の 内 部 資 料 を も と に 適 正 額 を 算 出 し 、 内 部 資 料 が ⼗

分 存 在 し な い 場 合 に 限 り 、 予 備 的 ⼿ 法 と し て ⾮ 同 族 会 社 か 同 族 会 社 か に

縛 ら れ ず 全 て の 法 ⼈ を 対 象 と し た 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 適 正 額 を 算 出 す べ き

こ と を 確 認 し た 。 た だ し 、 課 税 庁 が 多 く 採 ⽤ す る 法 1 5 7 条 に よ る ⾮ 同 族

同 業 者 ⽐ 準 の 算 出 ⽅ 法 は 、 筆 者 が 提 ⾔ す る 法 3 7 条 に よ る 同 業 者 ⽐ 準 の

算 出 ⽅ 法 に ⽐ べ て ⾦ 額 の 適 正 性 の 確 度 で 劣 る と 考 え ら れ る た め 、 前 者 の

⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 の ⽅ 法 で 適 正 額 を 算 出 す べ き 場 ⾯ と い う の は 、 も は や

想 定 で き な い と ⾔ う べ き で あ る 。 法 1 5 7 条 を 根 拠 と し た 適 正 額 の 算 出 ⽅

法 に つ い て は 、 本 章 第 5 節 第 3 款 に て 改 め て 検 討 を 加 え た い 。  

こ こ ま で で 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に つ い て は 、 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の

い ず れ の 規 定 で も 否 認 で き る こ と が 確 認 で き た 。 し か し 、 現 時 点 で は 、

両 規 定 と も 根 拠 規 定 に な る と い え た だ け で あ っ て 、 課 税 庁 が ど ち ら の 規

定 を 選 定 す る か に つ い て は 、 相 変 わ ら ず 予 測 で き な い ま ま で あ る 。 そ こ

で 次 節 で は 、 課 税 庁 が 根 拠 規 定 を 選 定 す る 際 の あ る べ き 判 断 順 序 に つ い
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て 検 討 す る 。  

 

第 4 節  課 税 庁 の 判 断 順 序  

 

納 税 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認 す る 際 、 法 1 5 7

条 と 法 3 7 条 の ど ち ら の 規 定 を 選 定 す る か 、本 節 で は 、そ の あ る べ き 判 断

順 序 に つ い て 検 討 す る 。  

本 章 第 1 節 で は 、 両 規 定 の 優 先 劣 後 に 関 す る 学 説 を 概 観 し た 。 こ れ を

改 め て 整 理 し て お こ う 。 法 1 5 7 条 優 先 適 ⽤ 説 を 主 張 し て い る 学 説 は ⾒ 当

た ら ず （ 本 章 第 1 節 第 2 款 参 照 ）、 む し ろ 酒 井 克 彦 教 授 は こ れ に 否 定 的

な ⾒ 解 を ⽰ し て い た（ 同 節 第 4 款 参 照 ）。並 列 説 で は 、ど ち ら の 規 定 も 適

⽤ し う る が 、 法 1 5 7 条 の ⽅ が そ の ⽴ 証 が 容 易 で あ る と い う ⾒ 解 を 紹 介 し

た が（ 同 節 第 3 款 参 照 ）、⽴ 証 責 任 緩 和 説 に つ い て は 、本 章 第 2 節 第 1 款

(2 ) で 検 討 し た と お り 、 筆 者 は こ の 考 え ⽅ に 賛 同 で き な い 。 そ う す る と 、

ま ず は 法 3 7 条 で 判 断 し 、そ の 上 で 税 負 担 の 不 当 な 軽 減・排 除 に 対 処 で き

な い 場 合 に 法 1 5 7 条 が 適 ⽤ さ れ る と す る 法 3 7 条 優 先 説 （ 本 章 第 1 節 第

1 款 参 照 ） が 、 課 税 庁 の 判 断 順 序 と し て は 適 切 な よ う に 思 わ れ る 。  

本 節 で は 、 上 記 学 説 と は 別 の 視 点 で 、 わ が 国 の 所 得 税 法 の 仕 組 み に 照

ら し て 検 討 し た い 。同 法 は 申 告 納 税 制 度 を 採 ⽤ し て お り 、国 税 通 則 法 1 6

条 1 項 1 号 で は 、 申 告 納 税 制 度 ⽅ 式 に つ い て 、「 納 付 す べ き 税 額 が 納 税

者 の す る 申 告 に よ り 確 定 す る こ と を 原 則 と し 、 そ の 申 告 が な い 場 合 ⼜ は

そ の 申 告 に 係 る 税 額 の 計 算 が 国 税 に 関 す る 法 律 の 規 定 に 従 つ て い な か つ

た 場 合 そ の 他 当 該 税 額 が 税 務 署 ⻑ ⼜ は 税 関 ⻑ の 調 査 し た と こ ろ と 異 な る

場 合 に 限 り 、税 務 署 ⻑ ⼜ は 税 関 ⻑ の 処 分 に よ り 確 定 す る ⽅ 式 を い う 。」と

規 定 し て い る 。 戦 後 採 ⽤ さ れ た こ の 制 度 は 、「 国 ⺠ ⾃ ら が 租 税 法 を 解 釈 ・
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適 ⽤ し て ⾃ ⼰ の 納 税 義 務 の 範 囲 を 確 定 し 、 履 ⾏ し て い く も の 」 1 4 2 で あ っ

て 、課 税 庁 は 、「 申 告 納 税 制 度 の 下 で は 、納 税 者 の 申 告 が 租 税 法 の 定 め る

通 り に 履 ⾏ さ れ て い る か ど う か を 検 証 す る 、 チ ェ ッ ク 機 関 に 過 ぎ な い 」

1 4 3 と 考 え ら れ て い る 。 つ ま り 、 申 告 納 税 制 度 下 で 、 納 税 者 は ま ず ⾃ ら が

法 を 解 釈・適 ⽤ す る こ と が 求 め ら れ て お り 、こ れ と 併 せ て 、法 1 5 7 条 が 、

課 税 庁 側 に の み そ の 適 ⽤ が 認 め ら れ た 更 正 及 び 決 定 に つ い て の 包 括 的 規

定 で あ る こ と か ら す れ ば （ 本 章 第 1 節 第 4 款 参 照 ）、 納 税 者 は 当 然 法 3 7

条 に 照 ら し て 必 要 経 費 を 判 断 す る こ と に な ろ う 。 さ ら に 、 法 1 5 7 条 は 、

「 こ れ を 容 認 し た 場 合 に は 」と あ る た め 、納 税 者 が 法 3 7 条 で 必 要 経 費 に

あ た る と 解 釈・適 ⽤ し た も の に つ い て 、課 税 庁 は 法 3 7 条 に 照 ら し て 容 認

で き る か 否 か を 判 断 し 、さ ら に 、容 認 で き る 場 合 で あ っ て も 、「 所 得 税 の

負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の が あ る と き 」 に 初

め て 法 1 5 7 条 が 発 動 さ れ る こ と に な る の で は な い だ ろ う か 。 こ れ と 同 様

の ⾒ 解 を ⽯ ⼭ 皇 太 ⽒ も 述 べ て お り 1 4 4 、 同 ⽒ は 「 仮 に 、 法 1 5 7 条 1 項 に 基

づ き 課 税 処 分 が な さ れ た 場 合 で あ っ て も 、 そ れ は 、 法 1 5 7 条 1 項 が 優 先

適 ⽤ さ れ た こ と を 意 味 す る も の で は な い 。 す な わ ち 、 法 3 7 条 1 項 に お

け る 必 要 経 費 該 当 性 が 容 認 さ れ た 上 で 、 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ

る 結 果 と な る も の と 判 断 さ れ た こ と を 意 味 す る の で あ る 。 な ぜ な ら 、 法

1 5 7 条 1 項 の ⽂ ⾔ 上 、 所 得 税 の 負 担 を 減 少 さ せ る と い う こ と は 、 既 に 、

法 3 7 条 1 項 に お け る 必 要 経 費 を 控 除 し て 所 得 を 算 定 さ れ て い る こ と が

前 提 と な っ て い る た め で あ る 。 そ う す る と 、 両 規 定 の 適 ⽤ 順 序 は 、 法 3 7

条 1 項 の 後 に 、 法 1 5 7 条 1 項 が 適 ⽤ さ れ る こ と か ら 、 3 7 条 優 先 適 ⽤ 説

 
1 4 2  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 6 4 ⾴ 。  
1 4 3  増 ⽥ ・ 前 掲 注 3 ） 6 4 ⾴ 。  
1 4 4  ⽯ ⼭ ・ 前 掲 注 9 6 ） 3 6 - 3 6 ⾴ 参 照 。  
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と 整 合 し て い る と い え る だ ろ う 。」 1 4 5 と 述 べ 、 法 1 5 7 条 が 適 ⽤ さ れ た 場

合 で あ っ て も 、 そ れ は 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 を 満 た し た 後 に 判

断 さ れ た も の で あ る と の ⾒ 解 を ⽰ し て い る 。  

こ れ を 整 理 す る と 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー

は 図 表 4 - 7 の よ う に な る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 4 5  ⽯ ⼭ ・ 前 掲 注 9 6 ） 3 6 ⾴ 。  
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【 図 表 4 - 7： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー 】（ 筆 者 作

成 ）  
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ま ず 、 同 族 会 社 へ の ⽀ 出 が 仮 装 ⾏ 為 に は あ た ら な い と い う 前 提 で 、 納

税 者 は 法 3 7 条 に 照 ら し て “ 必 要 性 要 件 ” を も と に「 必 要 経 費 該 当 性 」を 判

断 す る 。そ し て 、課 税 庁 も そ れ に 沿 っ て 法 3 7 条 の 適 否 の 判 断 を ⾏ い 、そ

の 上 で 、 同 規 定 で 必 要 経 費 に 該 当 す る と な っ た 場 合 で あ っ て も 、 法 1 5 7

条 の 「 不 当 性 要 件 」 に 合 致 す る 場 合 に 、 初 め て 同 規 定 で 必 要 経 費 に は あ

た ら な い と し て 否 認 さ れ る と 考 え ら れ る 。  

以 上 、 納 税 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に つ い て 課 税 庁 が 否 認 す

る 際 、 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の ど ち ら の 規 定 を 選 定 す る か の あ る べ き 判 断

順 序 を 明 確 に す る こ と が で き た 。こ こ で 、法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件

は 満 た す が 、 そ れ を 容 認 し て も な お 不 当 で あ る と し て 法 1 5 7 条 が 適 ⽤ さ

れ る 場 合 と は 、 い か な る 場 合 で あ ろ う か 。 次 節 で は 、 こ の 両 規 定 の 境 界

に つ い て 検 討 す る 。  

 

第 5 節  納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式  

 

第 １ 章 第 ２ 節 で 確 認 し た と お り 、 法 1 5 7 条 は 、 租 税 回 避 が あ っ た 場 合

に 、 当 事 者 が ⽤ い た 法 形 式 を 租 税 法 上 は 無 視 し 、 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式

に 対 応 す る 課 税 要 件 が 充 ⾜ さ れ た も の と し て 取 り 扱 う こ と が で き る 、 個

別 の 分 野 に 関 す る ⼀ 般 的 否 認 規 定 と し て 位 置 づ け ら れ て い る 1 4 6 。 こ こ で 、

租 税 回 避 ⾏ 為 に 対 す る 個 別 否 認 規 定 が 存 在 し な い 場 合 に 、 課 税 庁 が 租 税

回 避 ⾏ 為 を 否 認 す る こ と が で き る か 否 か が 問 題 に な る こ と が あ る 。 本 節

で は 、 こ の 論 点 に つ い て 、 第 ⼀ 審 と 控 訴 審 で 裁 判 所 の 判 断 が 分 か れ た 岩

瀬 事 件 （ 東 京 地 判 平 成 1 0 年 5 ⽉ 1 3 ⽇ 税 資 2 3 2 号 7 ⾴ 、 東 京 ⾼ 判 平 成

 
1 4 6  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 1 3 5 , 1 3 7 ⾴ 参 照 。  
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1 1 年 6 ⽉ 2 1 ⽇ 税 資 2 4 3 号 6 6 9 ⾴ 、最 決 平 成 1 5 年 6 ⽉ 1 3 ⽇ 税 資 2 5 3 号

順 号 9 3 6 7 ）1 4 7 に つ い て 概 観 し た 上 で 、同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 否 認 す る 場

合 に 適 ⽤ さ れ る 、 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の 境 界 に つ い て 検 討 す る 。  

 

第 1 款  岩 瀬 事 件 の 概 要  

 

X ら （ 原 告 、 控 訴 ⼈ 兼 被 控 訴 ⼈ ） と 訴 外 Ａ 社 は 、 両 者 が 所 有 す る ⼟ 地

等 に つ い て 、 互 い に そ れ ぞ れ を 売 買 す る 契 約 を 交 わ し た 。 そ の 契 約 内 容

は 、 Ｘ ら が Ａ 社 へ ⼟ 地 等 （ 以 下 「 本 件 譲 渡 資 産 」 と い う 。） を 7 億 3 , 3 1 3

万 円 で 売 却 す る 旨 と 、 Ａ 社 が Ｘ ら へ ⼟ 地 等 （ 以 下 「 本 件 取 得 資 産 」 と い

う 。）を 4 億 3 , 4 0 0 万 円 で 売 却 す る 旨 が 、別 々 の 契 約 と し て 同 じ ⽇ に 締 結

さ れ た も の で あ り 、 両 売 買 契 約 の 履 ⾏ に 伴 い 、 代 ⾦ の 相 殺 差 ⾦ と し て 2

億 9 , 9 1 3 万 円 の ⼩ 切 ⼿（ 以 下「 本 件 差 ⾦ 」と い う 。）が Ａ 社 か ら Ｘ ら に 交

付 さ れ た （ 以 下 、 こ の ⼀ 連 の 取 引 を 「 本 件 取 引 」 と い う ）。 本 件 取 得 資 産

は 本 件 譲 渡 資 産 と 同 ⼀ の 路 線 に ⾯ し て お り 、 X ら ⾃ ⾝ も 両 資 産 は ほ ぼ ⾒

合 っ た 価 値 で あ る と 認 識 し て い た 。 そ れ に も 関 わ ら ず 、 上 記 の と お り Ｘ

ら に 有 利 な ⾦ 額 設 定 と な っ た 背 景 は 、 地 上 げ の ⽬ 的 達 成 の た め 時 価 以 上

の ⾦ 額 で あ っ て も Ｘ ら が 所 有 す る 本 件 譲 渡 資 産 の 取 得 が 必 須 で あ っ た Ａ

社 と 、 市 場 価 値 と し て ほ ぼ 等 価 で あ る 周 辺 の 代 替 ⼟ 地 の 取 得 に 加 え 、 譲

渡 所 得 課 税 の 負 担 を 考 慮 し て も な お 利 益 の あ る ⾦ 額 で あ れ ば 地 上 げ に 応

じ る と し た Ｘ ら と の 間 で 、 両 者 の 思 惑 が 合 致 し た た め で あ る 。 こ の 際 、

当 初 交 換 契 約 の 法 形 式 が 予 定 さ れ て い た が 、 Ｘ ら の 譲 渡 所 得 課 税 の 負 担

軽 減 を 図 る た め に 、 最 終 的 に 売 買 契 約 と い う 法 形 式 が 採 ⽤ さ れ 、 Ｘ ら は

 
1 4 7  な お 、 本 件 は 、 相 続 税 の 課 税 関 係 に つ い て も 争 わ れ て い る が 、 こ の 論 点 に つ
い て は 検 討 の 対 象 外 と す る 。  
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譲 渡 所 得 の 計 算 に お け る 譲 渡 収 ⼊ を 7 億 3 , 3 1 3 万 円 と し て 確 定 申 告 を ⾏

っ た 。 こ れ に 対 し 、 Ｙ （ 税 務 署 ⻑ − 被 告 ・ 被 控 訴 ⼈ 兼 控 訴 ⼈ ） は 、 本 件

取 引 は 不 可 分 ⼀ 体 の 補 ⾜ ⾦ 付 交 換 契 約 で あ る と し 、 譲 渡 収 ⼊ は 本 件 取 得

資 産 の 時 価（ 7 億 7 , 8 2 0 万 円 ）及 び 本 件 差 ⾦（ 2 億 9 , 9 1 3 万 円 ）の 合 計 額

で あ る 1 0 億 7 , 7 3 3 万 円 と し て 所 得 税 更 正 処 分 及 び 過 少 申 告 加 算 税 賦 課

決 定 処 分 を ⾏ っ た た め 、 Ｘ ら は こ れ を 不 服 と し て 出 訴 し た 。  

 

【 図 表 4 - 8 ： 岩 瀬 事 件 の 概 要 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

本 件 の 争 点 は 、 本 件 取 引 を 、 Ｙ の 主 張 す る 補 ⾜ ⾦ 付 交 換 契 約 と み る べ

き も の か 、 そ れ と も 、 Ｘ ら の 主 張 す る 各 別 の 売 買 契 約 と そ の 各 売 買 代 ⾦

の 相 殺 と み る べ き も の か 、 と い う 点 で あ る 。  

第 ⼀ 審 判 決 （ 東 京 地 判 平 成 1 0 年 5 ⽉ 1 3 ⽇ 税 資 2 3 2 号 7 ⾴ ） は 、「 本

件 取 引 は 本 件 取 得 資 産 及 び 本 件 差 ⾦ と 本 件 譲 渡 資 産 と を 相 互 の 対 価 と す

る 不 可 分 の 権 利 移 転 合 意 、 す な わ ち 、 Ａ 社 に お い て 本 件 取 得 資 産 及 び 本

件 差 ⾦ を 、 Ｘ ら に お い て 本 件 譲 渡 資 産 を 相 互 に 相 ⼿ ⽅ に 移 転 す る こ と を

内 容 と す る 交 換 で あ 」り 、「 相 互 の 権 利 移 転 を 同 時 に 履 ⾏ す る と い う 関 係

を 当 然 に 前 提 と し（ 括 弧 内 省 略 ）、⼀ ⽅ の 履 ⾏ 不 能 は 他 ⽅ の 履 ⾏ を 無 意 味

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｘ
ら 
 

Ａ
社 
 

本件譲渡資産 
 売買価額 7 億 3,313 万円 

本件取得資産 
 売買価額 4 億 3,400 万円 

本件差⾦ 2 億 9,913 万円 
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な ら し め る と い う 関 係 に あ っ た と い う べ き で あ る 。」と し て 、Ｘ ら の 請 求

を 棄 却 し た 。  

こ れ に 対 し 控 訴 審 判 決（ 東 京 ⾼ 判 平 成 1 1 年 6 ⽉ 2 1 ⽇ 税 資 2 4 3 号 6 6 9

⾴ ）は 、「 本 件 取 引 の 法 形 式 を 選 択 す る に 当 た っ て 、よ り 本 件 取 引 の 実 質

に 適 合 し た 法 形 式 で あ る も の と 考 え ら れ る 本 件 譲 渡 資 産 と 本 件 取 得 資 産

と の 補 ⾜ ⾦ 付 交 換 契 約 の 法 形 式 に よ る こ と な く 、 本 件 譲 渡 資 産 及 び 本 件

取 得 資 産 の 各 別 の 売 買 契 約 と そ の 各 売 買 代 ⾦ の 相 殺 と い う 法 形 式 を 採 ⽤

す る こ と と し た の は 、（ … 中 略 … ）譲 渡 所 得 に 対 す る 税 負 担 の 軽 減 を 図 る

た め で あ っ た こ と が 、 優 に 推 認 で き る 」 と し 、 租 税 回 避 の ⽬ 的 が あ っ た

こ と を 認 定 し な が ら も 、「 ど の よ う な 法 形 式 、ど の よ う な 契 約 類 型 を 採 ⽤

す る か は 、両 当 事 者 間 の ⾃ 由 な 選 択 に 任 さ れ て い る こ と は い う ま で も な 」

く 、「 税 負 担 の 軽 減 を 図 る と い う 考 慮 か ら 、よ り 迂 遠 な ⾯ の あ る ⽅ 式 で あ

る 本 件 譲 渡 資 産 及 び 本 件 取 得 資 産 の 各 別 の 売 買 契 約 と そ の 各 売 買 代 ⾦ の

相 殺 と い う 法 形 式 を 採 ⽤ す る こ と が 許 さ れ な い と す べ き 根 拠 は な い 」 と

判 ⽰ し た 。そ し て 、「 最 終 的 に は 本 件 取 引 の 法 形 式 と し て 売 買 契 約 の 法 形

式 が 採 ⽤ さ れ る に ⾄ っ た こ と は 前 記 の と お り で あ り 、 そ う す る と 、 い わ

ゆ る 租 税 法 律 主 義 の 下 に お い て は 、 法 律 の 根 拠 な し に 、 当 事 者 の 選 択 し

た 法 形 式 を 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 に 引 き 直 し 、 そ れ に 対 応 す る 課 税 要 件

が 充 ⾜ さ れ た も の と し て 取 り 扱 う 権 限 が 課 税 庁 に 認 め ら れ て い る も の で

は な い か ら 、（ … 中 略 … ）各 別 の 売 買 契 約 と そ の 各 売 買 代 ⾦ の 相 殺 と い う

法 形 式 を 採 ⽤ し て ⾏ わ れ た 本 件 取 引 を 、（ … 中 略 … ）補 ⾜ ⾦ 付 交 換 契 約 と

い う 法 形 式 に 引 き 直 し て 、 こ の 法 形 式 に 対 応 し た 課 税 処 分 を ⾏ う こ と が

許 さ れ な い こ と は 明 ら か で あ る 。（ … 中 略 … ）税 負 担 の 軽 減 を 図 る た め（ …

中 略 … ） 各 別 の 売 買 契 約 と そ の 各 売 買 代 ⾦ の 相 殺 と い う 法 形 式 を 採 ⽤ し

た と し て も 、 そ の こ と を も っ て 、 違 法 な い し 不 当 と す る こ と も 困 難 な も
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の と い う べ き で あ る 。」（ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 節 に お い て 同 じ 。） と し て 、

Ｘ ら の 主 張 を 認 容 し た 。  

Ｙ は 上 告 受 理 申 ⽴ て を ⾏ っ た が 、 最 ⾼ 裁 は 上 告 不 受 理 を 決 定 し た （ 最

決 平 成 1 5 年 6 ⽉ 1 3 ⽇ 税 資 2 5 3 号 順 号 9 3 6 7 ）。  

 

第 2 款  岩 瀬 事 件 の 検 討  

 

本 件 は 、 譲 渡 所 得 課 税 の 負 担 軽 減 を 図 る た め に 、 Ａ 社 か ら 取 得 す る 本

件 取 得 資 産 の 売 買 価 額 を 市 場 価 額 よ り も 低 い 4 億 3 , 4 0 0 万 円 と す る こ と

を Ｘ ら 側 か ら 提 案 し 、 Ａ 社 側 が こ れ に 合 意 し て 売 買 価 額 が 確 定 し た 経 緯

が あ る 。 裁 判 所 は こ の 租 税 回 避 の 意 図 を 事 実 認 定 し た 上 で 、 第 ⼀ 審 判 決

で は 、 売 買 契 約 と い う 私 法 上 の 法 形 式 に 縛 ら れ ず に 、 補 ⾜ ⾦ 付 交 換 契 約

で あ る と し て Ｘ ら の 主 張 を 退 け た が 、 控 訴 審 判 決 で は 、 租 税 法 律 主 義 の

下 で 法 律 の 根 拠 な し に 法 形 式 の 引 直 し を ⾏ う こ と は 認 め ら れ な い と し て 、

あ く ま で 売 買 契 約 で あ る と い う Ｘ ら の 主 張 を 認 容 し た 。 第 ⼀ 審 判 決 を 相

当 と 評 価 す る 今 村 隆 ⽒ は 、 第 ⼀ 審 判 決 は 契 約 の 法 的 性 質 の 決 定 を 問 題 と

し た 「 私 法 上 の 法 律 構 成 に よ る 否 認 」 に よ っ て 交 換 契 約 と 認 定 し た も の

で あ り 、 こ の よ う な 否 認 は 税 法 固 有 で は な く 、 私 法 上 の 事 実 認 定 や 契 約

解 釈 の ⽅ 法 に よ る も の で あ る 、 と 述 べ て い る 1 4 8 。 し か し 、 増 ⽥ 英 敏 教 授

は 、「 私 法 上 の 法 律 構 成 に よ る 否 認 は 、租 税 回 避 ⾏ 為 で は な く 仮 装 ⾏ 為 や

虚 偽 表 ⽰ に 対 す る 否 認 で あ り 、 租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認 の 問 題 と 同 列 に 扱 う

こ と は 無 ⽤ の 混 乱 を 招 く 。」1 4 9 と 今 村 ⽒ の ⾒ 解 に 否 定 的 で あ り 、⾕ ⼝ 勢 津

 
1 4 8  今 村 隆 「 租 税 回 避 ⾏ 為 の 否 認 と 契 約 解 釈 」 税 理 4 2 巻 1 4 号 （ 1 9 9 9 ） 2 0 8 , 2 1 3 -
2 1 4 ⾴ 参 照 。  
1 4 9  増 ⽥ 英 敏 「 判 批 」 ジ ュ リ ス ト 1 1 8 2 号 （ 2 0 0 0 ） 1 0 7 ⾴ 。  
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夫 教 授 も 、「 本 判 決 の 意 義 や 位 置 づ け に つ い て 、当 初 は 、異 な る 理 解 の 仕

⽅ も み ら れ た が 、 現 在 で は 、 私 法 上 の 法 律 構 成 に よ る 否 認 を 認 め な か っ

た 裁 判 例 と 解 さ れ て い る と い っ て よ か ろ う 。（ … 中 略 … ）本 判 決 は 、租 税

回 避 の 否 認 に つ き 明 ⽂ の 法 律 上 の 根 拠 を 要 求 す る 租 税 法 律 主 義 の 要 請 を

訴 訟 法 の レ ベ ル で 潜 脱 す る こ と に 対 し て 、 ⻭ ⽌ め を か け た と こ ろ に 、 そ

の 意 義 が あ る こ と に な ろ う 。」1 5 0 と 述 べ 、控 訴 審 判 決 に 肯 定 的 で あ る 。筆

者 と し て も 、 根 拠 と な る 規 定 が 存 在 し な い に も 関 わ ら ず 、 租 税 回 避 ⾏ 為

に あ た る と の 理 由 か ら 、 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 有 効 に 成 ⽴ し た 法 形 式

を 別 の 法 形 式 に 引 き 直 し て 否 認 す る こ と が 可 能 と な れ ば 、 租 税 法 律 主 義

が 要 請 す る 予 測 可 能 性 や 法 的 安 定 性 の 確 保 が 困 難 に な っ て し ま う た め

1 5 1 、 控 訴 審 判 決 は 妥 当 で あ る と 考 え る 。  

 

第 3 款  ⼩ 括  

 

以 上 、 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 を 、 明 ⽂ の 根 拠 な く 課 税 庁 が

通 常 の あ る べ き 法 形 式 に 引 き 直 し て 否 認 す る こ と は 、 租 税 法 律 主 義 の 下

で は 認 め ら れ な い こ と を 確 認 し た 。こ れ を 法 3 7 条 に 当 て は め る と 、同 規

定 に は 法 形 式 の 引 直 し が 認 め ら れ る よ う な ⽂ ⾔ は な い た め 、 納 税 者 が 選

択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で の み 適 ⽤ が 認 め ら れ る こ と に な る 。 ⼀

⽅ 、 法 1 5 7 条 は 、「 税 務 署 ⻑ は 、（ … 中 略 … ） 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少

さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の が あ る と き は 、（ … 中 略 … ）税 務 署 ⻑

の 認 め る と こ ろ に よ り 、（ … 中 略 … ） ⾦ 額 を 計 算 す る こ と が で き る 。」 と

 
1 5 0  ⾕ ⼝ 勢 津 夫 「 判 批 」 別 冊 ジ ュ リ ス ト 2 5 3 号 （ 租 税 判 例 百 選 、 第 7 版 ）
（ 2 0 2 1 ） 3 9 ⾴ 。  
1 5 1  増 ⽥ ・ 前 掲 注 1 4 9 ） 1 0 7 ⾴ 参 照 。  
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い う ⽂ ⾔ に な っ て お り 、納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 に 縛 ら れ ず に 、

課 税 庁 の 権 限 で 正 常 な ⾏ 為 や 計 算 に 引 き 直 す こ と が 明 ⽂ の 規 定 と し て 定

め ら れ て い る（ 第 1 章 第 2 節 参 照 ）。し た が っ て 、両 規 定 の 境 界 は 、私 法

上 の 法 形 式 の 引 直 し が 可 能 か 否 か と い う 点 に あ る と 解 す る こ と が で き る

た め 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー は 図 表 4 - 9 の よ

う に 整 理 さ れ る 。  
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【 図 表 4 - 9： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー 】（ 筆 者 作

成 ）  
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同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 事 実 と し て 存 在 す る 場 合 、 仮 装 ⾏ 為 に は あ た ら

ず 、課 税 庁 は 、ま ず 法 3 7 条 に 照 ら し て 必 要 経 費 該 当 性 を 判 断 す る 。こ の

際 、 課 税 庁 は 、 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で し か 必 要 経

費 該 当 性 を 判 断 す る こ と が で き ず 、 別 の 法 形 式 へ の 引 直 し は 租 税 法 律 主

義 の 下 で は 認 め ら れ て い な い 。そ し て 、法 3 7 条 で 必 要 経 費 が 容 認 さ れ た

場 合 で あ っ て も 、 納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 を 通 常 ⽤ い ら れ る 法

形 式 へ 引 き 直 す こ と で 不 当 性 要 件 を 満 た す 場 合 、 初 め て 法 1 5 7 条 を 根 拠

と し て 必 要 経 費 が 否 認 さ れ る と 考 え ら れ る 。  

最 後 に 、 本 章 第 3 節 で 検 討 し た ⾦ 額 の 適 正 性 に つ い て 再 考 す る 。 同 節

第 2 款 で は 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 の 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 の 違 い を 下 表 の よ

う に 整 理 し て い た 。  

 

【 図 表 4 - 1 0 ： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 の 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 の 違 い （ 図 表 4 - 6

再 掲 ）】（ 筆 者 作 成 ）  

 

そ し て 、課 税 庁 が 多 く 採 ⽤ す る 、図 表 4 - 1 0 ③ の ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 の ⽅

法 に よ っ て 適 正 額 を 算 出 す べ き 場 ⾯ は 想 定 で き な い こ と を 本 章 第 3 節 第

3 款 で 指 摘 し た 。 本 節 で は 、 法 1 5 7 条 を 根 拠 と し て 、 ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準

法 37 条（筆者提⾔） 法 157 条（課税庁が多く採⽤） 
① 原則： 

納税者の内部資料をもとに適正額
を算出 ʻ③⾮同族同業者⽐準 

⾮同族会社に限定した同業者に
⽐準して適正額を算出 

② 予備的⼿法：同業者⽐準 
⾮同族会社か同族会社かに縛られ
ず、全ての法⼈を対象とした同業
者に⽐準して適正額を算出 
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に よ ら な い 別 の 算 出 ⽅ 法 を 提 ⾔ し て み た い 。  

例 え ば 、 納 税 者 が 同 族 会 社 と 法 形 式 Ａ と い う 形 態 で 取 引 を ⾏ っ て い た

と こ ろ 、通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 は B で あ る と し て 課 税 庁 が 引 き 直 す 例 を

考 え る 1 5 2 。 こ の 事 案 で 課 税 庁 が 法 3 7 条 を 根 拠 に 適 正 額 を 算 出 す る ⽅ 法

は 、納 税 者 の 選 択 し た 法 形 式 A の 形 態 で 取 引 を ⾏ っ て い る 同 業 者 に ⽐ 準

す る ⽅ 法 と な る の に 対 し 、 法 1 5 7 条 を 根 拠 に 適 正 額 を 算 出 す る ⽅ 法 は 、

法 形 式 B の 形 態 で 取 引 を ⾏ っ て い る 同 業 者 に ⽐ 準 す る ⽅ 法 と な る（ 以 下 、

本 論 ⽂ に お い て 、 こ の よ う な 同 業 者 を 「 引 直 し 同 業 者 」 と い い 、 引 直 し

同 業 者 に ⽐ 準 す る ⽅ 法 を 「 引 直 し 同 業 者 ⽐ 準 」 と い う 。）。 本 章 第 3 節 第

3 款 で 述 べ た と お り 、 ⽐ 較 対 象 法 ⼈ を ⾮ 同 族 会 社 に 絞 る と ⾦ 額 の 適 正 性

の 確 度 が 低 下 し て し ま う た め 、 引 直 し 同 業 者 も 、 同 族 会 社 か ⾮ 同 族 会 社

か に 縛 ら れ ず 全 て の 法 ⼈ を 対 象 と す べ き で あ る 。 こ れ を 整 理 す る と 、 図

表 4 - 1 1 の よ う に な る 。  

 

【 図 表 4 - 1 1 ： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 の 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 の 違 い 】（ 筆 者 作

成 ）  

 
1 5 2  本 節 の 事 案 を あ て は め る と 、 納 税 者 が 選 択 し た 法 形 式 A は 売 買 契 約 で あ る の
に 対 し 、 課 税 庁 が 引 き 直 す 法 形 式 B は 補 ⾜ ⾦ 付 交 換 契 約 と い う こ と に な る 。  

法 37 条（筆者提⾔） 法 157 条（筆者提⾔） 
① 原則： 

納税者の内部資料をもとに適正額
を算出 

ʻ④引直し同業者⽐準 
通常⽤いられる法形式への引直
しによって選定された同業者に
⽐準して適正額を算出（②の⼿
法と同様、⽐較対象法⼈は⾮同
族会社か同族会社に縛られな
い） 

② 予備的⼿法：同業者⽐準 
⾮同族会社か同族会社かに縛られ
ず、全ての法⼈を対象とした同業
者に⽐準して適正額を算出 
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ま た 、図 表 4 - 1 0 及 び 図 表 4 - 1 1 に お け る 同 業 者 を 図 で 表 す と 図 表 4 - 1 2

に よ う に な り 、法 形 式 B の 引 直 し 同 業 者 と ⽐ 準 で き る の は 、法 1 5 7 条 を

適 ⽤ す る 場 ⾯ に 限 ら れ る こ と が 確 認 で き る 。  

 

【 図 表 4 - 1 2 ： ⽐ 準 対 象 と な る 同 業 者 の 違 い 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

 以 上 検 討 し た 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 の 違 い を 図 表 4 - 9 に 当 て は め る 。  

同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 過 ⼤ と し て 否 認 さ れ る 事 案 で は 、ま ず は 、法 3 7 条

を 根 拠 に 適 正 額 を 算 出 し（ 原 則 的 に は 納 税 者 の 内 部 資 料 を も と に 算 出 し 、

予 備 的 ⼿ 法 と し て 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 算 出 ）、こ れ を 越 え る 部 分 が 必 要 経 費

に あ た ら な い と し て 否 認 さ れ る 。次 に 、法 3 7 条 を 根 拠 と し た 適 正 額 の 範

囲 内 の ⾦ 額 を 必 要 経 費 と し て 容 認 し て も 、 こ れ と ⽐ 較 し て 法 1 5 7 条 を 根

拠 に 引 直 し 同 業 者 ⽐ 準 で 算 出 し た ⾦ 額 が 不 当 性 要 件 を 満 た す 場 合 、 初 め
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て 同 規 定 が 適 ⽤ さ れ る と 考 え ら れ る 。 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 の 留 意 点 を 加 筆

し た 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー は 、 図 表 4 - 1 3 の と お り で あ る 。  
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【 図 表 4 - 1 3 ： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー 】（ 筆 者

作 成 ）  
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第 6 節  ⼩ 括 − 仮 説 の 提 ⽰ −  

 

こ こ ま で 、本 章 第 2 節 か ら 前 節 に か け て 、（ 1 ）両 規 定 の 課 税 要 件 、（ 2 ）

⾦ 額 の 適 正 性 、（ 3 ） 課 税 庁 の 判 断 順 序 、（ 4 ） 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の

法 形 式 、 の 4 項 ⽬ の 観 点 か ら 法 3 7 条 と 法 1 5 7 条 の ⽐ 較 を ⾏ っ た 。 そ の

⽐ 較 を 整 理 し た も の が 図 表 4 - 1 4 で あ る 。  

 

【 図 表 4 - 1 4 ： 法 3 7 条 と 法 1 5 7 条 の ⽐ 較 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

 

 法 37 条 法 157 条 
(1) 両 規 定 の
課税要件 

「必要経費該当性要件」は、業務遂⾏上

必要であるかどうか、という“必要性要

件”のみ（⼀要件説）で判断するので⼗分。 

「不当性要件」は、まずは“税負担差額の⼤き

さ”で判定し、次いで、差額が⼤きい場合に“合

理的理由の有無”というフィルターを通して

判断される。  

(2) ⾦ 額 の 適
正性 

適正額は、原則的には納税者の内部資料

をもとに算出し、予備的⼿法として同業

者⽐準により算出される（⽐較対象法⼈

は⾮同族会社か同族会社に縛られない）。 

適正額は、引直し同業者⽐準（通常⽤いられ

る法形式への引直しによって選定された同

業者に⽐準）により算出される（⽐較対象法

⼈は⾮同族会社か同族会社に縛られない）。 

(3) 課 税 庁 の
判断順序 

申告納税制度下で、納税者はまず⾃らが

法を解釈・適⽤することが求められてい

る。法 157 条は課税庁にのみその適⽤が

認められた規定であるため、納税者は法

37 条に照らして必要経費該当性を判断

し、課税庁はこの納税者の判断が適法か

否かをチェックする。 

法 37 条に照らして容認できるか否かを判断

し、これを容認できる場合であっても、「所得

税の負担を不当に減少させる結果となると

認められるものあるとき」に初めて法 157 条

が発動される。 

(4) 納 税 者 が
選択した私法
上の法形式 

租税法律主義の下においては、法律の根

拠なしに、当事者の選択した法形式を通

常⽤いられる法形式に引き直すことは認

められていないため、納税者が選択した

私法上の法形式の範囲内でしか必要経費

該当性を判断することができない。 

法 157 条では、納税者が選択した私法上の法

形式に縛られずに、課税庁の権限で正常な⾏

為や計算に引き直すことが明⽂の規定とし

て定められている。 
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こ こ で 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認 す

る 場 合 の あ る べ き 判 定 フ ロ ー に つ い て 、前 節 の 図 表 4 - 1 3 を も と に 、改 め

て 筆 者 の 仮 説 を 提 ⽰ す る 。  

ま ず 前 提 と し て 、 脱 税 で あ る 仮 装 ⾏ 為 の 否 認 と 租 税 回 避 の 否 認 は 分 け

て 考 え な け れ ば な ら な い 。 仮 装 ⾏ 為 の 否 認 は あ く ま で 事 実 認 定 の 下 に 厳

格 に ⾏ わ れ る べ き も の で あ り 、 仮 装 ⾏ 為 の 認 定 で は 特 段 の 根 拠 規 定 を 必

要 と し な い 。  

次 に 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 事 実 と し て 存 在 す る 場 合 、 そ の 必 要 経 費

性 の 適 否 が 問 題 に な る 。 法 1 5 7 条 は 課 税 庁 に の み そ の 適 ⽤ が 認 め ら れ た

規 定 で あ る た め 、 納 税 者 は 法 3 7 条 に 照 ら し て 必 要 経 費 に な る と 判 断 し

て お り 、 こ れ を 課 税 庁 が チ ェ ッ ク す る と い う の が 、 わ が 国 の 申 告 納 税 制

度 の 下 で の あ る べ き 形 で あ る 。 こ こ で 、 租 税 法 律 主 義 の 下 で は 、 明 ⽂ の

規 定 な し に 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 を 別 の 法 形 式 に 引 き 直 す こ

と は 認 め ら れ て い な い た め 、 課 税 庁 は 、 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形

式 の 範 囲 内 で し か 同 規 定 の 必 要 経 費 該 当 性 を 判 断 す る こ と が で き な い 。

必 要 経 費 該 当 性 の 判 断 に あ た っ て は 、 業 務 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る か ど う か 、

と い う “ 必 要 性 要 件 ” の み （ ⼀ 要 件 説 ） で 判 断 す る の で ⼗ 分 で あ り 、 こ こ

で の “ 必 要 性 要 件 ” の 判 断 は 、 ⾦ 額 の 適 正 性 判 断 も 含 ま れ る 。 同 規 定 を 根

拠 と し た 適 正 額 の 算 出 ⽅ 法 と し て は 、 原 則 的 に は 納 税 者 の 内 部 資 料 を も

と に 算 出 し 、 予 備 的 ⼿ 法 と し て 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 算 出 さ れ 、 こ れ に よ っ

て 算 出 さ れ た 適 正 額 を 超 え る 部 分 は 必 要 経 費 に あ た ら な い と し て 否 認 さ

れ る こ と に な る 。  

次 に 、 法 3 7 条 に 照 ら し て 必 要 経 費 が 容 認 で き る 場 合 で あ っ て も 、「 所

得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る も の あ る と き 」

に 初 め て 法 1 5 7 条 が 発 動 さ れ る た め 、 不 当 性 要 件 の 判 定 に 移 る こ と に な
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る 。 こ こ で 、 同 規 定 で は 、 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 に 縛 ら れ ず

に 、 課 税 庁 の 権 限 で 正 常 な ⾏ 為 や 計 算 に 引 き 直 す こ と が 明 ⽂ の 規 定 と し

て 定 め ら れ て い る た め 、法 3 7 条 の 判 断 と は 違 っ た 、法 形 式 の 引 直 し に よ

る 検 討 が 可 能 と な る 。そ し て 、不 当 性 要 件 の 判 定 で は 、ま ず は “ 税 負 担 差

額 の ⼤ き さ ” で 判 定 し 、次 い で 、差 額 が ⼤ き い 場 合 に “ 合 理 的 理 由 の 有 無 ”

と い う フ ィ ル タ ー を 通 し て 判 断 さ れ 、 こ れ に よ っ て 不 当 性 要 件 を 満 た し

た 場 合 に 同 規 定 を 根 拠 に 必 要 経 費 が 否 認 さ れ る と 考 え ら れ る 。 な お 、 ⾦

額 の 適 正 性 が 問 題 と な る 場 合 は 、 法 3 7 条 を 根 拠 と し た 算 出 ⽅ 法 と 異 な

り 、 引 直 し 同 業 者 ⽐ 準 に よ っ て 適 正 額 が 算 出 さ れ 、 こ の ⾦ 額 を も と に 不

当 性 要 件 を 判 定 す る と 考 え る 。  

以 上 、 本 章 の 検 討 を 通 じ て 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経

費 を 課 税 庁 が 否 認 す る 場 合 の あ る べ き 判 定 フ ロ ー に つ い て 、 筆 者 の 仮 説

を 提 ⽰ し た 。 そ こ で 次 章 で は 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経

費 を 課 税 庁 が 否 認 し た 裁 判 例 ・ 裁 決 例 を 取 り 上 げ 、 仮 装 ⾏ 為 と 判 定 さ れ

る べ き 事 例（ 次 章 第 1 節 ）、納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で

判 定 さ れ る べ き 事 例（ 次 章 第 2 節 ）、通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ の 引 直 し に

よ り 判 定 さ れ る べ き 事 例 （ 次 章 第 3 節 ） に 分 け て 筆 者 の 仮 説 の 妥 当 性 を

検 証 す る 。  
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第 5 章  裁 判 例 ・ 裁 決 例 の 当 て は め に よ る 筆 者 仮 説 の 検 証  

 

前 章 で 筆 者 が 提 ⽰ し た 仮 説 （ 図 表 4 - 1 3 ） に ⼀ 部 加 筆 し た も の を 、 図 表

5 - 1 と し て 再 掲 す る 。 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税

庁 が 否 認 す る 場 合 、ま ず は “ テ ス ト 1 ” で 仮 装 ⾏ 為 の 判 定 を ⾏ い 、次 い で 、

“ テ ス ト 2 ” で 納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 法 3 7 条 の 必

要 経 費 該 当 性 を 判 定 し 、 最 後 に 、 “ テ ス ト 3 ” で 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ

の 引 直 し を ⾏ い 法 1 5 7 条 の 不 当 性 要 件 を 判 定 す る 、 と い う 流 れ が あ る べ

き 判 定 フ ロ ー と な る 。  

本 章 で は 、 個 ⼈ 事 業 者 が ⽀ 出 し た 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否 認

し た 裁 判 例 ・ 裁 決 例 を 取 り 上 げ 、 テ ス ト 1 で 判 定 さ れ る べ き 事 例 （ 第 1

節 の 事 案 ① ）、 テ ス ト 2 で 判 定 さ れ る べ き 事 例 （ 第 2 節 の 事 案 ② 、 ③ 、

④ ）、テ ス ト 3 で 判 定 さ れ る べ き 事 例（ 第 3 節 の 事 案 ⑤ 、⑥ ）に 分 け て 、

図 表 5 - 1 に 当 て は め な が ら 筆 者 の 仮 説 の 妥 当 性 を 検 証 す る 。  
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【 図 表 5 - 1： 同 族 会 社 の 関 連 経 費 に 対 す る 課 税 庁 の 判 定 フ ロ ー 】（ 筆 者 作

成 ）  
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第 1 節  仮 装 ⾏ 為 と 判 定 さ れ る べ き 事 例 − 事 案 ① ： 不 動 産 管 理 料 事 件

（ 国 税 不 服 審 判 所 裁 決 平 成 1 8 年 6 ⽉ 1 3 ⽇ ） −  

 

本 節 で は 、 課 税 庁 が 法 3 7 条 と 法 1 5 7 条 を 根 拠 と し て 否 認 し た の に 対

し 、 国 税 不 服 審 判 所 は 法 3 7 条 に よ っ て 判 断 し た が 、 本 来 、 テ ス ト 1 に

お い て 仮 装 ⾏ 為 と 判 定 し て 否 認 さ れ る べ き で あ っ た と 考 え ら れ る 不 動 産

管 理 料 事 件 （ 国 税 不 服 審 判 所 裁 決 平 成 1 8 年 6 ⽉ 1 3 ⽇ 裁 決 事 例 集 7 1 集

2 0 5 ⾴ ） に つ い て 検 討 す る 。  

 

(1 ) 不 動 産 管 理 料 事 件 の 概 要  

 

不 動 産 賃 貸 業 を 営 む Ｘ （ 請 求 ⼈ ） は 、 貸 ア パ ー ト 、 賃 貸 マ ン シ ョ ン 、

貸 駐 ⾞ 場 及 び 貸 地 （ 以 下 、 こ れ ら を 「 本 件 不 動 産 」 と い う 。） を 賃 貸 の ⽤

に 供 し て い る 。 X は 、 ⾃ ⾝ を 代 表 取 締 役 と す る 同 族 会 社 K 社 に 対 し 、 本

件 不 動 産 を 管 理 す る 報 酬 と し て 、 X の 不 動 産 年 間 賃 貸 料 の 1 0 % を ⽀ 払 う

旨 の 不 動 産 管 理 に 係 る 保 証 委 託 契 約（ 以 下「 本 件 契 約 」と い う 。）を 締 結

し た 。  

X は 、 平 成 1 3 年 な い し 平 成 1 5 年 の 各 確 定 申 告 に お い て 、 本 件 契 約 に

基 づ き K 社 に ⽀ 払 っ た 本 件 管 理 料 を 不 動 産 所 得 の 必 要 経 費 と し て 計 上 し

申 告 を ⾏ っ た と こ ろ 、Y（ 税 務 署 ⻑ − 原 処 分 庁 ）は 、① 貸 ア パ ー ト 及 び 賃

貸 マ ン シ ョ ン に 係 る 管 理 料 に つ い て は 、訴 外 会 社 L 社 ・ M 社 に 管 理 を 委

託 し て い る に も か か わ ら ず 、 さ ら に K 社 に も 管 理 を 委 託 す る ⾏ 為 は 、 K

社 が 同 族 会 社 で あ る が ゆ え に な し 得 る ⾏ 為 で あ り 純 経 済 ⼈ の ⾏ 動 と し て

は 極 め て 合 理 性 を ⽋ く ⾏ 為 と な る か ら 、 ⾮ 同 族 の 類 似 同 業 者 の 管 理 料 に

⽐ 準 し て 算 出 さ れ た 適 正 管 理 料 を 超 え る 部 分 は 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減
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少 さ せ る 結 果 に な る た め 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ と は で き な い と し て 法

1 5 7 条 の 規 定 を 適 ⽤ し 、 ② 貸 駐 ⾞ 場 及 び 貸 地 に つ い て は 、 業 務 と の 関 連

性 が 希 薄 で あ り 、 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 な 経 費 と し て 法 3 7 条 の 必 要 経 費 に

算 ⼊ す る こ と は 認 め ら れ な い と し て 適 正 管 理 料 は 零 円 と す る 所 得 税 更 正

処 分 及 び 過 少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処 分 を ⾏ っ た 。 X は 上 記 処 分 を 不 服 と

し て 審 査 請 求 を ⾏ っ た 。  

本 件 の 争 点 は 、 X が K 社 に ⽀ 払 っ た 管 理 料 の う ち 、 不 動 産 所 得 の ⾦ 額

の 計 算 上 必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 は い く ら か 、 と い う 点 で あ る 1 5 3 。  

審 判 所 は 、「 あ る 費 ⽤ が 所 得 税 法 第 3 7 条 第 1 項 の 必 要 経 費 と し て 認 め

ら れ る た め に は 、 そ の 費 ⽤ が 『 業 務 に つ い て ⽣ じ た 費 ⽤ 』 と し て 業 務 と

の 直 接 の 関 連 性 及 び 必 要 性 が 要 求 さ れ 、 ま た 、 事 業 遂 ⾏ の た め に 必 要 か

否 か の 判 断 は 、 単 に 事 業 主 の 主 観 的 判 断 の み で は な く 、 社 会 通 念 上 必 要

な も の と し て 客 観 的 に 必 要 経 費 と し て 認 識 で き る も の で な け れ ば な ら な

い 」（ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 節 に お い て 同 じ 。） と ⼆ 要 件 説 に 依 拠 す る こ と

を ⽰ し た 。 そ し て 、 貸 ア パ ー ト 及 び 賃 貸 マ ン シ ョ ン に つ い て は 、 K 社 が

⾏ う と さ れ る 管 理 業 務 を 実 際 は 訴 外 会 社 L 社 ・ M 社 が ⾏ っ て い る た め K

社 に 委 託 す る 客 観 的 必 要 性 は 認 め ら れ ず 、 ま た 、 本 件 不 動 産 す べ て に お

い て K 社 が 管 理 業 務 を ⾏ っ た と 認 め る こ と は で き な い と 事 実 認 定 し た 上

で 、「 X が K 社 と 本 件 契 約 を 締 結 し た 業 務 内 容 は 、 い ず れ も X の 不 動 産

所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 遂 ⾏ 上 の 必 要 性 が 認 め ら れ ず 、 ま た 、 K 社 が 本 件 契

約 に 基 づ く 業 務 に つ い て 履 ⾏ し た こ と を 客 観 的 に 認 め る に ⾜ る 証 拠 も 認

め ら れ な い こ と か ら 、本 件 管 理 料 の う ち 、X の 所 得 税 法 第 3 7 条 第 1 項 に

規 定 す る 不 動 産 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 は 、 零 円

 
1 5 3  な お 、 本 件 は 、 更 正 の 理 由 付 記 不 備 の 違 法 性 や 、 調 査 ⼿ 続 き の 違 法 性 に つ い
て も 争 わ れ て い る が 、 こ の 論 点 に つ い て は 検 討 の 対 象 外 と す る 。  
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と す る こ と が 相 当 で あ る 。」と し て 、本 件 更 正 処 分 は 適 法 で あ る と ⽰ し た 。

な お 、 審 判 所 は 、 貸 ア パ ー ト 及 び 賃 貸 マ ン シ ョ ン に 係 る 本 件 管 理 料 に つ

い て 、「 所 得 税 法 第 3 7 条 第 1 項 の 規 定 を 適 ⽤ し 、 零 円 と す る こ と が 相 当

で あ る こ と か ら 、所 得 税 法 第 1 5 7 条 第 1 項 の 規 定 を 適 ⽤ す る 余 地 は な く 、

当 事 者 双 ⽅ の 主 張 を 採 ⽤ す る こ と は で き な い 。」 と し 、 法 1 5 7 条 の 適 ⽤

の 検 討 は ⾏ わ な か っ た 。  

 

【 図 表 5 - 2 ： 各 年 分 の 不 動 産 管 理 料 に つ い て 】  （ 筆 者 作 成 ）  

 

(2 ) 不 動 産 管 理 料 事 件 の 検 討  

 

本 件 裁 決 は 、 K 社 が 本 件 契 約 に お い て ⾏ う と さ れ る 管 理 業 務 が 、 訴 外

会 社 L 社 ・ M 社 が ⾏ っ て い る 管 理 業 務 と 重 複 し て い る 点 や 、 K 社 が 管 理

業 務 を 履 ⾏ し た と い う 事 実 が 認 め ら れ な い 点 な ど か ら 、 本 件 管 理 料 は 業

務 の 遂 ⾏ 上 ⽣ じ た 費 ⽤ と 認 め る こ と は で き な い と し て 、 法 3 7 条 を 根 拠

に 管 理 料 を 零 円 と す る こ と が 相 当 で あ る と 判 ⽰ し た 。 し か し 、 筆 者 の 仮

説 （ 図 表 5 - 1 ） で は 、 法 3 7 条 の 検 討 （ テ ス ト 2 ） の 前 に 、 ま ず は 仮 装 ⾏

（単位：円）
 H13 年分 H14 年分 H15 年分 根拠規定 
(1)確定申告 

記載⾦額 
3,690,000 4,152,000 4,326,000  

(2)Y 更正⾦額 643,437 876,766 1,480,458 

貸アパート・賃貸マンションの管
理料については法 157 条を適⽤、
貸駐⾞場・貸地の管理料について
は法 37 条を適⽤ 

(3)審判所 
認定⾦額 

0 0 0 
本件不動産すべての管理料につい
て、法 37 条を適⽤ 
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為 の 判 定 （ テ ス ト 1 ） が 必 要 に な る 。 本 件 事 案 に お い て X と K 社 が 交 わ

し た 不 動 産 管 理 に 係 る 本 件 契 約 は 、 訴 外 会 社 L 社 ・ M 社 が 同 様 の 管 理 業

務 を ⾏ っ て い る に も 関 わ ら ず 締 結 し て お り 、 契 約 内 容 の 履 ⾏ を 確 認 で き

な か っ た こ と も 考 慮 す る と 、 本 件 契 約 は 架 空 契 約 と ⾔ う べ き で あ る 。 ⾦

⼦ 宏 教 授 は 、「 事 実 の 仮 装 と は 、架 空 仕 ⼊ ・ 架 空 契 約 書 の 作 成 ・ 他 ⼈ 名 義

の 利 ⽤ 等 、 存 在 し な い 課 税 要 件 事 実 が 存 在 す る よ う に ⾒ せ か け る こ と を

い う 。」1 5 4 と 述 べ て お り 、本 件 事 案 は こ の 仮 装 ⾏ 為 に 該 当 す る と い え る だ

ろ う 1 5 5 。 し た が っ て 、 X が K 社 に ⽀ 払 っ た 不 動 産 管 理 料 は 、 テ ス ト 1 で

仮 装 ⾏ 為 と 認 定 さ れ る こ と か ら 、 特 段 の 根 拠 規 定 を 要 さ ず 必 要 経 費 は 零

円 と す る の が 課 税 庁 の あ る べ き 判 定 で あ り 、 審 判 所 が ⽰ し た 法 3 7 条 で

の 判 断 や 、 Y が 更 正 処 分 で 適 ⽤ し た 法 1 5 7 条 に よ る 判 断 は 誤 り で あ っ た

と 考 え ら れ る 。  

 

( 3 ) ⼩ 括  

 

以 上 、 本 節 で は 、 テ ス ト 1 の 仮 装 ⾏ 為 の 判 定 に よ り 必 要 経 費 を 否 認 す

べ き 事 案 に つ い て 確 認 し た 。前 章 第 2 節 (2 ) で 述 べ た よ う に 、仮 装 ⾏ 為 は

そ の ⽴ 証 の 難 し さ を 指 摘 さ れ て い る が 、 法 1 5 7 条 は そ の ⽴ 証 を 緩 和 す る

た め に お か れ た 規 定 で は な い 。 本 件 事 案 の よ う に 、 詳 細 に 事 実 認 定 を ⾏

え ば 、 仮 装 ⾏ 為 と 認 定 し て 特 段 の 根 拠 規 定 に 依 る こ と な く 必 要 経 費 を 否

認 す る こ と が 可 能 と な る た め 、 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ す る 場 ⾯ と は 区 別 さ れ な

 
1 5 4  ⾦ ⼦ ・ 前 掲 注 4 ） 9 1 4 ⾴ 。  
1 5 5  初 ⿅ 真 奈 ⽒ も 、「 税 法 に お け る 実 質 主 義 の 研 究 」 租 税 資 料 館 賞 受 賞 論 ⽂ 集 第
2 5 回 下 巻 （ 2 0 1 6 ） 2 3 3 ⾴ に お い て 、「 仮 装 ⾏ 為 の 典 型 例 は ⺠ 法 9 4 条 に お け る 通
謀 虚 偽 表 ⽰ で あ る が 、 架 空 仕 ⼊ れ や 架 空 契 約 書 の 作 成 な ど の 架 空 の 外 観 を 作 り 出
す ⾏ 為 も 、 広 い 意 味 で の 仮 装 ⾏ 為 に 含 ま れ る こ と に な る 。」 と 述 べ て い る 。  
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け れ ば な ら な い と 考 え ら れ る 。  

 

第 2 節  納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 判 定 さ れ る べ き

事 例  

 

本 節 で は 、 テ ス ト 1 で 仮 装 ⾏ 為 に は あ た ら ず 、 テ ス ト 2 で 納 税 者 の 選

択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 に 照 ら

し て 判 定 さ れ る べ き 事 例 に つ い て 検 討 す る 。  

 

第 1 款  事 案 ②：出 向 職 員 給 与 負 担 ⾦ 事 件（ 岡 ⼭ 地 判 平 成 1 8 年 1 ⽉

1 1 ⽇ ）  

 

本 款 で は 、 ⽀ 出 の 相 ⼿ こ そ 外 観 上 は 納 税 者 の 職 員 に 対 し て で あ る が 、

裁 判 所 が 同 ⽀ 出 は 同 族 会 社 へ の 資 ⾦ 援 助 で あ る と 認 定 し 、 法 3 7 条 を 根

拠 に 全 額 必 要 経 費 と し て 認 め な か っ た 出 向 職 員 給 与 負 担 ⾦ 事 件 （ 岡 ⼭ 地

判 平 成 1 8 年 1 ⽉ 1 1 ⽇ 税 資 2 5 6 号 順 号 1 0 2 6 1 ） に つ い て 検 討 す る 。  

 

(1 ) 出 向 職 員 給 与 負 担 ⾦ 事 件 の 概 要  

 

医 師 で あ る 訴 外 X は 、 甲 病 院 の 院 ⻑ と し て 事 業 所 得 を 得 る ほ か 、 同 族

会 社 で あ る 有 限 会 社 A（ 以 下 「 A 社 」 と い う 。） の 代 表 取 締 役 を 務 め て い

た 。  

X は 、 甲 病 院 の 職 員 を A 社 に 出 向 さ せ 、 当 該 職 員 （ 以 下 「 本 件 出 向 職

員 」 と い う 。） に 給 与 （ 以 下 「 本 件 給 与 」 と い う 。） を ⽀ 給 し 、 A 社 は X

が ⽀ 給 す る ⾦ 額 の 2 0 % 相 当 額 を X に ⽀ 払 う と す る 出 向 契 約（ 以 下「 本 件
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出 向 契 約 」と い う 。）を 締 結 し 、こ れ に 基 づ い て ⽀ 給 し た 本 件 給 与 を X の

事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 に 算 ⼊ し て 確 定 申 告 を ⾏ っ た 。 こ れ に

対 し Y（ 税 務 署 ⻑ − 被 告 ） は 、 本 件 出 向 契 約 の 実 質 は 、「 本 件 給 与 の ⽀ 払

が X が A 社 の 代 表 取 締 役（ 及 び 出 資 者 ）で あ る か ら こ そ ⾏ っ た 同 社 に 対

す る 資 ⾦ 援 助 に す ぎ ず 、 甲 病 院 の 業 務 の 遂 ⾏ 上 通 常 必 要 な ⽀ 出 で あ る こ

と が 客 観 的 に 認 識 で き る も の で は な く 、 X の 私 的 費 ⽤ で あ っ て 、 い わ ゆ

る 家 計 上 の 経 費 と し て 、 X の 事 業 を ⾏ う に つ い て の 必 要 経 費 と 認 め る こ

と は で き な い 。」 と し て 、 平 成 9 年 分 か ら 平 成 1 2 年 分 ま で の 各 年 に お け

る 本 件 給 与 の 額 約 1 , 0 0 0 万 円 前 後 を 全 額 否 認 す る 所 得 税 更 正 処 分 及 び 過

少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処 分 を ⾏ っ た 。X は そ の 後 破 産 宣 告 を 受 け た た め 、

破 産 管 財 ⼈ が 原 告 と な り 、 上 記 処 分 を 不 服 と し て 出 訴 し た 1 5 6 。  

 

【 図 表 5 - 3 ： 出 向 職 員 給 与 負 担 ⾦ 事 件 の 概 要 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

 
1 5 6  な お 、 本 件 は 、 X が 代 表 取 締 役 を 務 め る 別 の 法 ⼈ へ の 貸 付 ⾦ に 係 る 貸 倒 損 失
が 法 5 1 条 2 項 に 規 定 す る 損 失 に 該 当 す る か と い う 問 題 や 、 信 義 則 違 反 等 に つ い
て も 争 わ れ て い る が 、 こ の 論 点 に つ い て は 検 討 の 対 象 外 と す る 。  

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

同族会社 A 社 
代表取締役：X 

個⼈事業主 X 
(甲病院の院⻑) 

本件給与の 
20%相当額を⽀払う ⾼齢者の⽣活介護⽀援 

業務を⾏う法⼈ 

本件給与⽀給 
（100%） 

出向 

本件出向職員 

A 社が事業⽬的とし、 
同社に帰属する業務を⾏う 
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本 件 の 争 点 は 、 X が 本 件 出 向 職 員 に ⽀ 払 っ た 本 件 給 与 が 所 得 税 法 上 の

必 要 経 費 と し て 算 ⼊ さ れ る か 否 か で あ る 。  

裁 判 所 は 、「 法 3 7 条 の 事 業 所 得 に お け る 必 要 経 費 と は 、 当 該 事 業 に つ

い て ⽣ じ た 費 ⽤ 、 す な わ ち 業 務 と の 関 連 性 が 要 求 さ れ る と と も に 、 業 務

の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る こ と 、す な わ ち 必 要 性 も 要 件 と な る も の と 解 さ れ る 。

そ し て 、 事 業 遂 ⾏ の た め に 必 要 か 否 か の 判 断 は 、 単 に 事 業 主 の 主 観 的 判

断 の み で は な く 、 通 常 か つ 必 要 な も の と し て 客 観 的 に 必 要 経 費 と し て 認

識 で き る も の で な け れ ば な ら な い と 解 す る の が 相 当 で あ る 。」（ 下 線 筆 者 。

以 下 、本 款 に お い て 同 じ 。）と 緩 や か な ⼆ 要 件 説 に 依 拠 す る こ と を ⽰ し た 。

そ し て 、本 件 出 向 職 員 が ⾏ う 業 務 は A 社 が 事 業 ⽬ 的 と し A 社 に 帰 属 す る

業 務 で あ る と い う 点 や 、 A 社 が ⾼ 齢 者 の ⽣ 活 介 護 ⽀ 援 業 務 を ⾏ う こ と に

よ っ て 収 益 を 得 て い る 法 ⼈ で あ る 点 、 本 件 出 向 契 約 の 実 質 が 、 A 社 が 負

担 す べ き 本 件 出 向 職 員 に 対 す る 給 与 等 の 8 0 % 相 当 額 を X が 負 担 す る 旨

の 契 約 に な っ て い る 点 、 本 件 出 向 契 約 が 、 X が A 社 の 代 表 取 締 役 に 就 任

し た 翌 ⽉ に 締 結 さ れ た 点 、X が A 社 の 約 9 8 % の 出 資 ⼝ 数 を 有 し て い る と

い う 点 、な ど の 各 事 実 を 認 め た 上 で 、「 甲 病 院 が 本 件 出 向 職 員 の 給 与 を 負

担 し た こ と に よ っ て 得 ら れ る 収 益 は 、 A 社 に 帰 属 す る こ と に な る の で あ

っ て 、 甲 病 院 の 収 益 に 直 接 結 び つ く も の で は な く 、 X と A 社 と は 相 互 に

独 ⽴ し た ⼈ 格 を 有 す る の で あ る か ら 、 ⾃ ⼰ の 業 務 に 従 事 す る 職 員 の 給 与

は そ れ ぞ れ ⾃ ⼰ に お い て 負 担 す る の が 当 然 で あ る こ と 、 退 院 患 者 の ⽣ 活

介 護 ⽀ 援 を ⾏ う 業 者 の 費 ⽤ 負 担 を ⾏ う こ と が 医 療 機 関 に お い て ⼀ 般 的 に

⾏ わ れ て い る と は 認 め 難 い こ と に 鑑 み れ ば 、 本 件 給 与 を も っ て 、 甲 病 院

の 業 務 の 遂 ⾏ 上 通 常 必 要 な ⽀ 出 で あ る と 客 観 的 に 認 識 で き る も の と い う

こ と は で き な い 。（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･･ ）本 件 出 向 契 約 に 基 づ く 本 件 給 与 の ⽀ 払 い

に つ い て も 、 X が A 社 の 代 表 取 締 役 （ 及 び 出 資 者 ） で あ る か ら こ そ ⾏ っ
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た 同 社 に 対 す る 資 ⾦ 援 助 に す ぎ ず 、 X が 同 社 の 経 営 者 と い う ⽴ 場 で 同 社

の 経 営 維 持 の た め に ⾃ ⼰ の 資 産 を 提 供 し た も の と い う べ き で あ る か ら 、

本 件 給 与 は 、X の 事 業 所 得 に 係 る 必 要 経 費 で は な く 、同 ⼈ の 私 的 費 ⽤（ 家

事 費 ）で あ る と い う べ き で あ る 。」と 判 ⽰ し 、“ 業 務 関 連 性 ” に つ い て は ⾔

及 し な か っ た が 、 “ 必 要 性 要 件 ” を 満 た さ ず 家 事 費 に 該 当 す る た め 、 本 件

給 与 の 額 を 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ と は で き な い と し て 、 原 告 の 請 求 を 棄

却 し た 。  

 

(2 ) 出 向 職 員 給 与 負 担 ⾦ 事 件 の 検 討  

 

本 件 は 、本 件 出 向 職 員 が 本 当 に A 社 に 出 向 し て 業 務 に 従 事 し て い た の

か と い う 点 に つ い て は 争 わ れ て い な い た め 、 本 件 出 向 契 約 は そ の 契 約 の

と お り 履 ⾏ さ れ て い た と 推 察 さ れ る 。 し た が っ て 、 本 件 出 向 契 約 は 仮 装

さ れ た も の で は な い た め 、 テ ス ト 1 で 仮 装 ⾏ 為 と は 認 定 さ れ ず 、 テ ス ト

2 の 判 定 に 移 る こ と に な る 。  

テ ス ト 2 で は 、納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 、法 3 7 条

の 必 要 経 費 該 当 性 が 判 定 さ れ る 。 Y は 、 根 拠 条 ⽂ こ そ 明 ⽰ し て い な い も

の の 、「 業 務 の 遂 ⾏ 上 通 常 必 要 な ⽀ 出 で あ る こ と が 客 観 的 に 認 識 で き る も

の で は な く 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ） 家 計 上 の 経 費 と し て 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ） 必 要 経

費 と 認 め る こ と は で き な い 。」と 主 張 し て い る こ と か ら 、法 3 7 条 の “ 必 要

性 要 件 ” を 満 た さ な い と し て 、テ ス ト 2 で 判 定 し た も の と 考 え ら れ る 。裁

判 所 も 基 本 的 に 同 じ 論 理 構 成 を 取 っ て お り 、 根 拠 条 ⽂ を 法 3 7 条 と 明 ⽰

し た 上 で 、 X が 本 件 給 与 を 負 担 す る こ と は 甲 病 院 の 収 益 に 直 接 結 び つ く

も の で は な い な ど 、 X の 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 な ⽀ 出 に あ た ら な い 理 由 を よ

り 丁 寧 に ⽰ し て テ ス ト 2 で 判 定 し た も の と 評 価 で き よ う 。筆 者 と し て も 、
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そ も そ も 、甲 病 院 と ⾼ 齢 者 の ⽣ 活 介 護 ⽀ 援 業 務 を ⾏ う A 社 と で は 事 業 ⽬

的 が 全 く 異 な る た め 、そ れ に も 関 わ ら ず 甲 病 院 か ら A 社 へ 職 員 を 出 向 さ

せ る の で あ れ ば 、 そ の 出 向 が テ ス ト 2 の “ 必 要 性 要 件 ” を ど の よ う な 論 拠

で 満 た す の か が 厳 格 に 問 わ れ る こ と に な る と 考 え る 。 例 え ば 、 甲 病 院 の

経 理 体 制 が 脆 弱 な た め 、 経 理 担 当 の 職 員 が A 社 の 経 理 部 ⾨ へ 出 向 し 、 そ

こ で 得 た ス キ ル を 甲 病 院 に 還 元 す る と い う 狙 い で あ る と か 、 甲 病 院 が ⼀

時 的 に 経 営 難 で ⼈ 材 が 余 剰 と な っ た た め 、雇 ⽤ を 確 保 す る た め に A 社 へ

出 向 さ せ る と い う 狙 い で あ る と い っ た 、 X が 甲 病 院 の 業 務 を 遂 ⾏ す る た

め に 必 要 な 出 向 で あ る と い う 理 由 を ⽰ す こ と が で き れ ば 、本 件 給 与 が “ 必

要 性 要 件 ” を 満 た し 、 法 3 7 条 の 必 要 経 費 に 該 当 す る こ と も あ り 得 よ う 。

し か し 、 本 件 で は X 側 か ら そ の よ う な 主 張 も な さ れ て い な い た め 、 テ ス

ト 2 で 同 規 定 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 を 満 た さ ず 、 必 要 経 費 に 該 当 し な い

と い う Y や 裁 判 所 の 判 断 は 適 切 で あ っ た と 考 え ら れ る 。  

 

第 2 款  事 案 ③： 税 理 ⼠ 事 務 所 賃 料 等 無 償 提 供 事 件（ ⼤ 阪 地 判 平 成

2 7 年 1 ⽉ 2 3 ⽇ ）  

 

本 款 で は 、 前 款 同 様 、 ⽀ 出 の 相 ⼿ は 訴 外 会 社 に 対 し て で あ る が 、 同 族

会 社 に 関 連 す る ⽀ 出 と し て 法 3 7 条 を 根 拠 に ⼀ 定 額 を 必 要 経 費 と し て 認

め な か っ た 税 理 ⼠ 事 務 所 賃 料 等 無 償 提 供 事 件 （ ⼤ 阪 地 判 平 成 2 7 年 1 ⽉

2 3 ⽇ 税 資 2 6 5 号 順 号 1 2 5 9 2 、⼤ 阪 ⾼ 判 平 成 2 7 年 1 0 ⽉ 2 0 ⽇ 税 資 2 6 5 号

順 号 1 2 7 4 2 ） に つ い て 検 討 す る 。  

 

(1 ) 税 理 ⼠ 事 務 所 賃 料 等 無 償 提 供 事 件 の 概 要  
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税 理 ⼠ 業 を 営 む X （ 原 告 ・ 控 訴 ⼈ ） は 、 会 計 事 務 の 代 ⾏ 業 を 業 と す る

有 限 会 社 A（ X が 1 0 0 % 出 資 す る 同 族 会 社 で あ る 。以 下「 A 社 」と い う 。）

の 代 表 者 を 務 め て い た 。  

X は 、 X の 税 理 ⼠ 業 等 に 係 る パ ソ コ ン ⼊ ⼒ 業 務 等 を 委 託 す る 旨 の 業 務

委 託 契 約（ 以 下「 本 件 業 務 委 託 契 約 」と い う 。）を A 社 と 締 結 し 、平 成 1 9

年 か ら 平 成 2 1 年 ま で の 間 、 本 件 業 務 委 託 契 約 に 係 る 業 務 委 託 料 と し て

A 社 に ⽉ 額 8 0 万 円 を ⽀ 払 っ た 。  

X は こ の 間 、 X の 事 務 所 （ 以 下 「 本 件 事 務 所 」 と い う 。） の 賃 料 及 び ⽔

道 光 熱 費 を 図 表 5 - 4 ① 及 び ④ の と お り 訴 外 会 社 B 社 に 対 し て ⽀ 払 っ て お

り 、 A 社 が 無 償 使 ⽤ し て い る 部 分 に 係 る ⾦ 額 （ 以 下 「 本 件 A 社 賃 料 等 相

当 額 」と い う 。）も 含 め た 全 額 を 、所 得 税 法 上 の 必 要 経 費 に 算 ⼊ し て 確 定

申 告 を ⾏ っ た 。こ れ に 対 し 、所 轄 税 務 署 ⻑ は 、「 事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 、

必 要 経 費 と し て 控 除 さ れ る 上 で は 、 当 該 費 ⽤ が 、 個 別 対 応 費 で あ る か ⼀

般 対 応 費 で あ る か に か か わ ら ず 、 当 該 事 業 に 係 る 収 ⼊ を ⽣ み 出 す 特 定 の

経 済 活 動 と 直 接 の 関 連 を 有 す る も の で あ り（ 事 業・業 務 と の 直 接 関 連 性 ）、

そ の 経 済 活 動 を ⾏ う た め に 客 観 的 に み て 必 要 な も の で あ る こ と （ 事 業 ・

業 務 遂 ⾏ 上 の 必 要 性 ）を 要 す る と 解 す べ き で あ る 。」と ⼆ 要 件 説 に 依 拠 す

る こ と を ⽰ し た 上 で 、 X に よ る 本 件 A 社 賃 料 等 相 当 額 の 負 担 は 、 X の 営

む 税 理 ⼠ 業 等 に 直 接 関 連 す る も の で は な い し 、 そ の 事 業 な い し 業 務 の 遂

⾏ 上 必 要 で あ っ た と い う こ と も で き な い と し て 、 A 社 使 ⽤ 割 合 約 2 2 〜

2 3 % （ 本 件 事 務 所 で X の 業 務 に 従 事 し た 者 の 全 勤 務 ⽉ 数 の う ち 、 A 社 の

業 務 に 従 事 し た 勤 務 ⽉ 数 が 占 め る 割 合 ） に 相 当 す る 額 （ 図 表 5 - 4 の ③ ＋

⑥ ） を 否 認 す る 所 得 税 更 正 処 分 及 び 過 少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処 分 を ⾏ っ

た 。 X は こ れ を 不 服 と し て 出 訴 し た 。  
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【 図 表 5 - 4 ： X が ⽀ 払 っ た 本 件 事 務 所 賃 料 及 び 本 件 事 務 所 ⽔ 道 光 熱 費 に

つ い て 】（ 筆 者 作 成 ）  

【 図 表 5 - 5 ： 税 理 ⼠ 事 務 所 賃 料 等 無 償 提 供 事 件 の 概 要 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

本 件 の 争 点 は 、 X が 本 件 事 務 所 の 賃 料 及 び ⽔ 道 光 熱 費 と し て ⽀ 払 っ た

額 の う ち 、 A 社 の 使 ⽤ 部 分 に 係 る 本 件 A 社 賃 料 等 相 当 額 が 、 X の 事 業 所

得 の ⾦ 額 の 計 算 上 、必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 に 当 た る か 否 か で あ る 1 5 7 。 

第 ⼀ 審 判 決 （ ⼤ 阪 地 判 平 成 2 7 年 1 ⽉ 2 3 ⽇ 税 資 2 6 5 号 順 号 1 2 5 9 2 ）

 
1 5 7  な お 、 本 件 は 、 本 件 事 務 所 内 で 開 業 し た 訴 外 社 会 保 険 労 務 ⼠ の 無 償 使 ⽤ 部 分
に 係 る 賃 料 ・ ⽔ 道 光 熱 費 の 負 担 分 や 、 同 社 会 保 険 労 務 ⼠ へ の ⽀ 援 料 が 必 要 経 費 に
当 た る か と い う 問 題 、 そ の 他 、 こ れ ら が 消 費 税 法 上 の 課 税 仕 ⼊ れ に 当 た る か と い
う 問 題 等 に つ い て も 争 わ れ て い る が 、 こ の 論 点 に つ い て は 検 討 の 対 象 外 と す る 。  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

同族会社 A 社 
代表者：X 

個⼈事業主 X 
(税理⼠) 

会計事務の代⾏業等を 

業とする法⼈ 

①事務所賃料と 
④⽔道光熱費 
を⽀払い 

X の事務所の 
⼀部を無償使⽤ 

訴外会社 B 社 
（不動産賃貸業） 

パソコン⼊⼒業務等
を委託、⽉額 80 万の
業務委託料を⽀払い 

 
 ①本件事務

所賃料

（円） 

②A 社使

⽤割合

（%） 

③ ①のうち A

社が無償使⽤し

ている部分に係

る⾦額（円）

（①×②） 

④本件事務

所⽔道光熱

費（円） 

⑤A 社使

⽤割合

（%） 

⑥ ④のうち A

社が無償使⽤し

ている部分に係

る⾦額（円）

（④×⑤） 

H19 年 4,262,580 23.60 1,005,968 1,595,584 23.60 376,557 

H20 年 4,262,580 22.14 943,735 1,676,911 22.14 371,268 

H21 年 4,262,580 22.66 965,900 1,688,963 22.66 382,719 
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は 、本 件 事 務 所 の 賃 料 及 び ⽔ 道 光 熱 費 が 、法 3 7 条 前 段 の 直 接 に 要 し た 費

⽤ で な い こ と は 明 ら か で あ る か ら 、 同 条 後 段 の 所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 に つ

い て ⽣ じ た 費 ⽤ （ ⼀ 般 対 応 の 必 要 経 費 ） に 該 当 す る か 否 か が 問 題 と な る

と し た 上 で 、「 あ る 費 ⽤ が 事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 と し て 控 除 さ

れ る た め に は 、 直 接 か 、 間 接 か と い っ た 関 連 性 の 程 度 は さ て お き 、 当 該

費 ⽤ が 所 得 を ⽣ ず べ き 事 業 な い し 業 務 と 関 連 し 、 か つ そ の 遂 ⾏ 上 必 要 な

も の で あ る こ と を 要 す る も の と 解 さ れ る 。」（ 下 線 筆 者 。 以 下 、 本 款 に お

い て 同 じ 。）と し て 、緩 や か な ⼆ 要 件 説 に 基 づ い て 判 断 す る こ と を ⽰ し た 。

そ し て 、 本 件 業 務 委 託 契 約 に 係 る 契 約 書 上 に は 、 A 社 に よ る 本 件 事 務 所

内 の ス ペ ー ス の 使 ⽤ 等 、本 件 A 社 賃 料 等 相 当 額 の 負 担 に 関 係 す る 記 載 は

な く 、 さ ら に 、 本 件 業 務 委 託 契 約 終 了 以 降 も 、 A 社 が 本 件 事 務 所 の 使 ⽤

を 継 続 し な が ら 対 価 を ⽀ 払 っ て い な か っ た と い う 事 実 か ら 、 X が A 社 に

「 本 件 事 務 所 の ⼀ 部 を 無 償 使 ⽤ さ せ て 業 務 を ⾏ わ せ る 必 要 が あ っ た も の

と は 容 易 に 認 め 難 い 」と 判 ⽰ し た 。し た が っ て 、「 A 社 に よ る 本 件 事 務 所

の ⼀ 部 の 無 償 使 ⽤ は 、 X が 、 ⾃ ⾝ の 業 務 と は 無 関 係 に 、（ … 中 略 … ）〔 筆

者 注 ： A 社 に 〕 個 ⼈ 的 に 使 ⽤ さ せ て い た も の と 認 め ら れ る の で あ り 、 Y

［ 筆 者 注 ： 国 − 被 告 ・ 被 控 訴 ⼈ ］ が 主 張 す る よ う な 事 業 な い し 業 務 と の

直 接 関 連 性 の 要 否 に か か わ ら ず 、 本 件 A 社 賃 料 等 相 当 額 は 、 X の 事 業 所

得 の 計 算 上 必 要 経 費 に 算 ⼊ す べ き ⾦ 額 に 当 た ら な い も の と い う べ き で あ

る 。」 と し て 、 X の 請 求 を 棄 却 し た 。 X は 控 訴 し た が 、 控 訴 審 判 決 （ ⼤ 阪

⾼ 判 平 成 2 7 年 1 0 ⽉ 2 0 ⽇ 税 資 2 6 5 号 順 号 1 2 7 4 2 ） も 、 ⼀ 般 対 応 の 必 要

経 費 は 業 務 と の “ 直 接 関 連 性 ” を 要 し な い と い う X の 主 張 に つ い て 、「 法

令 解 釈 上 、直 接 関 連 性 ま で 要 し な い と し て も 、（ … 中 略 … ）関 連 性 や 必 要

性 を 肯 定 し が た く 、本 件 A 社 賃 料 等 相 当 額 を X の 事 業 所 得 の 計 算 上 必 要

経 費 に 算 ⼊ す る こ と は で き な い 。」 と し て 原 判 決 が 相 当 と 判 ⽰ し た 。  
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(2 ) 税 理 ⼠ 事 務 所 賃 料 等 無 償 提 供 事 件 の 検 討  

 

本 件 は 、 X が A 社 に ⽀ 払 っ た ⽉ 額 8 0 万 円 の 業 務 委 託 料 の 必 要 経 費 該

当 性 は 争 わ れ て い な い た め 、 X が A 社 に パ ソ コ ン ⼊ ⼒ 業 務 等 を 委 託 し 、

A 社 が こ れ を 履 ⾏ し た と い う 事 実 は 認 め ら れ た と み て い い だ ろ う 。 し た

が っ て 、 本 件 業 務 委 託 契 約 は 仮 装 さ れ た も の で は な い た め 、 テ ス ト 1 で

仮 装 ⾏ 為 と は 認 定 さ れ ず 、 テ ス ト 2 の 判 定 に 移 る こ と に な る 。  

テ ス ト 2 で 必 要 経 費 該 当 性 を 判 断 す る 際 、 課 税 庁 は “ 直 接 関 連 性 要 件 ”

と “ 必 要 性 要 件 ” の ⼆ 要 件 説 に 依 る と し た の に 対 し 、 裁 判 所 は 、「 直 接 か 、

間 接 か と い っ た 関 連 性 の 程 度 は さ て お き 、 当 該 費 ⽤ が 所 得 を ⽣ ず べ き 事

業 な い し 業 務 と 関 連 し 、か つ そ の 遂 ⾏ 上 必 要 な も の で あ る こ と を 要 す る 」

と 判 ⽰ し 、 直 接 性 を 問 わ な い “ 関 連 性 要 件 ” と “ 必 要 性 要 件 ” の 緩 や か な ⼆

要 件 説 に 依 る こ と を ⽰ し た 。 そ し て 、 本 件 A 社 賃 料 等 相 当 額 に つ い て 、

本 件 業 務 委 託 契 約 に 記 載 が な く 、契 約 終 了 後 も X が 負 担 し 続 け て い た こ

と か ら 、 “ 必 要 性 要 件 ” を 満 た さ な い と し て 必 要 経 費 を 否 認 す る と い う 論

理 構 成 を 展 開 し た 。 こ の よ う に 、 課 税 庁 と 裁 判 所 で は 必 要 経 費 該 当 性 の

判 断 基 準 が 異 な っ て い る が 、 前 章 第 3 節 第 2 款 で 述 べ た よ う に 、 筆 者 は

⼀ 要 件 説 （ “ 必 要 性 要 件 ” の み ） で ⼗ 分 と 考 え て い る た め 、 課 税 庁 が 求 め

る “ 直 接 関 連 性 要 件 ” は 必 要 で は な く 、 裁 判 所 が 採 ⽤ し た 緩 や か な ⼆ 要 件

説 に 依 っ て “ 必 要 性 要 件 ” の み で 判 断 す る ⽅ が 適 切 と 考 え る 。 ま た 、 本 件

は 、法 3 7 条 で ⾦ 額 の 適 正 性 も 判 断 し た 事 案 と し て 注 ⽬ さ れ る 。同 条 に よ

る ⾦ 額 の 適 正 性 判 断 は 、 原 則 と し て は 、 納 税 者 の 内 部 資 料 を も と に 適 正

額 を 算 出 す べ き で あ り 、 本 件 の よ う に 、 契 約 内 容 と ⽀ 払 い の 事 実 関 係 を

詳 細 に 確 認 し た 上 で 、 業 務 従 事 者 の 勤 務 ⽉ 数 割 合 と い う 合 理 的 な 指 標 に
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よ っ て 否 認 額 を 算 出 す る と い う ⼿ 法 は 、 納 税 者 の 選 択 し た 法 形 式 の 範 囲

内 で ⾏ う テ ス ト 2 の 判 定 と し て 妥 当 な も の で あ っ た と 考 え ら れ る 。 し た

が っ て 、 本 件 は 、 課 税 庁 が ⼆ 要 件 説 を 採 ⽤ し た 点 を 除 い て は 、 筆 者 仮 説

と 同 じ 判 定 フ ロ ー に 沿 っ て 判 断 さ れ た 事 案 と 評 価 し て よ い で あ ろ う 。  

 

第 3 款  事 案 ④ ：  司 法 書 ⼠ ⽀ 払 ⼿ 数 料 事 件（ 広 島 地 判 平 成 1 3 年 1 0

⽉ 1 1 ⽇ ）  

 

本 款 で は 、 法 3 7 条 と 法 1 5 7 条 の 優 先 劣 後 関 係 に つ い て 納 税 者 と 課 税

庁 と の 間 で 対 ⽴ し 、 裁 判 所 が 法 1 5 7 条 を 優 先 す る と 読 め る 判 断 を ⽰ し た

司 法 書 ⼠ ⽀ 払 ⼿ 数 料 事 件 （ 広 島 地 判 平 成 1 3 年 1 0 ⽉ 1 1 ⽇ 税 資 2 5 1 号 順

号 9 0 0 0 、 広 島 ⾼ 判 平 成 1 6 年 1 ⽉ 2 2 ⽇ 税 資 2 5 4 号 順 号 9 5 2 5 、 最 判 平 成

1 6 年 1 1 ⽉ 2 6 ⽇ 税 資 2 5 4 号 順 号 9 8 3 6 、 広 島 ⾼ 判 平 成 1 7 年 5 ⽉ 2 7 ⽇ 税

資 2 5 5 号 順 号 1 0 0 4 0 。 第 1 章 第 5 節 、 第 4 章 第 1 節 第 2 款 及 び 第 4 款 参

照 。） に つ い て 検 討 す る 。  

 

(1 ) 司 法 書 ⼠ ⽀ 払 ⼿ 数 料 事 件 の 概 要  

 

司 法 書 ⼠ で あ る X （ 原 告 ・ 控 訴 ⼈ ） は 、 そ の 妻 と 全 額 出 資 し て 、 同 族

会 社 で あ る 有 限 会 社 A 社（ 代 表 取 締 役 は X の 妻 。以 下「 A 社 」と い う 。）

を 設 ⽴ し 、 A 社 の 取 締 役 を 務 め て い た 。 X は 、 X の 受 任 し た 司 法 書 ⼠ 業

務 の ⼀ 部 を A 社 に 委 託 し 、 X が 顧 客 か ら 収 受 し た 受 任 報 酬 額 の 6 割 を 委

託 ⼿ 数 料 （ 以 下 「 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 」 と い う 。） と し て ⽀ 払 い 、 X の 事 業 所

得 の 必 要 経 費 に 算 ⼊ し て 確 定 申 告 を ⾏ っ た 。こ れ に 対 し 、Y（ 税 務 署 ⻑ −

被 告 ・ 被 控 訴 ⼈ ） は 、 労 働 者 派 遣 会 社 を ⽐ 準 会 社 と し て 適 正 ⽀ 払 ⼿ 数 料
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を 算 出 し た と こ ろ 、 X の 所 得 税 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 に な っ て い る と

認 め ら れ た た め 、 適 正 ⽀ 払 ⼿ 数 料 を 超 え る 部 分 の ⾦ 額 に つ い て は 法 1 5 7

条 を 適 ⽤ し て 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ と は で き な い と し 、 所 得 税 更 正 処 分

及 び 過 少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処 分 を ⾏ っ た 。 X は 、 こ れ を 不 服 と し て 出

訴 し た 。  

 

【 図 表 5 - 6 ： 司 法 書 ⼠ ⽀ 払 ⼿ 数 料 事 件 の 概 要 】（ 筆 者 作 成 ）  

本 件 の 主 な 争 点 は 、 ① 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 が 過 ⼤ か 否 か を 法 3 7 条 で 判 断

を せ ず に 法 1 5 7 条 で 判 断 す る こ と の 可 否 、 ② ⽐ 準 会 社 と し て 労 働 者 派 遣

会 社 を 選 定 す る こ と の 適 否 、 で あ る 1 5 8 。  

争 点 ① に つ い て 、 X は 、 法 3 7 条 で 判 断 せ ず に い き な り 法 1 5 7 条 を 適

⽤ し て 否 認 し た こ と は 違 法 で あ る と 主 張 し た の に 対 し 、Y は 、「 本 件 に つ

い て は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･･ ） 同 族 会 社 で あ る A 社 の ⾏ 為 に よ っ て ま さ に X の

所 得 税 の 負 担 が 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と 認 め ら れ る 事 案 な の で あ っ て 、

所 得 税 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ す る こ と は 同 条 の 趣 旨 に か な う も の で あ り 、 こ と

さ ら 所 得 税 法 3 7 条 1 項 の 適 ⽤ を 検 討 す る 必 要 は な い 。」 と 主 張 し 、 両 者

で 対 ⽴ が ⾒ ら れ た 。  

第 ⼀ 審 判 決 （ 広 島 地 判 平 成 1 3 年 1 0 ⽉ 1 1 ⽇ 税 資 2 5 1 号 順 号 9 0 0 0 ）

 
1 5 8  な お 、 本 件 は 、 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 以 外 の 費 ⽤ に 係 る 必 要 経 費 算 ⼊ の 問 題 等 に つ
い て も 争 わ れ て い る が 、 こ の 論 点 に つ い て は 検 討 の 対 象 外 と す る 。  

 

 

 

 

同族会社 A 社 
代表取締役：X の妻 

取締役：X 

個⼈事業主 X 
(司法書⼠) 

司法書⼠業務の⼀部を委託 

顧客からの報酬の 6 割を 
委託⼿数料として⽀払い 

（3,000〜4,500 万円/年） 

顧客 
報酬 
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は 、「 所 得 税 法 1 5 7 条 は 、（ … 中 略 … ） 同 族 会 社 と 関 係 者 と の 間 に お い て

な さ れ た 取 引 等 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 が 、 関 係 者 の 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少

さ せ る も の と 認 め ら れ る 場 合 、 当 該 取 引 等 の ⾏ 為 ⼜ は 計 算 を 正 常 な そ れ

に 置 き 換 え て 、所 得 税 額 を 算 定 し 、租 税 負 担 の 公 平 を 図 る 規 定 で あ っ て 、

単 な る 必 要 経 費 計 算 の 通 則 的 規 定 に す ぎ な い 所 得 税 法 3 7 条 1 項 と は 、

そ の 趣 旨 や 適 ⽤ 要 件 を 異 に す る も の で あ る か ら 、 必 要 経 費 が 過 ⼤ で あ る

と し て 否 認 す る 場 合 に お い て も 、 そ れ が 所 得 税 法 1 5 7 条 所 定 の 要 件 を 充

⾜ す る 場 合 に は 、 そ の 適 ⽤ を 否 定 す べ き 理 由 は 何 ら 存 在 し な い 。 す な わ

ち 、（ … 中 略 … ）本 件 の よ う な 関 係 者 が 同 族 会 社 に 対 し て 経 費 を 過 ⼤ に ⽀

払 う ⾏ 為 は 、ま さ に 所 得 税 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ の 対 象 の 典 型 例 な の で あ っ て 、

同 条 は か よ う な 同 族 会 社 と 関 係 者 の 不 合 理 ・ 不 ⾃ 然 な ⾏ 為 を 否 認 す る こ

と を 想 定 し て 規 定 さ れ た も の と い う こ と が で き る 。 か か る 所 得 税 法 1 5 7

条 の 趣 旨 か ら す れ ば 、 関 係 者 の 同 族 会 社 に 対 す る 過 ⼤ な 経 費 の ⽀ 払 を 否

認 す る 場 ⾯ に お い て は 、 む し ろ 所 得 税 法 1 5 7 条 が 同 法 3 7 条 1 項 に 優 先

し て 適 ⽤ す べ き と 解 す る 余 地 が あ り こ そ す れ 、 反 対 に 所 得 税 法 3 7 条 が

必 要 経 費 に 関 す る ⼀ 般 的 規 定 だ と い う 理 由 の み で 同 条 の 適 ⽤ を 優 先 さ せ 、

同 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ を 全 く 認 め な い と い う 解 釈 は 説 得 ⼒ に ⽋ け る も の と い

わ な け れ ば な ら な い 。」（ 下 線 筆 者 ） と 判 ⽰ し 、 Y の 法 1 5 7 条 優 先 適 ⽤ 説

を ⽀ 持 す る か の よ う な ⾒ 解 を ⽰ し た 上 で 、争 点 ② に つ い て も 、「 Y は 類 似

同 業 者 と し て 、 主 と し て オ フ ィ ス 業 務 に 係 る 労 働 者 を 派 遣 す る 労 働 者 派

遣 会 社 を ⽐ 準 会 社 と し て 選 定 し た も の で あ る が 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）A 社 の 業

務 の 核 ⼼ 的 部 分 は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）オ フ ィ ス ワ ー ク（ 括 弧 内 省 略 ）で あ る

点 で は 共 通 で あ り 、 経 済 的 、 取 引 的 観 点 か ら み て 、 ⼀ 般 通 念 上 、 両 者 の

業 務 に 類 似 性 が な い と は い え な い 。」 と し て 、 い ず れ も X の 請 求 を 棄 却

し た 。  
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こ れ に 対 し 、控 訴 審 判 決（ 広 島 ⾼ 判 平 成 1 6 年 1 ⽉ 2 2 ⽇ 税 資 2 5 4 号 順

号 9 5 2 5 ） で は 、 争 点 ① に つ い て は 触 れ ず に 、 争 点 ② に つ い て 、 A 社 が ⼈

件 費 以 外 に 、 使 ⽤ す る パ ソ コ ン 等 や ⾃ 動 ⾞ の 経 費 の 負 担 を し て い る こ と

に 着 ⽬ し 、「 本 件 業 務 委 託 契 約 は 、⼈ 材 派 遣 契 約 と は い え ず 、む し ろ 、請

負 契 約 に 類 似 す る 契 約 で あ る 」か ら 、「 本 件 ⽐ 準 会 社 は 、い ず れ も 事 業 内

容 及 び 事 業 規 模 等 に お い て 相 当 な 類 似 性 を 備 え て い る と は 認 め ら れ な

い 。」 と し て 、 X の 請 求 を 認 容 し た 1 5 9 。  

 

(2 )  司 法 書 ⼠ ⽀ 払 ⼿ 数 料 事 件 の 検 討  

 

本 件 は 、 A 社 へ の 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 の 適 正 額 算 定 で 労 働 者 派 遣 会 社 を ⽐

準 会 社 と し た こ と （ 争 点 ② ） が 控 訴 審 で 不 適 当 と 判 断 さ れ 、 X の 主 張 が

認 容 さ れ た 。 ⼀ ⽅ 、 Y の 主 張 す る 法 1 5 7 条 優 先 適 ⽤ 説 （ 争 点 ① ） に つ い

て 、 第 ⼀ 審 で は こ の 主 張 を 認 め て い た が 、 控 訴 審 で は こ れ に 触 れ ず に 判

決 を 下 し て い る 。 図 表 5 - 1 で い う と 、 争 点 ① は テ ス ト 2 と テ ス ト 3 の 判

断 順 序 に 関 す る 問 題 で あ り 、 争 点 ② は テ ス ト 3 に お け る 不 当 性 要 件 の 問

題 で あ る 。 本 来 テ ス ト 2 を ク リ ア し て か ら テ ス ト 3 に い く べ き と こ ろ 、

テ ス ト 2 の 判 定 を せ ず に テ ス ト 3 に い く の は 誤 り で あ る 。 し た が っ て 、

控 訴 審 判 決 の よ う な 、 争 点 ② の み で 判 定 す る 論 理 構 成 は 適 切 で は な い と

考 え ら れ る 。  

 
1 5 9  な お 、 Y は 、 本 論 ⽂ で の 検 討 の 対 象 外 と し た 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 以 外 の 費 ⽤ が 控
訴 審 で 課 税 処 分 取 消 し と な っ た こ と に つ い て 、 理 由 不 備 の 違 法 が あ る と し て 上 告
受 理 申 ⽴ て を ⾏ っ た と こ ろ 、 最 判 平 成 1 6 年 1 1 ⽉ 2 6 ⽇ 税 資 2 5 4 号 順 号 9 8 3 6 で
原 審 に 差 し 戻 す こ と と な り （ 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ を め ぐ る 問 題 に つ い て は 争 わ れ
ず 、 こ こ で 確 定 し た ）、 こ れ を 受 け た 広 島 ⾼ 判 平 成 1 7 年 5 ⽉ 2 7 ⽇ 税 資 2 5 5 号 順
号 1 0 0 4 0 で は 、 当 該 部 分 に つ い て の み Y の 主 張 を 認 容 し た 。  
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そ れ で は 、 本 件 も 、 図 表 5 - 1 に 照 ら し ま ず は テ ス ト 1 か ら 判 定 し て い

こ う 。 X が 司 法 書 ⼠ 業 務 の ⼀ 部 を A 社 に 委 託 し 、 A 社 が こ れ を 履 ⾏ し た

と い う 事 実 関 係 に つ い て は 、 そ の 存 否 を 争 わ れ て い な い た め 、 仮 装 ⾏ 為

に は あ た ら ず テ ス ト 2 に 移 っ て よ い で あ ろ う 。  

次 に テ ス ト 2 で 必 要 経 費 該 当 性 を 判 断 す る 際 、 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 が ⼀ 要

件 説 に よ り “ 必 要 性 要 件 ” を 満 た せ ば 必 要 経 費 に 該 当 す る こ と に な る 。 こ

こ で の “ 必 要 性 要 件 ” は 、 ⾦ 額 の 適 正 性 も 含 意 す る も の で あ る か ら 、 本 件

⽀ 払 ⼿ 数 料 の ⾦ 額 を 、 X が 顧 客 か ら 収 受 し た 受 任 報 酬 額 の 6 割 と 設 定 し

た こ と の 適 否 が 争 点 に な る で あ ろ う 。 こ の 6 割 と い う 設 定 に つ い て 、 X

は 、 A 社 設 ⽴ 前 年 に お け る 委 託 可 能 業 務 に 対 応 す る 経 費 の 実 額 を も と に

合 理 的 に 算 定 し た も の で あ る と 主 張 し て い た が 、第 ⼀ 審 判 決 は 、「 本 件 各

処 分 は 所 得 税 法 1 5 7 条 に 基 づ い た 否 認 処 分 で あ る か ら 、 X の 内 部 資 料 に

基 づ い て 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 の 適 正 さ を 検 討 す る 余 地 は な 」 い と し て 、 内 部

資 料 の 検 討 す ら ⾏ わ な か っ た 。し か し 、テ ス ト 2 で 検 討 す べ き は 法 3 7 条

の 必 要 経 費 に 該 当 す る か 否 か で あ り 、「 こ れ は 、内 部 的 な 資 料 に 基 づ き 事

実 を 検 証 す る こ と に よ っ て 結 論 が 出 る 問 題 で あ る 」 1 6 0 。 し た が っ て 、 本

件 は 、過 去 の X の 帳 簿 等 を 確 認 し な が ら 詳 細 に 事 実 関 係 を 確 認 す る こ と

で 、 テ ス ト 2 で 法 3 7 条 に よ り 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 の 適 正 額 を 算 出 す べ き 事

案 で あ り 、こ れ を ⾶ び 越 え て 法 1 5 7 条 で 判 定 し た Y や 裁 判 所 の 判 断 ⼿ 法

は 誤 り で あ っ た と 考 え ら れ る 1 6 1 。  

 

第 4 款  ⼩ 括  

 
1 6 0  ⽥ 中 ・ 前 掲 注 1 0 6 ） 5 4 ⾴ 。  
1 6 1  た だ し 、 課 税 庁 や 裁 判 所 が 内 部 資 料 か ら 本 件 ⽀ 払 ⼿ 数 料 の 適 正 額 を 判 断 し て
い な い た め 、 X が 設 定 し た 6 割 と い う ⾦ 額 設 定 が 法 3 7 条 に 照 ら し た 場 合 に 適 法
と な っ た か 否 か は 、 必 ず し も 定 か で は な い 。  
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以 上 、 本 節 で は 、 テ ス ト 2 で 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 に 照 ら し

て 判 定 さ れ る べ き 事 例 に つ い て 検 討 し た 。  

第 1 款 の 出 向 職 員 給 与 負 担 ⾦ 事 件 （ 事 案 ② ） は 納 税 者 の ⽀ 払 い ⾃ 体 が

法 3 7 条 の “ 必 要 性 要 件 ” を 満 た さ な い と し て 全 額 否 認 さ れ た 事 案 で あ っ

た の に 対 し 、 第 2 款 の 税 理 ⼠ 事 務 所 賃 料 等 無 償 提 供 事 件 （ 事 案 ③ ） と 第

3 款 の 司 法 書 ⼠ ⽀ 払 ⼿ 数 料 事 件 （ 事 案 ④ ） は 、 そ の ⽀ 出 に 必 要 性 は 認 め

ら れ る も の の 、 ⾦ 額 の 適 正 性 が 問 題 と な っ た 事 案 と ⾒ る こ と が で き る 。

そ し て 、事 案 ② と 事 案 ③ に お け る 課 税 庁 の 判 断 を ⽐ べ る と 、事 案 ② で は 、

納 税 者 と 同 族 会 社 間 の 契 約 内 容 や ⽀ 払 い 実 績 を 確 認 し た 上 で 、 業 務 従 事

者 の 勤 務 ⽉ 数 割 合 を 基 に 適 正 額 を 算 出 し て い る が 、 事 案 ③ で は 、 内 部 資

料 を 検 討 す る こ と な く 法 1 5 7 条 を 根 拠 と し た ⾮ 同 族 同 業 者 ⽐ 準 で 適 正 額

を 算 出 し て お り 、 そ の 判 断 基 準 に 統 ⼀ 性 は 認 め ら れ な い 。 筆 者 仮 説 の 判

定 フ ロ ー に 照 ら せ ば 、 事 案 ② 、 ③ 及 び ④ は い ず れ も 、 納 税 者 の 選 択 し た

私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 に よ っ て 判 定

す べ き ケ ー ス と し て 分 類 さ れ る た め 、 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ す べ き 事 案 で は な

か っ た と 考 え ら れ る 。  

 

第 3 節  通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ の 引 直 し に よ り 判 定 さ れ る べ き 事 例  

 

本 節 で は 、 テ ス ト 1 で 仮 装 ⾏ 為 に は あ た ら ず 、 テ ス ト 2 で 納 税 者 の 選

択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 を 判 定

し た 上 で 、テ ス ト 3 で 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ の 引 直 し を ⾏ い 法 1 5 7 条

の 不 当 性 要 件 で 判 定 さ れ る べ き 事 例 に つ い て 検 討 す る 。  
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第 1 款  事 案 ⑤ ： 燃 料 ⼩ 売 業 業 務 委 託 費 事 件（ ⼤ 阪 地 判 平 成 3 0 年 4

⽉ 1 9 ⽇ ）  

 

本 款 で は 、課 税 庁 が 法 1 5 7 条 で 必 要 経 費 を 否 認 し た が 、裁 判 所 は 法 3 7

条 で 否 認 し 、 法 1 5 7 条 に つ い て は 判 断 す る 必 要 が な い と し た 燃 料 ⼩ 売 業

業 務 委 託 費 事 件 （ ⼤ 阪 地 判 平 成 3 0 年 4 ⽉ 1 9 ⽇ 税 資 2 6 8 号 順 号 1 3 1 4 4 、

⼤ 阪 ⾼ 判 平 成 3 0 年 1 1 ⽉ 2 ⽇ 税 資 2 6 8 号 順 号 1 3 2 0 6 、最 決 令 和 元 年 7 ⽉

1 6 ⽇ 税 資 2 6 9 号 順 号 1 3 2 9 4 。 第 1 章 第 5 節 参 照 。） に つ い て 検 討 す る 。  

 

(1 )  燃 料 ⼩ 売 業 業 務 委 託 費 事 件 の 概 要  

 

X（ 原 告 ・ 控 訴 ⼈ ・ 上 告 ⼈ ） の ⽗ は 、 甲 の 屋 号 で L P ガ ス 、 A 重 油 、 灯

油 等 の 燃 料 ⼩ 売 業 を 営 ん で い た が 、 平 成 1 8 年 に 息 ⼦ X に 事 業 を 承 継 し

た 。X は 、甲 の 業 務 で あ る L P ガ ス 等 の 配 達 、販 売 、保 守 等 の 業 務（ 以 下

「 本 件 配 達 販 売 」 と い う 。） を 、 X が 代 表 取 締 役 を 務 め る 株 式 会 社 A（ 同

族 会 社 に 該 当 す る 。 以 下 「 A 社 」 と い う 。） に 委 託 し 、 A 社 に 外 注 費 （ 以

下 「 本 件 外 注 費 」 と い う 。） を ⽀ 払 っ た （ 以 下 「 本 件 取 引 」 と い う 。）。 な

お 、 A 社 の 事 業 ⽬ 的 に 本 件 配 達 販 売 は 含 ま れ て お ら ず 、 実 際 に 本 件 配 達

販 売 を ⾏ っ た の は X ⾃ ⾝ で あ っ た 。 X は 、 本 件 外 注 費 を 事 業 所 得 の ⾦ 額

の 計 算 上 必 要 経 費 に 算 ⼊ し 、平 成 2 2 年 分 か ら 平 成 2 4 年 分 ま で の 所 得 税

の 確 定 申 告 を ⾏ っ た 。 こ れ に 対 し 所 轄 税 務 署 ⻑ は 、 本 件 外 注 費 を 必 要 経

費 に 算 ⼊ す る こ と は 、 事 業 経 営 者 ⾃ ⾝ に 対 す る 報 酬 を 必 要 経 費 と し て 認

め る こ と と 等 し い 効 果 が 認 め ら れ 、 X の 所 得 税 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果

と な る た め 、 本 件 外 注 費 を 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ と は で き な い と し て 法

1 5 7 条 の 規 定 を 適 ⽤ し 、 所 得 税 更 正 処 分 及 び 過 少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処



118 
 

分 を ⾏ っ た 。 X は こ れ を 不 服 と し て 出 訴 し た 。  

 

【 図 表 5 - 7 ： 燃 料 ⼩ 売 業 業 務 委 託 費 事 件 の 概 要 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

本 件 の 主 な 争 点 は 、① 本 件 外 注 費 は X の 事 業 所 得 に 係 る 必 要 経 費 に 該

当 す る か 、 ② 本 件 取 引 が 法 1 5 7 条 の 規 定 に よ る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認

の 対 象 と な る か 、 で あ る 1 6 2 。  

第 ⼀ 審 判 決 （ ⼤ 阪 地 判 平 成 3 0 年 4 ⽉ 1 9 ⽇ 税 資 2 6 8 号 順 号 1 3 1 4 4 ）

は 、争 点 ① に つ い て 、「 あ る ⽀ 出 が 事 業 所 得 の ⾦ 額 の 計 算 上 必 要 経 費 と し

て 控 除 さ れ る た め に は 、 当 該 ⽀ 出 が 事 業 所 得 を ⽣ ず べ き 業 務 と 合 理 的 な

関 連 性 を 有 し（ 関 連 性 要 件 ）、か つ 、当 該 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要 で あ る こ と（ 必

要 性 要 件 ） を 要 す る と 解 す る の が 相 当 で あ る 。 そ し て 、 必 要 経 費 該 当 性

（ 関 連 性 要 件 及 び 必 要 性 要 件 ）の 判 断 に 当 た っ て は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･･ ）関 係

者 の 主 観 的 判 断 を 基 準 と す る の で は な く 、 客 観 的 な ⾒ 地 か ら 判 断 す べ き

で あ り 、 ま た 、 当 該 ⽀ 出 の 外 形 や 名 ⽬ 等 か ら 形 式 的 類 型 的 に 判 断 す る の

で は な く 、当 該 業 務 の 内 容 、当 該 ⽀ 出 及 び そ の 原 因 と な っ た 契 約 の 内 容 、

⽀ 出 先 と 納 税 者 と の 関 係 な ど 個 別 具 体 的 な 諸 事 情 に 即 し 、 社 会 通 念 に 従

っ て 実 質 的 に 判 断 す べ き で あ る 。」（ 下 線 筆 者 。以 下 、本 款 に お い て 同 じ 。）

と 緩 や か な ⼆ 要 件 説 に 依 拠 す る こ と を ⽰ し た 。 そ し て 、 本 件 配 達 販 売 業

 
1 6 2  な お 、 本 件 は 、 理 由 付 記 の 不 備 が 争 点 ③ と し て 挙 げ ら れ て い る が 、 こ の 争 点
は ⼿ 続 法 の 論 点 の た め 検 討 の 対 象 外 と す る 。  

 

 

 

 

 

個⼈事業主 X 
（屋号：甲） 

同族会社 A 社 
代表取締役：X 

本件配達販売業務を委託 

本件外注費 ⽀払い 
（665 万〜692 万 5,000 円/年） 

※実際の本件配達販売業務遂⾏者は X 
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務 が X ⾃ ⾝ で あ っ た こ と 等 の 事 実 か ら 、X は 、「 ⾃ ⼰ の 個 ⼈ 事 業（ 甲 ）に

係 る 業 務 全 般 を 、（ … 中 略 … ）⾃ ⼰ の 経 験 と 判 断 に 基 づ き 、⾃ ⼰ の 労 ⼒ 及

び 経 費 負 担 を も っ て 遂 ⾏ し て い た も の と い う べ き で あ る 。（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）

そ う す る と 、甲 の 業 務 に 関 し 、甲 た る X が A 社 に 対 し 本 件 配 達 販 売 を 委

託 し 、 A 社 が こ れ を 遂 ⾏ し 、 X か ら A 社 に 対 し 本 件 外 注 費 が ⽀ 払 わ れ た

と い う 形 式 及 び 外 観 が 存 在 す る も の の 、 そ の 実 質 は 、 X が ⾃ ら 甲 の 事 業

主 と し て そ の 業 務 を 遂 ⾏ す る ⼀ ⽅ で 、（ … 中 略 … ）本 来 ⽀ 払 う 必 要 の な い

事 業 主 ⾃ ⾝ の 労 働 の 対 価 （ 報 酬 ） を 、『 外 注 配 達 費 』 や 『 ⼈ 夫 派 遣 費 』 と

い う 名 ⽬ で 本 件 外 注 費 と し て A 社 に ⽀ 払 っ て い た も の と い わ ざ る を 得 な

い 。 以 上 に よ れ ば 、 本 件 外 注 費 は 、 社 会 通 念 上 、 甲 の 業 務 の 遂 ⾏ 上 必 要

で あ る と は い え ず 、 必 要 経 費 該 当 性 の 判 断 基 準 に お け る 必 要 性 要 件 を ⽋

く も の と 認 め ら れ る か ら 、 X の 事 業 所 得 に 係 る 必 要 経 費 に は 該 当 し な い

と い う べ き で あ る 。」 と 判 ⽰ し 、 争 点 ② に つ い て は 、「 本 件 外 注 費 が X の

事 業 所 得 に 係 る 必 要 経 費 に 該 当 し な い 以 上 、 本 件 取 引 が 所 得 税 法 1 5 7 条

1 項 の 規 定 に よ る 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 の 対 象 と な る か に つ い て は 、

判 断 す る 必 要 が な い 。」と し て X の 請 求 を 棄 却 し た 。続 く 控 訴 審 判 決（ ⼤

阪 ⾼ 判 平 成 3 0 年 1 1 ⽉ 2 ⽇ 税 資 2 6 8 号 順 号 1 3 2 0 6 ） は 、 争 点 ② に 触 れ る

こ と な く 原 判 決 を ⽀ 持 し 、 X は 上 告 受 理 申 ⽴ て を ⾏ っ た が 、 最 ⾼ 裁 は 上

告 不 受 理 を 決 定 し た （ 最 決 令 和 元 年 7 ⽉ 1 6 ⽇ 税 資 2 6 9 号 順 号 1 3 2 9 4 ）。 
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【 図 表 5 - 8 ： 各 年 分 の 本 件 外 注 費 、 課 税 庁 に よ る 更 正 ⾦ 額 及 び 納 付 す べ

き 税 額 （ 斜 体 ） に つ い て 】（ 筆 者 作 成 ）  

 

(2 )  燃 料 ⼩ 売 業 業 務 委 託 費 事 件 の 検 討  

 

本 件 は 、 当 初 課 税 庁 は 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し て 本 件 外 注 費 の 必 要 経 費 算 ⼊

を 否 認 し て い た 。 し か し 、 裁 判 所 は 、 訴 訟 段 階 で 同 規 定 の 適 ⽤ の 適 否 を

争 点 ② と し 、 代 わ り に 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 の 検 討 を 争 点 ① で ⾏ っ

た 結 果 、 必 要 経 費 に 該 当 し な い た め 争 点 ② は 判 断 不 要 と す る 論 理 構 成 を

展 開 し た 。 こ の よ う な 根 拠 規 定 の 差 替 え に つ い て は 、 学 説 で も 不 適 切 で

あ る と の 指 摘 が あ る が 1 6 3 、 本 論 ⽂ で は そ の 論 点 に つ い て は 触 れ ず 、 裁 判

所 の 判 断 の 是 ⾮ に 焦 点 を あ て て 検 討 す る 。  

 
1 6 3  ⽥ 中 治 「 判 批 」 T K C 税 研 情 報 2 9 巻 3 号 （ 2 0 2 0 ） 1 8 ⾴ は 、「 法 1 5 7 条 を 根 拠
に な さ れ た 本 件 課 税 処 分 の 適 法 性 判 断 に お い て は 、 法 1 5 7 条 の 解 釈 、 本 件 へ の
法 1 5 7 条 の 適 ⽤ の 当 否 を 検 討 す る こ と な く 結 論 を 得 る こ と は 、 お そ ら く 不 可 能
で 不 適 切 と い う べ き で あ ろ う 。 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 の 判 断 で 代 替 す る こ と
も ま た 不 適 切 と い う こ と に な る 。」 と 指 摘 し て い る 。  

（単位：円） 
 H22 年分 H23 年分 H24 年分 
(1)確定申告記載⾦額 

 
（納付すべき税額） 
 

6,650,000 
 

（△880,900） 
 

6,925,000 
 

（47,400） 
 

6,755,000 
 

（464,600） 
 

(2)課税庁による更正⾦額 
 

（納付すべき税額） 
 

0 
 

（1,053,800） 
 

0 
 

（1,940,100） 
 

0 
 

（2,367,000） 
 

(3)税負担差額 
＝(2)−(1) 

（1,934,700） （1,892,700） （1,962,400） 
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裁 判 所 の 争 点 ② に 関 す る 判 ⽰ か ら 、 裁 判 所 は 、 必 要 経 費 の 判 断 に あ た

っ て 法 3 7 条 優 先 適 ⽤ 説 を 採 ⽤ し た と 読 み 取 れ る が 、 な ぜ 法 1 5 7 条 よ り

も 法 3 7 条 が 優 先 さ れ る の か が 明 確 に は ⽰ さ れ て い な い 。 裁 判 所 が 法 3 7

条 に 照 ら し て 必 要 経 費 に 該 当 し な い と 判 定 し た 根 拠 は 、 本 件 配 達 販 売 を

実 際 に ⾏ う の が 甲 の 事 業 主 で あ る X ⾃ ⾝ で あ っ た と い う 点 に あ る が 1 6 4 、

法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 の 判 断 基 準 で あ る “ 関 連 性 要 件 ” と “ 必 要 性 要 件 ”

の 中 に 、 経 費 の ⽀ 払 い 先 法 ⼈ に お い て 実 際 誰 が そ の 業 務 を 遂 ⾏ す る の か

と い う ⼈ 的 事 情 の 考 慮 ま で は 求 め ら れ て い な い 。 X が 本 件 配 達 販 売 に 従

事 し た ⽇ 数 は 年 間 2 6 6 ⽇ か ら 2 8 4 ⽇ に も 及 ん で お り 、こ れ を 外 注 す る こ

と で ⽣ ま れ る 時 間 的 余 裕 を 、 他 の 営 業 活 動 に 充 て て 収 益 確 保 に 繋 げ る と

捉 え る と 、 本 件 配 達 販 売 を 外 注 に 出 す と い う ⾏ 為 ⾃ 体 は 必 要 性 が あ っ た

と ⾔ え よ う 。第 ⼀ 審 判 決 で は 、最 後 に「 仮 に 、本 件 の よ う な 事 情 の 下 で 、

本 件 外 注 費 を X の 事 業 所 得 に 係 る 必 要 経 費 と し て 認 め る と す る と 、個 ⼈

事 業 主（ 農 家 、個 ⼈ 商 店 な ど ）と 同 族 会 社 の 代 表 者 を 兼 務 す る 者 の 場 合 、

事 業 主 ⾃ ⾝ が 従 事 す る 業 務 を 会 社 に 外 注 し 、 そ の 外 注 費 を ⽀ 払 う こ と に

す れ ば 、 本 来 は 必 要 経 費 に 算 ⼊ す る こ と の で き な い 事 業 主 ⾃ ⾝ の 労 働 の

対 価 を 、個 ⼈ 事 業 の 必 要 経 費 と す る こ と が で き る こ と と な り 、ひ い て は 、

税 額 の ⾃ 由 な 操 作 を 許 す こ と に な り か ね な い の で あ っ て 、 租 税 法 の 根 本

原 則 に 反 す る 不 合 理 な 結 論 と な る こ と は 明 ら か で あ る 。」と 補 ⾜ し て い る

が 、 こ れ は 法 1 5 7 条 の ⽴ 法 趣 旨 、 す な わ ち 、 同 族 会 社 と 株 主 等 の 特 殊 関

 
1 6 4  X は 、 A 社 の 従 業 員 で あ る X の 妻 に 甲 の 事 務 委 託 を し 、 こ の 対 価 と し て 甲 か
ら A 社 に 事 務 費 を ⽀ 払 っ て い る が 、 こ れ に つ い て 裁 判 所 は 「 X ⾃ ⾝ が 甲 の 業 務 を
遂 ⾏ す る 場 合 と 、 A 社 の 従 業 員 で あ る X の 妻 が 甲 の 業 務 を 遂 ⾏ す る 場 合 と で は 、
判 断 の 基 礎 と な る 事 情 が ⼤ き く 異 な る の で あ る か ら 、 必 要 経 費 該 当 性 の 判 断 が 異
な る こ と に は 合 理 的 な 理 由 が あ る 。」 と し て 、 当 該 事 務 費 を 必 要 経 費 と し て 認 容
し て い る 。  
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係 性 ゆ え に ⾏ わ れ る 租 税 回 避 を 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か ら 防 ⽌ す る と い う 考

え ⽅ に 沿 う も の で あ っ て 、 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 に そ こ ま で 踏

み 込 ん だ 判 断 を 可 能 と す る 法 的 根 拠 は な い と 考 え ら れ る 1 6 5 。し た が っ て 、

裁 判 所 が 判 ⽰ し た 論 理 で 法 3 7 条 に 照 ら し 本 件 外 注 費 を 否 認 す る こ と は

で き な い 。  

そ れ で は 、 本 件 も 図 表 5 - 1 に 照 ら し て 本 件 の あ る べ き 判 定 フ ロ ー を 検

討 し よ う 。本 件 は 、甲 の 事 業 主 で あ る X が A 社 に 対 し 本 件 配 達 販 売 を 委

託 し 、 A 社 が こ れ を 遂 ⾏ し 、 X か ら A 社 に 対 し 本 件 外 注 費 が ⽀ 払 わ れ た

と い う 事 実 は 間 違 い な い た め 、 テ ス ト 1 で 仮 装 ⾏ 為 に は あ た ら ず テ ス ト

2 に 移 る 。 テ ス ト 2 で は 、 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 要 件 の 判 定 に 際 し 、

外 注 に 出 す ⾏ 為 が 必 要 で あ る こ と は 前 述 の と お り で あ る 。 こ こ で の ⾦ 額

の 適 正 性 に 関 し て 、本 件 外 注 費 は 年 間 6 6 5 万 円 か ら 6 9 2 万 円 と ⼀ ⾒ ⼤ き

く ⾒ え る が 、 こ れ は 1 ⽇ 当 た り の 単 価 2 0 , 0 0 0 円 か ら 2 5 , 0 0 0 円 に 従 事 ⽇

数 を 乗 じ て 算 出 し た も の で あ り 、 単 価 を ⾒ る と 異 常 な ⾦ 額 と は ⾔ え な い

だ ろ う 。 し た が っ て 、 テ ス ト 2 で は 必 要 経 費 と し て 容 認 さ れ る た め 、 続

い て 、通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ の 引 直 し に よ り テ ス ト 3 で 1 5 7 条 の 不 当

性 要 件 を 判 定 す る 。 こ こ で 初 め て A 社 と X の 特 殊 関 係 性 に 注 ⽬ す る と 、

本 件 配 達 販 売 を X が 遂 ⾏ す る 以 上 、甲 の 事 業 を ⾏ う X に 時 間 的 余 裕 は ⽣

ま れ ず 、 た だ 外 注 費 が キ ャ ッ シ ュ ア ウ ト す る だ け で あ る 。 本 来 、 X は ⾃

⾝ の 収 益 ・ 所 得 を 上 げ る た め に 事 業 活 動 を ⾏ う べ き と こ ろ 、 所 得 が 下 が

る だ け の こ の 外 注 ⾏ 為 に 経 済 的 合 理 性 は な い 。 し た が っ て 、 通 常 ⽤ い ら

れ る 法 形 式 は 、 本 件 配 達 販 売 を A 社 に 外 注 す る も の で は な く 、 キ ャ ッ シ

 
1 6 5  ⽊ ⼭ 泰 嗣 「 判 批 」 税 経 通 信 7 6 巻 1 号 （ 2 0 2 1 ） 2 0 6 ⾴ も 、 本 判 決 に お け る 必
要 性 要 件 の 判 断 は 「 法 1 5 7 条 1 項 を 適 ⽤ し て ⾏ 為 を 否 認 し た に 等 し い と い え る
（ 括 弧 内 省 略 ） が 、 原 則 要 件 で あ る 必 要 性 要 件 に 、 そ こ ま で 踏 み 込 ん だ 判 断 を ⾏
う こ と を 可 能 と す る 法 的 根 拠 は な い よ う に 思 わ れ る 。」 と 指 摘 し て い る 。  
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ュ ア ウ ト を 伴 わ な い 、 甲 の 事 業 主 た る X ⾃ ⾝ が 遂 ⾏ す る 形 と な る 。 所 得

税 法 で は 、事 業 主 X の 労 働 の 対 価 と し て 事 業 主 ⾃ ⾝ が ⽀ 払 っ た ⾦ 銭 は 必

要 経 費 と し て 認 め ら れ な い た め 、 必 要 経 費 と し て 計 上 し た ⾦ 額 は 全 額 否

認 さ れ る こ と に な る 。そ の 結 果 、テ ス ト 2 と テ ス ト 3 の 税 負 担 差 額 が 1 9 0

万 円 前 後 と ⼤ き く 、 A 社 に 外 注 を 依 頼 す る 合 理 的 理 由 も な い た め 1 6 6 、 不

当 性 要 件 を 満 た し て 法 1 5 7 条 に よ り 必 要 経 費 が 否 認 さ れ る 、 と い う の が

あ る べ き 判 定 フ ロ ー で あ る 。  

こ の よ う に 、 本 件 は 、 テ ス ト 2 で は 必 要 経 費 と し て 容 認 さ れ る が 、 テ

ス ト 3 で 法 1 5 7 条 に 依 拠 し て 全 額 否 認 す る の が 適 当 な 事 案 で あ っ た と 考

え ら れ る 。  

 

第 2 款  事 案 ⑥ ： ⻭ 科 医 師 医 療 機 器 賃 借 料 事 件 （ 国 税 不 服 審 判 所 裁

決 平 成 1 4 年 1 2 ⽉ 2 0 ⽇ ）  

 

本 款 で は 、 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 に つ い て 、 課 税 庁 や 国 税

不 服 審 判 所 が レ ン タ ル ⽅ 式 か リ ー ス ⽅ 式 か の 明 ⾔ を 避 け な が ら 、 通 常 ⽤

い ら れ る 法 形 式 （ リ ー ス ⽅ 式 ） へ の 引 直 し を ⾏ っ た ⻭ 科 医 師 医 療 機 器 賃

借 料 事 件 （ 国 税 不 服 審 判 所 裁 決 平 成 1 4 年 1 2 ⽉ 2 0 ⽇ 裁 決 事 例 集 6 4 集

2 0 7 ⾴ ） に つ い て 検 討 す る 。  

 

(1 )  ⻭ 科 医 師 医 療 機 器 賃 借 料 事 件 の 概 要  

 

 
1 6 6  本 件 取 引 の 形 態 は 、 事 業 承 継 前 の 、 甲 の 事 業 主 が X の ⽗ の 時 代 か ら ⾏ わ れ て
い た も の で あ る と X は 主 張 す る が 、 事 業 を 承 継 し た 後 は X と A 社 の 関 係 が 問 わ
れ る た め 、 X の 主 張 は 合 理 的 理 由 と し て は 認 め ら れ な い と 考 え る 。  
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⻭ 科 医 院 を 営 む Ｘ （ 請 求 ⼈ ） は 、 同 族 会 社 で あ る 株 式 会 社 Ｋ 社 設 ⽴ 以

来 、 取 締 役 を 務 め て い る 。  

Ｘ と Ｋ 社 は 、 Ｋ 社 設 ⽴ 直 後 よ り 、 賃 貸 ⼈ を Ｋ 社 、 賃 借 ⼈ を Ｘ と し 、 以

下 の 賃 貸 借 契 約 に 係 る 基 本 契 約（ 以 下「 基 本 契 約 」と い う 。）を 締 結 し た 。  

① 賃 貸 借 物 件 の 賃 貸 借 期 間 を 法 定 耐 ⽤ 年 数 の 1 3 0 % と し 、 そ の 間 の 賃

貸 料 は 当 初 の 契 約 に 定 め ら れ た ⾦ 額 と す る 。  

② 賃 貸 借 物 件 の 賃 貸 借 期 間 が 上 記 ① の 期 間 を 超 え た 時 は 、 そ の 賃 貸 料

の 7 0 ％ と す る 。  

③ 賃 借 ⼈ は 、 契 約 期 間 中 と い え ど も 賃 貸 借 物 件 の 解 約 が で き る 。   

Ｘ 及 び Ｋ 社 は 、 上 記 基 本 契 約 に 係 る 賃 貸 借 物 件 の う ち 、 医 療 機 器 及 び

備 品 等 （ 以 下 「 本 件 医 療 機 器 等 」 と い う 。） に つ い て 、 賃 貸 ⼈ を Ｋ 社 、 賃

借 ⼈ を Ｘ と し て 、 以 下 の 賃 貸 借 契 約 （ 以 下 「 個 別 契 約 」 と い い 、 基 本 契

約 と 併 せ て 「 本 件 各 契 約 」 と い う 。） を 締 結 し た 。  

① 契 約 期 間 経 過 後 は 、 Ｘ の 申 出 の な い 限 り 継 続 更 新 す る こ と が で き る 。 

② 部 品 取 替 を 含 む 賃 貸 借 物 件 の 保 守 に つ い て は 、 Ｋ 社 が そ の 費 ⽤ を 負

担 す る 。  

③ Ｋ 社 ⼜ は Ｘ は 、 3 か ⽉ 以 前 に お い て 相 ⼿ ⽅ に 予 告 し て こ の 契 約 を 解

除 す る こ と が で き る 。  

Ｘ は 、 平 成 1 0 年 な い し 平 成 1 2 年 の 各 確 定 申 告 に お い て 、 Ｋ 社 に ⽀ 払

っ た 本 件 医 療 機 器 等 に 係 る 賃 借 料（ 以 下「 本 件 賃 借 料 」と い う 。）を 事 業

所 得 の 必 要 経 費 に 算 ⼊ し 申 告 を ⾏ っ た が 、 そ の ⾦ 額 は 、 基 本 契 約 に 定 め

ら れ た 賃 貸 借 期 間 を 経 過 し た 後 も 契 約 当 初 と 同 額 の ま ま で あ っ た 。ま た 、

個 別 契 約 を 締 結 し た 賃 貸 借 物 件 (a ) に つ い て 、Ｋ 社 あ て の「 契 約 解 除 に 関

す る 通 知 」 に よ り 4 か ⽉ 後 に 個 別 契 約 を 解 除 し 、 賃 貸 借 物 件 が 撤 去 さ れ

た に も 関 わ ら ず 、 契 約 解 除 後 も 同 額 の 賃 借 料 を ⽀ 払 い 続 け て い た 。 こ れ
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に 対 し Ｙ （ 税 務 署 ⻑ − 原 処 分 庁 ） は 、 Ｘ の 所 得 税 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結

果 と な る と 認 め ら れ る と し て 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し 、 所 得 税 更 正 処 分 及 び 過

少 申 告 加 算 税 賦 課 決 定 処 分 を ⾏ っ た 。 Ｘ は 上 記 処 分 を 不 服 と し て 審 査 請

求 を ⾏ っ た 。  

本 件 の 争 点 は 、 Ｘ が Ｋ 社 に ⽀ 払 っ た 本 件 賃 借 料 の ⾦ 額 が 、 法 1 5 7 条 に

規 定 す る 「 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る 」

か 否 か で あ る 。  

審 査 請 求 に お い て 、 Y は 、 X が 説 明 し た 本 件 賃 借 料 の 算 出 根 拠 が 、 ⼀

般 的 な リ ー ス 料 の 計 算 ⽅ 法 に 類 似 し て お り 1 6 7 、 医 療 機 器 等 を リ ー ス す る

8 社 （ 以 下 「 医 療 機 器 等 リ ー ス 各 社 」 と い う 。） へ の 調 査 で 、 リ ー ス 料 総

額 回 収 期 間 1 6 8 満 了 時 に そ の ま ま 継 続 し て 賃 借 （ 再 リ ー ス ） す る 場 合 の 賃

貸 料 は 基 本 的 に 当 初 賃 貸 料 の 1 0 分 の 1 の ⾦ 額 に な る こ と が 確 認 で き た

た め 、 本 件 回 収 期 間 1 6 9 を 経 過 し た 後 の 賃 貸 料 に つ い て は 、 医 療 機 器 等 リ

ー ス 各 社 と 同 様 に 当 初 の 契 約 に お け る 賃 貸 料 の 1 0 分 の 1 の ⾦ 額 に 引 き

直 し て 計 算 す べ き と 主 張 し た 。⼀ ⽅ の X は 、本 件 各 契 約 に つ い て Y は リ

ー ス ⽅ 式 を 前 提 と し て い る が 、 あ く ま で 本 件 各 契 約 は レ ン タ ル ⽅ 式 で あ

り 、 本 件 賃 借 料 の ⽀ 払 い が 本 件 各 契 約 に 反 し て い た こ と は 認 め た 上 で 、

本 件 各 契 約 に 基 づ い た ⾦ 額 の 範 囲 内 で の 処 分 、す な わ ち 、賃 貸 借 物 件 (a )

 
1 6 7  X の ⽉ 額 賃 借 料 の 計 算 式 が 、「 ⽉ 額 賃 借 料 ＝ （ 取 得 価 額 × 利 益 加 算 率 1 . 3 ＋
（ K 社 取 得 価 額 × ⾦ 利 0 . 0 3 × 法 定 耐 ⽤ 年 数 × 0 . 6 ）） ÷ （ 法 定 耐 ⽤ 年 数 × 0 . 6 × 1 2 か
⽉ ）」 で あ っ た の に 対 し 、 ⼀ 般 的 な リ ー ス 取 引 に お け る ⽉ 額 賃 貸 料 の 算 出 ⽅ 法 が
「 ⽉ 額 賃 貸 料 ＝ （ 取 得 価 額 ＋ ⾦ 利 ＋ 固 定 資 産 税 ＋ 保 険 料 ＋ ⼿ 数 料 ＋ 利 益 ） ÷ リ ー
ス 期 間 」 と 類 似 し て い る と Y は 主 張 し 、 審 判 所 も こ れ を 事 実 認 定 し て い る 。  
1 6 8  リ ー ス 料 総 額 回 収 期 間 と は 、 リ ー ス 料 総 額 （ ＝ 取 得 価 額 ＋ ⾦ 利 ＋ 固 定 資 産 税
＋ 保 険 料 ＋ ⼿ 数 料 ＋ 利 益 ） を ⽉ 額 賃 貸 料 で 回 収 す る 期 間 の こ と を い う 。  
1 6 9  本 件 回 収 期 間 と は 、 本 件 賃 貸 料 総 額 （ ＝ 取 得 価 額 × 利 益 加 算 率 1 . 3 ＋ （ K 社 取
得 価 額 × ⾦ 利 0 . 0 3 × 法 定 耐 ⽤ 年 数 × 0 . 6 ） か ら ⽉ 額 賃 貸 料 を 除 し て 求 め た も の
で 、 個 別 契 約 に 係 る リ ー ス 料 総 額 回 収 期 間 に 相 当 す る 回 収 期 間 の こ と を 指 す 。  
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の 契 約 解 除 後 の ⽀ 払 い ⾦ 額 を 除 外 す る の に 加 え 、 賃 貸 借 期 間 を 耐 ⽤ 年 数

の 1 3 0 ％ の 年 数 と し 、 当 該 賃 貸 借 期 間 を 経 過 し た 後 の 賃 貸 料 を 当 初 の 契

約 に 定 め ら れ た ⾦ 額 の 7 0 ％ と し て 計 算 し た ⾦ 額 が 、Ｘ が Ｋ 社 に 対 し て ⽀

払 う べ き 相 当 な 賃 借 料（ 以 下「 本 件 相 当 賃 借 料 」と い う 。）で あ る と し て 、

処 分 の 全 部 ⼜ は ⼀ 部 の 取 消 し を 主 張 し た 。  

こ れ に 対 し 審 判 所 は 、「 本 件 相 当 賃 借 料 が 所 得 税 法 第 1 5 7 条 第 1 項 の

規 定 に 照 ら し て 相 当 と い え る か ど う か は 、（ … 中 略 … ）本 件 相 当 賃 借 料 が

本 件 医 療 機 器 等 の 賃 貸 借 市 場 ⼀ 般 の 相 場 か ら ⾒ て 適 正 な ⾦ 額 で あ る と 認

め ら れ る か 否 か に よ っ て 判 断 す べ き で あ る か ら 、 ⼀ 般 の 賃 貸 業 者 が 本 件

医 療 機 器 等 を 賃 貸 し た 場 合 の 賃 貸 例 を 基 に し て 、 本 件 医 療 機 器 等 の 賃 貸

借 ⼀ 般 の 相 場 か ら み た 適 正 な ⾦ 額 を 算 出 し 、こ の ⾦ 額 と X 主 張 に 係 る 本

件 相 当 賃 借 料 と を ⽐ 較 衡 量 し た 上 で 、 X の 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ

せ る 結 果 と な る か 否 か を 検 討 す る の が 相 当 で あ る 。 そ う す る と 、 本 件 医

療 機 器 等 は 、（ … 中 略 … ）リ ー ス 取 引 の 対 象 と さ れ て い る こ と 、医 療 機 器

等 リ ー ス 各 社 に お い て は 、（ … 中 略 … ）リ ー ス 料 総 額 を リ ー ス 料 総 額 回 収

期 間 で 回 収 す る よ う に 設 定 す る と と も に 、 当 該 回 収 期 間 経 過 後 の 賃 貸 料

に つ い て は 、当 該 回 収 期 間 中 の 1 0 分 の １ の ⾦ 額 と し て い る こ と（ … 中 略

… ） か ら 、 医 療 機 器 等 リ ー ス 各 社 に お け る リ ー ス 料 総 額 及 び 本 件 賃 借 料

（ ⽉ 額 ） を 基 に 本 件 回 収 期 間 を 算 出 す る と と も に 、 当 該 回 収 期 間 が 経 過

し た も の に つ い て は 、 当 該 回 収 期 間 経 過 後 の 賃 貸 料 を 当 該 回 収 期 間 中 の

1 0 分 の １ の ⾦ 額 と す る の が 相 当 で あ る 。」と し 、Y が 当 初 賃 貸 料 の 1 0 分

の 1 の ⾦ 額 で 計 算 し た こ と を 相 当 と い う 判 断 を ⽰ し た 。 し か し な が ら 、

⼀ 部 Y の 計 算 と 合 わ な か っ た た め 、審 判 所 が 改 め て 適 正 賃 借 料 を 算 出 し

直 し た 結 果 、 図 表 5 - 9 (4 )の ⾦ 額 と な っ た 。  
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【 図 表 5 - 9 ： 各 年 分 の 本 件 賃 借 料 、 審 査 請 求 に お け る X ・ Y の 主 張 ⾦ 額 、

審 判 所 認 定 ⾦ 額 及 び 納 付 す べ き 税 額 （ 斜 体 ） に つ い て 】（ 筆 者 作 成 ）  

※ Y と 審 判 所 は リ ー ス ⽅ 式 へ の 引 直 し と 明 ⾔ し て い な い が 、 筆 者 は こ れ を 、 Y と

審 判 所 が リ ー ス ⽅ 式 へ の 引 直 し を ⾏ っ た も の と 捉 え て い る 。  

 

以 上 、 図 表 5 - 9 (5 ) の と お り 、 審 判 所 は 「 X の 主 張 す る 本 件 相 当 賃 借 料

及 び 審 判 所 認 定 賃 借 料 に 基 づ い て 算 出 さ れ た X の 各 年 分 の 納 付 す べ き 税

額 は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）各 年 分 と も 相 当 に か い 離 し て い る こ と が 認 め ら れ る 。

（単位：円）
 H10 年分 H11 年分 H12 年分 備考 

(1)確定申告 
記載⾦額 

11,916,000 11,916,000 11,916,000 
賃貸借期間経過後も
同額計上（本件各契
約に反する） 

(2)Y 主張⾦額 6,764,400 6,619,200 1,129,200 

リース⽅式※に引直し
（引直し同業者⽐準
により適正額を算
出） 

(3)Ｘ主張⾦額 
 
（納付すべき

税額） 

11,507,200 
 

（1,633,700） 

11,205,600 
 

（3,581,900） 

10,690,800 
 

（1,765,600） 

あくまでレンタル⽅
式であるが、⽀払い
が本件各契約に反し
ていたことは認め、
本件各契約に基づい
た⾦額の範囲内での
処分を主張 

(4)審判所 
認定⾦額 

 
（納付すべき

税額） 

4,758,800 
 

（3,750,500） 

1,443,200 
 

（7,194,200） 

1,129,200 
 

（4,934,400） 

リース⽅式※に引直し
（引直し同業者⽐準
により適正額を算
出） 

(5)税負担差額 
＝(4)−(3) 

（2,116,800） （3,612,300） （3,168,800）  
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（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ） X は 本 件 相 当 賃 借 料 を 著 し く ⾼ 額 に す る こ と に よ り 、 各

年 分 の 所 得 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な っ て い る と 認 め ら れ る

か ら 、 Y が 所 得 税 法 第 1 5 7 条 第 1 項 の 規 定 を 適 ⽤ し た こ と は 相 当 で あ 」

る と し て 、 X の 請 求 を 棄 却 し た 。  

 

(2 )  ⻭ 科 医 師 医 療 機 器 賃 借 料 事 件 の 検 討  

 

本 件 は 、 X と K 社 と の 賃 貸 借 契 約 （ 本 件 各 契 約 ） に つ い て 、 X は レ ン

タ ル ⽅ 式 と 主 張 す る の に 対 し 、 Y は 「 基 本 契 約 及 び 個 別 契 約 が リ ー ス ⽅

式 で あ る か レ ン タ ル ⽅ 式 で あ る か は 、（ ･ ･ ･ 中 略 ･ ･ ･ ）所 得 税 を 不 当 に 減 少

さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る か 否 か を 判 定 す る 上 で 影 響 を 与 え る も の

で は な い 。」と し 、審 判 所 も「 基 本 契 約 及 び 個 別 契 約 が リ ー ス ⽅ 式 で あ る

か レ ン タ ル ⽅ 式 で あ る か に よ っ て 結 論 が 左 右 さ れ 得 る も の で は な い 。」と

し て 、 レ ン タ ル ⽅ 式 か リ ー ス ⽅ 式 か を 明 ⾔ し な か っ た 。 仮 に 、 本 件 各 契

約 が リ ー ス 契 約 で あ れ ば 、 納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で

否 認 し た こ と に な る が 、 リ ー ス 契 約 で な け れ ば 、 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式

が リ ー ス ⽅ 式 で あ る と し て 引 直 し を ⾏ っ た こ と に な る 。 そ こ で 、 ま ず は

① 本 件 各 契 約 の 契 約 形 態 に つ い て 検 討 し た 上 で 、 次 に 、 そ の 契 約 形 態 を

前 提 に ② 本 件 事 案 の あ る べ き 判 定 に つ い て 検 討 す る 。  

ま ず 、 ① 本 件 各 契 約 の 契 約 形 態 に つ い て 検 討 す る た め に 、 ⼀ 般 的 な リ

ー ス と レ ン タ ル の 特 徴 に つ い て 確 認 し よ う 。  

リ ー ス で は 、 ユ ー ザ ー が 選 ん だ 物 件 を リ ー ス 会 社 が 購 ⼊ す る 。 ま た 、

リ ー ス 期 間 中 に ユ ー ザ ー が 、 リ ー ス 会 社 の 投 下 し た 資 ⾦ の ほ ぼ 全 額 を リ

ー ス 料 と し て ⽀ 払 う た め 、 リ ー ス 契 約 は 期 間 中 途 で も 契 約 解 除 が 禁 ⽌ さ

れ て い る （ 解 除 す る 場 合 は 残 リ ー ス 料 相 当 額 を ⽀ 払 う 必 要 が あ る 。）。 ⼀
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⽅ 、 レ ン タ ル の ⽅ は 、 そ の 期 間 は リ ー ス 期 間 よ り も 短 く 、 ま た 、 汎 ⽤ 性

の あ る 物 件 を 複 数 の ⼈ に 繰 り 返 し 貸 す こ と に よ っ て 物 件 代 ⾦ を 回 収 す る

よ う に レ ン タ ル 料 が 設 定 さ れ て い る た め 、 ユ ー ザ ー は 、 随 時 ⼜ は ⼀ 定 の

期 間 経 過 後 に 中 途 解 約 を す る こ と が で き る 。 そ の 他 、 リ ー ス で は 、 リ ー

ス 料 に 物 件 の 保 守 ・ 修 繕 ・ 瑕 疵 担 保 ・ 危 険 に 関 す る 費 ⽤ が 含 ま れ て い な

い の で 、 ユ ー ザ ー が 物 件 の 保 守 ・ 修 繕 義 務 を 負 う の に 対 し 、 レ ン タ ル の

⽅ は 、 レ ン タ ル 料 に こ れ ら の 費 ⽤ が 含 ま れ て い る た め 、 レ ン タ ル 会 社 が

物 件 の 保 守 ・ 修 繕 を ⾏ う 1 7 0 。  

上 記 、 ⼀ 般 的 な リ ー ス ・ レ ン タ ル の 特 徴 と 、 本 件 事 案 を ⽐ 較 整 理 し た

も の が 図 表 5 - 1 0 で あ る 1 7 1 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 7 0  芥 川 基 ＝ 久 納 幹 史 『 リ ー ス の 知 識 と 実 務 』（ ⽇ 本 実 業 出 版 社 、 最 新 版 、
2 0 0 8 ） 3 6 , 3 8 ⾴ 参 照 。  

1 7 1  リ ー ス ・ レ ン タ ル 部 分 に つ い て は ， 芥 川 ＝ 久 納 ・ 前 掲 注 1 7 0 ) 3 7 ⾴ 参 照 。  
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【 図 表 5 - 1 0 ： リ ー ス ・ レ ン タ ル と 本 件 事 案 の ⽐ 較 】（ 筆 者 作 成 ）  

※ 本 件 事 案 の 契 約 が リ ー ス 寄 り ⼜ は レ ン タ ル 寄 り の 項 ⽬ を 網 掛 け で ⽰ し て い る 。  

 

図 表 5 - 1 0 の と お り 、本 件 は 、ユ ー ザ ー と 契 約 期 間 に 関 し て は リ ー ス 寄

り の 契 約 で あ る の に 対 し 、 中 途 解 約 と 保 守 ・ 修 繕 に 関 し て は レ ン タ ル 寄

り の 契 約 で あ る 。つ ま り 、リ ー ス と レ ン タ ル の 両 ⽅ の 特 徴 が 合 わ さ っ た 、

い わ ば ハ イ ブ リ ッ ト 契 約 と な っ て お り 、 そ れ ゆ え に 、 Ｙ と 審 判 所 は 「 本

件 各 契 約 が リ ー ス ⽅ 式 で あ る 」 と 明 ⾔ す る の を 躊 躇 っ た の で あ ろ う 。 筆

者 と し て も 、 本 件 各 契 約 は 、 リ ー ス ⽅ 式 で も レ ン タ ル ⽅ 式 で も な い 別 の

契 約 形 態 と 考 え る 。  

次 に 、 ② 本 件 事 案 の あ る べ き 判 定 に つ い て 検 討 す る 。  

① の 検 討 の と お り 、 本 件 各 契 約 が 少 な く と も リ ー ス ⽅ 式 で は な い 以 上 、

こ の ハ イ ブ リ ッ ト 契 約 を ⼀ 般 の リ ー ス ⽅ 式 に 引 き 直 す の は 、 テ ス ト 3 の

通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 の 引 直 し に 相 当 す る の で は な い か 。 テ ス ト 2 で こ

 リース レンタル 本件事案 

対象物件 
希望する物件をユ
ーザー⾃⾝が選定 

レンタル会社の在庫
の中から選定 

裁決⽂に記載なし 

ユーザー 
1 物件を 1 ユーザ
ーが利⽤ 

1 物件を不特定多数
が利⽤ 

Ｋ社所有の賃貸借
物件の賃借⼈はＸ
のみ 

契約期間 
2〜6 年の⽐較的⻑
期のものが多い 

時間・⽇・週・⽉単
位の短期 

累積で 6 年〜12 年
と⻑期 

中途解約 

中途解約不可 
解約する場合に
は、ユーザーは残
リース料相当額の
損害賠償をする 

随時あるいは⼀定期
間経過後に解約可 

中途解約可能であ
り、実際に解約実
績あり 

保守・修繕 ユーザーの負担 レンタル会社の負担 Ｋ社負担 
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の よ う な 引 直 し は ⾏ え な い た め 、 Y や 審 判 所 が 採 ⽤ し た リ ー ス ⽅ 式 を 参

考 に 否 認 す る 論 理 構 成 は 、 法 1 5 7 条 に 依 拠 す る か ら こ そ 成 り ⽴ つ も の で

あ ろ う 。 し か し 、 テ ス ト 3 の 判 定 は テ ス ト 1 や テ ス ト 2 を ⾶ び 越 え て ⾏

う も の で は な い 。 そ こ で 、 改 め て 、 図 表 5 - 1 に 照 ら し て 本 件 の あ る べ き

判 定 フ ロ ー を 検 討 し た い 。  

本 件 は 、 X が K 社 か ら 医 療 機 器 等 を 借 り 、 対 価 と し て 本 件 賃 借 料 を ⽀

払 っ て い た と い う 事 実 に 間 違 い は な い た め 、 テ ス ト 1 で 仮 装 ⾏ 為 に は あ

た ら ず テ ス ト 2 に 移 る こ と に な る 。 次 に 、 テ ス ト 2 で 、 納 税 者 の 選 択 し

た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 、 法 3 7 条 に 照 ら し て 判 定 さ れ る 。 本 件 で

は 、Ｘ と Ｋ 社 の 間 で 交 わ し た 本 件 各 契 約 が 尊 重 さ れ な け れ ば な ら な い が 、

賃 貸 借 期 間 経 過 後 の 賃 料 は 当 初 賃 料 の 7 0 % に な る べ き と こ ろ 、当 初 の ⾦

額 を 減 額 せ ず ⽀ 払 い 続 け て い た た め 、差 額 3 0 % が 否 認 対 象 と な り 、ま た 、

賃 貸 借 物 件 (a )に つ い て は 、契 約 解 除 後 も ⽀ 払 い 続 け て い た ⾦ 額 が 全 額 否

認 さ れ る 。 つ ま り 、 審 査 請 求 で Ｘ が 主 張 し て い た ⾦ 額 （ 図 表 5 - 9 (3 ) ） こ

そ が 、法 3 7 条 を 根 拠 に 算 出 さ れ る 適 正 額 と い う こ と に な る 。続 い て 、テ

ス ト 2 の （ Ｘ が 主 張 す る ） ⾦ 額 を 必 要 経 費 と し て 容 認 し て も 、 テ ス ト 3

で 不 当 性 要 件 を 満 た す 場 合 、 法 1 5 7 条 で 否 認 さ れ る 。 こ こ で 初 め て 通 常

⽤ い ら れ る 法 形 式 （ リ ー ス ⽅ 式 ） へ の 引 直 し を ⾏ う こ と が で き る た め 、

本 件 で は X の 主 張 ⾦ 額 （ 図 表 5 - 9 (3 ) ） と 、 引 直 し 同 業 者 ⽐ 準 に よ っ て 算

出 さ れ た ⾦ 額 （ 図 表 5 - 9 (4 ) ） と の ⽐ 較 が 焦 点 と な る 。 そ の 結 果 、 図 表 5 -

9 (5 ) の と お り 両 者 の 税 負 担 差 額 は 2 0 0 万 円 以 上 と ⼤ き く 、 ま た 、 ハ イ ブ

リ ッ ト 契 約 を 採 ⽤ し た 合 理 的 理 由 も 確 認 で き な い こ と か ら 、 不 当 性 要 件

を 満 た し て 法 1 5 7 条 に よ り 必 要 経 費 が 否 認 さ れ る 、 と い う の が あ る べ き

判 定 フ ロ ー で あ る 。  

こ の よ う に 、 本 件 は 、 最 終 的 に 否 認 す る 根 拠 規 定 を 法 1 5 7 条 と し 、 引
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直 し 同 業 者 ⽐ 準 に よ っ て 適 正 額 を 算 出 し た と い う 点 で は 、 Y 及 び 審 判 所

の 判 断 と 筆 者 仮 説 は 共 通 し て い る も の の 、 Y と 審 判 所 は テ ス ト 2 を ⾶ ば

し て テ ス ト 3 で 判 定 し た の に 対 し 、 筆 者 は あ く ま で テ ス ト 2 を 経 て テ ス

ト 3 で 判 断 す べ き と 考 え る た め 、 そ の 論 理 構 成 は 異 な る も の と 考 え る 。 

 

第 3 款  ⼩ 括  

 

以 上 、 本 節 で は 、 テ ス ト 3 で 法 1 5 7 条 の 不 当 性 要 件 に 照 ら し て 判 定 さ

れ る べ き 事 例 に つ い て 検 討 し た 。  

本 節 第 1 款 の 燃 料 ⼩ 売 業 業 務 委 託 費 事 件 （ 事 案 ⑤ ） で は 、 テ ス ト 2 で

⾦ 額 の 適 正 性 も 含 め 必 要 経 費 が ⼀ 度 は 容 認 さ れ る が テ ス ト 3 で 全 額 否 認

さ れ る こ と に な り 、前 款 の ⻭ 科 医 師 医 療 機 器 賃 借 料 事 件（ 事 案 ⑥ ）で は 、

テ ス ト 2 で ⼀ 部 容 認 さ れ た 適 正 額 に 留 ま ら ず 、 テ ス ト 3 で 引 直 し 同 業 者

⽐ 準 に よ り 不 当 性 要 件 を 満 た す と し て 否 認 さ れ る べ き と 考 え ら れ た 。  

こ の よ う に 、 テ ス ト 2 に お い て 納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範

囲 内 で 法 3 7 条 に 照 ら し て 必 要 経 費 が 容 認 さ れ る 場 合 で あ っ て も 、 テ ス

ト 3 で 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ の 引 直 し を ⾏ う こ と で 不 当 性 要 件 を 満 た

す 場 合 に 、 初 め て 法 1 5 7 条 が 適 ⽤ さ れ る こ と に な る た め 、 事 案 ⑤ 及 び ⑥

の よ う に 、 テ ス ト 2 を ⾶ ば し て テ ス ト 3 で 判 定 し た 課 税 庁 の 判 断 基 準 は

適 当 で は な い と 考 え ら れ る 。  

 

第 4 節  本 論 ⽂ の 結 論  

 

以 上 、本 章 で 検 討 し た 裁 判 例 ・ 裁 決 例 を 整 理 し た も の が 、図 表 5 - 1 1 で

あ る 。  
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【 図 表 5 - 1 1 ： 本 章 で 検 討 し た 事 案 に お け る 、 課 税 庁 ・ 裁 判 所 （ 審 判

所 ） 及 び 筆 者 仮 説 の 根 拠 規 定 の 違 い 】（ 筆 者 作 成 ）  

※ い ず れ の 事 案 も 、 課 税 庁 と 裁 判 所 （ 審 判 所 ） は テ ス ト 1 の 仮 装 ⾏ 為 の 判 定 を ⾏

っ て い な い が 、 事 案 ② 〜 ⑥ に つ い て は 、 仮 装 ⾏ 為 に あ た ら な い の は 明 ら か で あ

る た め 、 テ ス ト 1 の 判 定 は 省 略 さ れ た も の と 考 え る こ と が で き る 。  

 
 根拠規定 

課税庁 裁判所（審判所） 筆者仮説 備考 

事案① 

不 動 産 管 理 料

事件 

法 37 条と法 157 条 法 37 条 仮装⾏為のため 

根拠規定不要 

必要経費は 0 円 

テスト 1 を⾶ばして

テスト 2 や 3 で判定 

テスト 1 を⾶ばして

テスト 2 で判定 

テスト 1 で判定 

事案② 

出向職員給与

負担⾦事件 

法 37 条 法 37 条 法 37 条 必要性がないため必

要経費は 0 円 
テスト 2 で判定 テスト 2 で判定 テスト 2 で判定 

事案③ 

税 理 ⼠ 事 務 所

賃 料 等 無 償 提

供事件 

法 37 条 法 37 条 法 37 条 業務従事者の勤務⽉

数割合を基に適正額

を算出 テスト 2 で判定 テスト 2 で判定 テスト 2 で判定 

事案④ 

司 法 書 ⼠ ⽀ 払

⼿数料事件 

法 157 条 法 157 条 法 37 条 過去の帳簿等から詳

細に事実関係を確認

して適正額を算出す

べき 

テスト 2 を⾶ばして 

テスト 3 で判定 

テスト 2 を⾶ばして 

テスト 3 で判定 

テスト 2 で判定 

事案⑤ 

燃 料 ⼩ 売 業 業

務委託費事件 

法 157 条 法 37 条 法 157 条 依頼した業務の遂⾏

者は納税者⾃⾝であ

るため、納税者と同

族会社の特殊関係性

に注⽬すると必要経

費は 0 円 

テスト 2 を⾶ばして 

テスト 3 で判定 

テスト 2 で判定 テスト 2 を経て 

テスト 3 で判定 

事案⑥ 

⻭ 科 医 師 医 療

機 器 賃 借 料 事

件 

法 157 条 法 157 条 法 157 条 引直し同業者⽐準に

より適正額を算出 
テスト 2 を⾶ばして 

テスト 3 で判定 

テスト 2 を⾶ばして 

テスト 3 で判定 

テスト 2 を経て 

テスト 3 で判定 
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第 3 章 で 確 認 し た と お り 、 課 税 処 分 の 根 拠 規 定 が 法 3 7 条 か 法 1 5 7 条

か と い う 違 い は 、 経 費 の ⽀ 払 い 先 法 ⼈ が ⾮ 同 族 会 社 で あ っ た 場 合 の 適 ⽤

の 適 否 や 、 ⽀ 払 い 先 法 ⼈ に お け る 法 ⼈ 税 の 対 応 的 調 整 の 可 否 と い っ た 点

で 法 的 効 果 が 異 な る こ と か ら 、 納 税 者 に と っ て 重 要 な 問 題 で あ る 。 そ の

た め 、 課 税 庁 に は 、 納 税 者 の 理 解 を 得 ら れ る よ う 根 拠 規 定 の 選 定 理 由 を

明 確 に ⽰ す こ と が 求 め ら れ て い る 。  

そ れ で は 、 本 章 で 取 り 上 げ た 事 案 の う ち 、 課 税 庁 が 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し

た 事 案 ① 、 ④ 、 ⑤ 及 び ⑥ を 改 め て ⾒ て み よ う 。 筆 者 仮 説 で は 、 事 案 ① は

仮 装 ⾏ 為 と し て 否 認 す べ き で あ り 、 事 案 ④ は 法 3 7 条 で 納 税 者 の 内 部 資

料 を も と に 否 認 す べ き 事 案 で あ っ た 。 ま た 、 事 案 ⑤ 及 び ⑥ に つ い て は 、

根 拠 規 定 ⾃ 体 は 筆 者 仮 説 と 同 じ で あ る も の の 、そ の 論 理 構 成 、す な わ ち 、

テ ス ト 2 の 法 3 7 条 に よ る 判 定 を 経 由 す る こ と な く 、 い き な り テ ス ト 3

で 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ し て い る と い う 違 い が 確 認 さ れ た 。 こ れ ら に 共 通 し て

い る の は 、課 税 庁 は 、仮 装 ⾏ 為 の 適 否 や 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 を 判 定

す る た め に 必 要 な 、 納 税 者 の 内 部 資 料 の 詳 細 な 確 認 ・ ⽴ 証 作 業 を 怠 っ て

い る と い う 点 で あ る 。 そ の た め 、 納 税 者 側 か ら す れ ば 、 法 1 5 7 条 が ⽴ 証

責 任 緩 和 機 能 を 有 す る か の ご と く 安 易 に 適 ⽤ さ れ て い る よ う に ⾒ え 、 課

税 庁 の 恣 意 性 が 介 ⼊ し て い る の で は な い か と い う 疑 い を 持 っ て し ま う の

も 仕 ⽅ の な い こ と で あ ろ う 。 せ め て 、 恣 意 的 な 運 ⽤ が 疑 わ れ る 課 税 庁 の

更 正 処 分 を 裁 判 所 が 適 切 に 是 正 し て い れ ば 、 裁 判 例 の 蓄 積 に よ り 、 ど の

よ う な 場 ⾯ で 同 規 定 が 適 ⽤ さ れ る の か を 納 税 者 が 予 測 す る こ と も 可 能 と

な る 。 し か し な が ら 、 実 際 の 裁 判 例 を み る と 、 事 案 ④ が 法 1 5 7 条 優 先 適

⽤ 説 を 、 事 案 ⑤ が 法 3 7 条 優 先 適 ⽤ 説 を ⽀ 持 す る か の よ う な 判 決 を 下 し

て い る よ う に 、 裁 判 所 は そ の 期 待 に ⼗ 分 に 応 え ら れ て い な い の が 現 状 で
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あ る 。  

本 論 ⽂ で は 、 こ の よ う な 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ を め ぐ る 問 題 に つ い て 、 課 税

庁 の 恣 意 性 介 ⼊ を 極 ⼒ 排 除 す る た め に 、 で き る 限 り 客 観 的 で 統 ⼀ 的 な 判

断 基 準 を ⾒ 出 す こ と を 試 み た 。 検 討 を 重 ね た 結 果 、 筆 者 が 導 き 出 し た 課

税 庁 の あ る べ き 判 定 フ ロ ー が 図 表 5 - 1 で あ る 。 こ の フ ロ ー に よ る と 、 同

族 会 社 の 関 連 経 費 に 同 規 定 が 適 ⽤ さ れ る 場 ⾯ と い う の は 、 ま ず 仮 装 ⾏ 為

に 該 当 し な い こ と を 前 提 と し て （ テ ス ト 1 ）、 次 に 法 3 7 条 で 私 法 上 の 法

形 式 の 範 囲 内 で 判 定 す る こ と に よ り ⼀ 度 は 容 認 さ れ た も の が（ テ ス ト 2 ）、

通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ 引 き 直 す こ と で 法 1 5 7 条 の 不 当 性 要 件 を 満 た す

と 判 断 さ れ た 場 ⾯ （ テ ス ト 3 ） に 限 ら れ る こ と に な る 。 本 章 で 取 り 上 げ

た 事 案 に つ い て 、 課 税 庁 が こ の あ る べ き 判 定 フ ロ ー に 従 っ て 判 断 し た と

す る と 、 法 1 5 7 条 を 適 ⽤ で き る の は 事 案 ⑤ 及 び ⑥ の 2 例 の み と な る 。 最

後 に 、 こ の 2 事 例 を 類 型 化 し 、 併 せ て 納 税 者 の 予 測 可 能 性 に つ い て も 筆

者 の ⾒ 解 を 述 べ た い 。  

 

(1 ) 業 務 委 託 者 ・ 業 務 遂 ⾏ 者 同 ⼀ 型 （ 事 例 ⑤ ）  

こ の 類 型 は 、 納 税 者 が 業 務 を 同 族 会 社 に 委 託 し 、 同 族 会 社 は そ の 業 務

を 同 社 に 所 属 す る 納 税 者 に 遂 ⾏ さ せ て 委 託 料 を 収 受 す る ケ ー ス で あ る 。

こ の ケ ー ス で は 、 ⾦ 額 を い く ら に 設 定 し て い た と し て も 、 テ ス ト 3 で 納

税 者 と 同 族 会 社 の 特 殊 関 係 性 に 注 ⽬ す る と 、 通 常 あ る べ き 法 形 式 は 納 税

者 が ⾃ ⾝ に 労 働 の 対 価 を ⽀ 払 う 形 式 と な る た め 、 法 1 5 7 条 に よ り 全 額 が

否 認 さ れ る 。 所 得 税 法 で は 、 事 業 主 ⾃ ⾝ へ 労 働 の 対 価 と し て ⽀ 払 っ た ⾦

銭 を 必 要 経 費 と し て 認 め て い な い こ と は 周 知 の と お り で あ る か ら 、 納 税

者 に と っ て 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ を 予 測 す る の は ⼗ 分 可 能 で あ る と 思 わ れ る 。 
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(2 ) 引 直 し に よ る 同 業 者 ⽐ 準 型 （ 事 例 ⑥ ）  

こ の 類 型 は 、 テ ス ト 2 で 納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で

算 出 し た 適 正 額 （ 原 則 的 に は 納 税 者 の 内 部 資 料 を も と に 算 出 し 、 予 備 的

⼿ 法 と し て 納 税 者 と 同 じ 法 形 式 の 取 引 を ⾏ う 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 算 出 ） と

⽐ 較 し て 、 テ ス ト 3 で 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 の 取 引 を ⾏ う 引 直 し 同 業 者

に ⽐ 準 し て 算 出 し た 適 正 額 が 法 1 5 7 条 の 不 当 性 要 件 を 満 た す ケ ー ス で あ

る 。 こ の ケ ー ス で は 、 課 税 庁 が ど の よ う な 引 直 し 同 業 者 を 選 定 す る か が

納 税 者 に と っ て 不 透 明 で あ る も の の 、不 当 性 要 件 は “ 税 負 担 差 額 の ⼤ き さ ”

と “ 合 理 的 理 由 の 有 無 ” の フ ィ ル タ ー を 通 し て 判 断 さ れ る た め 、 納 税 者 が

⾃ ⾝ が 採 ⽤ し た 法 形 式 の 合 理 的 理 由 を 説 明 す る こ と が で き れ ば 、 課 税 庁

に よ る 恣 意 的 課 税 に ⼗ 分 対 抗 で き る も の と 思 わ れ る 。  

 

こ の よ う に 、 課 税 庁 が 、 筆 者 が 提 ⽰ し た あ る べ き 判 定 フ ロ ー に 沿 っ て

法 1 5 7 条 を 運 ⽤ す れ ば 、恣 意 性 が 介 ⼊ し な い 適 切 な 課 税 を 実 現 し な が ら 、

納 税 者 の 予 測 可 能 性 と 法 的 安 定 性 を 確 保 す る こ と が 可 能 で あ る と 考 え ら

れ る 。  
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お わ り に  

 

本 論 ⽂ で は 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を め ぐ る 問 題 に つ い て 、 課 税 庁 の 恣

意 性 介 ⼊ を 極 ⼒ 排 除 す る た め に 、 ど の よ う な 場 ⾯ で あ れ ば 、 課 税 庁 に よ

る 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ が 許 容 さ れ 得 る の か を 明 ら か に す る こ と を ⽬ 的 と し て

検 討 を ⾏ っ て き た 。  

ま ず 、 第 1 章 で は 、 同 族 会 社 の ⾏ 為 計 算 否 認 規 定 は 、 そ れ が 明 ⽂ 規 定

と し て 存 在 す る こ と を 根 拠 に 問 題 と な っ た 租 税 回 避 ⾏ 為 を 否 認 で き る と

い う 点 で 意 義 が あ る が 、 ⼀ ⽅ で 、 納 税 者 の 予 測 可 能 性 と 法 的 安 定 性 を 確

保 す る た め に 、 課 税 庁 に よ る 同 規 定 の 恣 意 的 な 運 ⽤ は 制 限 さ れ る べ き で

あ る こ と を 確 認 し た 。 そ こ で 、 課 税 処 分 時 の 根 拠 規 定 と し て 、 同 規 定 以

外 に 他 の 課 税 要 件 規 定 が 候 補 と し て 挙 げ ら れ る 場 合 、 よ り 規 定 内 容 が 具

体 的 な 後 者 を 適 ⽤ し て 否 認 す る ⽅ が 望 ま し い の で は な い か 、 と い う 考 え

が ⽣ ず る こ と に な り 、 か つ て は 法 ⼈ 税 法 1 3 2 条 1 項 と 同 法 2 2 条 2 項 の

関 係 性 を 中 ⼼ に 学 説 の 中 で 議 論 さ れ て い た こ と を 紹 介 し た 。 そ し て 、 こ

の よ う な 競 合 に 関 す る 問 題 は 法 ⼈ 税 法 に お い て だ け で は な く 所 得 税 法 に

お い て も ⽣ じ て お り 、 過 去 の 裁 判 例 を ⾒ て も 、 納 税 者 は 同 族 会 社 の 関 連

経 費 に つ い て 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 の ど ち ら に 照 ら し て 判 断 さ れ る の か さ

え 判 然 と し な い 状 況 で あ る た め 、 予 測 可 能 性 と 法 的 安 定 性 の 確 保 の 点 で

問 題 が あ る こ と を 明 ら か に し た 。  

続 い て 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 否 認 す る 際 の 根 拠 規 定 の 違 い が 、 納 税

者 に ど の よ う な 違 い を ⽣ む の か を 明 ら か に す る た め 、 第 2 章 で は 両 規 定

の 沿 ⾰ を 、 続 く 第 3 章 で は 両 規 定 の 法 的 効 果 の 違 い を 検 討 し た 。 ま ず 、

第 2 章 の 沿 ⾰ か ら は 、 法 1 5 7 条 が 、 納 税 者 と 同 族 会 社 間 の 特 殊 関 係 性 ゆ

え に な さ れ た 所 得 税 の 不 当 な 減 少 を 課 税 の 公 平 の ⾒ 地 か ら 許 容 で き な い
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と し て 否 認 す る の に 対 し 、法 3 7 条 は 、当 該 ⽀ 出 を 投 下 資 本 に あ た ら な い

個 ⼈ 的 な 消 費 活 動 に よ る も の と し て 否 認 す る 、 と い う よ う に 、 同 じ 否 認

で も そ の 論 理 構 成 が 異 な る こ と を 確 認 し た 。 次 に 、 第 3 章 で は 、 根 拠 規

定 の 違 い に よ っ て 、 経 費 の ⽀ 払 い 先 法 ⼈ が ⾮ 同 族 会 社 で あ っ た 場 合 の 適

⽤ の 適 否 や 、 ⽀ 払 い 先 法 ⼈ に お け る 法 ⼈ 税 の 対 応 的 調 整 の 可 否 と い っ た

点 で 法 的 効 果 が 異 な る こ と を 確 認 し た 。こ の よ う に 、根 拠 規 定 の 違 い は 、

課 税 処 分 に ⾄ っ た 論 理 構 成 や 課 税 処 分 の 内 容 ・ 税 負 担 が 変 わ る こ と に な

る た め 、 課 税 庁 に は 、 納 税 者 の 理 解 を 得 ら れ る よ う 根 拠 規 定 の 選 定 理 由

を 明 確 に ⽰ す こ と が 求 め ら れ る こ と を 指 摘 し た 。  

そ こ で 、 第 4 章 で は 、 法 1 5 7 条 と 法 3 7 条 を 、 (1 ) 両 規 定 の 課 税 要 件 、

(2 ) ⾦ 額 の 適 正 性 、( 3 )課 税 庁 の 判 断 順 序 、(4 ) 納 税 者 が 選 択 し た 私 法 上 の

法 形 式 、 の 4 項 ⽬ の 観 点 か ら ⽐ 較 し 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 を 課 税 庁 が 否

認 す る 場 合 の あ る べ き 判 定 フ ロ ー を 筆 者 の 仮 説 と し て 提 ⽰ し た 。 筆 者 が

提 ⽰ し た あ る べ き 判 定 フ ロ ー （ 図 表 5 - 1 ） を 整 理 す る と 、 以 下 の よ う に

ま と め ら れ る 。  

 

①  テ ス ト 1 （ 仮 装 ⾏ 為 の 判 定 ）  

脱 税 で あ る 仮 装 ⾏ 為 の 認 定 は 、 あ く ま で 事 実 認 定 の 下 に 厳 格 に

⾏ わ れ る べ き も の で あ り 、 特 段 の 根 拠 規 定 を 必 要 と し な い 。  

②  テ ス ト 2（ 私 法 上 の 法 形 式 の 範 囲 内 で 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 を

判 定 ）  

必 要 経 費 該 当 性 の 判 定 は 、 “ 必 要 性 要 件 ” の み で ⼗ 分 で あ る （ ⼀

要 件 説 ）。  

⾦ 額 の 適 正 性 が 問 題 と な る 場 合 は 、 原 則 的 に は 納 税 者 の 内 部 資

料 を も と に 算 出 し 、 予 備 的 ⼿ 法 と し て 納 税 者 と 同 じ 法 形 式 の 取 引



139 
 

を ⾏ う 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 算 出 さ れ る 。  

③  テ ス ト 3 （ 通 常 ⽤ い ら れ る 法 形 式 へ の 引 き 直 し に よ り 法 1 5 7 条 で

不 当 性 要 件 を 判 定 ）  

不 当 性 要 件 の 判 定 は 、 ま ず は “ 税 負 担 差 額 の ⼤ き さ ” で 判 定 し 、

次 い で 、 差 額 が ⼤ き い 場 合 に “ 合 理 的 理 由 の 有 無 ” を い う フ ィ ル タ

ー を 通 じ て ⾏ う 。  

⾦ 額 の 適 正 性 が 問 題 と な る 場 合 は 、 引 直 し 同 業 者 ⽐ 準 に よ り 算

出 す る こ と が 可 能 と な る 。  

 

最 後 に 、 第 5 章 で は 、 同 族 会 社 の 関 連 経 費 が 否 認 さ れ た 裁 判 例 ・ 裁 決

例 を 、 上 記 の あ る べ き 判 定 フ ロ ー に 当 て は め る こ と で 、 筆 者 仮 説 の 妥 当

性 を 検 証 し た 。 こ こ で 取 り 上 げ た 事 案 に お い て 、 課 税 庁 の 判 断 に は 、 仮

装 ⾏ 為 の 適 否 や 法 3 7 条 の 必 要 経 費 該 当 性 を 判 定 す る た め に 必 要 な 、 納

税 者 の 内 部 資 料 の 詳 細 な 確 認 ・ ⽴ 証 作 業 が ⽋ 如 し て い る 傾 向 が ⾒ ら れ 、

課 税 庁 は 法 1 5 7 条 が ⽴ 証 責 任 緩 和 機 能 を 有 す る か の ご と く 恣 意 的 に 運 ⽤

し て い る の で は と い う 疑 い を 持 っ て し ま う も の で あ っ た 。 そ し て 、 検 証

の 結 果 、 課 税 庁 に よ る 法 1 5 7 条 の 適 ⽤ が 許 容 さ れ る 場 ⾯ と し て は 、 以 下

の 2 類 型 が 考 え ら れ た 。  

 

①  業 務 委 託 者 ・ 業 務 遂 ⾏ 者 同 ⼀ 型  

こ の 類 型 は 、 納 税 者 が 業 務 を 同 族 会 社 に 委 託 し 、 同 族 会 社 は そ

の 業 務 を 同 社 に 所 属 す る 納 税 者 に 遂 ⾏ さ せ て 委 託 料 を 収 受 す る ケ

ー ス で あ る 。  

②  引 直 し に よ る 同 業 者 ⽐ 準 型  

こ の 類 型 は 、テ ス ト 2 で 納 税 者 の 選 択 し た 私 法 上 の 法 形 式 の 範
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囲 内 で 算 出 し た 適 正 額 と ⽐ 較 し て 、テ ス ト 3 で 通 常 ⽤ い ら れ る 法

形 式 の 取 引 を ⾏ う 引 直 し 同 業 者 に ⽐ 準 し て 算 出 し た 適 正 額 が 法

1 5 7 条 の 不 当 性 要 件 を 満 た す ケ ー ス で あ る 。  

 

し た が っ て 、 納 税 者 は 、 同 族 会 社 に 委 託 す る 業 務 を ⾃ ⾝ が 遂 ⾏ す る こ

と を 避 け た 上 で 、 同 族 会 社 と の 間 で 採 ⽤ し た 法 形 式 に 合 理 的 理 由 が 存 在

す る こ と を 説 明 す る こ と が で き れ ば 、 予 測 困 難 な 課 税 庁 に よ る 法 1 5 7 条

の 適 ⽤ に ⼗ 分 対 抗 で き る も の と 考 え ら れ る 。同 規 定 の 適 ⽤ に あ た っ て は 、

恣 意 性 が 介 ⼊ し な い 適 切 な 課 税 の 実 現 と 、 納 税 者 の 予 測 可 能 性 と 法 的 安

定 性 の 確 保 を 両 ⽴ さ せ る べ く 、 課 税 庁 に は 、 筆 者 が 提 ⾔ す る あ る べ き 判

定 フ ロ ー に 沿 っ て 客 観 的 で 統 ⼀ 的 な 判 断 を ⾏ う こ と が 望 ま れ る こ と を 指

摘 し 、 本 論 ⽂ の 結 び に か え た い 。  
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